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第1章大学教育と仕事欄覚の動向と諏-

本章の目的は、大学教育と雇用をめぐる研究の動向を整理し、その到達点と課題を述べ

ることにある0第1節ではまず、大学教育の経済的価値に関する諸理論を概括することで、

大学教育が人材養成機能の点でいかに位置づけられてきたかを考察する。第2節では、 19

80年代以降ヨーロッパを中心に展開されてきた、大学教育の職業的レリバンスをめぐる研

究を、その背景も含めて検討する。そして第3節では、前節までの欧米における研究動向

を踏まえ、我が国におけるこの分野の研究動向を概観し、残された課題を明らかにする。
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1.大学教育と雇用に関する諸理論一大学教育の経済的価値-

大学教育と雇用に関する研究動向を、理論的展開という点から振り返ると、それは大学

教育の経済的な価値をめぐる議論に収赦する。その端緒は、 1960年代以降に隆盛をみた教

育経済学に求められ、その動向に関しては我が国でも体系的なレビューが行われている

(金子1980,近藤1982,矢野1984など) 。その特徴は、経済成長や賃金といった量

的に把握が可能な労働指標を駆使し、大卒労働力の需給関係を解明することにあったとい

えるo以下、この分野における主だった理論を取り上げ、経済的な価値という側面で大学

教育がいかに解釈され、またその解釈がいかに変遷してきたかを検討する。

大学教育の経済的価値

大学教育の経済的価値をめぐる議論は、一方で教育と経済成長に関してのマクロ的分析、

他方で教育と所得分配に関してのミクロ的分析という、大きく2つの視座から展開されて

きた。

まず、教育と経済成長をめぐる研究は、経済成長が教育投資の量によって決定されると

いう仮説に基づき、社会ないし政府は、経済成長のために教育にどの程度投資すべきかと

いう点を分析の課題とした。

教育と経済成長の関連を労働力の需要サイドから分析したのが、 Harbison & Myers (19

64)を先駆とするマンパワーアプローチである.これは、教育水準、職業、産出物の間に

固定的な関係を想定し、経済成長に必要な産業・職業別の労働力需要量を予測し、そこか

ら学歴別労働力の供給量を予測するものであったo　このアプローチはその後、 OECD (1970)

の包括的な分析へと展開した。同じく教育と経済成長の関連を労働力の供給サイドから分

析したのが、 Schultz (1961)を先駆とする人的資本理論に基づく収益率アプローチである。

これは、経済成長の要因として教育による労働力の技術、生産性の向上に着目し、教育の

費用とその便益の関係から教育段階ごとの収益率を算出し、それを教育投資の指標に用い

るものであった。マンパワーアプローチも収益率アプローチも、その理論的、実証的な課

題が指摘される一方、今なお大学教育を経済成長との関連で議論する際の基本的な枠組み

を提供している(Psacharopoulos & Hinchiliffe 1973,金子編1983, Psacharopoulos

et al. 1984, Psacharopoulos S Woodhall 1985, Youdi fi"Hinchliffe 1985)

これに対して、教育と所得分配をめぐる研究は、個人の所得が教育投資の量によって決

定されるという仮説に基づき、個人の教育投資は、どのような経済的利益をもたらすかと

いう点を分析の課題としたO

この点に関しても、人的資本理論の果たした役割は大きい　Becker (1964)は、内部収

益率の概念を用いてシュルツの人的資本概念を理論的に定式化し、さらにMincer (1974)

は、個人の教育投資と生涯所得との関係を明らかにした。この段階に至って、学校教育は

個人の生産性の向上に寄与する知識・技能の付与機関として明確な位置づけを与えられた

といえる。

ところが、 1970年代に入ると、人的資本理論を中核とする教育の経済的価値をめぐる議

論は、多くの批判にさらされる。教育への投資が、必ずしも経済成長を促さなかったし、

また、個人の所得分配の不平等を是正し得なかったからであるoさらに、高等教育が拡大
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する一方で経済成長が鈍化し、大学教育と職業の対応のズレや大学教育の収益率の低下が

顕在化し、教育過剰論や大卒のプロレタリア化(ブルーカラー化)の議論が台頭する(Fr

eeman 1976,潮木1978, Rumberger 1981)

こうした状況下で登場したのが、まず、スクリーニング理論である(Spence 1974, Ar

row 1974, Taubman&Wales 1974) 。そこでは、企業は、人的資本理論の仮定するよう

に、在学中に獲得される知識・技能を基準に採用するのではなく、学歴自体を職務遂行能

力を示す指標として用いるとみなされる。つまり、学歴は生得的能力を示すシグナルに過

ぎず、学校は人材の選抜・配分装置として機能しているとされる.またサロウ(1980)は、

労働市場は、人的資本理論の仮定するような完全かつ賃金を媒介とする競争的な市場では

なく、不完全なものであり、賃金は労働者の生産性ではなく職業ごとに国有に決定されて

いるという労働市場の分断理論に基づき、ジョブ競争モデルを展開した。そして、職場で

必要な知識・技能は入職後のOJTによって獲得されるのであって、学歴は雇用者にとっ

て訓練可能性を示す指標に過ぎないことを提示した。同様に、学歴が労働力の評価・選抜

の手段とみなされていることを社会学的な視点から展開したのが、学歴病(Dore 1976、 0

xenham 1984)の議論であるQ　さらに、ラディカル・エコノミスト達は、学校教育の機能と

して、知識・技能という認識的側面ではなく、価値観や態度,パーソナリティーといった

非認識的側面に着目し、学歴が資本主義経済における企業組織上のヒエラルキーと対応し

ていることを示した(Bowles&Gintis 1976)　また、 Collins (1979)は、同様の点を

社会学的な立場から捉え、学校教育は身分集団の選抜機関として機能しているという、ク

レデンシャリズムの議論を展開した。

大学教育と仕事の対応をめぐる2つの視点

大学教育の経済的価値をめぐる議論は、 1960年代に登場した人的資本理論を中核として、

1970年代にはそれを批判する諸理論が登場するという経過を辿った。その後は現在に至る

まで、どの理論が現実に適合的であるか多くの実証研究が積み重ねられてきた。しかし、

未だこれらの理論の妥当性に関しては明確な結論が得られておらず、また、現段階におい

て、従来の枠組みに代わる新たな理論が登場する契機もみられない(Teichler 1992)　そ

の背景としては、以下の2つの理由を指摘し得る。

まずこれらは、大学教育の経済的価値を、ある特定の方向から切り取ったものだという

点である。人的資本理論は、労働力の需要サイドに着目した議論であったし、その批判理

融ま、むしろ労働力の供給サイドに着目した議論であった。誤解を恐れずにいえば、これ

らは、経済的価値を規定するもののうち、相対的にみて何が大きな誘因として機能してい

るかの議論であって、必ずしも対立するものとはいえない。大卒労働市場が、需給双方の

要因に規定されていると考えるならば、むしろ、これらの理論を状況に応じて組み合わせ

ていくような枠組みが必要といえる。

次にこれらは、その時代的特徴を反映して登場したという点である0　人的資本理論の登

場する1960年代は、高等教育と経済がともに拡張し、経済成長と所得分配の平等化が達成

可能と楽観視された時代であった。これに対し、その批判理論が登場する1970年代は、高

等教育の拡大と経済成長の停滞により両者のズレが顕在化し、経済成長や所得分配に対す

る大学教育の効用が悲観視された時代であった。ところが、 1980年代以降の状況は、 1970
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年代の延長ではなく、かといって1960年代の再来でもなかった。労働市場は、過剰と思わ

れた大卒労働力を吸収する一方、失業率、賃金といった量的な労働指標で見る限り、大卒

者は他の学卒者と比較して最も優位な地位にあり続けている(Rumberger 1984、 OECD 199

2、小林・矢野1992など) oつまり、需給構造が変われば、大学教育の経済的価値を規定

する要因も変わるのであり、経済、学歴構造の変容過程で、大学教育の経済的価値がどの

ように立ち現れるか、より長期的な視点からの再分析が必要といえる0

このようにみれば、従来の議論から汲み取るべきは、いずれかの理論のみを妥当視する

ことではなく、大学教育と仕事の対応に関して、複数の見方が想定可能なことを認知する

ことであろう。それは、以下の2つの見方に集約される。

第1は、大学教育で獲得される知識・技能と職場で要求される知識・技能との間に、機

能的な連関が実際に存在するとみなす立場であるoマンパワーアプローチに基づく研究は、

両者の対応を所与としたものであったし、人的資本理論に基づく研究は、教育を通じて獲

得された知識・技能が職場での労働生産性を向上させると考えた。現実に、大卒者が一定

の職業に就いているのは、こうした関係に依拠している。大卒の学歴と職業との対応関係

(カップリング)を媒介するのは、大学において授けられる教育、専門的な知識である0

大学教育の内容を端的に示すのは専門分野であるから、ここでは、第1の立場を「専門カ

ップリング」モデルと呼ぶことにするO

第2は、現実にみられる学歴と職業との対応関係は、大学教育で獲得される知識・技能

が職場で要求される知識・技能に寄与することで生成しているのではない、とみなす立場

であるo教育は、生産性を高める知識・技能を授けることによってではなく、労働者の資

質を示す1つの指標を与えることによって、そうした対応関係を媒介する。別言すれば、

大学教育の付加価値ではなく、その選抜機能を重視するものである。スクリーニング理論

や仕事競争モデル、学歴病の議論は、この立場に依拠したものだった。ここでは、第2の

立場を「選抜カップリング」モデルと呼ぶことにするO

2.大学教育と仕事の質的対応一大学教育の職業的レリバンス-

さらに1980年代からは、大学教育と職業との関連に新たな潮流が見え始める。

畳包分析から質的分析へ

高等教育の拡大と経済成長の停滞により、教育過剰論が台頭する過程で、経済成長や賃

金指標を用いた、大学教育の経済的価値をめぐる議論は徐々に後退し、むしろ、同じく量

的な労働統計指標を用いつつも、大卒者の卒業後の雇用状況に着目し、教育過剰の実態を

具体的に把握しようとする動きが出てくる。その内容は、失業率や、安定的雇用の有無、

学歴と職業カテゴリーの対応、さらに、専門分野や性別の雇用状況の相違など、多岐にわ

たる(Teichler 1991参照) 0

しかし、より大きな変化は、大学教育と雇用をめぐる研究が、量的分析から質的分析へ

とシフトしたことであった(Williams 1985) 。こうした動向は、とりわけヨーロッパに

おいて顕著であった(1)その背景には、 1980年代以降、高学歴者の失業問題がさほど深刻
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化せず、むしろ、労働市場において高学歴者への需要が漸増していることや、高度な専門

知識を必要とする新たな職業が勃興し、高度職業人材養成に対する需要が高まったことが

挙げられるoそして、従来用いてきた量的な指標では、大学教育と仕事の質的な対応に関

して限られた情報しか得られないという認識から、特に卒業生による大学教育への評価が、

適切かつ重要な指標になり得ると見撤されるようになった。

その結果、大卒労働力の「適切な雇用」をめぐる議論は、賃金や就職率、職業カテゴリ

ーと学歴の対応に現れた、量的に把握される間接的な分析から、大学教育で獲得した資格、

あるいは知識・技能の職場での有用性に着目した、質的に把握される直接的な分析へと移

行したのである。タイヒラーはこの変化を、大学教育と雇用(employment)の関係の議論

から、大学教育と仕事(work)の関係の議論への移行と称している(Teichler 1988, p.1

10) 。 「雇用」が量的な概念として捉えられがちなのに対して、 「仕事」は明らかに質的

な概念である土とにまず留意すべきである。しかしさらに重要なのは、大学教育と仕事の

関係を量的な大小として捉えるのではなく、内容上の関連(レリバンス-relevance)とし

て捉える点であろう。こうした立場にある研究を、レリバンス研究と呼んでおく。以下、

ヨーロッパを中心にその研究動向を概観してみたい。

欧米におけるレリバンス研究

まず、大学教育の職業的レリバンスを考察する際の分析枠組みを考察したのがFurth (1

982)である。そこでは、専門分野別にみた雇用特性の相違を、高等教育に現れた新たな階

層性として捉え、従来のアカデミック-ノンアカデミックというセクターに基づく視点に

加え、職業志向一非職業志向という専門分野に基づく視点の重要性が指摘された。同様に、

Brennan (1985)は、選抜の程度、訓練の到達度という2つの軸を用い、専門分野と職業の

対応を類型化した。これらは、従来ヨーロッパでは、大学セクターをエリート的な機関と

して保ちつつ、非大学セクターで職業準備教育を行うという政策を採用してきたが、同一

セクター内でも、専門分野によって雇用状況が大きく異なることを示すものであり、雇用

のレベルでみた際に現出する、一高等教育システムにおける階層性と専門分野における階層

性の双方に着目した分析の意義を提唱するものであった。

この2つの軸に着目した実証分析も行われている。まず、知識・技能レベルの対応を分

析したものではないが、 Boys & Kirkland (1988)は、イギリスを対象に、高等教育機関別、

専門分野別に、就職機会や賃金の相違を検討し、機関の相違以上に専門分野の果たす機能

が大きいことを示す一方、大学、`ポリテクニック、カレッジの間や、大学間の階層性も、

就業構造や賃金を規定していることを明らかにした。また、 Brennan, Lyon, Schomburg

(1995)は、ドイツにおける大学と専門大学、イギリスにおける大学とポリテクニックを

対象に、専門分野別に教育の職業的レリバンスを分析し、比較検討したものである.そこ

での議論は多面にわたるが、国によっても、高等教育セクターによる資格の相違と仕事に

おける専門分野教育の評価との関係が一様でないことが示されているO

大学教育の職業的レリバンスは、労働市場のニーズに対する大学側の反応という観点か

らも分析されてきたO　まず、 Fulton (1984)は、社会のニ1-ズの変化に高等教育政策や高

等教育機関がいかに対応してきたかを、オーストラリア、日本、スウェーデン、イギリス、

アメリカ、旧西ドイツの事例に触れながら比較検討した。また、 Boys他(1988)は、イギ
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リスを対象に、複数の高等教育機関に対するインタビュー調査を行い、カリキュラム改革

を含め専門分野の組酎勺変容という点から、高等教育政策や社会的ニーズの変化に対する

高等教育機関の反応を明らかにした。この他、 de Weert (1995)はオランダを対象に、労

働市場のニーズに対する人文系ならびに社会科学系分野の反応を、カリキュラム改革とい

う視点から論じている。さらに、 Donald (1992)やEverwijn, Bomers & Knubben (1993)

らは、大学で扱われる知識・技能構造そのものに着目し、より微視的レベルから仕事との

対応の可能性を模索した.

最後に、主として卒業生調査に依拠し、職業生活からみた大学教育の評価を検討した一

連の分析を取り上げるo　これらは、先述のように、 1980年代以降、大学教育の職業的レリ

バンスをめぐる研究の主流を形成してきたものである。

まず、 Brennan & McGeevor (1988)は・イギリスを対象に卒業生調査を行い、大学教育

と仕事の関係を、資格や専門教育の有用性、カリキュラムの問題を含めて多様な視点から

検証しているoまた、 Taylor (1990)は、同じくイギリスを対象に、大学における専門分

野の配置を考慮する際、失業率や賃金といった量的な労働市場指標だけでなく、卒業生に

よる大学教育と仕事の対応に関する評価、という質的な指標を併用する必要性を提唱して

いるo　さらに、 Brennan他(1993)は、学生の特質、高等教育機関のタイプ、労働市場にお

ける期待の相互連関を考察する意義を唱え、進学選択から職場経験に至る長期的な視点で、

大学教育と仕事の対応を明らかにしている。そして、大衆化の過程で専門分野と仕事の直

接的な結びつきが希薄化する中で、実務的・職業的教育より専門教育を通じた理論的・概

念的教育を重視する伝統的なアカデミックアプローチを批判する一方、必ずしも職業に直

結するものではないが職業と関連した、職業一般に転移可敢(Transferable)な一般的な

能力を身につけさせることが重要だと論じているO　アメリカではUseem (1989)が、卒業生

調査及び企業調査の双方に基づいて、リベラルアーツ教育の意義を明らかにしたO　同じく

アメリカを例にRiley (1982)は、職務遂行上の知識・技能という側面でみた場合、大学教

育は職場訓練と並んで不可欠な機能を果たしていることを指摘している。さらにSanyal

(1987)は・発展途上国を含めた国際的な比較調査に基づき、資格や大学での学習内容と

仕事内容との関連性を検討し、政策分析に知識・技能をベースにしたレリバンス分析が必

要だと説いた。この他にも、フランスとイタリアの比較研究から職場における資格要件の

問題を論じたde Francesco & Jarousse (1984)や、旧西ドイツの事例を紹介したTeichle

r & Sanyal (1982)など、大学教育の職業的レリバンスに触れた研究は少なくない。

_レリバンス研究の意義と到達点

ここで改めて、上述した大学教育の職業的レリバンスをめぐる研究の特色を整理すれば、

それは以下の4点に集約される。

第1は、特定の専門分野から特定の専門知識を要求する職業への就職、という直接的な

関連が次第に見えにくくなっているにも拘わらず、敢えて、大学における専門教育が職業

生活に果たす具体的な機能に着眼したことである。

第2は、同じく大学教育と仕事の対応が多様化する中で、大学教育の職業上の有用性に

関して、専門的な知識・技能だけでなく、職業上要求される専門能力に必ずしも直結しな

い、基礎的な知識・技能にも着目したことである。
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第3は、そうした大学教育の職業的レリバンスを、単に専門分野との関わりのみでなく、

高等教育セクター問、セクター内の比較を通じ、即ち、高等教育機関の階層性にも留意し

て解明しようとしたことである。

第4は、大学教育と仕事の質的対応を検証するため、分析の領域が広範化したことであ

るo従来主流を占めてきた卒業・就職段階における分析に加え、 -方で就職後のキャリア、

他方で在学中に形成される能力の分析が、考察対象に組み込まれるに至ったのである。

しかしながら、個々の研究を精査すれば、それらが抱える課題もまた少なくない。

第1は、実証 レベルにおいて、大学教育と仕事の対応が十分に明らかにされてきたとは

いえない点である。具体的にはまず、専門分野や大学の階層性によるキャリア分析が欠漏

しているo職業キャリアを考慮した長期的視点が導入されているとはいえ、就職段階にお

ける大学教育と仕事の対応が、就職後も同様に維持されているのか、就職後に新たな対応

は生じていないのか、この点の検証は未着手といえる(2)さらに、大学で獲得される能力

や職場で必要な能力も、必ずしも明確にされていないo前者は在学中の能力の形成過程が

未詳であることに、後者はキャリアの分析が不十分なことに起因しているoその結果、大

学で獲得される能力と職場で必要な能力との対応という文字通りの分析には至っておらず、

大学で受けた教育が役立っているか否かという表層的な議論に終止する傾向にある(3)

第2は、実証分析自体が蓄積段階ということもあり、新たな理論的枠組みの構築には到

達していない点であるo大学教育と仕事の対応理論としては従来、 「専門カップリング」

と「選抜カップリング」が存在した。大学教育の職業的レリバンスをめぐる研究は、これ;

らが脆弱化する過程で登場したものといえるが、現況は、従前の枠組みがどの程度成立し言

また崩壊しているのかを検証する途上にある。その意味で、大学教育と仕事の対応をめぐ

る新たな理論は、現行の実証分析をさらに精微化し、そこで抽出される大学教育と仕事の

対応に関する諸問題を踏まえることで、将来的に構築されていくべきものと考えられるO

そこから、 「専門カップリング」と「選抜カップリング」の双方を包括する枠組みも生ま33
れるのではなかろうか。

3.日本の大学教育と雇用に関する研究

欧米における大学教育と雇用に関する研究から得られた知見は、次の2点であった。一

つは、大学教育と仕事の対応を捉える枠組みとして、大学教育の内容を重視した「専門カ

ップリング」モデルと、大学の選抜性を重視した「選抜カップリング」モデルが存在する

ことであるo今一つは、そうしたモデルの自明性が揺らぐ過程で、 1980年代以降、大学教

育と雇用をめぐる研究において、大学教育の職業的レリバンスが重要な分析課題に位置づ

けられるようになったことである。

この点を踏まえ、以下では我が国の大学教育と雇用に関する研究動向を振り返る。その

臥欧米の大学教育の職業的レリバンスに関する研究から得られた知見を援用し、その研

究に必須と思われる分析領域を予め設定し、そこで設定した分類に従って、この分野の研

究の到達点と課題を明らかにする。その舘域とは、以下の4つである0

まずは、就職一採用過程に関する領域であるoこれは、学生の職業選択行動と企業の採
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用行動を扱うものであり、就職段階における大学教育と仕事の対応に関わる。次に、企業

内キャリアに関する債域であるoこれは、横の異動を指す業務と縦の異動を指す昇進を扱

うものであり、その検証を通じて、就職時の大学教育と仕事の対応の継続性や就職時には

顕在化しない対応の存否を明らかにし得るo続いて、職場で要求される知識・技能に関す

る頚城であるoこれは、業務や昇進といったキャリア形成を実質的に支えているものであ

り、これと大学教育の内容との対応が、大学教育の職業的レリバンスに他ならない。最後

に、量的には限られたものになるが、上述の頚城をトータルに論じた、大学教育と仕事の

レリバンス研究の範噂に属するものである。

墓職-採用過程に関する研究

学生の職業選択行動を論じたのものには、まず中西・麻生・友田編(1980)がある。そ

こでは、会社選択にあたっての重視条件が、大学の設置者別、専門分野別に考察されてい

るo一方、渡辺・松本(1981)は大学生のパーソナリティ特性に着目し、職業選択志向の

構造の抽出を試み、舘他(1984)は、専門分野別、性別に職業に対するイメージの特徴を

明らかにしたoまた・丸山(1981)は、選抜性の高い大学出身者ほど大企業志向が強いこ

と、就職企業選択に及ぼす大学のインパクトが少なくないことを明らかにした。さらに、

日本労働研究機構(1994a)は、大卒者の就職活動の実態を、専門分野別の特徴を考慮しつ

つ、応募の経路や就職先を決定する際の重視条件など多様な角度から検証した。そして、

就職活動時期の早期化、多様な応募経路の存在、最近の学生ほど私生活や職場環境の快適

さを重視する傾向にあることが示されている。

また、大学の行動に着目したものとしては、大学の組織構造とト流企業」用の人材養

成との関係を明らかにした江原(1978)や、学生の職業選択を媒介するものとして、就職

情報等の提供を行う、大学の就職課の行動に着目し、大学における就職指導組織の在り方

を論じた日本労働研究機構(1992)がある。

一方、企業の採用行動に関しては、まず、学歴社会論との関係から、企業がなぜ学歴を

重視するかを論じた数多くの研究が存在する(麻生・潮木1977,千石・松原1978,檎

爪編著1976,橋爪1983,山村・天野編1980,岩田1981,竹内・麻生編1981-など)0

さらに、小池・渡辺(1979)や竹内(1985)は、銘柄大学出身者が大企業に集中するメカ

ニズムを具体的に探っているo　これに対して、企業の人材観や採用行動全般については、

中西・麻生・友田編(1980)や岩田(1984)で論究されているが、より詳細に論じたもの

には、日本労働研究機構(1993b)がある。これは、従業員が300人以上の企業を対象にア

ンケート調査を行い、新規学卒者の募集・採用管理の実態を企業規模別、業種別に検討し

たものである。そこではまず、採用選考の際に重視するのは面接による評価であること、

大学の専攻は技術系で重視するが、事務系ではほとんど重視しないことが示されている。

さらに、採用実績のある大学・学部からの採用が優先されており、この傾向は大企業ほど

強いこと、一般的に知識、能力よりも性格、意欲面が重視されているが、大企業ほど知識

や能力を、中小企業ほど性格や意欲面を重視する傾向が強いことが明らかにされている。

日本労働研究機構(1995b)でも、文系の採用では大学での成績が重視されないことが示さ

れており、また、企業にとって大学は基礎的な能力を高める機関として理解されている。

また、学生の行動と企業の行動の相互作用に着目した研究もある。偏差値上位校出身者
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が大企業に集中するメカニズムを、学歴のネジレ効果として論じた竹内(1989)や、先輩

一後輩関係をネットワークとした就職経路の分析を行った刈谷他(1993) 、大学威信別、

性別に就職プロセスの実態を分析した刈谷編(1995) 、採用にあたって大学、学生、企業

の3者を媒介するシステムとして就職協定に着目し、それが就職一採用競争に果たす機能

を論じた中村(1993)などがそうである。

就職一採用過程は、実証分析に用いる情報が比較的得やすいだけでなく、 「選抜カップ

リング」が典型的に現出する場面でもあることから、多くの研究が蓄積されてきた。しか

し、それ故に見落とされてきた側面も少なくない。

まず、企業サイドでいえば、規模偏重の分析という点である。大学の選抜性と企業規模

の関係は明らかにされてきたが、選抜性と職種や業種の対応の存否は必ずしも明確でない。

職種や業種は、そこで要求される知識・技能特性をある程度反映したものであるから、訓

練可能性重視の採用を検証する際にも、この点にまで踏み込んだ分析が必要といえる。

次に、大学サイドでいえば、選抜性偏重の分析という点である。専門分野と仕事の対応

の希薄さは事実にせよ、 「専門カップリング」がどの程度希薄なのかは、必ずしも明確で

ない。専門分野と仕事が対応していれば、それが選抜性と仕事の対応にも影響すると予想

され、就職に対する選抜性と専門分野の相互作用を検証する上でも不可欠の分析といえる。

企業内キャリアに関する研究

まず、日本の企業システムや雇用システム全般を論じたものには、小池(1981, 1994) ,

今井・小宮編(1989) 、橘木編(1992) 、伊丹・加護野・伊藤編(1993) 、高梨(1994)

などがある。また、ホワイトカラーに占める大卒者比率の増加を背景に、特に1980年代後

半以降、大卒者のキャリアに関する研究も積極的に行われるようになった。それらの多く

は、企業内キャリアの特徴を、キャリアの縦の構造である昇進と、横の構造である業務の

幅という、 2つの観点から考察したものである。

まず、小池編(1991)は、個別企業の事例研究に基づき、大卒ホワイトカラーの技能形成

を明らかにした。技術者のキャリアに関しては、大企業の勤続10年目、 20年目の者を対象

に分析を行い、事務系と比較して部門間異動が少なく、勤続後7-10年目が最初の再配置

時期であること、異動の回数、時期は昇進と直接連動しないものの、早期段階の異動が業
ノ

務変更を目的としているわに対して、後期段階の異動は昇進に関わるものであることなど

が示されている。営業分野のキャリアについては、まず、職務が専門化していること、ま

た、専門の幅は大企業ほど広いことが示されている。さらに、部門管理者と非管理者とい

うキャリア上の大きな分岐は、勤続後15-20年目と遅い時期にくるのであり、営業一本の

専門的業務に携わる期間が長いと論じている。製造業における事務系キャリアについても、

ジェネラリスト的な異動ではなく、特定のキャリア・フィールドのなかでの異動が行われ

ており、勤続後10-15年目程度は昇進に差をつけないことが指摘されている。

電機労連企画調査部(1992)は、電気産業における異動の実態を調査したものである。

そして、業種特性として異動の頻度が全体的に少ない点、配属の変更は、事務系が技術系

より多いが、同じ事務系でも営業・販売部門の異動は少ないのに対して管理・企画部門の

異動は多いなど、事務系、技術系の中一でも部門によって異動の頻度が異なる点などが、明

らかにされている。
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日本労働研究機構(1994b)は、大規模重工業の事例研究である。まず、昇進については、

事務系、技術系に関係なく、入社後5年目までの初期キャリア段階は一律昇進モデルが、

6年目以降の中期キャリア段階では昇進スピード競争モデルが、後期キャリア段階ではト
′

ーナメント競争モデルが該当することが示されている。また、キャリアの幅については、

他の研究と同様、事務系では職務内、職務間異動が同程度行われる一方、技術系では若年

那こは職務間異動が少なく、職務内異動が多いことが明らかにされている。さらに、特に

決まった異動のルートは存在しないことも指摘されているO

また、日本労働研究機構(1993b、前掲書)は、大卒社員の初期キャリア管理の実態を明

らかにしているo　ここでも、初期キャリアの段階では昇進に差をつけない点が指摘される

一方、事務系では部門間異動が多いのに対して、技術系では同一部門内の異動が多く、事

務系よりも専門化したキャリアであることが示されている。

また、雇用職業研究所(1988、 1989)は、大企業における技術者のキャリアを、年齢が

40代、 50代の者を中心に分析したものである。そして、年齢、勤続年数を経るにつれて経

験部門が徐々に増加すること、研究・開発分野と生産技術・製造分野の間で双方向の異動

が行われていることなどが明らかにされている。

さらに、日本労働研究機構(1993a)は、従業員が1000人以上の大企業の調査に基づき、

大卒事務系ホワイトカラーの異動と昇進の構造を、企業規模別、業種別に分析している。

そこでは、一般的に入社後7-8年程度は昇進に差をつけない構造になっているが、大企

業はどこの傾向が強いこと、また、卸売・小売業においては比較的早い段階から昇進に差

が生じること、配置転換は大企業ほど頻繁に行われていることなどが明らかにされている。

日本労働研究機構(1995b)も,上場の加工組立産業における文系大卒ホワイトカラーの

異動と昇進を分析しており、ここでも、昇進の選抜は入社後7年目以降くらいから始まっ

ている点、異動は必ずしも昇進にプラスに作用しているわけではない点が明らかにされて

いるo　また、大学の威信という学歴資本が、昇進に対して必ずしも有利に働いてないこと

が、企業、個人双方の調査を通して示されている。

大卒者の企業内キャリアの研究が明らかにしてきたのは、事務系と技術系の、あるいは

規模や業種によるキャリアの相違点や共通点であり、大卒者のキャリアを把握する上で、

これらが示唆する点は少なくない。また、キャリア分析を行う際の枠組みについても、そ

こから多くの知見が得られる。

ただし、そこで取り上げられた大卒者とは、高卒者との区分という意味しか持たない。

研究の主たる目的は、企業内キャリアの実態の解明にあり、それと大学教育との対応は問

われていないのであるO事務系、技術系の区分はあるにせよ、その点を除けば、大卒労働

力の属性の相違はほとんど考慮されていないO大卒者のキャリア像全般は認識できる一方、

それが職種や業種、規模の相違のみに起因するのか、それとも、専門分野や大学威信もキ

ャリア形成に果たす機能を持つのか、この点に関する事実の検証は不十分なのである。

なお、小池・渡辺(1979)-や竹内(1981, 1985, 1988) 、橘木・連合総合生活開発研究

所編(1995)などは、大学属性とキャリアの関連を論じた数少ない研究であるが、大企業

における大学威信別の昇進率という、極めて限られた額域の分析にとどまっている。キャ

リアの横の移動、即ち、具体的な経験業務に関する分析が、とりわけ未着手の額域として

残されているといえよう。就職やキャリア形成といった行動レベルに現れる大学教育と仕
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事の対応は、就職一採用過程と企業内キャリアの各龍城を、連続的な視点から把握するこ

とによって始めて明らかにされるのである。

職場で要求される知識・塵鹿追眉旦丘盈宜

まず、理工系出身者に関しては先駆的な研究がある・荒井・塚原・山田(1977, 1978)

は、企業調査並びに卒業生調査を用い、キャリアが形成される過程で、大学で蕉得される

知識・技能と職場で要求される知識・技能の対応がどのように変化するかを分析し、知識

・技能の陳腐化により両者のマッチングにズレが生じることを示した。また、荒井・山田

(1992)は、キャリアの形成過程を考慮しつつ、理工系の人材養成に果たす大学院教育の

機能を検証し、修士が学士より必ずしも優位でないことを明らかにした。

ただし、個々の業務で要求される知識・技能に関しては、体系的な分析が行われてきた

とはいえないOその理由には、就職一採用過程や企業内キャリアが量的に把握可能なのに

対して、職場で要求される知識・技能臥仕事の質に関わるものであり、客観的に把握す

ることは自ずと困難を極めることが挙げられるo小池編(1991)臥必要とされる知識・

技能の性格も考慮しつつ、個別企業における技能の形成過程を検討したものだが、全体的

な論調としては「幅広い専門性」の指摘にとどめている。分析の主眼がキャリアの幅にあ

ることにもよろうが、知識・技能の一般化がそれだけ容易でないことを示すものでもある。

例えば、知識・技能の特性を配属部門別に明らかにしようとしても、要求される知識・技

能は業種間のみならず、個別の企業で明らかに異なるであろうし、また、その部門への配

属が・キャリアのいかなる段階で行われるかによっても異なってこざるを得ない。

もっとも、昇進に必要な能力に関する研究事例は、いくつか挙げられる。

まず、大橋(1995)や竹内(1985, -1988)は・名門校出身者が昇進に有利な背景を、知

識・技能の点から究明したものであるo大橋は、名門校出身者は他の出身者と比較して、

専門的な知識に代表される人的資本効果ではなく、知的能力や表現力、幅広い人脈、自信

など、学校教育の付随的な効果による部分で優れており、その結果、恵まれた職場に配置

される傾向が生じ、さらに、職位の高いポストに名門大学出身者が多くなると、愛校心か

ら同輩に対する支援形成が確立され、さらに昇進面で有利になるという構造を明らかにし

たo竹内も、獲得される時点ではメリット原理であった学歴が、獲得後は属性原理に転化

し、 「属性に基づく業績主義」が働いている点を指摘した。

名門校出身者に限らず、役員に昇進するための資質・能力を論じたのは野田(1995)で

あるoそして、役員として重視する資質・能力が文系と理工系では異なっており、文系出

身者の場合は、統率力や公平さ、人望といった管理者としての資質が要求されるのに対し

て、理工系出身者の場合は、新しいアイデアの提出、冒険心・リスク志向といった技術者

・研究者としての資質が要求されることを指摘している。

このように、昇進という限られた側面にせよ、それに要する能力と大学教育との関連に

ついては、実証分析が行われてきた経緯もあるo大学教育に対する評価の考察を、 「役立

っている」か「役立っていない」かという、表層的な議論に終わらせないためにも、一般

化の困難さを認識した上で、職場で必要な知識・技能を敢えて体系的に抽出する試みが必

要といえようo事務系と技術系の相違や、職種による相違など、知識・技能特性の抽出が

比較的容易な部分もあろうし、また、専門分野や大学の選抜性によるキャリア特性を勘案
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し、その視座から知識・技能の特性を論ずることも可能であろう。

太学教育と仕事のレリバンスに関する研究

最初に、大学教育と仕事の関係を、そこに介在する個人と職業との対応から捉えた職業

指導論(米田他1970,大学職業指導研究会1979,田崎1985,有本・近藤1991,蘇

本1991など)について若干触れておこう。これらは、個人の資質と職業特性の対応を微

視的、心理学的視点から考察したものであり、その多くは、個人の資質と職業特性を固定

的に把握し、両者をマッチングさせるという、いわば静的な分析を特徴としているo

これに対して、ここで取り上げる大学教育と仕事のレリバンス研究とは、個人の知識・

技能は教育や職場での経験を通じて、職場で要求される知識・技能もキャリアの過程で変

容するものと位置づけ、そのダイナミズムの中で両者のマッチングを考察したものである。

繰り返し述べるように、専門分野と職業の対応、即ち「専門カップリング」を前提とす

る欧米、とりわけヨーロッパでは、大学教育の職業的レリバンスが問題にされてきたのに

対して、我が国では、特に文科系学部を中心に、 「選抜カップリング」を前提に研究が行

われてきた経緯があり、大学教育の職業的レリバンスに対する関心は希薄であった。

もっとも最近では、産業界から大学教育の職業準備機能に対する期待が高まる一方(柄

村1993,高梨1994など) 、大学設置基準の大綱化や若年人口の減少という大学を取り

巻く環境の変化により、大学自らがその教育機能が問い直す時期が到来している。こうし

た状況下で、まだ少数ながら、各専門分野ごとに、アカデミックな教育と職業準備教育の

統合を模索する議論(民主教育協会1993a, 1993b, 1994)や、個別大学卒業者に対する

アンケート調査に基づき、大学教育と仕事のレリバンスを論じた研究(金子・山内・小方

1994)も現れてきている。

_「学校歴と企業」中心の分析から「大学教育と仕事」の分析会

戦後の我が国における大学教育と仕事の対応に関する見方を回顧すると、 「選抜カップ

リング」モデルが優位を占めてきた。企業は、大学教育を通じて獲得された能力ではなく、

素材としての訓練可能性を示す指標である学歴や学校歴に基づいて採用を行うとみなされ、

在学中の学習内容や、それと仕事の関わりといった問題は、二義的なものとして取り扱わ

れてきた。このため、主に分析対象とされてきたのは、入学時の偏差値に代表される大学

の選抜性と、企業規模や職業的地位に代表される職業威信の対応であり、この分野の研究

動向は、既に体系的なレビューも行われている(吉本1991,矢野1993など) 。反面、

大学教育の内容に対する関心の希薄さを背景に、いわゆる「専門カップリング」に基づい

た分析は十分に行われてこなかった。結果として、大学教育の職業的レリバンスの問題は

不問にされることが多かったといえる。その意味で、大学教育と仕事の質的な対応をめぐ

り、実証レベルで従来の理論的枠組みとの整合性が十分に究明されてきたとは言い難い。

しかし先述のように、我が国でも昨今、産業構造や雇用システムの変容過程に伴い、企

業の大学教育に対する期待が高まる一方、大学も自己点検評価や入学者層の多様化、人口

減少期を迎えての生き残り戦略といった点から、教育内容の再検討に迫られている。その

結果、大学教育が学生に与える付加価値が問い直され始めている。 「学校歴と企業」の形

式的対応にかわり、 「大学教育と仕事」の実質的対応への関心が高まっているのである。
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4.まとめ

本章では、欧米における大学教育と雇用をめぐる研究を、大学教育と仕事の対応を捉え

る枠組み、大学教育の職業的レリバンス研究、という2つの視点から取り上げ、それを援

用する形で、我が国における大学教育と雇用に関する研究動向を概観してきた。そこで明

らかにされたことを、今後、この分野の研究に求められる課題という見地から改めて整理

するならば、以下のようにいえよう。

大学教育の経済的価値をめぐり、 1960年代には人的資本理論が、 1970年代にはその批判

理論が登場する。それを、大学教育と仕事の対応という点から解釈すると、前者は「専門

カップリング」モデルを基調とし、後者は「選抜カップリング」モデルを基調とするもの

であった。これらは、高等教育の発展段階に沿う形で登場するが、必ずしも対暗する性質

にないこともあり、その後は今日に至るまで、理論面での大きな展開は認められない.

しかし、大学教育と雇用を取り巻く環境は確実に変移した。一方で、高度な知誠・技能

を要求する新たな産業の隆盛により、大学の人材養成機能に対する期待が高まった結果、

大卒労働力に対する需要は再び増加する傾向にある。他方で、専門分野と職業の対応が変

容する過程で、専門的な能力だけでなく、大学教育を通じて形成される基礎的な技能が持

つ職業的意義も剖目されるようになった。いずれにせよ、いわゆるオーバーエデュケーシ

ョンの議論は後退し、分析上のパラダイムも転換期を迎えたといえる。その一つの現れが、

ヨーロッパを中心に起こった、大学教育の職業的レリバンスに関する研究であった。

ただし、この分野の研究は途についたばかりであり、それらに内在する課題も多かった。

それはまず、実証レベルでいえば、キャリアや大学で培われる能力、職場で必要な能力に

対する分析が不十分なことであった。そのため、従来の理論的枠組みである「専門カップ

リング」や「選抜カップリング」が、どの程度維持され、また崩壊しているのか、十分に

検証し得ているわけではなかった。大学教育と雇用の関係は新たな段階を迎えたといえる

が、それを理解する新たな理論的枠組みは、未だ模索の段階に留まっているのである。

翻って、我が国の大学教育と雇用に関する研究を通観すれば、 「選抜カップリング」モ

デルに依拠した、大学威信と職業威信の対応が分析の中核をなしてきたO　しかし、大学を

取り巻く社会、経済状況は明らかに変容を遂げており、その過程で、大学教育の職業的レ

リバンスが問われ始めている。ただし我が国では、大学教育の職業的レリバンスを論じた

研究自体の少なさから、欧米における研究の課題を踏まえ、この分野の研究に必須と思わ

れる分析領域として、就職一採用過程、企業内キャリア、職場で要求される知識・技能の

3つを設定し、その見地から研究の課題を探るという方策を採った。

各領域において明示された課題を復諦することはしないが、いずれの領域にも従前の研

究では十分に検討されていない側面があり、また、これら3つの債域をトータルに解釈す

る視点も乏しかったといえる。大学教育が職場で「役立っている」か「役立っていないか」

という表面的な議論に陥らないためにも、現在求められているのは、以下の点だといえる。

それは、上述の分析領域を有機的に連関させつつ考察し、大学教育と仕事を繋ぐメカニズ

ムを解明することで、従来の理論的枠組みがどこまで整合性を持つのかを改めて検証し、

新たな理論的枠組みの契機を発掘することなのである。
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(注)

(1)こうした研究関心のシフトには、財政難の状況下で、社会のニーズに適合した効率的な

高等教育の運営を企図する政府の意向が大きく反映されている。つまり、量的分析への

関心が薄れたからといって、それは大学教育の経済的価値をめぐる関心が衰退したこと

を決して意味しないoむしろ、以前にも増して大学教育の経済的価値に対する期待が高

まっており、その現れが、知識・技能のレリバンスというより実態的なレベルの分析に

繋がっているといえる。

(2)企業の採用行動や大卒者の企業内キャリアを論じた研究は存在する(Teichler & Sany

al 1982, Buttgereit 1984, Teichler 1988, Mccormick 1993など) 。ただしそれ

らは、必ずしも大学教育の職業的レリバンスという視点から考察されているわけではな

い。

(3)もっとも、職場で要求される能力は変化するし、知識・技能の形成は連続的なものであ

るから、大学で獲得される能力や職場で必要な能力を実証レベルで厳密に抽出すること

は、実は容易なことではない。
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第2章大輔働市場のマクロ的鵬とその変動

この章の目的は、マクロな観点から大学教育と雇用の関係を捉えることにある。この点

へのアプローチに関しては、次の2つの課題を考慮する必要がある。

第1は、大卒者の間で、大学教育と仕事の対応が、どういった構造に支えられており、

また支えられてきたか、という点であるoただし、この用途に耐え得るマクロの統計資料

は存外に少ないoよって以下では、 「専門カップリング」を代表する要素として専門分野

と職業の対応、 「選抜カップリング」を代表する要素として大学の階層性と企業規模の対

応を取り上げる(第1節) 。

第2は、他の学歴卒者との関係において、大卒労働市場全体がいかなる構造変動を遂げ

てきたか、という点である。大卒労働力の需給関係については、マクロの統計資料が比較

的具備されている。就職率や学歴別相対賃金といった指標に加え、学歴別の供給構造や就

業構造にも着目し、また・従来扱われることの少なかった大卒女子も取り上げ、雇用状況

の趨勢とその背景を明らかにする(第2節～第4節) 0

上述の2つの課題は、取り扱う対象が異なっており、両者をそのまま比較検討すること

は困難であるoしかし、いずれも大卒者の雇用状況を規定する重要な要因であり、大卒労

働市場は、双方の絡み合いの上に成立するものに他ならないoそこで章末部分では、両者

の推移から得られる知見についても、考察を付加する。
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1・大卒者の雇用特性一専門分野と職業、大学威信と規模の対応-

卒業後の状況

学校基本調査の一部として「卒業後の状況調査」がある。これは具体的には、文部省が

各高等教育機関に対して、各年3月の卒業者の就業状況をまとめて回答させ、それを集計

したものであるo各機関は、卒業生の状況を「進学者」 「就職者」 「その他」に分けて集

計し、さらに就職者については、産業別、職業別に集計して、質問票に記入することにな

っているo従って、ここで「就職」と分短された者は、学生の回答等によって大学事務局

が就職を確認している者のみに限られる。卒業者が大学に就職を届けていない場合、一時

的な仕事に就いた場合、あるいは卒業後1ケ月以内に就職しなかった場合には、就職者に含

まれないo　こうした傾向は、大学を介さずに小規模の就職先に就職した者で特に強いと考

えられる。そのため、 「就職」に分類されない者でも、実際は何らかの職業に就いている

場合が少なくないO　にも拘わらず、こうして算出された「就職者」の比率は、学生が「本

来あるべき」と考えた形態の就職を行った者の割合を反映するという意味で、卒業後の就

職状況を知る指標となる。

表2-1は、平成7年3月に大学を卒業した者の進路状況を示したものである。大学卒業者

数は全体で約49万人、その内訳は、男子が33万人、女子が16万人であった。男子の場合、

全卒業生のうち70%が就職、 11%が進学、残りの1g%が一時的な仕事に就いた者、無業者、

その他不明者によって占められている。女子の場合は、全卒業生のうち65%が就職、 6%

が進学、残りの29%が一時的な仕事に就いた者、無業者、その他不明者という構成になっ

ているo女子は、男子と比較して就職者の比率が5ポイント低く、無業者の比率が8ポイ

ント高くなっている。

卒業後の状況は、専門分野によっても大きく異なる(表2-2) 。まず明らかなのは、進学

者比率の相違である。男子の場合、理学系の36%、工学系の24%、農学系の22%が進学し

ているのに対して、社会科学系では僅か2%しか進学していない。この点を鑑みると、全体

の就職者比率である70%という値は、一概に雇用水準が低いとは判断できない。むしろ、

進学者と就職者とを合わせた「就職進学率」 `1)をマクロの就職率指標として用いる方が妥

当と考えられるo　この立場から再び表2-2を眺めると、最も雇用状況が良好なのは工学系で

あり、 「就職進学率」は93%に達している。これに次ぐのが農学系の86%、理学系の85%

であるo逆に就職状況が良くないのは、芸術、人文科学、教育の各分野で、 「就職進学率」

はそれぞれ55%、 65%、 69%となっている。

女子の場合も、男子とほぼ同様の傾向にある。就職状況が特に良好なのは工学系、理学

系で、 「就職進学率」はそれぞれ90%、 85%、逆に就職状況が良くないのは、芸術、人文

科学、教育の各分野で、 「就職進学率」はそれぞれ57%、 67%、 67%となっている。この

ようにみれば、男子と女子の間に「就職進学率」の相違が10ポイント程度あるが、これは、

「就職進学率」の低い専門分野に女子が集中していることを反映した結果と考えられる。

男子の場合、全卒業者に占める専門分野の比率は、芸術系1%、人文科学系7%、教育系

4%であるのに対して、女子の場合は、芸術系6%、人文科学系35%、教育系12%と、明

らかにその比率が高い。
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表2-1.卒業後の進路状況(1995年)

総計

進学者(1)　就職者(2)
卒業後の状況

一時的な仕事
に就いた者

無業者　　それ以外

敬

総計　　　　　493, 277　　46, 329　　337, 730
男子　　　　　334, 227
女子　　　　159, 050
ごとの産業比率-(-密i

9, 280　　　67, 844

36, 680　　234, 760

9. 649　102, 970

4, 097　　　37, 2

5, 183　　　30, 565

32,094

21,411

10. 683

100.0　　　　　9.4　　　　68.5

100.0　　　　11.0　　　　70.2

100.0　　　　　6. 1　　　64,7

1.9　　　　13.

1.2　　　　11.2

3.3　　　19.2　　　　　6.7

(1)就職進学者を含む。
(2)臨床研修医を含む。

出所: 『学校基本調査(平成7年度) 』

表2-2.専門分野別にみた卒業後の進路状況(1995年)

計　　　進学者(1)　就職者(2)

100.0　　　　11.0
ヱ9

58

tit

49

69

63

66

28

71

60

45

68

711

計 進学者(1)

人文科学
社会科学
理学
工学
農学

保健
商船

家政
教育
芸術
その他

100.0
100.01.5
100.035.9
100.023.9
100.022.2
100.015.9
100.066.3

100.08.9

100.09.0
100.09.3
100.080
.0

100.0

100. 0

14.9　　　　　100.0

7.0　　　　　100.0

14.3　　　　100.0

18.　　　　100. 0

5.3　　　　100.0

19.9　　　　100.0

30. 6　　　　　100. 0

44. 9　　　　　100. 0

23.7　　　　　100.0

就職者(2)一時就職/
無業/その他

64. 7

62.9　　　　33. 3

68.7　　　　28. 3

57.4　　　　14.7

71.0　　　　　9.7

65.2　　　　18. 1

73.4　　　　18. 1

0.0　　　　　.0

71.2　　　　24.7

60. 5　　　　32. 7

49.8　　　　43.3

64. 2　　　　29.

(I)就職進学者を含む。
(2)臨床研修医を含む。

出所: 『学校基本調査(平成7年度) 』

就職者の産業別、職業別分布

平成7年3月に大学を卒業且つ就職した者は凡そ33万人であり、表2-3は、それを産業別

にみたものである。全就職者の3割が1次・ 2次産業に、残りの7割が3次産業に就職し

ており、さらに、 3次産業の中では、サービス/運輸・通信業が27%と最も多く、以下、

卸売・小売・飲食業(22%) ・金融・保険/不動産業(12%)と続く。しかし、就職先は性

別によって大きく異なる。男子の場合、 36%が1次・ 2次産業就職者であり、また、 3次

産業の中では、卸売・小売・飲食業(23%)とサービス/運輸・通信業(21%)の比率が

括抗しているo　これに対して、女子の場合は、 1次・ 2次産業への就職者が21%と少ない

だけでなく、 3次産業においては特にサービス/運輸・通信業への就職者が多い(40%)

これを専門分野別(商船、芸術、その他を除く)にみると(表2-4) 、産業との関連が顕

著なのはまず、工学系出身者である。 1次・ 2次産業への就職者が全就職者の64%に達し、

中でも製造業部門が大きな比率を占め、全体の40%に上る。また、教育系の場合は、 63%

がサービス業/運輸・通信業部門に就職しており、教育関連部門への就職者が全体の46%
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表2-3.産業別就職者(1995年)

1次・ 2次産業
製造業　　　その他

サ

ォ

金保・不　　サ・運通

331,011

229, 733

101. 278

性別ごとの産業比率(%)

72, 284it.284　　、1,179　__

56, 011　　25, 904

16, 273　　　5, 275

72, 027

53, 742

18, 285

38, 143　　　89, 365

25, 609　　　48, 727

12, 534 40, 638

20, 533　　　,480

14,096　　　5, 644

6,437　　　1. 836

計　　　　　　100. 0
子　　　　　　100. 0

女子　　　　　　100. 0
産業ごとの性別比率(%)

男子
女子

21.8　　　　　9.4

ll.3　　　　　　23.4

16.1　　　　5.2　　　　　18.1

ll.5　　　　27.0

ll.1　　　　21.2

12.4　　　　40. 1

6.2　　　　　2.3

6.1　　　　2.5

6.4　　　　1.8

69.4　　　　77. 5

30.6　　　　22.5

83. 1　　　　　74. 6

16.9　　　　　　25.4

67. 1　　　54.5

32.9　　　　45.5

表2-4.専門分野別にみた産業別就職者(1995年)

1次・ 2次産業
製造業　　　その他 金保・不

3次産業
サ・運通 公務　　　その他

人文科学
社会科学
理学
工学
農学
保健
家政

48, 575

150, 685

8, 643

66, 794

0,233

9,102

7,033

教育　　　　　　20, 459
専門分野ごとの産業比率(%)

総計　　　　　　100. 0

Z3
8

24

2

26

2

1

1

284　　　31, 179 72,027

091　　2, 343　　　12, 066

950　　　9, 620　　　　46, 076

658

998

861

905

Sffi

L王旦呈

21.

15

I

377　　　　, 026

970　　　　　5, 383

265

12

1,536

1,363

1.191

532　　　　　,g66

9.4　　　　　　21.8

6,619　　15,809

26,713　　　29, 120

520　　　3, 425

1,483　　12, 620

385　　　2, 444

2,718　　　　　929

10,494　　　3.712

416

2.S56

1.517

44　　　5, 454　　　　　247

550　　　2, 985　　　　384

1,244　　】2.881

221

1,484

225

77

1,634　　　　　410

6.2　　　　　2.3

人文科学
社会科学
理学
工学
農学
保健
家政
教育
ごとの専門分野比率

100.0

100.0

100.0

100. 0

100.0

100.0

100.0

100.0

(%)

川1 rJ

】6_6

30.

40.4

28.0

20.9

18.5

8.8

4.824.8
6.430.6
4.411.9
23.98.1
12.415.0
0.115.0
80
.016.9
2.69.6

1.5　　　　27.0

13.6

inn

6_0

q鞘

3.8

0.5

7.8

6.1

32.5

19.3

39.6

18.9

23.9

59.9

42_4

63.0

5.6　　　　1.9

7.0

4.S

4.3

14.8

2.7

5.5

8.0

2.5

2.6

2.2

2.2

0.8

m.
2.0

14.7

45.5

2.6

20.2

3.1

2.7

2.I

6.2

1.2

34. 5

3.7

37.3

1.0

2.6

L8

2.5

rl判

別K
lー2

51.2

4_1

IMC

1.9

1.7

16.8

64.0

1.4

7.5

2.1

1.9

I.7

2.7

17.4

rum

IK!

3.9

i_0

0.1

1.4

3. Ll

17.7

32.6

3.8

14.1

2.了

37日

3.3

14.4

13.2

51.

2.0

13.9

7. 1

I.2

1.9

ォォ

12.4

49.6

3.0

19.8

3.0

1.0

0.5

5.5

を占めるo保健出身者の場合も、 60%がサービス業/運輸・通信業部門に就職しており、

このうち医療保険業への就職者が全体の53%を占める。

理学系出身者の場合も、 35%が1次・ 2次産業に就職している。ただし、その主流であ

る製造業部門(31%)よりも、サービス/運輸・通信業部門(40%)への就職者が多いo

中でも就職者が多いのは「上記以外のサービス業」として計上されている部門であり、サ

ービス/′運輸・通信業部門就職者の66%、全就職者の26%に達する。この「上記以外のサ

~ビス業」は、情報サービス関連部門を含んでいることから、理学系出身者では情報関連

産業への就職者が多いと推察される。また、農学系出身者においても40%が1次・ 2次産

業への就職者である(2)
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これに対して、人文科学系、社会科学系では、各業種にまんべんなく就職しており、専

門分野と産業との結合は、他の専門分野と比較して緩やかである。人文科学系では製造業

17%,卸売・小売・飲食業25%、サービス/運輸・通信業33%、社会科学では製造業17%、

卸売・小売・飲食業31%、サービス/運輸・通信業20%であった。

次に、各産業部門就職者に占める専門分野の比率に着目すると、以下の特徴が明らかで

ある。まず、卸売・小売・飲食業就職者の81%、金融・保険/不動産業就職者の87%は、

人文科学系および社会科学系出身者が占める。また、製造業就職者を主とする1次・ 2次

産業就職者の42%は工学系出身者、 33%は社会科学系出身者が占めている。3㌦さらに、公

務員就職者の51%は社会科学系出身者である。なお、サービス業/運輸・通信業への就職

者は、上述した産業と比較して、特定の専門分野出身者が集中する度合いが低い(4)。

職業別就職者についても同様の分析を行った(表2-5、表2-6) 。全就職者のうち、 4割

が事務従事者、 3割が専門的・技術的職業従事者、 2割が販売従事者という構成になって

いるo　これを性別にみると、男子の場合、専門的・技術的職業従事者、事務従事者、販売

従事者がそれぞれ3割ずつを占めるo一方、女子の場合は、就職者の2人に1人が事務従

事者であり、また、販売従事者の比率が15%と低い。

専門分野別(商船、芸術、その他を除く)にみると、職業との関連が顕著なのは、やは

り工学系出身者であるo専門的・技術的職業従事者が全就職者の83%を占める。保健系出

身者の場合も、 88%が専門的・技術的職業従事者であり、このうち65%が医師および薬剤

師である。理学系、農学系、教育系においても、過半数が専門的・技術的職業従事者であ

る(それぞれ、 63%、 51%、 52%)　産業別就職者のところで、理学系は情報関連産業へ

の就職者が多いことを指摘したが、職業別就職者をみても、情報処理技術者が専門的・技

術的職業従事者の34%を占め、理学系の全就職者の21%に達している(5)また、教育系の

場合は、専門的・技術的職業従事者の87%が教員である。これに対して、人文科学系、社

会科学系の卒業生は、事務従事者が最も多く、それぞれ全就職者の61%、 53%に達する。

最後に、各職業への就職者に占める専門分野の比率をみておこう。専門・技術的職業従

事者の54%を工学系出身者が占める一方、事務従事者、販売従事者の85%は、人文科学系

および社会科学系出身者によって占められている。

専門分野と雇用構造

上の分析から明らかなように、大卒者の就職先分布は、専門分野によって大きく異なっ

ているOでは、こうした専門分野と産業あるいは職業との対応は、長期的にみていかに推

移してきたのであろうかo　この点に関しては既に小林・矢野(1992年)が、大卒男子につ

いて、産業別就職者は1960年1988年、職業別就職者は1970年1986年までを対象に検討

しているoそして、この30年の間、専門分野別の就業特性が極めて安定的に推移している

ことが示されている。以下では、これを補足する観点から、最も新しい1995年のデータも

含めて、 1955年、 1965年、 975年、 1985年という10年おきのデータを取ることによって、

40年間における専門分野と就職先のリンクの変遷を改めて考察する0

まず、産業別就職者である(表2-7) o全体でみると、 1955年を除けば、 1次・ 2次産業

の占める割合が漸減し、 3次産業の占める割合が漸増している。専門分野別にみると、人

文科学系の場合、 1次・ 2次産業、 3次産業の比率はほぼ安定している。また、最近にな
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表2-5.職業別就職者(1995年)

専門・技術　　事務 販売　　　その他

331,011 102. 764

229,733　　　72, 317

101, 278　　　30,447

性別ごとの職業比率(%)

128, 176

78, 254

49, 922

76,995

62, 335

14, 660

23. 076

16, 827

6, 249

総計　　　　　100.0　　　31.0
男子　　　　　　100.0　　　　31.5
女子　　　　　　100. 0　　　　30. 1

職業ごとの性別比率(%)
男子
女子

34. 1

49.3

23.3　　　　　7.0

27.　　　　　7. 3

14.5　　　　　6.2

69.4　　　　70.4　　　　61.1

30.6　　　　29.6　　　　38.9

学

81.0　　　　72.9

19.0　　　　27.1

調

表2-6.専門分野別にみた職業別就職者(1995年)

総計　　専門・技術　　事務 販売　　　その他

撞。:∴ 、
人文科学
社会科学
理学
工学
Ci v':

保健
家政
教育

48, 575

150, 685

8, 643

66, 794

10, 233

9,102

7, 033

20, 459

331,Oil　102,764　128, 176

4,818　　　29,428

5, 337　　　79, 880

5,430　　　1,601

55,706　　　2,510

5,187　　　2,135

8, 030　　　　　379

3, 065　　　2, 685

10, 584 6,654

31.0　　　　38.7

76, 995　　　23, 076

10,697　　　. 632

55,076　　10, 392

793　　　　　819

3,998　　　4, 580

1,932　　　　　979

442　　　　　251

1, 053　　　　　230

1,765　　　.456

専門分野ごとの職業比率(%)
総計　　　　　　100. 0
人文科学　　　　100. 0
社会科学　　　　100. 0
理学
工学
農学
保健
5:-'-C

教育

23. 3　　　　　7.

9.9　　　　60.6

3.5　　　　53.0

100.0　　　　62.8　　　　18. 5

100.0　　　　83.4　　　　　3.8

100.0

100.0

100.0

00.0

職業ごとの専門分野比率(%)
人文科学　　　　　14. 7
社会科学　　　　　45. 5

50.7　　　　　20.9

S.2　　　　　,2

43.6

51.7

38.2

32.5

22.0　　　　　7.5

36.6　　　　　6.9

9.2　　　　　9.5

6.0　　　　　6.9

18.9

4.9

15.0

8.G

9.6

2.8

3.3

7.1

4.7

5.2

5.3

4.2

5.0

7.8

3.0

0.3

23.0

62.3

1.2

2.0

1.7

0.3

2.1

5.2

13.9

71.5

1.0

5.2

2.5

0.6

1.4

2.3

15.7

45.0

3.5

19.8

4.2

1.1

1.0

6.3

也 学 調 辛

-　21 -



表2-7.産業別就職者比率の推移(1955-1995年)

専門分野　　　　産業
(冗)

1955年　　1965年　　1975年 1985年　　1995年
42. 5　　　　　34.

36.1　　　　26.8

57.5　　　　　65.1

34.3　　　　31.3

28.1　　　　21.8

65.7　　　　68.7

総計　　　1次・ 2次産業
製造業

3次産業
卸・小・飲
金保・不
サ・運通
公務

9.3

7.9

42.6

8.4

15.4　　　　17.5

!.1　　　12.6

26. 2　　　　　24.4

5.0　　　　　9.5

14.7　　　　　21.8

9.5　　　　1.5

31.3　　　　　27.0

9.6

人文科学　　1次・ 2次産業
製造業

3次産業

12.7　　　　23.5　　　　　20.1 20.8　　　　21.5

22.0　　　　17.5　　　　17.7lZ.u ∫.t>　　　　17.7　　　　16.7

76.5　　　　79.9　　　　79. 2　　　　78. 5

卸・小・飲
金保・不
サ・避退

公務
社会科学　1次

10.2

4.7

61.

an

16.0　　　　21.3

3.7　　　　14.2

47.9　　　　　35.1

8.0

17.3　　　　24.8

7.2　　　　13.6

47.　　　　32. 5

7.1　　　　　5.6

:H.旦速達葦
製造業

37.6　　　　24.0

33.5　　　　20.5

23.9　　　　　22.9

20.6　　　　16.6

3次産業　　　　　　　　68. 7
卸・小・飲
金保・不
サ・運通
vm

17.5

17.6

16.2

ll.1

26.1　　　　26.5

15.9　　　　　22.2

ll.5　　　　13.5

5.7　　　　13.0

77.

23.5　　　　　30.6

17.8　　　　17.7

20.3　　　　19.3

13.9　　　　　7.0

1次・ 2次産業 29. 9　　　　54.0　　　　39. 1 40.　　　　　35. 1

近業　　　　　　27.8　　　51.3　　　36.6　　　39. 2　　　30.
3次産業　　　　　　　　70. 1

卸・小・飲　　　　　2.I
金保・不　　　　　　0.6
サ・運通　　　　　　57.7
公務　　　　　　　　6. 8

3.3　　　　　8.4

2.3　　　　　5.6

34. 5　　　　38.0

3.7　　　　　7.3

59.2　　　　64.9

11.9

2.0　　　　　6.0

39.6

5.1

1次・ 2次産業
製造業

3次産業

84. 8　　　　　74.

66.1　　　　51.3

15.2　　　　　25.7

77.2　　　　　64.3

59.7　　　　40.4

22.8　　　　35.7

卸・小・飲
金保・不
サ・運通

公務

2. -1

0.3

12.

9.3

3.2

0.5　　　　1.6

6.4

3.7　　　　　6.0

3.5　　　　　8.1

1.1　　　　　2.2

12.9　　　　18.9

4.7　　　　　4.3

1次・ 2次産業
製造業　　　　　　19. 0 39.0　　　　　31.1

43. 5　　　　　40.3

30.0　　　　　28.0

3次産業
卸・小・飲
金保・不
サ・運通
m@,

65. 0　　　　　50,

2.8

1.5

28.9

28.6

7.5　　　　11.6

1.9　　　　　2.8

18.3　　　　18.5

17.7　　　　16.6

!.4　　　　15.0

1.5　　　　　　0　Q

22.2　　　　23.9

23.3　　　　14.8

1次・ 2次産業 31.0　　　　40.3　　　　25.6

近業　　　　　　　29. 0
26.3　　　　　21.1

40.2　　　　25.5　　　　25.9

3次産業　　　　　　　　69. 0
却・小・欽　　　　22.5
金保・不　　　　　　0.0
サ・運通　　　　　　34.3
公務　　　　　　　　5. 7

59.7　　　　　74.4

!.1　　　　　6.0

0.3　　　　　0.3

47.1　　　　63.4

3.9

73.7　　　　78.9

8.5　　　　15.0

0.0　　　　　,5

62.5　　　　　59.9

2.3　　　　　2.7

1次・ 2次産業　　　　14.0
製造業　　　　　　12. 9

3次産業　　　　　　　　86. 0

22.2　　　　　23.3 23.8　　　　　26.8

18.　　　　18.2　　　　18.8 18.5

77.　　　　76. 7　　　　76. 2　　　　73. 2

卸・小・飲
金保・不
サ・運通
公務

<蝣?

1.1

73.3

5.0

2.4　　　　10.7

0.6　　　　　7.3

67.2　　　　　51.:

2.4　　　　　5.2

12.0　　　　16.9

4.3　　　　　7.8

52.9　　　　　42.4

5.5

1次・ 2次産業　　　　　0.4
梨園巨　　　　　　　[fltf

2.5　　　　　4.2　　　　　　　　　　11.4

2.3　　　　　3.3　　　　　4.2

3次産業　　　　　　　　99. 6
卸・小・飲
金保・不
サ・遅通
公務

出所: 『学校基本調査』

97.5　　　　95.8　　　　95.2　　　　　8.6
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86.4　　　　　63.0
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表9-8
40.職業別就職者比率の推移(1955-1995年)

専門分野　　　職業
m

卒業年
1955年 1965年 5年　　1985年 1995年

39.1　　　41.7　　　　31.0

35.6　　　　33.3　　　　38.7

19.1　　　　21.0 23.3

20.6　　　　31.1　　　　9.9

59.7　　　　46.7　　　　60.6

13.0　　　　18.1　　　　22.0

3.7　　　　　5.6　　　　　3.5

56.0　　　　52.8　　　　53.0

33.6　　　　36.7　　　　36.6

総計　　　　専門
事務
販売

人文科学　　専門
事務
販売

社会科学　　専門
事務
販売

理学　　　　専門

事務
販売

工学　　　　専門　　　　　　　　74. 7
事務　　　　　　　　3. 3
販売　　　　　　　　1. 3

27.9

70.684.262.8

17.78.518.5

6.6Q90.09.2一、、.　　　　　　　　　　　　　二I~~　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー~　一　　　　　　　　　　　一

94.4　　　　84. 1　　　89. 1　　　83.4

0.4　　　　　3.9　　　　.7　　　　　3.8

農学　　　　専門　　　　　　　　67. 6
事務　　　　　　　11.9
販売　　　　　　　　1.3

保健　　　　専門
事務
販売

'i.ミ:-'{　　　　rl ¥ L¥

事務
販売

教育　　　　専門　　　　　　　78. 5
事務　　　　　　　　3. 7
販売　　　　　　　　0. 0

5.5　　　　　4.4　　　　　6.0
-~~　~　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_I-

68.4　　　　55.7　　　　59.2　　　　50.7

12.1　　　20.0　　　18.9　　　　20.9

7.1　　　15.9　　　14.0　　　18.9
11~　~ .. 1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　___　　　~

90.7　　　　95.3　　　　93.7　　　　i.2

1.2　　　　1.1　　　1.6　　　　　4.2

6.9　　　　　9　Q　　　　　4.2　　　　　4.9

55. 7　　　　53.　　　　43. 6

38.3　　　　35.9　　　　38.2

3.2　　　　　　　　　　　15.0

85.7　　　　83. 1　　　　51.7

9.3　　　　11.9　　　　32.5

2.4　　　　　3.2　　　　　8.6

出所: 『学校基本調査』

るほど就職先の平準化が進行している。社会科学系の場合は、 1次・ 2次産業の比率が減

少し、 3次産業の比率が増加するという、全体と同様の傾向にある。さらに、各産業部門

にまんべんなく就職しているという構造が、この40年間変化していない。理学系、工学系、

農学系においても、 1955年を除けば全体の傾向と同様に、 1次・ 2次産業の比率が減少し、

3次産業の比率が増加している。その結果、製造業部門を主としつつも、サービス/運輸

・通信業部門の比率が漸増している。なお理学系では、 1975年以降、むしろサービス/運

輸・通信業部門の比率が製造業部門の比率を凌駕している。保健系の場合も、全体の傾向

と同様であり、 1955年を除き3次産業の占める比率が着実に増加しているO家政系、教育

系の場合も、 3次産業が主流を占めるという構造は基本的に変わっていない。ただし、サ

ービス/運輸・通信業部門の比率が減少し、他の部門の比率が増加する傾向にある。これ

は、後述するように、教育関連部門への就職者が減少しているためである。

続いて、職業別就職者(表2-8)を全体でみると、 985年までは、専門的・技術的職業従

事者が4割、事務従事者が3割という構造で推移してきたが、 1995年時点では、事務従事

者の比率が専門的・技術的職業従事者の比率を上回っている。これは、教員への就職者が

大幅に落ち込んだためである(6)なお量的には少数ながら、販売従事者の比率が着実に増

加している点も注目される。
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専門分野別にみると、工学系、保健系では専門的・技術的職業従事者の比率が一貫して

極めて高い値で推移しているoまた、社会科学系においても、事務従事者の比率が過半数

を占めるという構造が、長期的に保持されているo人文科学系、理学系、教育系の場合も、

人文科学系では事務従事者、理学系、教育系では専門的・技術的職業従事者の比率が高い

という基本的な特徴に変化はない(7)ただし、これら3分野では、専門的・技術的職業従

事者の比率が減少傾向にあり、とりわけ1995年時点での落ち込みが大きい。これは、この

時期に教員就職者が大きく減少したためである(8)。なお、農学系、家政系の場合も、専門

的・技術的職業従事者が主流を占めるという特徴に変化はないものの、その比率は減少す

る傾向にあり、事務従事者や販売従事者の比率が漸増している(9'

大学の選抜性と企業規模

専門分野別の就業特性は、いわば大学の横断的側面に着目したものである。これに対し

て、大学の縦断的側面に着目したのが、大学の選抜性による就業特性であるO巨視的分析

において、この点を最も端的に示すのが、大学の選抜性と企業規模の対応である。

第1章で述べたように、大学の選抜性と企業規模との対応を扱った研究は少なくない。

このうち、最も包括的な分析は、データ的にはかなり古くなるが、日本リクルートセンタ

ーが行った昭和52年の大学卒就職内定状況調査である(表2-9) 。表から明らかなように、

事務系、技術系を問わず、私立よりも国立出身者で、国立出身者の中でも2期校よりも1

期校、さらには旧帝大の方が大企業に就職する比率は高い。つまり、大学の選抜性と就職

先の企業規模との間には明確な対応関係があり、選抜性の高い大学出身者ほど大企業に就

職しているのであるoその後の経過については、部分的な資料に依存するしかないが、基

本的に両者の対応関係は保持されてきたと考えてよい(山村・天野編1980, 203頁　柴野

編1985年　219頁　刈谷編1995, 58頁) 0

専門分野と選抜性の二重構造

以上の分析から明らかになったのは、まず、各々の専門分野が、卒業生の就職先である

産業や職業に関して、特有の結び付きを持っているということである。しかもこうした繋

がりは、この40年間、基本的に保持されてきたといえるoもっとも、部分的には大きな変

動もみられたoその典型は人文科学系・理学系、教育系であり、これらでは、教員需要の

減退により・教員養成という点に関して職業との対応を急速に失いつつある。こうした専

門分野と産業、職業いう横の結び付きに加えて、大学の選抜性と企業規模との問にも密接

な対応関係があり、この点に関しても長期的に大きな変動は生じていない。

つまり、我が国の大学教育と仕事の対応をマクロな視点でみた場合、多少の変動を伴い

つつも、一方で専門分野という横の繋がり、他方で選抜性という縦の繋がりという二重の

構造が、極めて長期間にわたって保持されてきたといえるのである。ただし、双方が独立

に機能しているのか、あるいは互いに関与しつつ機能しているのかは、マクロ統計を用い

た分析からは明らかにし得ない。
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表2-9.大学の選抜性と就業先の企業規模

(30

499人以下　　500-999人
35.9　　　　　11.2

7.6　　　　　　　5.3

0.6　　　　　　　2.9

2　g

10.3　　　　　　　8.1

事務系合計
覇WZTV,

1000-4999人　5000人以上 官公庁その他
20.3　　　　　17.0 15.6

22.0　　　　　38. 1　　　　　27.0

旧希大
上記以外の国立1期校
国立2期校

私立計
戦前設立
戦後設立

16.8　　　　　61.8　　　　　17.9

19,　　　　　40. 1　　　　　28.7

25.8　　　　　25.6　　　　　30.3

40.8　　　　　12.2

33.3　　　　　12.6

59.1　　　　　11.2

20.0　　　　　13.4　　　　　13.6
.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　__　ー~.I

24.0　　　　　16.3　　　　　13.7

10.1　　　　　6.2　　　　　13.4

技術系合計 50.5　　　　　10.2 13.5　　　　　14.3

国立計

旧帝大
,上記以外の国立1期校
国立2期校

私立計

15.9　　　　　12.3

8.0　　　　　　　8.5

14.3　　　　　14.3

20.6　　　　　13.4

65.7　　　　　　　9.2

21.7　　　　　　35.5　　　　　14.7
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_ニニ~

16.5　　　　　　53.0　　　　　14.0

12.4　　　　　36.5　　　　　22.5

28.2　　　　　　25.8 11.9

9.8　　　　　　5;0　　　　　10.3
...........　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_

9.5　　　　　　9.1　　　　12.3

10.1、　　　　1.5　　　　　　8.6

戦前設立　　　　　　　　　　　60. 3
戦後設立

出所‥小池　(1979, 84去)から弓謎

2.大卒者の経済的価値をめぐる長期的趨勢

就職率の推移

図2-1は、 955年以降の新規大卒者の「就職進学率」 (就職者と進学者を合計したもの。

以下、就職率と呼ぶ)の推移をみたものである。図から明らかなように、就職率は、 1960

年代前半にかけて上昇した後、 1970年代半ばにかけては大きく落ち込み、その後は再び回

復するという趨勢を辿っている。即ち、男子の場合、 1955年に84%であった就職率は、 19

62年に95%まで上昇した後、 1976年には82%の水準にまで落ち込み、その後の回復で1992

年には91%となっている。絶対的な水準は低いが、女子の場合も男子とほぼ同様の趨勢を

辿っており、とりわけ1970年代半ば以降の改善の著しさが注目されるO　このように、 1955

年以降の動向は、大きく3つの時期に区分される。

専門分野別にみた場合も、個々の就職率の絶対水準こそ異なれ、ほぼ上述の3つの時期

に対応した趨勢が確認される(図2-2) 。ただし、教育学部だけは例外で、 1960年代はじめ

に90%前後で推移した後、 1960年代半ば以降1980年代半ばまで下降を続け、それ以降も大

きな回復がみられない。また、男子の場合は、専門分野間の格差が拡大する傾向にあるの

に対し、女子の場合は、特に1970年代半ば以降、格差が縮小する傾向にあり、この時期、

各専門分野とも就職状況が大きく改善されていることがわかる。

学歴別相対賃金の推移

他方で、経済学的な観点に立てば、大卒者の就業をめぐる状況は、その賃金に反映され

ると考えられる。即ち、相対的に大卒者の供給が過剰であれば賃金は下降し、逆に過少で

あれば上昇する。中でも、高卒者との対比でみれば、大卒者の相対的な需給の動向が察知

されるはずである。

その一つの指標と考えられるのが、毎年の新卒者初任給である。しかしこれは、社会的

な影響を考慮して雇用者側が大きく変動させるのを嫌う傾向にあり、また諸手当などの趨
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勢も反映していない。実際にその動向を分析したところ、大きな変動は認められなかった

(10)これに代わって用いられるのは、賃金構造基本統計調査に掲載される賃金水準である。

賃金構造基本統計調査は、 5歳きざみで平均賃金を集計しており、特に年齢20-24歳におけ

る動向をみれば、大凡の趨勢を知ることが可能と考えられる。

図213は、 20-24歳の高卒労働者の平均賃金を100とした場合の、大卒労働者の平均賃金を

相対賃金指数として表したものである。なお、男子については、学歴別の賃金が産業計で

掲載されている1965年以降の推移を、女子については短大卒、大卒の学歴区分が設けられ

るようになった1973年以降の推移を、それぞれ挙げている。

図から明らかなように、相対賃金の推移と就職率の動向はほぼ対応している。男子の場

合、 1978年をボトムに左右ほぼ対照のVの字を描いており、相対賃金指数は、 1965年の10

2から1978年の91へと下降し、その後は再び上昇して1992年には99という水準にある。これ

は、大卒に対する相対的需要が、 1965-78年にかけては減少し、逆にそれ以降は増加して

いることを示唆している。女子の場合も、 1978年が底で、その後は上昇するという趨勢に

ある。ただし女子については、特に1980年代半ば以降、高卒に対して相当優位な状況で推

移しており、その点が男子とは大きく異なる点である。

就職率と相対賃金の相関

これまでの分析を通じて、就職率と相対賃金の双方に周期的な変動があることが確認さ

れたわけだが、さらに注目すべきは、両者がそれぞれ独立に推移しているのではなく、む

しろ密接に関連している可能性が高いということである。その点を明らかにするために、

ここでは、 ±3年のタイムラグを考慮して相関係数を算出した(表2-10)

これをみると、両者の相関は0.8-0.9と相当高く、しかも、タイムラグを大きく取るほ

ど相関が低くなることから、双方があまりラグを伴わないかたちで連動しつつ推移してい

ることは明らかである。また、この結果だけで結論づけることはできないが、タイムラグ

が-の場合より+の場合に相関が高い傾向にあり、相対賃金は就職率の変化にやや遅れる

かたちで連動する、即ち、構造調整にはある程度の時間を要するのではないかと推察され

る。例えば、就職率のボトムが1976年であったのに対し、相対賃金のボトムは1978年とな

っている点などは、その一端を現すものといえよう。

以上の分析から、就職率と相対賃金の間には明確な相関があり、就職率が上昇する時期

は相対賃金も上昇し、大卒に対する相対的需要が増加した時期、逆に、就職率が下降する

時期は相対賃金も下降し、大卒に対する相対的需要が減少した時期と解釈される。しかも、

これらは周期的に変化しており、その意味で、我が国の大卒労働市場は、 3期にわたる構

造変動を経てきたといえる。それを改めて示せば、以下のようになろう。

第工期(1955--1962年)一就職率が上昇し、恐らく相対賃金も上昇したと考えられ、供

給不足の時期

第Ⅱ期(1962-1976年)一就職率及び相対賃金が下降し、供給過剰の時期

第Ⅲ期(1976-1992年) -就職率と相対貸金が再び上昇し、需要増加の時期

さらに、女子の就業状況の改善が著しい時期

次節以降では、上述の時期区分に基づき、各時期における変動の要因を検討する。
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図2-1.就職率の推移(計)
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図2-2.就職率の推移(専門分野別)
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出所:図2-1、図2-2とも『学校基本調査』 。
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図2-3.相対賃金指数の推移
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出所: 『賃金構造基本統計調査』 0

表2-10.就職率と相対賃金の相関

男子
__却関係数　DW比

0.67　　　.39

0.82　　　　0.58

0.85　　　1.36

,_　　女子　　　　_
相関係数　DW比

0.53　　　　0.36

0.68　　　　0.30

0.79　　　　0.44

タイムラグ(k)
-3

p

-1

なし

+1

+2

+3

0.91　　1.41

0.90　　　　0.83

0.81　　　0.79

0.71　　　0.47

0.87　　　　0.35

0.87　　　　0.52

0.87　　　　0.59

0.86　　　　0.79

注 相対賃金(t+k)と就職率(t) の相関をとったもので
tは該当年、 kはタイムラグの年数を指す。
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3・大卒労働力の需給変動(I)　フローの視点から

以下では、供給サイドの指標として学歴別供給量に、需要サイドの指標として職業別、

産業別就職者に着目し、大卒労働市場の構造変動の背景を探る。なお、ここでの供給量は、

卒業者から上級学校等への進学者を減じた値を指す(ll)。また、大卒需要の性質を検討する

ため・高卒の賃金を100とした場合の産業別相対賃金も併せて検討する(図214、図2-5)

第I期　<1955-1962 午)

大学進学率が安定的に推移した時代で、男子のそれは15%前後で推移する一方、進学該

当年齢人口自体が増加した結果、大卒供給量は3万人剰り漸増した。しかし、高卒供給量が

9万人と大幅に増加したため、中卒以上の総供給量に占める大卒比率は1割前後という低い

水準にあったO

他方、大卒に対する需要は、高度経済成長を背景に拡大した。まず、職業別では、事務

職、専門・技術職(教員除く、以下も同様) 、販売職のいずれにおいても就職者が増大し

た0 -方、産業別にみると、 2次産業のうち特に製造業で就職者の増加が著しく、この時

期の総増加量の7割を占めた0　3次産業でも、卸売・小売業、金融・保険/不動産業を中

心に就職者は増加したが、総増加量の3割弱を占めるにとどまった。即ち、この時期の大

卒需要は、製造業を中心とする2次産業において拡大したといえる。

このように、大卒供給量の伸びが漸増にとどまる一方、製造業を中心に大卒に対する需

要が拡大した結果、この時期は、就職率が上昇し供給不足の状況に至ったと考えられるO

また、賃金に関するデータは得られないものの、理工系の充実、拡大を指向した一連の経

済計画や大卒の供給水準自体の低さを考えれば、この時期の需要の増加は、学歴代替では

なく技能要件の高度化に基づくものであり、相対賃金も上昇したと推察される。なおこの

時期、女子の大学進学率は3%前後と低く、総供給量に占める割合も2%前後に過ぎなかっ

た。さらに、就職者の過半数は教員によって占められていたo

第Ⅱ期(1962- 1976年)

大学進学率が急上昇を遂げた時期で、男子のそれは、 17%から42%へと25ポイントも上

昇したo高卒供給量が1960年代後半を境に減少したのに対し、大卒供給量は増加し続け、

1962年の2・2倍に膨張したoその結果、総供給量に占める大卒比率も3割の水準にまで上昇

した。ただし、 1976年が供給量のピークとはいえず、就職率のボトムが供給量の趨勢をそ

のまま反映しているわけではない点には留意しなければならないO

大卒に対する需要も、職業では事務職、産業では3次産業を中心に拡大し、この時期に

おける就職者の総増加量の4割、 7割をそれぞれ占めた。これに対して、 70年代初頭のオ

イルショックを契機に需要が減少したのは、職業では専門・技術職や販売職、産業では製

造業であり、この時期を境に就職者は大幅に減少するO　この景気後退による需要の減少が、

第Ⅱ期後半の就職率の趨勢に少なからず影響したとみられる。このようにみれば、大卒に

対する需要は、少なくとも70年代前半までは堅調に推移したといえるが、相対賃金自体は

1965年以降、各産業とも下降基調にあり、この時期の需要の増加が高学歴化による学歴代

替の進行を伴うものであったことがわかる。その顕著な例が、製造業や金融・保険業で、
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図2-4.大卒労働力の需給要因(男子)

A.学歴別供給量の推移

120

100

so

60

40

20

0

細大卒E]他の高等教育卒口高卒EZZ中卒

B.職業別就職者の推移

65　　　　70　　　　75　　　　SO　　　　85

C.産業別就職者の推移

55　　　60　　　65　　　70　　　　　　　　　　　　85　　　90

D.産業別相対賃金の推移

00

95

90

>Sa

75　　　　SO　　　　85　　　　90

出所　A-Cは『学校基本調査』 、 Dは『賃金構造基本統計調査』 0
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図2-5.大卒労働力の需給要因(女子)

A.学歴別供給量の推移
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100

so
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!0

0

65　　　70　　　75　　　80　　　85　　　90

車大卒E]他の高等教育卒□高卒tz]中卒

B.職業別就職者の推移

(万

8

65　　　　70　　　　75　　　　80　　　　85　　　　90

C.産業別就職者の推移
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D.産業別相対貸金の推移
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∴二㌧「-*

73　Tn 85

出所:A～Cは『学校基本調査』 、 Dは『賃金構造基本統計調査』 0
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これらでは、相対賃金の落ち込みが.10ポイントを超えた。

以上から、この時期に生じた供給不足から供給過剰への転換は、少なくともオイルショ

ック以前は経済成長が続き、需要も堅調に推移したと考えられるため、需要の伸び悩みと

いうよりも需要を遥かに上回る供給が生じた結果と考えられる。ただし、オイルショック

を契機に需要構造自体も転換した可能性があ,り、その点については第Ⅲ期の項で検討した

いoなお、この時期は、女子の大学進学率も13%にまで上昇するが、全供給量に対する大

卒比率は依然として1割弱に過ぎなかった(12)就職先も引き続き教員が中心で、就職者の

伸びの4割弱を占めたoしかし、 60年代後半から、事務職を始めとして教員以外への就職

者も増加しており、需要構造の転換の端緒も認められる。

第Ⅲ期(1976-1 992年)

男子の場合、大学進学率は逆に35%にまで落ち込み、大卒供給量の増加も4万人強にとど

まったoその結果、総供給量に占める大卒比率も、 3割台のままで停滞している。また、

短期高等教育卒者の急増で、高等教育内での大卒の相対的な割合が低下している(13)。こう

した供給量の停滞や高等教育内における供給構造の転換で、大卒の相対的価値が再び上昇

し、それが就業状況の改善に結び付いたとみられないこともない。ただし、大卒の供給量

自体は第Ⅱ期の後半よりもむしろ若干高い水準にあり、むしろ注目すべきは、相当数の大

卒が供給されているにも拘わらず、それを吸収するべく需要が増加した点であろう。

この時期、大卒労働力に対する需要構造は大きく転換している。職業別にみると、まず

専門・技術職では就職者が増加し続け、オイルショックによる一時的な需要後退があった

ものの、戦後一貫して需要が拡大してきたといえるOこれに対して、事務職や販売職では

特に80年代に入って就職者の伸びが停滞している。こうした需要構造の転換は、産業別就

職者の変化に一層明確に現れているoまず、量的側面でいえば、大卒需要の中心が3次産

業へとシフトし、中でもサービス/運輸・通信業が拡大している。さらに、質的側面でい

えば、この時期の就職者の伸びは、相対賃金の上昇を伴っていることから、需要の増加が

単なる学歴代替ではなく、技能要件の高度化を背景に持つと考えられる。特に、就職者の

総増加量の4割ずつを占めたサービス業、製造業では、相対賃金の上昇幅も大きい(ll)

一方、女子の場合は、この時期も進学率が着実に上昇して17%に達し、その結果、大卒

供給量も5万人の増加を遂げているoただし、総供給量に占める大卒比率は依然として1割

弱と低水準にあり、供給構造が大きく転換したとはいえない。他方で、この時期は明らか

に労働需要が拡大しているoこれまで主流を占めた教員就職者が、需要の減退で1980年を

ピークに減少し、 1992年には全就職者の15%にまで落ち込んだoこれに対して、教員以外

の職業では就職者が顕著に増加し、特に事務職では、就職者の伸びが総増加量の5割強に

達している(15)また産業では、サービス/運輸・通信業の拡大を中心に3次産業への就職

者が大きく増加し、増加数は総増加量の7割に昇った。相対賃金も各産業で大幅に上昇し

ており、特にサービス業、卸売・小売業、製造業では、 1980年代以降、高卒に対して相当

優位な状況にあるo即ち、この時期に生じた就業状況の著しい改善は、低供給下での需要

の拡大を背景としたものであったといえる。
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4・大卒労働力の需給変動(Ⅱ)　ストックの視点から

前節では、毎年の新規学卒労働力を対象に分析を行った。以下では、ストックとしての

大卒労働力に着目する。

大卒労働力の就業構造の変化

国勢調査の大規模調査には、 1960年以降、産業別、職業別の学歴別就業者数が掲載され

ており、短大と4大の区分も設けられている(16)ただし・実施時期は10年ごとで短期間の

変動には対応できないOそこで、分析の時期を1960-70年、 1970-80年、 1980-90年の3期、

産業、職業についても、就業者の多い4産業、 5職業とし、大卒労働力の就業構造の変化

について要因分解を行った(17)表2-ll)

1960年代の変化

まず、産業別にみると、男子の大卒就業者はこの時期、製造業、卸売・小売業、サービ

ス業の各部門で増加した(総増加数に占める割合は、それぞれ25%、 25%、 28%)増加

の要因をみると、製造業では5臥卸売・小売業では6割弱が学歴代替に伴う産業内の高

学歴化によるもので、学歴構造の変化の果たした役割が大きかった。これに対して、金融

・保険/不動産業やサービス業では、産業構造の変化による効果が学歴効果を若干上回り、

産業部門における就業者規模の拡大も需要の増加を支えていた。女子の場合は、就業者の

増加が専らサービス業で生じている点が特徴といえ、総増加数に占める割合は7割に達し

たo　しかも、男子とは対照的に、増加の6割近くは学歴効果によるものだった。

職業別にみると、男子の大卒就業者は、専門・技術職、事務職、販売職、管理的職業で

増加した(総増加数に占める割合は、それぞれ32%、 20%、 19%、 20%)増加の要因に

着目すると、専門・技術職、管酎勺職業では職業構造の変化の果たした役割が大きかった

のに対して、事務職や販売職への就業者の拡大は、学歴代替による職業内の高学歴化によ

るものであったo女子の場合は、就業者の増加は主として専門・技術職で生じ(総増加数

の65%) 、これに事務職が続いた(総増加数の22%)増加の要因も男子とは異なってお

り、専門・技術職の増加は、むしろ学歴効果に負う部分が大きかった。これに対して、事

務職の増加は、職業効果、学歴効果、交絡効果がそれぞれ3割を占めた。

1970年代の変化

産業別にみると、男子の場合、就業者は卸売・小売業、サービス業で引き続き大きく増

加した(総増加数に占める割合はそれぞれ26%、 29%)増加の要因は1960-70年とほぼ同

様であったo一方、製造業では、学歴計の就業者自体が減少したこともあり、就業者の伸

びが鈍化し、総増加数に占める割合も15%にとどまった。需要の増加も専ら学歴代替によ

るもので、この時期、産業内の高学歴化が一層進行したといえる。女子においては、この

時期も主としてサービス業で就業者が増加し(総増加数に占める割合は64%) 、それは、

1960-70年と同様、産業内の高学歴化によって吸収されたものだった。

職業別にみると、男子の場合、専門・技術職、事務職、販売職、管理的職業に加えて、

生産工程作業者においても増加した(総増加数に占める割合は、それぞれ20%、 22%、 26
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表2-ll.就業構造変化の要因分解(大卒男女、年齢計)

^mriz.ii mm
産業別

製造業
業　学歴

増加数(千人)
大卒男子(年齢計)

1960-70年1673　543　829
1970-80年　2510　662 1569
1980-90年　2384　718 1516

大卒女子(年齢計)
1960-70年　208　　37　114
1970-80年　477　　86　304

産業　学歴

卸売業・小吏要

産業　学歴
金融保険・不動産業

隔fe^E3園
サービス業__-
計　産業

417　125　215

388　-29　433

529　103　391

日莞　　　E!　　盟

0　　32

113　　54　　40　　462

217　　94　　86　　716

231 99　107　　　903

4　　　2　　1　145

19　　　　10　　307

62　10　　37　　380

204　179

329　　285

515　　295

25　　SI

70　174

164　163

423　　85　245

648　176　371

340　　-5　　346

1980-90年　678　203　384　　　76
増減の寄与率(%)
大卒男子(年齢計)

1960-70^ 100.0
1970-80年100.0
1980-90年100.0

大卒女子(年齢計)
1960-70^ 100.0
1970-80年100.0
1980-90年100.0

8　　59　　105

5　　日J

li^Hr

闇　　BIX

32.5　49.6 100.0　30.0　51.6 100.0　20.1 57.9 100.0　47.8　35.4 100.0　44.2　38,7

ZS:日;: 100.0 19.5 73.9 100.0 27.2 57.3　昔:芸23:日::日38侶;:: SZ:冒

17.8　54.S 100.0　25.0　50.0 100.0 16.1 54.8 100.0　50.0　25.0 100.0 17.2　55.9

18.0　63.7　100.0　0.0100.0　100.0 12.0　68.7　100.0 15.8　52.6　100.0　22.8　56.7

29.9　56.6
100.0 10.5　77.6　100.0 14.3　76.2　100.0 16.1 59.7　100.0　43.2　42.9

職業別

′専門・技術職従事者
計職業学歴
増加数(千人)
大卒男子(年齢計)
1960-70年539281165
1970-80年503277179
∴1980-90年約07951杜
大卒女子(年齢計)
1960-70年1353065
1970-80^26212978
軸の芸80-90
4S毘314169並一
大卒男子(年齢計)
1960-7035100.052.130.6
1970-80年100.055.135.6
1980-90年100.089.37.1
大卒女子(年齢計)
1960-70年100.022.248.1
1970-8年100.049.229.S
1980-90年100.053,833.4

事務従事者
計_　職業　学歴

320　123　155

541　137　　343

368　　40　318

46　　16　14

149　　18　100

220　　80　101

販売従事者
ii　暇is^a嗣

326　　51　205

660　165　　367

684　165　　453

12

33　　　3　　25

70

管理的職業従事者

+計　職業　学歴
生産工程作業者

計　職業　学歴

332　177　　77　　101　25　　61

246　138　　85　　419　15　375

77　-73　166　　　259 29　　220

3　　1　1　`6　　1　　3

14　　　　　13

12　　　　　　　　　39　　　　　30

100.0　38.4　48.4　100.0 15.6　62.9　100.0　53.3　23.2　100.0　248　604

100.0　25.3　63.4　100.0　25.0　55.6　100.0　56,1 34.6　100.0　3.6　9.5

100.0 10.9　86.4　100.0　24.1　66.2

100.0　34.8　30.4　100.0 16.7　58.3　100.0

100.0 12.1 67.1  100.0　9.1 75.8　1000

100,0　36.4　45.9　100.0　1.4　97.1 100.0

注:交絡効果(計から産業効果、あるいぬ職業効果と学歴効果を引いたもの)は省略した.
出所: 『国勢調査』 。

川0.0　11.2　　4.9

33.3　33.3　100.0　16.7　50.0

60.0　20.0　100.0　0.0　92.9

16.7　66.7　100.0　7.7　76.9

%、 10%、 17%)　増加の要因は、 1960-70年とはぼ同様であるが、事務職、生産工程作業

者においては、学歴代替による職業内の高学歴化がより一層進行した。女子については、

専門・技術職が引き続き増加する一方(総増加数の55%) 、事務職においてもかなりの増

加がみられる(総増加数の31%)　また、 1960-70年においては異なっていた増加の要因も、

この時期には男子と類似性を帯びてくる。即ち、専門・技術職では職業効果、事務職では

学歴効果がそれぞれ大きかった。

1980年代の変化

産業別にみると、この時期は、以前とは異なる変化が現れており、何らかの構造転換が

生じたといえるo男子の場合、それは2点ある。第1は、サービス業部門の変化で、単に

就業者の増加が著しい(総増加数の4割)だけでなく、増加要因をみると、産業効果の寄

与分が6割弱にまで上昇し′ているo即ち、この時期の大卒需要の増加は、サービス業自体
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の拡大による部分が大きい。第2は、製造業部門の就業者が再び大きく増加すると同時に

(総増加数の22%) 、増加要因をみると、 1970年代にはむしろマイナスに作用した産業効

果が2割に上昇しているoつまり、大卒需要の増加をもたらす構造変化が、製造業自体に

生じつつある。なお、卸売・小売業や金融・保険/不動産業では、就業者の大幅な増加は

みられず、産業内の高学歴化による学歴代替が一層進行している。女子の場合も、サービ

ス業を中心に就業者は拡大した(総増加数の56%)また、男子と同様、産業効果の寄与

分が増加し、学歴効果とほぼ同じ割合を構成するに至っている。さらにこの時期は、他の

産業部門でも就業者が着実に増加している点でも注目されるoただし、それらでは学歴効

果の果たした役割が大きかった。

職業別にみても、この時期に特有の変化がみられる。それは、男子の場合、専門・技術

職への就業者が大幅に増加している点であるo増加数も総増加数の37%を占めている。さ

らに注目されるのは、増加の要因をみると、職業の拡大による寄与分が実に9割を占めて

いる点であるo専門・技術職自体の拡大が、大幅な大卒需要をもたらしたのである。なお、

販売職は1970-80年に引き続き拡大し(総増加数の29%) 、その拡大が主として学歴代替に

よってもたらされたものであったoまた、事務職(総増加数の15%)では、学歴代替が一

層進行しており、これは1960-70年、 1970-80年、 1980-90年を通じ一貫した傾向である。

女子については、男子ほどドラスティックな変化はみられない。専門・技術職が引き続

き拡大する一方(総増加数の46%) 、事務職もかなり増加している(総増加数の32%)

増加要因も、専門・技術職については、 1970-80年と同様に職業効果の寄与分が大きい。女

子に関して、 1980-90年の変化として敢えて挙げる点があるとするならば、それは、事務職

の増加に関して、職業効果の寄与分が再び上昇していることであろう0

80年代の構造転換一若年層の就業構造-

以上は年齢計の分析だが、需給の変化は特に若年層の就業構造の変化に顕在化すると考

えられるOそこで、年齢階級が20-24歳の者を対象とした分析を行い、表2-12にその結果を

示した。なお、 1960年調査では年齢階級別の表示がないため、分析時期は1970-80年、 198

0-90年の2期としたo　これをみると、 80年代の構造転換が一層明確に認められる。

男子の場合、大卒の供給増とオイルショックによる契機後退を経験した70年代は、いず

れの産業部門、職業部門においても産業効果、職業効果はマイナス、学歴効果はプラスと

なっているo即ち、産業や職業自体の拡大で大卒労働力の吸収ができず、増大する新規大

卒者を学歴代替によって吸収したのであるoしかもそれは、相対賃金の下降から判断して、

技能要件の高度化を伴う需要増ではなかったといえる。

ところが80年代に入ると、産業計、職業計でみると、逆に産業効果ならびに職業効果が

プラスで、学歴効果がマイナスとなっている`18川9㌦っまり、製造業やサービス業部門で

は産業自体の拡大により、また専門・技術職では職業自体の拡大により、それぞれ大卒に

対する需要が増加しているにも拘らず、 4大卒の停滞と短期高等教育卒の急増という供給

構造の転換により、高学歴労働者の不足分を低学歴労働者が補うという状況に至っている。

この時期にみられる相対賃金の一貫した上昇は、これらの要因を反映した結果といえる。

女子についても男子とほぼ同様の傾向が認められる。なお興味深い点を一つほど指摘し

ておこう0 80年代に入って大卒女子の事務職就職者は大幅に増加したわけであるが、この
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表2-12.就業構造変化の要因分解(大卒男女、年齢20-24歳)

産業別

w:・サ=学,TF増加数(千人)
大卒男子(20-24歳)

1970-80年　105　-102　305
1980-90年　-34　　47　-72

大卒女子(20-24歳)

1970-8035　　91　-9　127

1 980-90年　　　　27　　卓

職業別

-11　-52

_13　　29　-12

翌　　-完　　的

14

34　-24　　76

-39　　-9

18　　-4

甲　　　S

13　　-3　17

=且呈__　1 3　　3　　9

32　　　　5

1　　16

38　　-6　　49

3　　37　-25

^^K^^^Bf^^H　　間

0　15　　　-7　18　-21

競業　学歴

増加数(千人)
大卒男子(20-24歳)

1970-80年　105　-95　296

1980-90年　-34　64　二喝
大卒女子(20-24歳)

職業　学歴 計　職業 歴　　計

13　-36　　73　　　42　-24　　　　　41　-16　】

-22　　　　-15　　-　　　　　-9　　-25　　　　-30

1970-80年　　91
1980-9年　　3し

荏:交絡効果は省略した。
出所: 『国勢調査』 。

14　　92　　　39　　22　12

7　　-7

-3　　53　　　　　　-　12　　　2　　-1　畠

9　　4　　】4　　3　　9　　　3　　1　1

増加は、学歴効果よりもむしろ職業効果に支えられている。事務職の需要におけるこうし

た構造転換が、 80年代における相対貸金上昇の背景にあると考えられよう。

5.まとめ

本章では、 2つの視点から′、大卒労働市場のマクロ的構造を考察してきた。

まず改めて確認されたのは、大学の専門分野や選抜性と就職先の対応に着目した場合、

大学教育と仕事の対応が、いわゆる「専門カップリング」と「選抜カップリング」の双方

に規定されていたことであるQしかもこの構造は、多少の変動を伴いつつも、長期的に保

持されてきた。理系の諸分野では、製造業への就職者、そして専門・技術的職業従事者の

比率が一貫して高く推移してきたのに対して、文系の諸分野では、各業種に偏向なく就職

する傾向が強く、その大半が、事務及び販売従事者によって占められてきた。また、事務

系、技術系の別を問わず、従業員規模の大きい企業ほど選抜性の高い大学出身者によって

占められてきたのである。

こうした安定構造を保持する一方、大卒労働力の需給に着目すれば、大卒労働市場は3

期にわたる変動を経験してきた0第I期(1955-62年)は、就職率が上昇し、対高卒の相対

賃金も上昇したと推察される供給不足の時代で、これは大卒の供給水準の低さと、 2次産

業、専門・技術職を中心とした大卒需要の拡大を背景としていた。第Ⅱ期(1962-76年)は、

就職率と相対賃金が共に下降した供給過剰の時代で、その背景には、少なくともオイルシ

ョック期までは大卒需要が増加したものの、それを上回る勢いで大卒供給が拡大したこと

が挙げられるoところが第Ⅲ期(-1976-92年)になると、高等教育の多様化過程で大学進学

率の伸びが鈍化し、大卒供給量が停滞する一方、オイルショックを契機に産業構造が転換

し、サービス業を中心、に大卒需要が拡大した結果、再び就職率、相対賃金とも上昇してい

るo　さらに、大卒女子の就業状況が、第Ⅲ期に入って明らかに変化し且つ改善されている。
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第Ⅱ期までは教員が主たる就職先で、就職率も男子と比較して2割近くも低かったが、第

Ⅲ期に入ると、サービス業を中心とする需要の拡大で就職率が大きく上昇している。しか

も需要の拡大は相対賃金の上昇を伴っており、今後も需要の高まりが予想される。

一方に大卒労働力の需給をめぐる変動、他方に専門分野や選抜性と就職先との安定的な

対応の存在、この2つの事実から導出されるのは以下の点であろう。

まず明らかなのは、大卒労働力の需給変動のインパクトが、全ての大卒者に一律に作用

するわけではないことであるo大卒労働市場は変動を経験してきたが、その過程において、

大卒者内の雇用を規定する専門分野や選抜性が、さらなる調整弁的な機能を果たしてきた

といえる。理系と文系を比較した場合、後者で就職率の変化が大きかったのは、雇用変動

が、専門分野と職業の対応が希薄な分野に顕在化しやすいことを示すものであろうし(20)、

大卒者の増加が、選抜性の低い層の拡大で賄われたと考えれば、雇用変動は、選抜性の低

い大学出身者ほど大きいと推察されるoさらに、専門分野が選抜性と仕事の対応に、選抜

性が専門分野と仕事の対応に関与している可能性があり、それが大卒者の雇用に果たす機

能も看過できない。

しかしその一方で、たとえ専門分野と職業、大学の選抜性と規模の間に安定的な対応が

あったとしても、大卒労働力の需要構造や供給構造が変化すれば、その内実は変容を余儀

なくされようO　しかもそれは、就職先との対応だけでなく、就職後のキャリアとの対応に

も顕在化するであろう。いわゆる大衆化は学生層の多様化をもたらし、また企業の求める

人材も、産業構造の変容過程で漸次変化する。たとえ職業との対応が一定であっても、大

学教育で獲得される知識・技能と職場で要求される知識・技能の間に機能的な連関が存続

すると想定することは困難になる。他方で、全労働力に占める大卒者の増加により、たと

え大企業に就職しても、選抜性のみでその後のキャリアが保証されるとは考えにくい。ま

たこの点に関しても、専門分野と選抜性の機能を独立に想定し得るか否かは留意を要する。

いずれにせよ、専門分野や大学の選抜性と仕事の対応は、長期的にはダイナミックに変

化するo　しかし他方で、そうした変化の基礎となっているのはやはり、常に生じている大

学教育と仕事の対応関係あるいはその欠如である。その点に遡求するには、マクロの指標

は不充分といえ、一人一人の大卒者についての情報を基にした新たなアプローチを必要と

するのである。
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(注)

(1)誤解をさけるために改めて断っておくが、ここでいう「就職進学率」とは、就職者の比

率と進学者の比率の和であり、就職と進学を同時に行った者の比率ではない。

(2)農学系の場合は、公務員就職者が15%と、この比率が専門分野中最も高い点にも特徴が

ある。しかもこの傾向は、長期的に変化していない。

(3)工学系出身者の場合は・建設業就職者の54%を占めている点にも特徴がある。

(4)社会科学系出身者が33%を占めるが、人文科学系、工学系、教育系もそれぞれ18%、 1

4%、 14%を占めている。

(5)ちなみに、工学系出身者の場合は、情報処理技術者は専門的・技術的職業従事者の10%、

工学系の全就職者の8%を占めるにとどまる。

(6)この間、大卒就職者全体に占める教員の比率は、 16% (1965年上12% (1985年) 、 5

% (1995年)と減少してきており、専門的・技術的職業従事者に占める教員の比率も、

37% (1965年) 、 30% (1985年) 、 16% (1995年)と減少傾向にある。

(7)人文科学系の場合、 1955年においては、専門的・技術的職業従事者の比率がむしろ高か

った。これは、就職者のうち約半数の者が教員就職者であったことによる1955年時点

では、人文科学系の全就職者に占める教員比率は45%であった。

(8)人文科学系、理学系、教育系のそれぞれの就職者全体に占める教員の比率、専門的・技

術的職業従事者に占める教員の比率は・以下のように変遷しており、いずれも全就職者

に占める教員就職者の比率は減少している。また、専門的・技術的職業従事者の占める

教員の比率の推移から、人文科学系、理学系の場合は、教員以外の専門的・技術的職業

従事者が増加していることがわかるoこれに対して、教育系の場合はそういった傾向は

認められず、専門的・技術的職業従事者自体が減少し、事務従事者や販売従事者の増加

が目立つ。

付表2-1.教員就職者比率の変遷
(SO

人文科学系
教員/全体教員/専・技

~~　　　　　　　　　　_

44. 9　　　　　90. 9

28.4　　　　73.3

7.2　　　　83.4

21.2　　　　　3.2

5.5　　　　　55.4

1955年
1965年
975年

1985年
1995年

_　　廿i""*¥* -.__
教員/全体教員/専・技~　　~

48.7　　　　55.6

29.0　　　　31.8

22.7　　　　32.2

23.9　　　　28.3

7.　　　　11.9

教育系

教員/全体教員/専・技
3.4　　　　　99.8

93.1　　　　98.0

83.3　　　　　97.2

78.9　　　　　94.9

44.9　　　　　86.7

(9)家政系で専門的・技術的職業従事者の比率が減少している背景にも、教員就職者の減少

が挙げられるo就職者全体に占める教員の比率は、 58% (1955年) 、 49% (1965年) 、

32% (1975年) 、 25% (1985年) 、 16% (1995年)と明らかに減少しており、また、専

門的・技術的職業従事者に占める教員の比率も、 76% (1955年) 、 64% (1965年) 、 5

7% (1975年) 、 47% (1985年) 、 38% (1995年)と減少傾向にある。

(10)初任給に関して1970年代以降の動向を分析したところ、高卒の初任給を100とした場合

の大卒男子のそれは125前後、大卒女子のそれは120-130前後で比較的安定的に推移し
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ている。ただし、 80年代半ば以降は、男女とも高卒に対する大卒の初任給の水準がや

や上昇する傾向がみられる。

(ll)中卒の場合は「高校、高専進学者」と「専修学校等入学者」を、高卒の場合は「短大、

大学進学者」と「専修学校等入学者」を、高専卒、短大卒、大卒の場合は「短大本科

や大学学部、大学院進学者」を、それぞれ卒業者から減じたものを指す。なお、専修

学校卒の場合は、卒業者と就職者の区別しかないため、卒業者数をここでは用いた。

(12)女子の場合、第Ⅱ期に進学率が大幅に上昇したのは短大であり、 1962年の4%が1976年

には21%に達したOさらにこの時期は、就職率もほぼ一貫して上昇し、高卒就職者に

対する短大卒就職者の比率は、 1割弱から3割へと上昇した。つまり、短大について

は、この第II期に就業準備教育機能が本格化したとみることができるO

(13)高等教育全体の供給量に占める大卒比率は1976年の92%から1992年の64%へと低下し

ている。

(14)金融・保険業では、 80年代後半から相対賃金が急激な上昇をみせていが、これはバブ

ルの影響による、一時的な動きではないかと考えられるoまた、需要の伸び悩んだ卸

売・小売業では、相対賃金の大きな上昇はみられない。

(15)女子の場合、大卒、短大卒とも事務職の需要が拡大し始めたのは1960年代末からで、

事務職に関しては1960年代末が大きな構造転換の時期といえる。

(16)就業構造基本調査においても学歴別の就業者数は掲載されている。しかし、短大と4

大を区別して扱うことができるのは、 1982年の調査以降に限られる。

(17)ある産業(職業)における就業者の変化を、その産業(職業)の就業者全体が拡大し

たことによる増分(産業(職業)効果) 、その産業(職業)部門の中で就業者が高学

歴化したことによる増　分(学歴効果) 、両者の相互作用による増分(交絡効果)と

に分解する手法であるo要因分解の具体的な方法については、近藤(1985,41頁) 、 K

aneko (1992,PP.211) 、小林・矢野(1992,29頁)を参照されたい。

(18)卸売・小売業では就業者数自体が減少しているが、相対賃金をみると大卒の価値は高

まっている。 -方、金融・保険/不動産業では学歴代替による効果が大きく、相対賃

金の上昇もみられない。

(19)男子について、さらに就業構造基本調査(対象時期は1982-87年、年齢は15-24歳)を

用いて要因分解を行ったところ、ほぼ同様の傾向が得られた。

(20)もちろん教員のように・専門分野と職業の対応が堅固であり、その職業自体の需要の

減少が、雇用状況の変動をもたらす場合もあり得る。
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第3章研究の方法

本研究は、我が国における大卒者の就職と初期キャリアに関する実証的な分析を行い、

大学教育の職業的レリバンスを検証することを目的としているo研究の方法を述べる前に

まず、第2章までの議論を改めて整理しておきたい。

戦後の欧米における大学教育と雇用に関する研究には、大きく二つの潮流があった0 19

50年代～60年代前半は、高等教育が経済発展に寄与するという認識のもと、社会的需要に

応じた高等教育の拡大が議論され、専門分野と職業の対応を所与として「専門カップリン

グ」に基づく研究が展開するOだが、 60年代半ば以降の高等教育の拡大と、 70年代前半の

経済成長の停滞により、高等教育と雇用のミスマッチが顕在化する。第1期に予定調和視

されていた、両者の量的対応の崩壊が姐上にのり、その過程で、大学教育と仕事の対応を

めぐる枠組みとして、教育機能よりも教育機関の選抜機能を重視する「選抜カップリング」

の視点に立った研究が台頭するoところが80年代に入ると、大学教育と職業の間に固定的

対応を想定し得ないことが自明化する一方、雇用において大卒者が他の学歴卒者よりも依

然優位な地位を保ち、高等教育と雇用をめぐるミスマッチの議論は衰退する。高等教育の

人材養成機能に対する要請はむしろ高まり、特にヨーロッパを中心に、教育内容と仕事内

容との質的対応(レリバンス)を焦点とした研究が進められている。ただしそれらは、

「専門カップリング」や「選抜カップリング」がどの程度妥当し、また崩壊しているかを

検証する域を出るものではなく、大学教育と仕事の対応を捉える新たな枠組みが構築され

ているわけではなかった。

勿論、我が国と欧米の研究が同様に進行してきたわけではない。大学教育と職業の対応

に関する見方は異なっており、その背景には、雇用システム、企業内教育システムの相違

や、高等教育システムの階層構造の相違があることはいうまでもない。

我が国の場合、学歴・学校歴と企業規模・職業的地位との対応に着目する「選抜カップ

リング」に依拠した研究が、この分野の議論の中心を占めてきた。企業は「訓練可能性」

に着目した採用を行うと見撤され・教育内容やそれと職務の関わりは二義的な問題として

扱われてきたのである。しかし、我が国の大卒労働市場のマクロ的動向を振り返るならば、

「専門カップリング」と「選抜カップリング」は併存してきたといえる。もっとも、大卒

労働力の需給構造自体は大きく転換しており、従来の枠組みに理念的に提示された対応が、

現実にどの程度存在し、また2つのカップリングがいかなる相互作用を持つのかは、明ら

かにされてきたわけではないo　さらに、昨今の産業構造や雇用システムの変容過程、また

入学者層の多様化や若年人口の減少過程で、我が国でも「学校歴と企業」の対応にかわり、

「大学教育と仕事」の対応が注目されつつある。そうした課題に対するアプローチ方法は

未だ確立されていないのである。

以上の知見を踏まえ、以下では、本研究における分析の枠組み(第1節)と分析の領域

(第2節)を提示した後、第Ⅱ部以降の実証分析に用いる質問紙調査の方法を述べ(第3

節) 、そこで得られたサンプルの基本属性を概説する(第4節) 0

-　40　-



1.分析の枠組み

図3-1.大学教育と仕事の対応を捉える視点

専門分野

(専門知識)

大学の選抜性

(個人の資質) 企業規模、職業的地位

繰り返し述べるように、従来、大学教育と仕事の対応を捉える視点は二つ存在した。一

つは、大学の専門分野と職業の対応に着目した「専門カップリング」モデルである。これ

は、大学で獲得される専門知識と職場で要求される能力の間に機能的な連関を想定するも

のであるoいま一つは、大学の選抜性と職業の威信の対応に着目した「選抜カップリング」

モデルであるoこれは、大学教育で獲得される能力ではなく、大学入学時の個人の資質が、

職場で必要な能力を獲得する素地を成すと想定するものである。大学進学者が増加する過

程で、専門分野と職業の堅固な対応関係は崩れ、むしろ教育機関の選抜性と職業上の威信

の対応が顕在化するようになるoその結果、 「専門カップリング」に代わり「選抜カップ

リング」に基づく議論が優勢を占める至り、我が国では特にその傾向が顕著である。

その一方で、大衆化の一層の進行や、産業構造、大卒雇用慣行の変化により、 「専門カ

ップリング」や「選抜カップリング」が、従来の形のままでは成立し得ない状況にあるこ

ともまた事実であるo専門分野と職業の間に確たる対応を想定し得るのは、医師や教員と

いった限られた専門職にとどまる一方、企業内における大卒労働力の増加により、たとえ

選抜性の高い大学を卒業しても、全ての者が威信の高い職業に就職できるわけではなく、

就職後の昇進競争に勝ち残れるわけでもない。

その意味で、 「専門・カップリング」も「選抜カップリング」も、単独では大学教脊と仕

事の対応を捉える枠組みとして十分とはいえないoただし、その強弱は別としても、現在

なお「専門カップリング」と「選抜カップリング」は併存しているのである。しかも、専

門分野と職業の対応に大学の選抜性が関与し・大学の選抜性と職業威信の対応も専門分野

間では異なると想定され、従来の枠組みを別個に扱うのではなく、その相互作用にも着目

する必要がある(図3-1)いま求められているのは、その双方を視野に入れた分析であり、

それによって大学教育と仕事の対応を丹念に分析し、さらに新しい枠組みに向けての礎を

形成することなのである。そうした枠組みの中核となるのが、レリバンスという視点では

ない,かと考えられる。
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2.分析の課題

行動の次元

行動を基底

する次元

図3-2.大学教育と仕事の対応を構成する要素

大学教育「　　　　　　「仕事

i^^EP^is^bES3issi^^l蝣 卒業　→職業選択　-就職　　一一1う現職

(就職-採用過程) (キャリア形成)

教育内容-能力形成　→職業的　く一知的要求=仕事内容

レリバンス

」　　大学教育∴」
への評価

大学教育、。期待」

上述したように、レリバンスを中心とする分析枠組みは、まだ形成の途上にある。ここ

では取り敢えず、当座の分析作業に必要な限りで、概念の見取り図を描いておく。図3-2は、

大学教育と仕事の対応を、大卒者の行動という次元と、その基礎をなす、知識そのものの

あり方の次元とに分けて、図示しようとしたものである。

行動の次元でみた場合、大学教育と仕事の関係は、卒業時の職業選択、就職後のキャリ

アという2つの段階から構成され、各々の段階で大学の属性と職場の属性の対応が形成さ

れる。大学の専門分野、選抜性と対応するのが、前者では企業の規模、業種、職種であり、

後者では就職後の配属先や経験業務である。

これを行動の基底をなす微視的な次元でみると、大学教育と仕事の関係は、大学教育の

内容と仕事の内容の対応として理解される。就職一採用の段階は、卒業生の能力と企業の

欲する能力の対応が決定される過程であり、キャリア形成の段階は、採用した大卒者の能

力に応じて、各業務に彼ら、彼女らが配置される過程である。

いうまでもなく、上述の2つの次元は独立に存在するのではなく、相互に連関している。

卒業時の職業選択を経て就職後のキャリア形成に連なる経験と、その経験の背後にある、

大学教育の内容と仕事内容の連関に対する判断をもとに、卒業生は大学教育を評価し、そ

の評価を通して形成されるのが、大学教育への期待である。

こうした構図の中で、中核的な位置を占めるのがレリバンスの概念に他ならない。それ

は、仕事における要求と大学教育を媒介として形成される能力とが、どのような形で、ま

たどのような意味で関連しているかを端的に表した概念である。ここで重要なのは、図か

ら理解されるように、レリバンスとは、いわば教育と職業それぞれを取り巻く諸要因の関
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係の総体であり、役立つ、役立たないといった単純なスケールで計れるものではない、と

いう点であるoよって、大学教育と仕事のレリバンスを考察するには、それを取り巻く要

因を包括的に分析する必要がある。またレリバンスは、必ずしも対応関係の存在を前提と

するのではないOそうした関係が薄い、即ち、レリバンスの欠如も当然分析の視野に入る。

職業構造が変動する際には、そうした帝雛は特に顕著にみえるだろう。しかし、実はレリ

バンスの欠如は、少なくとも部分的に、あるいは程度の違いこそあれ存在している。その

意味で、大卒労働者の間に存する、レリバンスの程度の分化にも注目する必要があるO

従って本研究では、卒業生への質問紙調査を用いて大卒者の就職と初期キャリアに関す

る実証分析を行い、大学教育の職業的レリバンスを検証する。ただし、卒業生調査から得

られる情報には限界があり、大学教育と仕事の対応を全て網羅し得るわけではない。この

点にも留意し、以下に挙げる5つの分析課題を設定した。

第1は、就職一採用過程に関わる分析であるo初職就業時の大学属性と職場属性の対応

を考察し、大卒者の就業構造を生成させるメカニズムを探る。

第2は、就業後1-10年目までの初期キャリアに関わる分析で、初職就業後の大学属性

と職場属性の対応を検討する。初期キャリア段階の分析であることから、昇進に関わる縦

の異動よりも、経験業務に関わる横の異動に着目した分析を中心とするO

第3は、職場における知識・技能要求に関わる分析である。現在の職場で要求される知

識・技能特性を明らかにし、それに対する大学属性や職場属性の関与を考察する。

第4は、職場で必要な能力と大学教育で獲得される能力との対応に関わる分析である。

ただし、個々の知識・技能間という厳密な意味での対応分析を行うのではなく、卒業生の

大学教育に対する評価の分析を通じて、大学での教育内容と仕事内容の関係を類推する。

第5は、卒業生が職業生活を通じて抱く大学教育への期待に関わる分析であるOそこで

は、大学教育が職業的レリバンスという点でいかなる機能を果たし得るかを検討する。

3.調査の方法

上述した分析課題を検討するため、筆者もメンバーに加わった日本労働研究機構の「大

卒就職研究会」が1992年度に行った「大学卒業後のキャリア調査」を利用する。

大学教育と仕事の対応を捉える際、調査対象者の選定については、企業単位で大卒社員

を調査対象とする場合と、大学単位でその卒業生を調査対象とする場合の2つが考えられ

る。前者を採用した場合、企業内のキャリア形成の実態や知識・技能特性をより撤密に検

証できる反面、大学教育との関係は十分に把握できないという欠点がある。逆に後者を採

用した場合、大学教育との関係がより詳細に検討できる一方で、特定の企業を対象とした

分析ではないため、キャリア形成等に関する分析は概括的なものにとどまらざるを得ない。

このように、それぞれの方法には一長一短があるが、大学教育に関する情報の収集をより

重視する意味で、上記の調査では、大学単位を調査対象とする方法を採用することにした。

調査対象に選んだ専攻分野は、人文科学系、法学系、経済系、理学系、工学系、農学系、

家政系、教育系の8分野であるoまた・調査大学の選抜性に偏りが生じないように、様々

な大学群から選定することにも努めた0 -方、対象者の学部卒業年は、卒業後1年目の19
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92年3月卒の者から、卒業後10年目の1983年3月卒業の者までとした。つまり、大学卒業

時の職業選択からその後の初期キャリア形成の時点までが対象時期である。

上述した専攻分野、大学の選抜性、卒業年に加えて、性別にも適切な対象数を確保でき

るようサンプル規模を設定した結果・ 35大学63学部が最終的に調査対象として選定された。

調査票は、専攻分野ごとに人文科学系用、社会科学系用、工学系用、他の自然科学系用、

教育系用の5種類を準備した0 5種類とも、質問項目はほぼ同じであるが、若干選択肢が

異なっている(付表3-1参照) o調査は、 1992年の12月から1993年の3月にかけて実施され、

調査票の郵送による自記式調査を行ったo対象者数は55997人で、このうち有効回答は203
35人、回収率は36.3%であった。

4.回収サンプルの概要

表3-1は、専門分野別、性別、卒業年別の内訳を示したものである。なお、専門分野別、

性別の比率に関しては、調査サンプルと比較する意味で、学校基本調査による値も合わせ

て掲載したoなお、学校基本調査の場合、対象としたのは1983年3月の卒業生から1992年

3月の卒業生までの10年間であり、表中には10年間の平均値を示した(以下の学校基本調

査の値もこれと同様の方法による) 。まず、専門分野別にみると、社会科学系の比率が低

く(サンプル28%、学校基本調査40%) 、教育系の比率が高くなっているが(サンプル20

%、学校基本調査8%) 、他の点では両者の比率にほとんど相違はない。また、性別の比率

に関しても、教育系で女子の比率が高い点を除けば、ほぼ学校基本調査の比率に対応して

いる。卒業年別の分布に関しても、各年ごとに大きな偏りはない。

続いて、卒業後の状況を専門分野別、性別に示したのが表3-2ある。調査サンプルの場合、

全体では就職者が89%、進学者が9%、その他が2%という構成になっている。これに対

して、学校基本調査では、就職者が79%、進学者が6%、その他が15%で、調査サンプル

と比較して就職率が10ポイント低く、その他が13ポイント高い。これは、前章でも指摘し

たように、学校基本調査の調査上の制約に負う側面が大きいと推察される。学校基本調査

の場合、その他に分類された者でも、実際は何らかの職業に就いている可能性が高く、そ

の点を考慮すれば、両者の相違は、上述したほど大きくないと考えられるO性別にみると、

調査サンプルでは、男子より女子の方が就職率が高いが、進学率まで考慮すれば両者の相

違はほとんどないoこれに対して学校基本調査では、男子の方が若干就職率、進学率とも

高いo専門分野別にみた場合は、理学系、工学系、農学系で大学院進学者が多く、この傾

向は女子より男子で強いo同様の傾向は、学校基本調査においても確認される。

また、表3-3には、調査サンプルの大学威信分布を示した。なお、ここで用いた大学威信

とは、いわゆる大学・学部の偏差値分類に基づくものではない。質問票では、出身大学の

名前が就職時に有利に働いたか否かを尋ねており、この問いに対する回答を基づいて、以

下に挙げるような大学威信の4分類を設定したo即ち、 「有利に働いた」と回答した割合

が70%を越える場合、その学部を大学威信が「高い」グループに、 50-70%の学部を「中の

上」グループに、 10-50%の学部を「中の下」グループに、そして、 10%未満の学部を「低

い」グループにそれぞれ分類したo法学系では、大学威信が中の上のグループ、理学系で
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表3-1.サンプルの属性

A.専門分野の比率

社会科学系

法学系　経済・商系
6.8

(1383)

21.6

(4394)

家政系　　教育系

7.6　　　20.0

(1545)  (4061)

サンプル　　計　　%
(N)

男子　%
(N)

100.0

(13281)

UK

(1003)

8.9

(1186)

30.1

(3995)

女子　%

(N)
学校基本調査　計　　%

(1)男子　%
女子　%

100.0

(7054)

27.9

(1966)

2.8

(197)

5.7

(399)

6.4

(856)

3.1

(218)

29.4

(3905)

2.1

(150)

1.5　　11.1

99)　(1473)

19. 1　　36.7

(1346)  (2588)
1旦旦こ』

塑こH9
100.0

3.7　　　25.9

36. 4　　　(2)　16.4

注:
(1)学校基本調査の場合
(2)学校基本調査の場合

B.性別の比率

2.5　　　2.2　　　　2.1

総計の100%は・上記の8分野に保健系、商船系、芸術系、その他を加えたもの.
社会科学系(法学政治学・商学経済学、社会学・その他)の合計の値を示した(Bも同様)

総計

⊥

65.3

サンプル　　計　　兎
男子　%

社会科学系

法学系　経済・商系
100.0　　100.0

85. 8　　　90. 9

(1186)  (3995)

工学系　農学系

100. 0　　100.0

96.3　　　77.8

その他
家政系　　教育系

100.0　　100.0

12.9　　　36.2

(199)-199)  (1473)

87. 1　　63.7

(1346)  (2588)

(N)　(13281)

女子　%
(N)

計　　%

学校基本調査男子　%
女子　%

34. 7

(7054)　(1966)

14.2　　　　9.1

(197)　(399)

(3905) (664)

20.3　　　3.7　　　22.2

(218)　(150)　(190)

100.0　　　100.0

73.7　　　　　35-4

100.0　　100.0 100.0　　100.0

45.6

99.2　　　54.4

100.0　　100.0　　100.0

26. 3　　　　64.6 19.2　　　　2.9　　15.

C・卒業年別の比率
Hi

総計　　　　　　100. 0
(N) (20335)

学部卒業年
1983年　1984隼_

10.0　　　9.9

(2032)  (2012)

ト985年　1 986年

人文系　　　　　100. 0
(N) (2969)

法学系　　　%　100. 0
(N)  (1383)

経済・繭系　　　100.0
(N)  (4394)

理学系　　　　　100. 0
(N)  (1074)

=学系　　　　　100. 0

(N)  (4055)

農学系　　　　　100. 0
(N)　(854)

1987年　1988年　十989年　1990年
10.4　　　10.5

(1982)  (2106)  (2145)

1991年　1992年
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(258)　(291)

10.6　　　　9.3
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10.2　11.6　1日　　　8.9　　　9.6　　川.1　　9.1　　9.7
(87)　(99)　(95)　(76)　(82)　(86)
_ _　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I-t

10.9　　　　　　　9.7　10.7　　.　10.9

(169)　(140)　(150)　(166)　(153)　(169)
~~~二　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、r　~ー'　　　　　1~、一　　　　　　　　、　　　′

9.7　　10.5　　　9.9　　　9.8　　10.1　10.0

(N) (4061)  (4】　(419) (394) (426) (404) (397) (411) (407)

(78) (83)

10.9

168)　(152)

10.3　　　　9.2

(420)　(372)

は大学威信が低いグループ、農学系、家政系、教育系では大学威信が高いグループと低い

グループに該当するサンプルが存在しないoまた、それぞれの大学威信グループにサンプ

ルが該当していても、該当数自体が十分でない専門分野や性別もあるO　しかしながら、全

体としてみれば、それぞれの大学威信グループに分散するかたちでサンプルが該当してお

り、大学威信に基づく分析に耐え得るサンプルが確保できたといえよう。

本研究では、 「専門カップリング」の媒介指標として、上述した8分類の専門分野を、

「選抜カップリング」の媒介指標として、上述した4分類の大学威信を用いる。各々の指

標としてはこの他に、専門分野に還元し得ない教育課程や、個々の大学の歴史や入試難易

度、といった項目も挙げられるが、ここでは、専門分野と大学威信を軸に考察を進める。
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去3-2.卒業後の状況

A.サンプル

計　　　　就職者　　進学者(L)

100.0　　　　　8.6

猛
3.6

3.S

1.8

m.

0.7

2.9

5. Ll

猛
,*

6.1

IK

I.0

iI g

2.7

2.7

2.2

男子計　　　　　　　　】00. 0　　　　6. 7
人文科学系 一oo.0　　　　84.0

法学系　　　　　100. 0　　　　95. 3
経済・商系　　　100.0　　　97.7
理学系　　　　　100. 0　　　65. 9
工学系　　　　　100. 0　　　　78. 2
農学系　　　　　100. 0　　　　0. 6
家政系　　　　　100. 0　　　91. 5
教育系

女珊ォ#糸　- :冒::呂　:塁空100.0　　　　92. I

31.6

21.1

16.6

人文熱学系　　　100. 0 91.0

法学系　　　　100. 0　　　90. '　　　3. 5
経済・商系　　　100.0　　　95.5　　　　0.0
理学系　　　　　100.0　　　81.2　　　】7. 9
工学系　　　　　100. 0　　　　4. 0　　　14. 7
農学系　　　　　100.0　　　91.6　　　　5.8
家政系　　　　100.0　　　92. 8　　　　4.6
教育系　　　　100. 0　　　93. 5　　　　4. 3

B.学校基本調査
tj・干tX点ヰAq‡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」畢

計　　　就職者　　進学者(1 )　その他

mm 100.0　　　　78.9

100.0　　　　79.i

人文系

社会稀学系
理学系
工学系
農学系
家政系

教育系

人文系

召二会科学系
理学系
r. s*系

農学系
家政系

教育系

女子計

100.0　　　　70.6

100.0　　　　87.3

100.0　　　　65.9

一oo.0　　　　81.2

】00.0　　　　74. 5

一oo.0　　　　75,5

loo,　　　　72. 1

100,　　　　　76. 4

100.0　　　　77.9

100.0　　　　79. 8

100.0　　　　78. 6

100.0

100.0　　　　76.6

100.0　　　　　2.0

】00.0　　　　74. 1

i.4　　　　　4.7

7.5　　　　12.7

5.6　　　　23.8

0.8　　　　　.9

24.6　　　　　9.4

15.8　　　　　2.9

16.7

8,2　　　　】6,3

亘」
3.4

r云

1.7　　　　18.5

13.0　　　　　8.4

1.6　　　　　4.3

13.f　　　　　9.6

2.1　　　15.9

3.0　　　　22.9

注:
(i)就職進学者を含む。

表3-3.専門分野別の大学威信分布

X*

人文系　　…社会科学系　___　理学系
法学系　経済・商系

工学系　農学系　　　家政系　教育系

サンプル計

威信高い13.48.532.519.537.618.9
(N)_(272?)(252)(450)(855)(404)(766)
__A._⊥二ーーり'二、威信中の上31.640.619.431.719.3
(N)(6424)(1204)(-)853)(340)(783)
二ー~'l'、Ul~Ur、VIVl威信中の下34.615.132.59.430.753.7
威信掛OIL..-・sBM>iW>J450)(414
20.435.934.951.仁一・・-・-鎚R'J望

(N)　(4151)

(-)(-)(-)
ll.978.947.4
悪(121'
21.1」(,19旦3)-52.6
(752)(326)(2138)

(330)　　ト)　　　(-　　　(-)(1066)　(483) (2272)　　　(-)

威信高い　　　　　17.6　　　　　　　　33.4　　　0. 1
(N)　(2344)　　(88)　(396)　(803)

'~　~　~′　　　　　__I_ー▼ーr

威信中の上　　　　　　20.7　　　36. 2　　　　　　19. 2

(N)　(2750)　(363)　(-)　(766)
一°.▼　　-.一一　　一一　　　一.-L一一　　　　　一　　　　　　　-一　一　一一一一　　　一　　　　一.一一.-▼　　　　　一　　　　　　　　　　　一一一一一・一1-.H°▼　　-t

威信中の下　　　　　　36. 6

N　　　　4856)
威信低い　　　　　　　　25. 1

CN)　(3331)

2.8　　　29.7　　　　9.6

(28)　(352)　(382)

52.;　　36.9　　　51.2

37.4　　18.9

(320)　(737)　　　-)　　　ト　　　C-)
31.3　　18.8　　10.I　　　14.6　　　35.2

(268)　(733)　(72)　　(29)　(519)

31.3　　　54.0　　　9.2　　　　85.4　　　64.8

(268)  (21 10)　(592)　　(170)　(954)

8.3

(524)　(438)  (2044)　　　(-) (325)　　(-)　　　(-)　　(-)

19.3

(29)　　(-)　　　(-)　　(-)

33.3　　15.8　　　　8g.4　　　54.3

(50)　(30)　(1190)  (1404)

44.0　　　84.2　　　11.6　　　45.7

8.3　　　27.4　　13.0　　　　38.S

(164)　(54)　(52)　　(84)

42.1　　　　　　　21.8　　　　33.0

(841)　　(-)　(87)　　(72)

21.　　　49.7　　　8.0　　　　28.4

5.4

N)　　　383

52.I

女子
威信高い

iilii SML　(.32)　　(62)　(66)　(160)　(156) (1184)
一一一一一一一-　　　▼　　一一.一.一一一・-一一.-.一一　一.-.▼-.-　　　　　▼-▼-一一一.-・一一　　　　一一一　　　▼-　　　一一一一一一・一一一・,　　　　--　---l--　　　　　--I---I-▼-_-

27. 6　　　22. 8　　　57.　　　　　　　　　　3.3

(542)　(45)　(228)　　　(-) (5)　　(-)　　　　-　　　(->
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第4章卒業後欄業状況と就職の過程

図4-1に大卒者の就職過程を示した。労働市場において、学生は企業属性を基準に職業選

択を行い、企業は個人属性を基準に採用を行う。学生の行動と企業の行動の相互作用を通

じて、個人属性と企業属性の組み合わせが決定され、その結果が大卒者の就業構造として

現出する。

図4-1.大卒者の就職プロセス

行動主体

I.I-.千

行動内容

J

職業の選択

-→　就業構造　-

企業

1

個人属性

性別

専門分野

大学威信

1

学生の採用

この章では、以下でサンプルの就業特性を概観した後、第1節で学生の職業選択行動に

関する分析、第2節で企業の採用行動に関する分析を行い、就業構造を生成させるメカニ

ズムを明らかにする(第3節) O　なお、特に断りがない限り、以下で扱う分析対象は、学

部卒業後ただちに就職した男女である。

図4-2、図4-3は、卒業年次別の就職者数を職種別、業種別に示したものである。男子の

場合、職種別にみると、専門・技術職への就職者が最も多く、これに事務職、営業・販売

職が続く　1983年-1992年の10年間の変化に着目すると、教員就職者の減少傾向を指摘し

得る(1)業種別にみると、 3次産業への就職者が多いものの、 2次産業への就職者もサー

ビス/運輸・通信業への就職者数とkHま同数に昇るO　なお、この10年の間、特に大きな変

動は認められない。女子の場合、職種別にみると、以前は教員就職者が最も多かったが、

最近では、事務職、専門・技術職への就職者が教員就職者を上回っている(2)また、量的

には少ないものの、営業・販売職への就職者が一貫して増加傾向にある。業種別にみると、

3次産業、とりわけサービス/運輸・通信業への就職者が多い。また、 2次産業への就職

者は、男子ほど多くない。なお、卒業年による変化は特にみられない。以上の、職種別、

業種別の就業傾向は、第2章でみたマクロ統計による傾向とほぼ一致している。
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図4-2A.職種別の就職者数(男子)

1983　　84　　　85　　　86　　　87　　　　　　　89　　　90　　　91　　92

(午)

図4-2B.職種別の就職者数(女子)

50
蝣a-

響:_讐・・一一・・・一・--サーーー----サ--一一`~-'■
.・サ・-ー

その他
言------..-.^..--r;--・‥◇一・一一‥一一0・一　〇.‥　や‥・‥‥・=〇・一・一・e--・-‥‥◇

1983　　84　　　85　　　　　　　87　　　　　　　　　　　　90　　　91　　92

(午)
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図4-3A.業種別の就職者数(男子)

1983　　　　　　　　　　　86　　　87　　　　　　　89　　　90　　　91　　92

図4-3B.業種別の就職者数(女子)
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表4-1.職業選択時の重視項目の因子分析

n n IV

労働時間、休日・休暇
給与
私生活の充実
勤務地

規模
一t< ¥上性

事業内容の発展性

社風、職場の雰囲気
IfitJも川上境

仕事自体の面白さ・やりがい
自分の専門知識・資格との関吏

固有値

虹且乙　　　　　0. 19

虹」　　　　　　0. 38

虹」且　　　　　0. 07

虹且旦　　　　　0. 06

0. 09　　　　旦」且
0. 22　　　　　旦」迫

0.　　　　　　0. 53

0. 09　　　　　-0. 06

0. 13　　　　　-0, 02

0. 28　　　　　　0. 07

0.08　　　　　　0. 01

0.09　　　　　-0. 14

0.03　　　　　　0.01

0.29　　　　　　0.ll

0. 16　　　　　0.19　　　　　0.81　　　　　0.03

0.35　　　　　　0.13

-0.02　　　　　　0. ll

0. 02　　　　　-0. 09

虹」迫　　　　　0. ll

0.31　　　　　0.71

-0.07　　　　　0. 55

04　　　　　　0 71　　　　　0

因子寄与率(累積　　　　　　24. 2ノ 33. 7　　　　　　40. 1　　　　　44. 9

1.学生の職業選択行動

職業選択時の重視項目

学生は何を基準に職業選択を行っているのだろうか。質問票では、卒業生の職業選択の

動機に関して、 14項目にわたって就職先を決めた際の重視条件を尋ねている(3)。

サンプル全体を対象に、 「非常に重視」 「重視」 「重視しない」の3つの選択肢のうち、

「非常に重視」と回答した割合をみると、 「仕事自体の面白さ・やりがい」が45%と最も

重視度が高い。以下、 「勤務地」 (28%) 、 「安定性」 (24%) 、 「自分の専門知識・資

格との関連」 (24%) 、 「事業内容の発展性」 (21%)と続くO　逆に、重視度の低い項目

は、 「女性活用の方針」 (8%) 、 「昇進の可能性」 (4%) 、 「卒業校とのつながり」

(2%) (4)であった(5)。

上述の14項目に対する回答の背後にある、職業選択についてのいわば志向性を検討する

ため、重視度の低かった「女性活用の方針」 「昇進の可能性」 「卒業校とのつながり」の

3項目を除く11項目に対して、因子分析(主因子法、バリマックス回転)を行った。分析

結果は表4-1に示す通りで、以下の4つの因子が抽出された。

第1因子は、 「労働時間、休日・休暇」 「給与」 「私生活の充実」 「勤務地」の各項目

から構成され、 【私生活】志向因子と名付けた。第2因子は、 「規模」 「安定性」 「事業

内容の発展性」の各項目から構成され、 【大企業】志向因子と名付けた。第3因子は、

「社風、職場の雰囲気」 「職場環境」からなり、 【職場風土】志向園子と名付けた。第4

因子は、 「仕事自体の面白さ・やりがい」 「自分の専門知識・資格との関連」からなり、

「仕事内容」志向因子と名付けた。
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就職先別、専門分野別の職業選択志向特性

図4-4は、大卒者の就職先を、民間企業、公務員、教員の3つのグループに大別し、これ

らの選択に対する職業選択志向の影響をみたものである。図には、先に抽出された4園子

それぞれについて因子得点を算出し、その園子得点の平均値をプロットした。図中に示さ

れた値は、 1に近づくほどその園子に対する志向が強く、 -1に近づくほどその因子に対する

志向が弱いことを意味している。

各志向の強覇は性別で異なるものの、就職先別の職業選択志向には共通点がある。まず、

民間企業就職者では、 【大企業】志向、 【職場風土】志向が他よりも強いO　即ち、 【大企

業】や【職場風土】を重視する者ほど民間企業を選択している。これに対して、 【仕事内

容】志向が相当強く、逆に【私生活】志向、 【大企業】志向、 【職場風土】志向の弱い者

は、教員を選択している。教員では、 【私生活】 、 【大企業】 、 【職場風土】のいずれも

3グループ中最も重視度が低かった。なお、公務員就職者の場合、各職業選択志向の得点

は、民間企業就職者と教員就職者のほぼ中間に位置し、際立った特徴はみられない。ただ、

【私生活】志向は3グループ中最も強く、 【私生活】を重視する層が公務員を選択する可

能性が高いと考えられる。

続いて、専門分野ごとに職業選択志向特性を検証してみよう。図4-5は、上述した各因子

の因子得点の平均値を専門分野ごとに求め、プロットしたものである0

男子の場合、まず教育系において、教員就職者の職業選択特性が顕著に反映されているD

【私生活】志向、 【大企業】志向、 【職場風土】志向は8分野中最も弱く、逆に【仕事内

容】志向は最も強い。また、民間企業選択者で強い傾向を示した【大企業】志向、 【職場

風土】志向は、文系では経済・商系で最も強く、以下、法学系、人文系の順になっている。

理系の場合も、 【大企業】志向に関しては専門分野間で相違があり、工学系で最も重視さ

れており、以下、理学系、農学系と続く。これは、文系では経済・商系、理系では工学系

出身者で、民間企業を選択する志向性の持ち主が多いことを示している。なお、女子につ

いても、男子とほぼ共通した特徴が確認された。

職業選択志向性の規定要因一民間企業就職者の場合-

ここでは、民間企業就職者を対象に、職業選択志向性の規定要因を探る。まずは、文系、

理系、その他の出身分野別に、職業選択志向特性をみてみようO　図4-6は、各職業選択志向

に関する因子得点の平均値を、性別、出身分野別にプロットしたものである。

男子の場合、 【私生活】志向の因子得点の平均値は0に近く、特に重視も軽視もされて

いない。出身分野による相違は小さく、理系が文系、その他よりも若干【私生活】を重視

した職業選択を行う傾向にある。これに対して、 【大企業】志向は因子得点の平均値がい

ずれも正で、重視する傾向が強い。また、出身分野間の相違も明確で、文系で最も重視度

が高く、理系がこれに続き、その他ではさほど強くない。 【職場風土】志向は、文系と理

系及びその他の間で特徴が異なり、 【職場風土】は文系ではある程度重視されているのに

対して、理系、その他ではさほど重視されていない。 【仕事内容】志向は、理系、その他

で正、文系で負の値をとっており、理系、その他ではやや重視され、逆に文系では4つの

因子中、最も重視度は低い。

女子は、 【私生活】 、 【職場風土】志向とも男子より強いが、出身分野の特徴は男子と
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図4-4A.就業先別にみた職業選択志向(男子)

【仕事内容】

【職場風土】

→一一上^fflfiI業-0--公務員一十x-M¥

図4-4B.就業先別にみた職業選択志向(女子)

+民間企業--0--公務員斗・・教員
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図4-5A.専門分野別の職業選択志向(男子)

工 農

m -m

工

汰

鍾/商

哩
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工

農

ォw

【私生活】　　　【大企業】　　【職場風土】　【仕事内容】

図4-5B,専門分野別の職業選択志向(女子)
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【私生活】　　　【大企業】　　【職場風土】　【仕事内容】
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図4-6.文理別、性別にみた職業選択志向

他′女
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変わらない。逆に【大企業】志向は、男子よりも弱く、また、理系の方が文系よりも【大

企業】を重視した職業選択を行っている。 【仕事内容】志向は、その他を除けば、男子と

同様の傾向にある。

続いて、職業選択志向に及ぼす専門分野や大学威信の影響を考察した。上述のように、

職業選択志向は、性別や出身分野による相違が少なくない。そこで、以下では出身分野別、

男女別に分析対象を予め分類した上で、検討を行った。

表4-2は、文系の男子、理系の男子、文系の女子、理系の女子の4グループを対象に、専

門分野及び大学威信のダミー変数を用いて、各因子の園子得点を従属変数として回帰分析

を行ったものである。表中の定数は基準グループの値を示しており、文系の場合は、専門

分野「経済・商系」 、大学威信「中の下」 、理系の場合は、専門分野「工学系」 、大学威

信「中の下」が基準グループに該当する。以下、統計的に有意な差のみられた変数に着目

しながらその特徴を抽出してみたい。

男子の場合、まず【私生活】志向は、文系、理系とも個々の専門分野よりも、大学威信

の規定力が大きい。、そして、威信の低いグループほど【私生活】志向は強い。これに対し

て、 【大企業】志向の点では、専門分野による相違が少なくない。文系の場合、基準グル

ープである経済・商系と比較して人文系、法学系で【大企業】志向は弱く、特に、人文系

でその傾向が強い。理系の場合は、基準グループである工学系と比赦して理学系、農学系

で【大企業】志向は弱く、その傾向は特に農学系で顕著である。また、文系、理系を問わ

ず、大学威信の高いグループほど【大企業】志向はやや強いQ 【職場風土】志向に関して
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表4-2.職業選択の志向性に関する回帰分析

男子　　　　　　　　　　　女子

笠　(3356)  (1690) (375)
I 【私生活】志向

定数　　　　　　　　o
専門分野(1)

人文系　　　　-0. 04
法学系　　　-0
経済・商系

低い　　　　　0

中の下
中の上　　　-0.20　****　-0.ll ***

威信

高い　　　　-0.40　****　-0.30　****　　-0.17　**　　-0.ll
R2乗　　　　(0. 06)　(0, 02)　　　(0. 01)　(0. 01)
F債　　　　　(57. 88)　(10. 73)　　(4. 64)　(0. 78)
F検定　　　　　****　　　　****　　　　　****

Ⅱ 【大企業】志向
35　　　　　0

専門分野(1)
人文系　　　-0.20　****　-0.ll ***
法学系　　　-0
経済・商系

低い
中の下

威信

10　***

10　***　- 02

中の上　　　　0.09　*　　　0.07　*　　　-0.02　　　-0.20　**

高い　　　　　0.05　　　　0.10　**　　　0.04　　　　0.05
R 2乗　　　　(0. 02)　　(0. 02)　　　(0. 01)　　(1. 77)
Ffjt　　　　　(17. 92)　(10. 32)　　(3. 83)　　(1. 81)

F検定　　　　　****　　　‡***　　　　　　***
Ⅲ 【職場風土】志向

定数　　　　　　　　0. 14　　　-0 21　　　　　　0

専門分野(1)
人文系　　　-0.03　　　　0.08　*
法学系　　　-0

経済・商系

低い　　　　　-0

中の下

威信
03　　　　　0

中の上　　　　0.10　**　　0.ll *辛‡

高い　　　　　0.33　****　0.21 ****

0,19　****　0.29　***

0.23　***　　0.68　**H

R2乗　　　　(0.03)
F値　　　　　(31. 28)
F検定　　　　　****

(0. 01)

(7. 67

****

(0. 02)

(5. 70

****

Ⅳ 【仕事内容】志向
定数 02　　　　　　-0

専門分野(1)
人文系　　　　0.06　*　　-0.08　**
法学系　　　-0

低い
中の下

威信

中の上　　　　0. 01
高い　　　　　0.14　****　0.08　日

R 2乗　　　　(0. 06)　(0. 01)　　　(0. 01)　(0. 03)
F値　　　　　(5. 26)　(4. 07)　　　(2. 05)　(2. 44)
F検定　　　　　****　　　　****　　　　　　*　　　　　**

(1)理系の専門分野は、理学系、工学系、農学系の)臥
(2)コンスタントは、文系「経済・商系」 「威信中の下」 、理系「工学系」

「威信中の下」 。
(3)*10%、 **5%、 **書1%、 *mo.¥%で有意。
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はまず、専門分野に有意な差がある。そして、基準グループと比較して、文系では法学系

で弱く、理系では理学系で強い。また、大学威信による相違も明確で、特に威信の高いグ

ループにおいて【職場風土】を重視する傾向にある。最後に【仕事内容】志向だが、専門

分野については、基準グループと比較して、文系では人文系でやや強く、理系では理学系

でやや弱い。また、大学威信については、文系では特に威信の高いグループで、理系では

威信中の上以上のグループで、 【職場風土】をより重視する傾向にある。

女子については、専門分野、大学威信ともサンプルの分布に偏りがあり、分析結果の信

頼性もあまり高くない。ただ、男子とほぼ同様の特徴にある点は指摘しておきたい。即ち、

人文系で【大企業】志向、法学系で【職場風土】志向がそれぞれ弱く、また、威信低いグ

ループほど【私生活】志向が強く(文系の場合) 、威信高いグループで【職場風土】志向、

【仕事内容】志向が強い(文系、理系とも)という有意な結果を得た(6)

2.企業の採用行動

企業の採用行動は、本来ならば、企業調査を通じて明らかにされるべきものだが、ここ

では卒業生調査を用いる。よって、学生の目に映った企業の採用行動を分析したものであ

る点を、予め断っておく。

就職時に有利に働いた点

上述したように、企業の採用方針については、卒業生調査から直接明らかにすることは

できない。ただし、質問票では就職活動の際に有利に働いた項目を尋ねており、それを企

業の採用方針と読み替えることは可能であろう。

就職活動を経験した者に、 6項目にわたって就職の際に有利に働いた条件を尋ねたとこ

ろ、サンプル全体では以下の特徴が得られた。 「有利に働いた」 「無関係」 「ハンディに

なった」の3つの選択肢のうち、 「有利に働いた」と回答した割合に着目すると、 「出身

大学の名前」が41%と最も影響力が強く、これに次ぐのが「大学での専門分野」 (37%) 、

「卒業生の存在」 (35%)であった。これに対して、 「大学の就職紹介体制」 (15%) 、

「自分の性別」 (19%) 、 「大学の所在地」 (7%)の影響力は弱い(7)。

影響力の強かった上位3つのうち、大学の威信と関わるのは「出身大学の名前」であり、

企業が採用時に学校歴をどの程度重視しているかを間接的に知ることができる。また、

「卒業生の存在」は、たんにOGやOBを介した企業の採用方法を示すものなのか、ある

いは威信とも関わっているのか、 「出身大学の名前」との比較が注目される。これに対し

て「大学での専門分野」は、企業が大学での専門教育をどの程度重視しているかの指針と

なろう。以下ではまず、 「出身大学の名前」及び「卒業生の存在」を取り上げ、企業が大

学威信をどの程度重視しているかを考察する。その後、 「大学での専門分野」を取り上げ、

企業が専門分野をどの程度重視しているかを検討する。
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大学威信の重視度

企業属性によって「出身大学の名前」や「卒業生の存在」の重視度はどの程度異なって

いるのだろうか。なお、ここで考察するのは、文系及び理系出身者の男女である。図4-7に

は、上述の問いに対して「有利に働いた」と回答した割合を示した。

(文系男子)

大学威信の重視度はまず、職種間で相当異なり、大学威信が職種別の労働市場を大きく

規定していると推察される。具体的には、事務職と営業・販売職、専門・技術職の間で顕

著な相違があり、 「出身大学の名前」 「卒業生の存在」とも「有利に働いた」と回答した

割合は、事務職で圧倒的に高い。業種別にみると、金融・保険業、建設・製造業で大学威

信を重視した採用が行われており、その傾向は特に金融・保険業で顕著である。大学威信

の重視度の相違が最も明確なのは企業規模である。 「出身大学の名前」 「卒業生の存在」

ともに「有利に働いた」と回答する割合は、大企業はど上昇しているが、特に従業員が50

00人以上の企業とその他の企業との格差が大きい。

個々の専門分野にまで遡って検討すると、 「出身大学の名前」 「卒業生の存在」に対し

て「有利に働いた」と回答した割合は、法学系(それぞれ41%、 33%)、経済・商系(39%、

39%)で高く、人文系で低かった(25%、 20%)　専門分野の重視度は後に触れるが、学

生の採用に際して、大学威信の持つ意味が専門分野間で異なることを示すものとして注目

される。

(理系男子)

職種の点では「有利に働いた」という回答傾向に大きな差はなかった。理系の場合、専

門・技術職への就職を正規のルートとすれば、事務職や営業・販売職への就職者は、いわ

ばネジレのルートと考えられるが、大学威信の重視度に変わりはないo　これは、正規かネ

ジレかというルートの分岐が、大学威信によって規定されていないことを意味する。業種

に関しては、文系とほぼ同様の傾向にある。企業規模の点では、大企業ほど「出身大学の

名前」や「卒業生の存在」を重視する傾向にあるが、その格差は文系と比較するとかなり

小さい。

さらに、個々の専門分野別に検討すると、 「出身大学の名前」 「卒業生の存在」に対し

て「有利に働いた」と回答した割合は、理学系(それぞれ53%、 34%) 、工学系(36%、

37%) 、農学系(42%、 32%)であった。理系においても大学威信の重視度は専門分野に

よって異なっている可能性があるO　ただし、専門分野によって大学威信別の分布が異なる

ため、明確な判断をくだすことは難しい。

(女子)

文系の場合、大学威信の重視度は、男子と同様に企業規模による相違が大きい(8)　これ

に対して、特定の職種や業種で「出身大学の名前」や「卒業生の存在」が有利に働く傾向

は認められず、大学威信の職種、業種別労働市場に対する規定力は定かでない。専門分野

ごとにみても、 「出身大学の名前」 「卒業生の存在」に対して「有利に働いた」と回答し

た割合は、人文系(43%、 30%) 、法学系(35%、 24%)、経済・商系(34%、 37%)とな
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図4-7A.大学威信の重視度(男子文系)
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図4-7C.大学威信の重視度(女子文系)
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っており、専門分野は大学威信の持つ意味をほとんど規定していないようである。

理系については、サンプル数が少なく、男子との比較を十分に行えなかったが、大学威

信の重視傾向は男子とはぼ同様であった。専門分野別の比率は、理学系(78%、 54%) 、

工学系(51%、 54%)、農学系(38%、 34%)であったが、女子は男子以上に大学威信分布

に偏りがあり、専門分野と大学威信の重視度との関係を論ずることは困難である。

いずれにせよ、以上の分析から、文系については採用の方針が性別で明らかに異なり、

理系についてはさほど相違がないことが　明示された。

上の分析から、大学威信の重視度は、企業規模の規定力が大きい一方、職種や業種によ

る相違も少なくないことが明らかにされたO　ところで、もしも職種や業種と企業規模の間

に相関がある場合には、職種別、業種別に抽出された特徴は見かけ上の相違であって、実

質的な相違とはいえない。そこで、企業規模をコントロールした上でもなお、職種や業種

によって大学威信の重視度に相違があるのか、さらに検討を行った(表4-3) 0

表から、いずれのグループについても、職種、業種間の相違よりも企業規模間の相違が

大きいことがわかる。即ち、同一職種、業種であっても、大学威信の重視度は企業規模に

よって相当異なる。ただし、各企業規模ごとにみると、職種や業種によって大学威信の重

視度はなや異なっているOそれは文系男子の場合に顕著で、職種では事務職、業種では金

融・保険業で、大学威信の重視度は最も高い。なお、理系男子、女子については、職種、

業種別にみた大学威信の重視度に系統的な相違は認められなかった。

専門分野の重視度

図4-8には、男子の文系、理系出身者、女子の文系、理系出身者の別に、 「大学での専門

分野」が「有利に働いた」と回答した割合を示した。

(文系男子)

まず指摘されるのは、 「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合が、多

くとも3割程度に過ぎないという点である。企業が学生の採用にあたって専門分野を重視

していないことを改めて示す結果である。ただし、企業属性による相違が全くないわけで

はない。 「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合は、職種では事務職、

専門・技術職で高く、営業・販売職では低い。大学威信の重視度の分析と合わせて考える

と、企業は、事務職の採用にあたっては大学威信を重視し、専門分野もある程度重視して

いるのに対して、営業・販売職の採用にあたっては、大学威信も専門分野も重視しない傾

向にあるといえる。また、業種では金融・保険業、規模では従業員が5000人以上の企業で、

「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合が高いものの、業種間、規模間

の相違は小さいといってよい。

(理系男子)

文系と根本的に異なるのは、全体的に「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答

した割合が高い点である。理系の場合、採用の際に専門分野の持つ意味はやはり大きい。

企業属性別にみると、職種に関して「有利に働いた」と回答した割合が最も高いのは、専

門・技術職である。これに対して、事務職、営業・販売職では、 「有利に働いた」と回答
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表4-3.企業規模別にみた職種別,業種別の大学威信の重視度
(%)

男子文系
-100人　100-999人1000-4999人　5000-人

職種
#&
営業・販売
専門・技術

(328)　　(1305)

16,　　　　　22.2

8.6　　　　11.1

7.5　　　　　20.0

その他　　　　　　1 1　　　　12

(999)　　(1369)

55.2　　　　　79.9

24.3　　　　　59.9

25.4　　　　　53.7

4　　　　　5

計

建設・製造
卸・小・飲
金融・保険
サ・運通
その他

10.7　　　　14.9

(327)　　(1310)

5.1　　　　10.4

7.5　　　　10.3

19.5

15.0　　　　　21.5

35. 6　　　　　70.0

(999)　　(1367)

39.1　　　　69.8

19.1　　　　50.4

46.4　　　　　78. 7

31.3　　　　　58.7

8　　　　　　‡

計　　　　　10.4　　　14.8　　　　35.5 、　　69.7

業種

女子文系
-100人　100-999人1000-4999人　5000-人

職種
事務
営業・販売
専門・技術
その他

(128)　　(301)

19.6　　　　　29.7

19.4

41.0　　　　　44.7

詛　　　　　　　　　*

(235)　　(323)

34.5　　　　　65.6

26.7　　　　　46.3

53.7　　　　　48.6

*　　　　　　6

計　　　　　　28.9　　　　31.2　　　　37.0　　　　58.5

建設・製造
卸・小・飲
金融・保険
サ・遭遇
その他

(128)　　(302)

20.0

30.2

25.0

33. 8　　　　　35.0

(234)　　(325)

32.1　　　　60.0

31.8　　　　　59.6

35.8　　　　　61.0

43.4　　　　　52. 1

*　　　　　　　　　*

計　　　　　　28.9　　　　31.1　　　37.2　　　　58.5
男子理系

-100人　100-999人1000-4999人　5000-人
職種

事務
営業・販売
専門・技術
その他

(164)　　(851)

26.6

30.7

28.9　　　　　32.6

*　　　　　　3

(695)　　(892)

40.0　　　　　59. 3

32.3　　　　　52.8

38.6　　　　　48. 9

2　　　　　36

計

建設・製造
卸・小・飲
金融・保険
サ・遭遇

26.8　　　　　32.1

(165)　　(852)

20. 9　　　　　30.8

8.6

‡

30.4　　　　　38. 7

36.8　　　　　49.1

(698)　　(892)

35.5　　　　　47.0

*　　　　　　　　　詛

70.6

41.6　　　　　52.1

0　　　　　3 5　　　　　4

計　　　　　　26.7　　　　32.3　　　　36.8　　　　49.4

業種

女子理系
-100人　100-999人1000-4999人　5000-人

職種

事務
営業・販売
専門・技術
その他

(14)　　　(69)

*　　　　　　　　　*

‡　　　　　　　　*

51.8

*　　　　　　　　　*

(52)　　(106)

*　　　　　　　　　4

*　　　　　　　　　*

57.6　　　　　64.8

詛　　　　　　　　　*

計　　　　　　42.9　　　　49.3
(14)　　　(69)

建設・製造　　　　　　　　　　　50.0
卸・小・飲　　　　　　　　　　　　*
金融・保険　　　　　　　　　　　‡
サ・運通　　　　　　　　　　　　55.2
その他　　　　　　　　*　　　　　‡

業種
53.8　　　　　67.0

(52)　　(108)

51.7　　　　　63.4

*　　　　　　　　　*

詛　　　　　　　　　*

64.0

*　　　　　　　　　*

計　　　　　　42.9　　　　49.3　　　　53.8
注

(1) 「出身大学の名前」が「有利に働いた」と回答した割合
(2)*は、サンプル数が20人未満と少ないため、省略した。
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図4-8A　専門分野の重視度(男子)

事務(1604/189)

営業・販売(2149/264)

専門・技術(419/2186

建設・製造(1076/1854)

卸・小・飲(1014/76)

金融・保険(1070/89)

サ・運通(1027/632)

-100(411/217)

100-999 (1489/957)

1000-4999 1093/748)

5000- (1 454/936)

Wm (81 1/49)

営業・販売(345/13)

専門・技術(291/253)

建設・製造(305/173)

一　卸・小・飲(282/6)

金融・保険(285/23)

サ・運通(564/100)

-100 (240/22)

1 00-999 (493/95)

1 000-4999 (352/78)

5000- (492/1 30)

10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70

図4-8B.専門分野の重視度(女子)
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した割合が20ポイント以上低い。大学威信の重視という点には顕在化しなかった、ネジレ

のルートの影響が、専門分野の重視という点には明確に現れている。ただ、ネジレのルー

トである事務職、営業・販売職においても、文系と比較すれば専門分野が重視されている。

キャリアの分析は次章で行うが、これは、文系と理系では、事務職、営業・販売職といっ

ても仕事内容が異なる可能性を示唆する。業種別にみると、建設・製造業において最も専

門分野を重視した学生の選抜が行われており、サービス/運輸・通信業、金融・保険業と

続く。なお、企業規模間には、専門分野の重視度の相違はほとんど認められなかった。

(女子)

女子の場合も男子と同様、文系で専門分野の重視度が低く、また、企業属性別にみた場

合も、男子とはぼ同様の傾向にある(9)また、これも男子と同様に、理系では専門分野の

重視度が高い。なお、理系のサンプル数が少ないため、企業属性別にみた専門分野の重視

度に関しては、明確な判断ができない。

繰り返し述べるように、ここでの分析は、企業調査ではなく卒業生の意見を援用したも

のである。そのため、卒業生の属性が与える影響を考慮する必要がある。竹内編(1995)

では、威信の高い大学出身者は、実質的な専門教育の意義とは関係なく、専門教育を高く

評価する傾向にあることが指摘されている。もしそうであるならば、上述した企業属性別

の特性を、企業の専門分野の重視度として解釈するには問題がある。

そこで、大学威信をコントロールしてもなお、専門分野の重視度の点で企業属性別の相

違が認められるか検証した(表4-4、表4-5) 。表中の数値は、 「大学での専門分野」が

「有利に働いた」と回答した割合を示しているO

文系の場合、専門分野に対する評価は、大学威信によるバイアスを多分に含んでいる。

回答傾向は、威信高いグループとそれ以外の間で明確に異なり、前者では、就職先と関係

なく専門分野を高く評価する傾向にある。ただし、専門分野の重視度が事務職で高く、営

業・販売職で低い傾向は、いずれの威信グループでも認められ(男子の場合) 、大学威信

が絶対的な規定力を持つものではない点もまた事実である。これに対して、理系の場合は、

専門分野の評価に関して大学威信による影響はほとんど認められなかった(10)

個別専門分野の重視度

最後に、個々の専門分野が学生の選抜においてどの程度重視されているか検討する。な

お、大学威信による影響も考慮する必要があるので、以下の2段階で分析を行った。まず、

大学威信が個々の専門分野の評価に影響しているか確認するため、民間企業就職者を対象

に、 「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合を、大学威信別に算出した

(表4-6) 。続いて、企業属性別に専門分野の重視度の相違を考察するため、同じく民間企

業就職者を対象に、職種、業種別に、個別専門分野の重視度を検討した(表4-7) 0

(文系男子)

「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合は、社会科学系の場合、威信

高いグループで特に高い。ただし、人文系についてはそうした大学威信による影響はみら
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表4-4.就業先別、威信別にみた専門分野の評価(文系)
(冗)

男子文系
威信低い

(2163)

23.1

威信鵠)威信驚93)
21.6　　　　　41.4

14.6　　　　　32.8

17.1　　　　35.2

mm
営業・販売　　　　11.6
専門・技術　　　　　29.0
&Sl四　　　　　　　日 *　　　　　　2

計　　　　　　16.6　　　19.4 18.1　　　　38.2

業種 (2129)

建設・製造　　　　16.5
卸・小・飲　　　　11.4
金融・保険　　　　22.5
サ・運通　　　　　　20.3
その他　　　　　　1

(522)

12.1

15.5

36.6

13.3

*

(719)　　(982)

18.1　　　　41.1

19.4　　　　　31.4

18.5　　　　　38.2

17.2　　　　　33.9

*　　　　　　　　　*

計　　　　　　16.7　　　19.2　　　18.1　　　37.7
規模 (2176

-100　　　　　　　　18. 7

100-999　　　　　　16. 8

1000-4999　　　　　16. 5

5000-　　　　　　　　1

(531)　　(731)　　(1001)

21.2

19.4　　　　　20.7　　　　　39.6

18.2　　　　17.7　　　　　37.7

7　　　　1 0　　　　　38

計　　　　　　16.7　　　19,　　　18.2　　　　38.2
女子文系

聖篭3)威信4>T

(299)

22.917.2

威信中上　　威信高い
(595)　　(176)

21.3　　　　　37,8

12.4　　　　　44.4

26.2　　　　　55.6

事務
営業・販売　　　　15.0　　　16.0
専門・技術　　　　31.2　　　　　9.8

5　　　　　3 7　　　　　　‡

1計　　　　　　　22.9　　　　17.1
(492)　　(297)

建設・製造　　　　16.9　　　12.5
卸・小・飲　　　　16.2　　　　　6.0
金融・保険　　　　24. 6　　　　20.4
サ・連通　　　　　　24.0　　　　23.1

22.2　　　　　41.5

(592)　　(174)

19.1　　　　35.7

21.8　　　　　35.7

16. 3　　　　　43.

22.6　　　　　48.0

7　　　　1 9　　　　　　‡

計　　　　　　23.0　　　17.2　　　　21.8　　　　41.4

業種

規模 (501)　　(301)　　(600)　　(176)

-100　　　　　　　　32. 5　　　　12.0　　　　35.5

100-999　　　　　　　20. 7　　　　17.3　　　　19.0　　　　39.4

1000-4999　　　　15. 6　　　　11.8　　　　24.6　　　　50.0

5000-　　　　　　　　　24 6　　　　　25 4　　　　1 2　　　　　4

計　　　　　　23.0　　　16.9　　　　22.0　　　　40.9
荏:

(0*は、サンプル数が20人未満と少ないため、省略した。

れず、全体的に「有利に働いた」と回答した割合は低い。総じていえば、威信高いグルー

プを除くと、専門分野の評価に及ぼす大学威信の影響は小さく、また、個別専門分野間の

相違も明確でなくなる。ただし、この結果から、専門分野の重視度に相違はなく、専ら大

学威信が採用基準を形成しているという結論を導くことはできない。なぜならば、専門分

野の重視度は企業属性によっても異なっているからである。

職種別にみると、事務職では法学系の重視度が最も高く、経済・商系がこれに続く。人

文系は、社会科学系と比較して重視度がかなり低い。これに対して営業・販売職では、専

門分野間の相違が明確でない。専門・技術職では、経済・商系で重視度がやや高い。業種

別では、サービス/運輸・通信業を除くと、概ね社会科学系で重視度が高く、人文系で低
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表4-5.就業先別、威信別にみた専門分野の評価(理系)
(%)

男子理系

威信笠4)威昼(PL
38.9

44.4　　　　　32.8

66.3　　　　　61.6

威信中上　　威信高い
(475)　　(380)

39.3　　　　　50.0

44. 8　　　　　45. 5

65,　　　　　59. 0

6　　　　　4

事務
営業・販売
専門・技術

0　　　　　　*

計

建設・製造
卸・小・飲
金融・保険

業種
60.2　　　　55.9　　　　61.7　　　　56.6

(273)　　(1690)

63.　　　　　61. 2

20.0

42.9

サ・運通　　　　　　58.5　　　　45.6
その他　　　　　　　　*　　　　　5

(474)　　(384)

60.9　　　　　57.3

*　　　　　　　　　*

55.0　　　　　48.6

66.2　　　　　56.3

‡　　　　　　57

計　　　　　　60.　　　　55.9　　　　61.6　　　　56.8
規模

-100

100-999

1000-4999

5000-

(276)　(1717)　　(479)　　(385)

63.4　　　　　64.4

58.7　　　　54.4　　　　66.0　　　　55. 2

64.8　　　　56.9　　　　65.0　　　　56.3

3　　　　　5 7　　　　　59 7　　　　　5

計 60.5　　　　55.9　　　　61.6　　　　56.6

女子理系

威信臆し(5)威信鵠)
25.0

*

64.0

*　　　　　　　　　*

・-　ニ_　∴1-

90.0

‡

70.0　　　　　79.2

‡

事務
営業・販売
専門・技術
その他

計　　　　　　　　　　　　　53.0　　　　66.7

建設
卸・
金融
サ・
その

・製造
小・飲
・保険
遭遇

(5)　　(150)

書　　　　　　62.3

*

*

53.2

*

(101)　　　(69)

74.6　　　　　78.8

*　　　　　　　　　t

*　　　　　　　　*

54. 1

*　　　　　　　　　*

計　　　　　　　　　　　　53.3　　　　67,　　　　81. 2
規模

ー100

100-999

1000-4999

5000-

(5)　　(150)　　(101)　　　(69)

*　　　　　　　　*　　　　　　　　*

61.3　　　　　67.7

47.4　　　　　53.8

‡　　　　　62 7fi 2　　　　　7

計　　　　　　　　　　　　　53.3 67.3　　　　　81.2

注:
(0*は、サンプル数が20人未満と少ないため、省略した。

い傾向にある。なお、金融・保険業では特に法学系の重視度が高い。サンプル数の都合で、

大学威信を考慮した上で企業属性別にみた専門分野の重視度を検討することはできなかっ

たが、職種や業種によっても、専門分野の重視度は少なからず異なっていると推察される。

(理系男子)

いずれの専門分野に関しても、大学威信の影響は明確でない。即ち、大学威信による回

答傾向のバイアスは小さいと考えてよい。平均値でみると、 「大学での専門分野」が「有

利に働いた」と回答した割合は、理学系46%、工学系60%、農学系45%であり、工学系で

最も専門分野が重視されている。
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表4-6.大学威信別にみた個別専門分野の評価
(%)

文系ォJT-

・1mil ＼語　蝣)蝣'.蝣講f!:.-)・・謡宇
【16.7】　　14.7　　12.5　　17.8

【19.4】　　25.0　　　22.9　　17.0

【18.2】　　11.1　　　　　　　19.2

【38.2】　　10.6　　　48.5　　　36.7

22.1　　13.9　　　27.4　　　22.1

理系男子

「大学での専門分野」
威信低い
威信中の下

威信中の上
威信高い

計

文系女子

ftAX%
(1583)(1203)誓霊)肺(285ヂ

【22.9】22.526.123.1
【17.2】13.826.741.2
【22.0】21.128.8

【41.2】27.74.154.8

23.520.640.030.2
理系女子

(監8)理欝, I(芸To)農芸悪)
【60. 5】　　　　　　　　60. 5

「大学での専門分野」
威信低い

威信中の下
威信中の上
威信高い

iLコJL等嵩二蝣V:JZ.

il17i:請

【55. 9】　　43. 9　　58. 9　　44. 2　　【53. 3】

【61. 5】　　40.7　　66.9　　53.6　　【66.7】

【56. 6】　　53.4　　58. 1　　　　　　【81.2】

*

61.5　　　73.8　　　40.2

68.3　　　82.4　　　43.5

81.1　　　81.3

計　　　　　　57.3　　　46.3　　　60.3　　45.3　　　　63. 5　　　72.5　　　77.3　　　41.0
注:

(1)値は、 「有利に働いた」と回答した割合。

(2) 【 】内の値は、文系男子計、文系女子計、理系男子計、理系女子計の威信別の値。
(3)事は、サンプル数が少ないため、省略した。

表4-7.企業属性別にみた専門分野の重視度

男子文系

職種　　　　事務職
営業・販売職
専門・技術職

m
経済・商系

29.3

人文系　　　法学系
14.3　　　　　41.0

10.7

20.9　　　　17.2

(N)

(1600)

(2146)

(417)

業種 建設・製造業　　　　　(1073)
卸売・小売・飲食業　　(1016)
金融・保険業　　　　　(1068)
サ・運輸通信業　　　　(1022)

8.8

8.7

6.1

18.9

28.7

14.7

39.8

21.4

15.7

28.8

22.7

15.0

28.7

22.1

男子理系　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(%)
(N)

187

(263)

(2188)

(1855)

74

87

(631)

理学系　　　工学系
54.5　　　　　34.9

33.3　　　　　43.4

47. 4　　　　　64. 4

農学系
37.8

19.0

66.0

事務職
営業・販売職
専門・技術職

建設・製造業
卸売・小売・飲食業
金融・保険業
サ・運輸通信業

職種

業種 43.7

*

71.4

45.8

63.1

39.2

39.6

56.2

51.3

*

*

25.8

女子文系

(N)　　　人文系　　　法学系　　経済
職種　　　　事務職

営業・販売職
専門・技術職

業種 建設・製造業
卸売・小売・飲食業
金融・保険業
サ・運輸通信業

812)　　　18.8　　　　54.3

(345)　　　12. 3　　　　26. 9

(291)　　　　28.6　　　　25.0

(3115)

284

(285)

(563)

17.2

17.2

14.2

23.1

注:

(1)大学での専門分野が有利に働いたと回答した割合。
(2)*は、サンプル数が20人未満と少ないため、省略したO

詛

*

50.0

37.8

32.9

27.6

27.6

23.5

19.0

39.7

30.6
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専門分野の重視度は、企業属性によっても異なる。職種別にみると、事務職では理学系

の重視度が最も高く、営業・販売職では、農学系の重視度が相当低い。ネジレのルートと

はいえ、個々の専門分野の相違を考慮した採用が行われているようである。他方、正規の

ルートである専門・技術職では、 =学系、農学系はともに重視度が高いものの、理学系で

は、 「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合が過半数に満たない。業種

別にみると、建設・製造業、サービス/運輸・通信業では工学系の重視度が最も高く、金

融・保険業では理学系の重視度が最も高かった。

(女子)

文系の場合、女子の方が男子より専門分野を高く評価する傾向にあるものの、男子と同

様に、人文系を除き、威信高いグループでやはり専門分野の評価は高い。企業属性別にみ

ると、職種に関しては、営業・販売職の場合、社会科学系で「大学での専門分野」が「有

利に働いた」と回答した割合が高いものの、他の職種については男子とはぼ同様の傾向に

ある。業種に関しても、社会科学系で重視度が高く、人文系で低いという、男子と類似し

た特徴が確認された。

理系の場合も、男子と同様に、大学威信による影響は明確でなかった。ただし、理学系

においても「大学での専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合が高い点は、男子と

異なる。なお、女子に関してはサンプル数が少ないため、企業属性別にみた専門分野の重

視度については、分析し得なかった。

3-.初職の就業特性

以下では、前節までに明らかにされた、学生の職業選択行動と企業の採用行動の特性を

踏まえ、サンプルに現れた大卒者の就業特性を、その背景も含めて考察する。

文系出身者の就業特性

(男子)

職種、業種、規模別の就業特性を専門分野別に示したのが図4-9、大学威信別に示したの

が図4-10である。

専門分野別の就業特性に着目すると、まず基本的な相違として、人文系では教員、法学

系では公務員に就職する比率が高い。こうした就業特性の相違を生む背景として、専門分

野間で職業選択志向が異なる点を指摘し得る。教員、公務員、民間企業就職者の間では、

職業選択志向性は明らかに異なり、教員で強い傾向を示した【仕事内容】志向は人文系で

最も強く、民間企業で強い傾向を示した【大企業】志向、 【職場風土】志向は、経済・商

系で最も強かった。

民間企業就職者のみに注目した場合も、人文系と社会科学系の間に就業特性の相違が認

められる。人文系の場合、職種では事務職が少なく、業種では、サービス/運輸・通信業

が多く、金融・保険業が少ない。また規模の点では、中小企業への就職者が多かった(ll)
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図4-9A.専門分野別の職種(男子)
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図4-9B.専門分野別の業種(男子文系)
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図4-9C.専門分野別の企業規模(男子文系)
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図4-10A.大学威信別の職種(男子文系)
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図4-1OB.大学威信別の業種(男子文系)
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図4-1OC.大学威信別の企業規模(男子文系)

20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　80%

ロー100人m100-999人口1000-4999人田5000人以上

so　-



この就業特性の相違を、学生の職業選択志向、企業の専門分野の重視度、という観点から

検討すれば、以下のような解釈が可能だろう。

まず、職業選択志向の点でいえば、人文系の場合、社会科学系よりも【大企業】志向が

弱く、逆に【仕事内容】志向が強かった。つまり、人文系出身者は、企業規模よりも仕事

内容を重視した職業選択を行っている。他方で企業は、学生の採用に関して、専門分野を

さほど重視しないとはいえ、職種や業種によって重視度に相違が認められた。職種別にみ

ると、事務職の場合、人文系の重視度は、社会科学系よりもかなり低かった。業種別にみ

ても、サービス/運輸・通信業を除く各業種では、人文系よりも社会科学系が重視される

傾向にあった。人文系と社会科学系における就業特性の相違は、こうした学生、企業双方

の行動特性の反映とみなすことができる。

大学威信別の就業特性は、専門分野以上にその相違が明確である。そして、威信の高い

グループほど事務職、金融・保険業、大企業に就職する者が多く、逆に威信の低いグルー

プほど営業・販売職、卸売・小売・飲食業、中小企業へ就職する者が多い。

このうち、大学威信と企業規模の対応は、職業選択志向性が大学威信で異なる点と、大

学威信の重視度が企業規模で異なる点の双方が関与している。学生の側でいえば、威信の

低いグループは、必ずしも【大企業】を重視した職業選択を行っておらず、 【私生活】志

向がむしろ強かった。また、企業の側でいえば、大企業ほど大学威信を重視した採用を行

っていた。

これに対し、大学威信と職種、業種との対応は、企業規模による介在が大きい。民間企

業就職者を対象に、職種、業種、規模の関係を検討したところ、規模と職種、業種の間に

は明確な関連が認められ、大企業ほど事務職、金融・保険業の占める割合が高かった(12)

つまり、大企業ほど大学威信を重視した採用を行うことに、大学威信と職種、業種の対応

も包含されているのである。ただ、事務職、金融・保険業では、他よりも大学威信を重視

した採用が行われる傾向にあった。企業規模に比べ大学威信の重視度の相違が不明瞭とは

いえ、職種や業種間で大学威信の重視度が異なることも、大学威信と職種、業種の対応に

少なからず影響しているとみるべきだろう。

(女子)

男子と同様に就業特性を示したのが図4-11、図4-12である。

専門分野別の就業特性は、男子と同様、人文系で教員就職者、法学系で公務員就職者の

比率が高い。また、民間企業で強い傾向を示した【大企業】志向、 【職場風土】志向が、

経済・商系で最も強かった点も男子と同様である。しかしながら、民間企業就職者のみに

着目すると、専門分野による就業特性の相違はほとんど認められない。いずれの専門分野

とも、職種では事務職、業種ではサービス/運輸・通信業が多く、また、企業規模と専門

分野の間の関係もみられない。サンプル数の都合で、専門分野別の職業選択志向や、採用

をめぐる専門分野の重視度を、十分に検討することはできなかったが、男子との相違は顕

著でなかった。にも拘わらず、専門分野別の就業特性が男子と異なるという事実は、そも

そも、性別で採用方針が異なっていることの証左であろう。

大学威信別の就業特性は、規模の点では明確な相違があり、威信高いグループほど大企

業への就職者が多い。この背景については、男子と同様の解釈が可能であろう。ところが、
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図4-llA.専門分野別の職種(女子文系)
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図4-1IB.専門分野別の業種(女子文系)
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図4-llC.専門分野別の企業規模(女子文系)
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図4-12A.大学威信別の職種(女子文系)
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図4-12B.大学威信別の業種(女子文系)
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図4-12C.大学威信別の企業規模(女子文系)

20%　　　　　40%　　　　　　　　　　　　80%　　　　100%

ロー100人　100-999人口1000-4999人H5000人以上

-　Fi臣　‥



職種、業種の点では、男子はど大学威信による相違が明確でない。この理由には、大学威

信をめぐる採用の方針が、男女で異なっている点を指摘できよう。女子の場合、職種や業

種の点で、企業の大学威信の重視度に相違はほとんど認められなかった(1S)

理系出身者の就業特性

(男子)

理系男子の就業特性を図4-13、図4-14に示したo

専門分野別にみるとまず、理学系で教員、農学系で公務員に就職する比率が高い。専門

分野別の職業選択志向を振り返ると、理学系では、教員で強い傾向を示した【仕事内容】

志向が他よりも強く、他方、工学系では、民間企業で強い傾向を示した【大企業】志向が

強かった。また、農学系では、民間企業で強い傾向を示した【大企業】志向、 【職場風土】

志向が、ともに理系の中で最も弱かった。こうした職業選択志向の相違が、専門分野によ

る就業特性の相違に少なからず反映されていよう。

民間企業就職者だけに着目した場合も、専門分野別の就業特性は異なる。職種の点では、

理学系、工学系では専門・技術職への就職者が大半を占めるのに対して、農学系では、事

務職、営業・販売職就職者も多い。業種の点では、工学系では建設・製造業就職者が多く、

理学系ではサービス/運輸・通信業就職者が多い。これは、マクロ統計による分析の際に

も指摘したように、理学系、工学系とも製造業就職者が最も多いが、その点に加えて工学

系では建設業への、理学系では情報産業への就職者がそれぞれ多いことによる(表4-8)

また、企業規模に関しては、理学系、工学系では大企業への就職者が多く、農学系では中

小企業への就職者が多かった(14)

こうした就業特性を生む背景として、専門分野別の職業選択志向をみると、農学系では、

理学系、工学系よりも【大企業】志向がかなり弱く、規模をさほど重視しない職業選択を

行っていた。専門分野の重視度に企業規模間格差がなかったことを考えると、この点が、

農学系における大企業就職者の少なさと関わっている可能性がある。

他方で企業は、文系と異なり、専門分野をかなり重視した採用を行う。工学系の就職率

が高い建設・製造業では、採用時に工学系が最も重視されていた。ただ、農学系の就職率

が低い専門・技術職で、農学系の重視度が低いとはいえず、また、理学系の就職率が高い

サービス/運輸・通信業で、理学系の重視度が高いわけでもなかった。理系の場合、同じ

職種、業種でも、仕事内容によって専門分野別の採用が異なる可能性がある。企業の専門

分野の重視度と専門分野別の就業特性の間に必ずしも明確な対応関係が認められないのは、

就職をめぐって専門分野間の競合が少ないためとも考えられる。

大学威信による就業特性の相違は、まず、威信の高いグループほど大企業就職者が多い。

大学威信と企業規模との対応については、文系と同様の解釈が可能で、学生の職業選択志

向と企業の採用方針の双方が影響していると考えられる。これに対して、大学威信と職種

の対応は明確でない。実際、正規のルートである専門・技術職とネジレのルートである事

務職、営業・販売職との間で、大学威信の重視度にも相違は認められかった。

図をみる限り、大学威信と業種の対応も明確でない。ただし、分析対象を理学系と工学

系に絞り、また、建設業と製造業を分離し、さらに、サービス/運輸・通信業の中の情報
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図4-13A.専門分野別の職種(男子理系)
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図4-13B.専門分野別の業種(男子理系)
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図4-13C.専門分野別の企業規模(男子理系)
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図4-14A.大学威信別の職種(男子理系)
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図4-14B.大学威信別の業種(男子理系)
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図4-14C.大学威信別の企業規模(男子理系)
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表4-8.理=系の就業特性(男子)
(冗)

理学系　　　工学系

(N)　　　　(391)　(2529)
建設業

製造業
運輸・通信業
情報産業

上記以外
計

1.5　　　　16.7

41.4　　　　　54.9

5.4　　　　　6.2

34.3　　　　10.0

17.4　　　　12.1

100. 0　　　100. 0

(冗)

理学系
威信低い　威信中の下　威信中の上　威信高い

(N)　　　　　(-) (160)　　(106)　　(125)

建設業
製造業
運輸・通信業
情報産業

上記以外

0.6　　　　　　L.0

25.0　　　　　48.1

2.5　　　　　　4.7

60.　　　　　24. 5

ll.3　　　　19.8

1.6

56.8

9.6

8.8

23.2

計　　　　　　　　　　　　100.0　　　100.0　　　100.0
工学系

威信低い　威信中の下　威信中の上　威信高い

(259)　　(1500)　　(440)　　(330)

建設業　　　　　　　29. 0
製造業　　　　　　　43. 2
運輸・通信業　　　　2.7
情報産業　　　　　10. 0
上記以外　　　　　15. 1

20.0　　　　　9.1

52.9　　　　　56.8

5.7　　　　　　7.0

9.5　　　　16.6

ll.9　　　　10.5

2.1

70.9

10.0

*

13.3

計　　　　　100.0　　　100.0　　　100.0　　　100.0

産業に着目すると、大学威信と業種の間に明確な対応が現れる。工学系では、威信高いグ

ループほど製造業に、威信低いグループほど建設業に就職する比率が高い。また理学系で

は、威信高いグループほど製造業に、威信低いグループほど情報産業に就職する比率が高

い(表4-8)　この傾向は企業規模を考慮してもなお認められた。上述の分類に基づいて改

めて企業の採用方針を分析したところ、 「出身大学の名前」が「有利に働いた」と回答し

た割合は、工学系の場合は建設業で低く、理学系の場合は情報産業で低かった。専門分野

を統制すれば、業種間で大学威信の重視度は異なっている。理系の場合、専門分野と業種

の対応が明確であるため、表面上は大学威信と業種の対応が顕在化しない。しかし、専門

分野と業種の対応を考慮すれば、実は大学威信と業種にも対応関係が兄いだせるのである。

(女子)

専門分野別の就業特性は、男子と同様に、理学系で教員、農学系で公務員に就職する比

率が高い。この背景としては、男子と同様に職業選択志向特性を挙げ得る。民間企業就職

者に着目した場合も、専門分野別の就業特性は男子と類似している。また、大学威信別の

就業特性に関しても、男子とほぼ同様の傾向にある。理系女子は特にサンプル数が少なく、

専門分野別、大学威信別の職業選択志向や、採用における専門分野、大学威信の重視度に

ついて、男子と比肩し得る考察は行えなかった。しかし、その就業特性をみる限り、理系

の場合は男子と同様の方針で採用が行われていることが推察される(図4-15、図4-16)
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図4-15A.専門分野別の職種(女子理系)
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図4-15B.専門分野別の業種(女子理系)
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図4-15C.専門分野別の企業規模(女子理系)
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図4-16A.大学威信別の職種(女子理系)
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図4-16B.大学威信別の業種(女子理系)
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図4-16C.大学威信別の企業規模(女子理系)
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4.まとめ

以上の分析は、次の二つの限界を内包している。一つは、学生の職業選択に関して、 10

年間とはいえ、就職後ある程度時間を経過していることの限界である。就職時点での意見

ではないため、その回答は現状の正統化などのバイアスを含んでいる可能性がある。もう

一つは、企業の採用方針を学生の目を通じて解釈しているという限界である。人事に関す

る企業調査からは得られない情報を獲得できる一方で、それを企業の採用方針と読み替え

る場合、やはり何らかのバイアスを含む可能性は否定できない。こうした限界を認識しつ

つも、敢えてこれまでの分析結果から、大卒者の就職-採用過程を再構成するならば、以

下のように述べることができよう。

本章の始めに仮説的に提示したように、学生の職業選択行動と企業の採用行動の相互作

用を通じて、大卒者の就業構造は形成される。ここでは主に、職業選択志向の規定要因と

して専門分野と大学威信、採用方針の規定要因として職種と業種、企業規模に着目した。

まず、専門分野別の就業特性として、民間企業への就職者が多い分野、教員あるいは公

務員への就職者が多い分野があるが、その背景として専門分野による職業選択志向の相違

が確認された。さらに、民間企業就職者の中においても、専門分野や大学威信による就業

特性と学生の職業選択志向、企業の採用方針の間には対応が認められた。

文系出身者の就業特性に関しては、大学威信の果たす機能が大きい。威信の高い大学出

身者はど【大企業】志向が強く、また大企業ほど大学威信を重視した採用を行っている。

大学の選抜性と規模の対応をめぐっては、企業の採用方針ばかりが注目されがちだが、学

生の職業選択志向にも明らかな相違があるのである。さらに、従来の分析においては指摘

されてこなかった点として、大学威信と職種の対応も明らかとなった。事務職では、営業

・販売職よりも大学威信を重視した採用が行われる傾向にあり、企業規模を統制してもな

お、威信の高い大学出身者はど事務職への就職者が多かったのである。大学威信の機能に

比較すると、専門分野の果たす機能は小さい。ただし、人文系と社会科学系では就業特性

に相違があるO　その誘因として、社会科学系出身者は【大企業】重視の職業選択を行い、

企業も社会科学系をより重視する傾向が伺えた。なお、女子に関しては、企業の採用方針

が性別によって予め異なっていると考えられる。男子と比較して就業特性に果たす大学威

信の機能は部分的であり、また、専門分野の機能はほとんど認められなかった。

理系出身者の就業特性に関しては、専門分野の果たす機能が大きい。文系出身者と比較

して【仕事内容】重視の職業選択が行われ、企業も専門分野重視の採用を行っていた。専

門分野別の就業特性と、職業選択志向、採用方針との間には、必ずしも明確な対応が見出

せなかったが、これは同じ職種、業種でも、さらに配属先によって専門分野の重視度が異

なるためと推察される。一方、大学威信の果たす機能は、文系出身者ほど顕著でない。し

かし、企業規模との対応に関しては明確で、その背景には文系出身者と同様の構造を読み

取ることができた。また、大学威信と業種の関連も明らかとなった。企業規模を考慮して

も、製造業では、建設業や情報産業よりも大学威信を重視した採用が行われていたのであ

る。なお、女子についても男子と同様の就業特性にあり、文系出身者のように性別が採用

方針の基準とはなっていなかった(15)
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(1)1983年に14%であった全就職者に占める割合が、 1992年には10%となっている。

(2)教員の全就職者に占める割合は、ここ10年間で44%から24%へと大幅に減少している。

(3)性別、専門分野別にみた職業選択時の重視条件を、 10年間の時系列の変化として捉える

と、最近は、私生活重視、快適さ志向の傾向が強くなっている(日本労働研究機構19

94, 39-41頁) 0

(4) 「卒業校とのつながり」は、職業選択時の重視項目としては上位に挙がらないが、特に

文系出身者の場合、威信による相違は明確といえる。民間企業就職者を対象に、 「非常

に重視した」あるいは「重視した」と回答した割合を威信別にみると、 「威信高い」 2

6%。 「威信中の上」 22%、 「威信中の下」 12%、 「威信低い」 9%となっている。これ

は、威信上位校出身者が、 OB、 OGを経由して大企業に就職している実態の一端を示

すものといえる。

(5)残りの6項目について「非常に重視」の割合を示すと以下の通りである。 「社風、職場

の雰囲気」 (19%) 、 「労働時間、休日・休暇」 (19%) 、 「私生活の充実」 (18%) 、

「職場環境」 (15%) 、 「給与」 (14%) 、 「規模」 (11%)

(6)男子と異なる特徴としては、以下の点を指摘し得る。まず、文系出身者の場合、専門分

野も【私生活】志向を規定しており、人文系、法学系では【私生活】をさほど重視して

いない。また、理系出身者の場合、理学系では【職場風土】志向がむしろ弱い。

(7)サンプル全体の平均値としての影響力は弱いものの、 「大学の就職紹介体制」に関して

は文理間の、 「自分の性別」に関しては男女間の相違が明確である(日本労働研究機構

1994, 35頁) 0

(8)男子においては、 「出身大学の名前」と「卒業生の存在」の間の回答傾向に差はなかっ

たが、女子においては、 「出身大学の名前」に比べて「卒業生の存在」はやや重視度が

低い。これには、 OBやOGの存在数自体の相違も反映されていようが、女子の場合は

男子ほど、 「出身大学の名前」を重視した選抜と「卒業生の存在」を重視した選抜とが

連動していないといえる。

(9)男子との相違を敢えて挙げれば、 「専門分野」が「有利に働いた」と回答した割合が最

も高いのは、職種では専門・技術職、業種ではサービス・運輸通信業、規模では従業員

が100人未満の企業となっている点である。ただし、他の職種、業種、規模との格差が

それほど大きいわけではなく、女子に特有の傾向とはいえない。

(10)文系出身者と理系出身者の間の、専門分野に対する評価と大学威信との関係の相違は、

在学中の学習経験の充実度を考慮した際にも確認される。付表4-1は、 「専門科目の学

習」 「実験、実習、卒論の経験」の充実度と専門分野の評価との関係を、専門分野別、

威信別にみたものである。なお表中の値は、 「大学での専門分野」が「有利に働いた」

と回答した割合を示している。 4重クロス表になっているので、若干読み取りにくい

が、文系出身者の場合は、 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」の充実度

に関係なく、 「威信高い」グループでは他のグループよりも、 「大学での専門分野」

が「有利に働いた」と回答する割合が高い。これに対して理系男子の場合は(理系女

子は、威信別の相違まで確認するには、サンプル数が少ない) 、威信による相違より
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も在学中の学習経験の充実度が、専門分野の評価を規定している0

(ll)まず、職種に関していうと、法学系は経済・商系よりも事務職の占める割合が高く、

営業・販売職の占める割合が低い。これは、分析対象に公務員就職者も含まれている

ためであるO　民間企業就職者に限っていえば、法学系と経済・商系の間で職種の差は

さほど顕著ではなかった。他方、業種に関しては、教員就職者を除いても、人文系で

は社会科学系よりもサービス・運輸通信業への就職者が多かった。なお、公務員就職

者を除けば、法学系と経済・商系の間に業種の相違はあまりなかった。

(12)民間企業就職者を対象に、職種、業種、規模の3者間の関係を男女別に検討したもの

が、付図4-1-付図4-3である。

まず、職種と業種の関係からみていくと(付図4-1) 。男子の場合、事務職は金融・

保険業(55%) 、営業・販売職は卸売・小売・飲食業(79%) 、専門・技術職は建設

・製造業(58%)とサービス/運輸・通信業(49%)で多くなっている。女子の場合、

専門・技術職が建設・製造業(50%)とサービス/運輸・通信業(52%)で多い点は

男子と同様であるが、事務職は金融・保険業以外の業種でも多くなっている。

業種と規模の関係も明確で(付図4-2) 、男子の場合、 「5000人以上」の企業は、金

融・保険業(56%) 、建設・製造業(40%)で多く、 「100-999人」の企業は、卸売・

小売・飲食業(46%) 、サービス/運輸・通信業(42%)で多い。女子の場合も男子

と同様の傾向にあるが、建設・製造業、卸売・小売・飲食業では、 「5000人以上」の

企業の占める割合が男子よりも高い。

付図4-3は、職種と規模の関係をみたものである。男子の場合、企業規模が大きくな

るほど、事務職の割合が高く( 「-100人」 -17%、 「5000人以上」 -31%) 、逆に営

業・販売職の割合が低い( r-io0人」 -34%、 「5000人以上」 -24%)傾向にある。

女子の場合も、企業規模が大きくなるほど、事務職の割合は高い( 「-100人」 -34%、

「5000人以上」 -45%)　ただし、男子とは異なり、専門・技術職の割合は規模が小

さい企業でむしろ高い( 「-100人」 -43%、 「5000人以上」 -35%)

(13)仔細にみれば、男子と比較して大学威信間の格差は小さいものの、女子の場合も、威

信の高いグループほど事務職、金融・保険業に就職する割合は高く、威信の低いグル

ープはど営業・販売職、卸売・小売・飲食業に就職する割合は高い。しかし、繰り返

し述べるように、職種、業種間で大学威信の重視度に相違はなかった。このことから、

上述した、大学威信による就業特性の相違は、規模と職種、業種の関係を反映したも

のに過ぎないと考えられる。

(14)教員就職者を除くと、理学系と工学系の間で職種の相違はほとんどないが、業種間の

相違は残った。他方、公務員就職者を除いても、農学系では事務職の占める割合が高

い点に変わりはなかった。

(15)本論文では扱わないが、理系出身者の場合、大学威信はむしろ大卒か大学院卒かとい

う学歴間格差を生む背景として機能している。その意味では、理系における大学威信

別の就業構造は、学卒者と大学院卒者の就業特性の相違として改めて分析する必要が

あるともいえる。

(16)文系、理系以外のその他出身者の就業特性を、参照までに挙げておく(付図4-4、付図

4-5) 0
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付表4-1.学習経験の充実度と専門分野の評価
m

文系男子
人文系

専門科目の学習
威信高い　　　　　(47)

充実　　　　　　11.8
充実せず　　　10. 0

法学系　経済・商系

(231)　(709)

50.0　　　44.9

47. 2　　　30.3

文系女子
人文系　　法学系　経済・商系

(107)　　(27)　　(41)

32.8　　　86. 7　　　56.0

58 3　　　56

威信中の上
充実
充実せず　　　　　7

(635)　　(532)　　　　　　(64)

29.4　　　　　22.9　　　　　　　　　34.8

7　　　　　　　　　12 8　　　　18 5　　　　　　　　　26

威信中の下　　　　　　　　(198)　(306)　　(236)　(45)
充実　　　　　　　　　　　　33.3　　　32.9　　　16.0　　　36.4
充 せず　　　　　*　　　17 4　　　11 8　　　　　　8 1　　17 1　　　　*

威信低い　　　　　(321)　(257)　(1522) (312)　　(23)　(154)

充実　　　　　　20.4　　19.4　　　28.7　　　　24. 7　　　36.'　　31.8
充実せず　　　10.4　　　　　　　12.2　　　　20. 1　16.7　　17.0

実験、実習、卒論の経験
威信高い　　　　　(43)　(115)　(667)　　(100)

充実　　　　　　　7.1　　50.0　　　40.4　　　　35.3
充実せず　　　1 3 8　　　46 7　　　3 4　　　　1

威信中の上　　　　(83)　　　　　　(623)　　(523)　　　　　　(65)
充実　　　　　　14.3　　　　　　　　25.3　　　　22.9　　　　　　　　33.3
充実せず 9　　　　　　　　　1 0　　　　1 0　　　　　　　　　2

威信中の下　　　　　　　　(103)　(291)　　(230)　(20
充実　　　　　　　　　　　　22. 7　　　24.0　　　14.0　　　45.5
充実せず　　　　　‡　　　2 2　　　1 8　　　　1 H m 0　　　　　*

威信低い　　　　(278)　(205)  (1299)　　(247)　　　　　　(113)
充実　　　　　　19.7　　16.7　　　29. 1　　　25. 6　　　　　　　　42.4
充実せず　　　14. 1　10.6　　15.3　　　　21. 1　　　　　　　20.0

理系男子　　　　　　　　　　　　理系女子

理学系　　工学系　　農学系　　　理学系　　工学系　　農学系
専門科目の学習
威信高い　　　　(118)　(260)

充実　　　　　　59. 6　　　63. 4
充実せず　　　　4 5　　　53 3

威信中の上　　　　(86)　(362)　(28)　　　(41)
充実　　　　　　30.6　　　79.0　　42.9　　　　61. 9
充実せず　　　　48 0　　　55 9　　　6 3　　　　　7 0　　　7

・1)

2

5

威信中の下　　　(147)  (1332)　(201)　　　(26)　(42)
充実　　　　　　52. 2　　　65. 3　　　45. 7　　　　80. 0　　　70. 0
充実せず　　　　3 2　　　5 1　　　4 7　　　　　3 4　　　7

1)

9

8

威信低い　　　　　　　　　(271)
充実　　　　　　64. 8

賀宴EHMiiS　朋X
威信高い　　　　(115)　(258)

充実　　　　　　56.9　　　58.4

‡

*

t

a宜BX H

72.5

日　　　加 5 9　　　　　*

威信中の上　　　　(86)　(360)　(27)　　　(41)　(34)　(20)
充実　　　　　　35. 2　　　73.4　　　45.　　　　57. 7　　　90.0　　　41. 2
充実せず　　　　50 6　　　8 0　　　　　8 7　　　　7 t ^^Mi

威信中の下　　　(146)　(1332)　(203)　　　(26)　(42)　(81)
充実　　　　　　　6.2　　　64.7　　　47.3　　　　70.0　　　75.0　　　43. 6
充実せず　　　　4 6　　　5 2　　　3 8　　　　　5 3　　　7 '^^^^K

威信低い　　　　　　　　　　(269)

充実　　　　　　　　　　　　66. 9
充実せず　　　　　　　　　53. 8

注:

(0*は、サンプル数が20人未満と少ないため、省略した.
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付図4-1A.業種別にみた職種(男子)

建設・製造　　　卸・小・飲　　　金融・保険　　　サ・達通

団事務職凶営業・販売職図専門・技術職□その他

付図4-IB.業種別にみた職種(女子)

建設・製造　　　卸・小・飲　　　金融・保険　　　サ・達通

団事務職団営業・販売職国専門・技術職□その他
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付図4-2A.業種別にみた規模(男子)

建設・製造　　　卸・小・飲　　　金融・保険　　　サ・連通　　　　その他

匿-100人図100-999人囲1000-4999人□5000人以上

付図4-2B.業種別にみた規模(女子)

建設・製造　　　卸・小・飲　　　金融・保険　　　サ・達通　　　　その他

図-100人匿100-999人図1000-4999人□5000人以上
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付図4-3A.規模別にみた職種(男子)

-100人　　　　100-999人　　　1000-4999人　　　5000人以上

団事務職国営業・販売職団専門.技術職□その他

付図4-3B.規模別にみた職種(女子)

-100人　　　　100-999人　　　1000-4999人　　　5000人以上

園事務職圏営業・販売職国専門・技術職□その他
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付図4-4A.専門分野別の職種(男子その他)

20%　　　　　AQ%　　　　　60%　　　　　80%　　　　100%

岡事務職o専門・技術職Ej営業・販売職Ej教員□その他

付図4-4B.専門分野別の業種(男子その他)

20%　　　　　40%　　　　　　60%　　　　　　80%　　　　　100%

匿建設・製造表卸.小・飲E]金融・保険田サ・運通国公務□その他

付図4-4C.専門分野別の企業規模(男子その他)

20%　　　　　　40%　　　　　60%　　　　　　　　　　　　100%

ロー100人　100-999人口1000-4999人H5000人以上
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付図4-5A.専門分野別の職種(女子その他)

20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　80%　　　　100%

固事務職R専門・技術職Ej営業・販売職Ej教員□その他

付図4-5B.専門分野別の業種(女子その他)

20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　80%　　　　100%

国建設・製造8卸・小・飲口金融・保険Bサ・運通園公務□その他

付図4-5C.専門分野別の企業規模(女子その他)

20%　　　　　40%　　　　　60%　　　　　　　　　　　　100%

ロー100人　100-999人田1000-4999人田5000人以上
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第5章初酎ヤリア唖成過程-勤続曲目まで硝椙清一

この章では、大卒者のキャリアに関する考察を行う。キャリアを論じる際、そこには、

異動、昇進というキャリアの形成に関わる分析と、知識・技能要求という職務の内容に関

わる分析の2つが挙げられる。本章の課題は前者であり、後者については次章で扱う。

図5-1には、就職後のキャリアの形成過程を示した。大卒者は初職に就職した後、研修等

を経て初任部門に配属される。これを仮に初期配属と呼んでおこう。そして、仕事を遂行

していく過程で、継続的に就業するグループと離転職を行うグループに分かれるo　前者は、

同一企業の中で異動や昇進を経ながらキャリアを形成していくグループ、後者は、転職を

通じて新たなキャリアを形成したり、離職後そのまま無業となるグループである。

図5-1.就職後のキャリア形成

初職への就職　→　初期配属 継続就業　　　　>　現職

以下でまず、分析の視点を簡約に記述した後、続く第1節では、初期配属の分析を行う0

第2節では、継続就業グループを対象に、企業内キャリアの実態を明らかにし、第3節で

は、離転職を経験したグループを対象に、離転職の状況とその背景を考察する。

一口にキャリアといっても、それは職種や業種、企業規模によって異なる。この中では、

職種が職務の内容を最も反映した指標といえ、専門分野との関連から分析するのに適して

いる。ただし、同一職種でも、業種間でキャリア形成は異なるであろうし、また、企業規

模は、大学威信との関連からキャリアを考察するには不可欠な指標であろう。

このようにみれば、職種、業種、企業規模を全て考慮した上で、キャリアの形成過程を

考察すべきことは明らかである。しかしながら、企業属性を細かくコントロールすると、

分析に耐え得る十分なサンプル数を確保することができない。そこで以下では、主として

職種別のキャリアに着目し、専門分野や大学威信がキャリア形成に及ぼす影響を考察する。

もちろん、可能な限り業種や企業規模の視点も分析に組み込む。
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表5-1.職種別にみた初任の配属部門
(%)

事務職　　　営業・販売職 専門・技術職　　　その他
(N)　　　　(3545)　　(3196)　　(4739)　　　(818)

事務・営業部門　　　　　　72 8　　　　　　97 17

営業・販売 27.2　　　　　　96.6

総務・経理　　　　　　23.3　　　　　　0.1
管理・企画　　　　　16.7　　　　　　0.7
人事・教育　　　　　　5.6　　　　　　0.1

2,　　　　　　11.0

0.3　　　　　　1.2

3.2　　　　　　　4.3

1.2　　　　　　1.2

2　　　　　　1 2　　　　　　8

開発・設計
情報処理
製造・現場
研究

2.9　　　　　　　0.2

4.2　　　　　　　0.1

2.7　　　　　　　0.9

1.4　　　　　　　0.0

40.9　　　　　　　3.1

16.3

14.6

ll.8

国

国際9QL.00.6
その他13.20.7

1.初期配属

職種別の初期配属特性

大卒労働者は、就職後いかなる部門に配属されるのか。初期配属後の異動が少ない仕事

の場合、初期配属の持つ意味は大きいと考えられるし、異動が頻繁に行われる仕事の場合

でも、初期配属先とその後のキャリアとが連動している可能性がある0

表5-1は、卒業後民間企業に就職した者を対象に、 10項目にわたる配属部門を、事務・営

業系部門、専門・技術系部門、国際・その他の3部門に再分類し、職種との関係を示した

ものである。表から明らかなように、初任の配属部門は職種間で大きく異なる。事務職の

場合、事務・営業系部門が7割、専門・技術系部門が1割、国際・その他が2割という構

成であるのに対して、営業・販売職の場合は、全て営業・販売部門への配属である。専門

・技術職では、専門・技術系部門が8割を占め、中でも開発・設計部門への配属が多い。

専門分野や大学威信と就職先の職種の間に一定の対応が認められることは、前章で述べ

た。初職の職種を所与とした場合、つまり就職後も、専門分野や大学威信が初期配属部門

を規定しているのだろうか。職種と配属部門が同義であった営業・販売職を除く、事務職

および専門・技術職への就職者を対象に検討を行った。

事務職就職者

表5-2は、事務職の男子を対象に、初任の配属部門を出身分野別に示したものである。

文系の場合、事務・営業系部門が75%、専門・技術系部門が10%、国際・その他が15%

という構成である。専門分野別にみると、人文系では、事務・営業系部門の割合がやや低

く、国際・その他の割合が高い。これは、法学系や経済・商系と比較して、営業・販売部

門への配属比率が低いためである。

大学威信別にみると、威信高いグループほど営業・販売部門に、威信低いグループほど

総務・経理部門に配属される割合が高い。ただしこの結果から、大学威信によって配属部

門が異なるという議論は成立しない。なぜならば、そもそも業種や企業規模によって配属
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表5-2.事務職就職者の初任配属部門(男子)

{%)

大学威信
人文　　　法　　経済・商　　　低い　　中の下　　中の上　　高い

1259)　　(545)　(158)

9　　　7 5　　　　7

管理・企画　　　24.9
人事・教育　　　15.9
総務・経理　　　　4.4

#

15.2　　　29.6　　　31.4

25. 6　　　23.　　　25. 2

19.2　　　17.3　　　15.2

6.5　　　　0.0

(363)　(642)

35.4

20.1

16.4

6.9

9　　　　1 5　　　　1 9　　1

情報処理　　　　　3. 9
開発・設計　　　　3.7
製造・現場　　　1.2
究　　　　　　1.0

5.6　　　　3.1　　　4.0

6.4　　　　5.6　　　　3.0

.6　　　1.2　　　1.2

0.0　　　　0.0　　　1.4

1　　　　21 3　　1 7　　1g

16.3　　19.0　　　　9.1　　10.1

B.理系
at　　　　　　　　　# 大学威信

事務・営業苦 0　　　　4 0　　　5 5　　　61 0　　　5 I^^HS

5.0　　16.3　　　28.6　　　25.0

15.0　　10.9　　14.3　　　　3.1

35.0　　　21.1　　20.0　　　21.9

0.0　　　　2.0　　　　0.0　　　　3.1

8　　　　3 0　　　4 9　　1 7　　　　30 7　　　31

情報処理　　　　12. 4
開発・設計　　　11.
製造・現場　　　　9.0
研究　　　　　　1.3

2　　　　20 0　　　7 21 0　　1 9　　　　5 7　　　21

国際　　　　　　　0.4
その他　　　　　12. 8

表5-3.業種別、企業規模別にみた初任配属部門(事務職/文系男子)

業種別
計 大学威信

高い　　中の上　　中の下　　低い
建設・製造 総務・経理　　　35,7

営業・販売
32.0　　　34. 1　　45. 2　　　40.3

5　　　1 7　　　1

(N)　　　(462)　(178)　(129)　(31)　(124)
卸・小・飲 総務・経理　　　40.5　　　52.6

営 4　　　1

57.　　　18. 2　　　30. 4

5　　　3 L1　　　2

(N)　　　(126) (38)　(21)　(ll)　(56)

金融・保険 総務・経理　　　　9.5
営業・販売　　　5 6　　　5 6　　　5 t^^BD

(N)　　　(608)　(295)　(134)　(60)　(119)

3　　　35 5　　　25 0　　　11 3　　　2

(N)　　　(334)　(93)　(60)　(37)　(144)

企業規模別
計

1000人未満　総務・経理
営業・販売

大学威信

高い　　中の上　　中の下　　低い
31.5　　　39.0　　　25.5　　　31.9　　　31.4

19.5　　　14.6　　　19 1　　19 4　　　20

(N)　　　(536)　(41)　(47)　(72)
1000-4999人総務・経理　　　24. 6　　19. 7

2　　　33

32. 1　　　23. 1　　　25.0

1　　　30 fj^^mw

(N)　　　(397)　(127)　(1
5000人以上　総務・経理　　　20.3　　18.fi

営業・販売　　　36 2　　　3

21.9　　　11.8　　　33.9

34 3　　　2g 4　　　33



部門が異なっていると、上述の相違は、単に大学威信による就職先の業種や企業規模の相

違を反映したに過ぎないからである。

この点を検証したのが表5-3である。表から、業種や規模が初任の配属部門を規定してい

ることがわかる。総務・経理部門への配属が多いのは建設・製造業や卸売・小売・飲食業、

営業・販売部門への配属が多いのは金融・保険業である。また、大規模企業ほど営業・販

売部門に、小規模企業ほど総務・経理部門に配属される割合は高い。これに対して、大学

威信による相違は必ずしも明確でない。つまり、先述した大学威信による配属部門の相違

は、威信高いグループで金融・保険業、大企業への就職者が多いという、大学威信別の就

業特性の反映であり、就職後も大学威信を基準に配属部門が決定されているとはいえない。

理系の場合は、事務・営業系部門は53%にとどまり、逆に専門・技術系部門は34%に上

る。同じ事務職であっても、文系出身者とは明らかに配属傾向が異なり、出身分野によっ

て仕事内容が異なることを示唆する結果である。専門分野別、大学威信別の特性は、サン

プル数が少ないため十分に検討できないが、専門分野間の相違が大きいといえる。配属比

率が最も高い部門に着目すると、理学系では情報処理部門、工学系では管理・企画部門、

農学系では営業・販売部門となっている。その他出身者に関しては、サンプル数の都合上、

分析を行うことができなかった。

同様の分析を女子についても行った(表5-4) 。文系の場合、事務・営業系部門75%、専

門・技術系部門7%、国際・その他18%という構成は、男子とほぼ同様である。これに対し、

専門分野間の相違はさほど顕著でない。大学威信間の相違は、男子と同様に、威信高いグ

ループほど営業・販売部門に、威信低いグループはど総務・経理部門に配属される割合が

高い。ただし、これも男子と同様、業種や企業規模を考慮すると、大学威信と配属部門の

対応は必ずしも明確でない(表ト5) (i)理系の場合は、事務・営業系部門41%、専門・

技術系部門37%、国際・その他22%という構成で、男子と同様、やはり専門・技術系部門

への配属比率が高い(2)その他出身者では、事務・営業系部門75%、専門・技術系部門1

0%、国際・その他15%という構成で、文系出身者と変わらない。専門分野間の相違は顕著

でないが、教育系では人事・教育に配属される割合がやや高い(3)大学威信は2分類しか

ないものの、文系と同様に、威信中の上のグループでは営業・販売部門に、威信中の下の

グループでは総務・経理部門に配属される割合がそれぞれ高い(4)

専門・技術職就職者

表5-6は、初職の職種が専門・技術職の者を対象として、出身分野別に初任の配属部門を

みたものである。

文系の場合、専門・技術系部門が69%、事務・営業系部門が13%、国際・その他が18%

という構成で、とりわけ情報処理部門の占める割合が35%と高い。専門分野別にみると、

経済・商系で専門・技術系部門の比率が最も高い。これは、情報処理部門に配属される割

合が4割と特に高くなっているためである。これに対して、人文系、法学系では、国際・

その他の割合が経済・商系と比較して高い。

大学威信による相違もあり、威信高いグループでは、専門・技術系部門の占める割合が

低く、国際・その他の部門の占める割合が高い。また、事務・営業系部門のうち、営業・

販売部門の占める割合が高い点も特徴として指摘される。サンプル数が少ないため、断定
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表5-4.事務職就職者の初任配属部門(女子)

A.文系 tt>

計　　　　　　　　　専門分野

人文　　　法　　経済・商　　　低い　　中の下　　中の上　　高い
(912)　　(705)

営業・販売
管理・企画
人事・教育
総務・経理

.57)　　050)　　(272)

27.2　　　　　27.2　　　26.3

27.0　　　　　25.1　　31.6

14.　　　　15.3　　　12.3

5.9　　　　　　　　　　　7.0

(174)　(352)　(114)

4　　　7 4　　　7

27.3　　　　23.2　　　28.2　　　28. 1　　32.5

34.0　　　　35.7　　　36.2　　　20.7　　11.4

12.7　　　13.2　　　6.9　　17.9　　　20.2

7.3　　　　　5.5　　　　5.2　　　　5.7

専 7　　　　8

情報処理　　　　　3. 0　　　　　2. 6
開発・設計　　　　0.4　　　　　0.6
製造・現場　　　　2_2　　　　2.6
研究　　　　　　　.6　　　　2.0
その他　　　　1 0　　　　19

5.3　　　　4.0　　　　　2.2　　　1.1

0.0　　　　0.0　　　　　0.7　　　　0.6

0.0　　　1.3　　　　　3.3　　　1.7

1.8　　　　0.0　　　　　0.7　　　1.7

8　　1 3　　　　1 4　　1 8　　1

4.0　　　　3.5

0.3　　　　0.0

1.7　　　1.8

2.6　　　　0.9

0　　　21

国際　　　　　　　3.7　　　　　4.1
その他　　　　　14. 3　　　15. 0

B.その他

3.5　　　　2.0　　　　　3.7　　　　0.0　　　　5.4　　　　4.4

12.3　　11.3　　　　11.8　　17.8　　13.6　　16.7

計

(N)　　　(585)

専門分野

(244)　(341)

大学威信

(77)中T5志)
事務・営業部門　　　75 3　　　　7

営業・販売　　　25. 6
管理・企画　　　19.3
人事・教育　　　20. 2
総務・経理　　　　9.9

専門・技術部門　　　1

23. 8　　　27.0　　　　16.9　　　27. 0

16.8　　　21.　　　　　29.!　　17.7

23.4　　　17.9　　　　16.9　　　20. 7

6.6　　12.3　　　　　9.1　　10.0

1　　10

情報処理
開発・設計
製造・現場
研究

4.1　　　2.3　　　　　1.3　　　　3.3

0.4　　　　0.3　　　　　0.0　　　　0.4

5.7　　　　4.7　　　　　7.8　　　　4.7

2.5　　　1.5　　　　　0.0　　　　2.2

国際・その他　　　1

表5-5.業種別、企業規模別にみた初任配属部門(事務職/文系女子)

業種別
計　　　　　　　　　　大学威信　　_

高い　　中の上　　中の下　　低い
建設・製造　総務・経理　　　26.0　　　6.7

営業・販売　　　2 11　　　2

16.9　　　45.6　　　29.7

7　　　2 1　　1Z 6　　　2

(N)　　　(250)　(30)　(89)　(57)　(74)

卸・小・飲
1　　　46

31.3　　　34.6

I^^HII 6　　　3

金融・保険　総務・経理　　14.3　　　5.4　　10.5
営業・販売　　　3 2　　　3 4　　　30

16.0　　　34.4

5　　　40 0　　　18

27.5　　　46.2　　　37.2

営業・販売　　1 1　　　2 1　　1 5　　　2 5　　　1

企業規模別
計 大学威信

高い　　中の上　　中の下　　低い
1000人未満　総務・経理 37.3　　11. 1　　36.5　　　39.5　　　40.7

営業・販売　　　22 3　　　18 5　　　18 g^^M盟 rl　　　門

(N)　　　(399)　(27)　(104)　(86)　(182)

1000-4999人総務・経理　　　24. 0　　　27. 3
営業・販売　　　21 4　　　18

15.0　　　32.4　　　29.8

9　　　　77 5　　　27 0　　　17

(N)　　　(196) (22)　(80)　(37)　(57)

5000人以上　総務・経理　　15.2
営業・販売　　　37

6.2　　13.7　　　33.3　　12.9

0　　　43 H ffl, 9　　　31 4　　　35

(N)　　　(315)



表5-6.専門・技術職就職者の初任配属部門(男子)

A_　文系 CO

計　　　　　　　　　専門分野

人文　　　法　　経済・商　　　低い　　中の下　中の上　　高い
(N)　　　(471)　　　(81)

ヨ　　　　6 2　　　　5

(65)　(325)

5　　　　7

(272)　(52)　(82)

4　　　6 5　　　7

情報処理　　　　35. 0
開発・設計　　　24.8
製造・現場　　　　6.2
研究　　　　　　　3. 2

24.7　　　24.6　　　39.7

19.8　　　23.1　　　26.5

6.2　　　　6　q　　　　6.2

1.5　　　　2.2

39.7　　　28.8　　　34. 1

25.7　　　26.9　　　32.9

7.7　　　　5.8　　　　2.4

2.2　　　　0.0　　　　3.7

21.5

9_2

4.6

9.2

事 門　　　1 2　　1

販売 5.9　　　　　　3.7 6.2

管理・企画　　　　4.2　　　　3.7　　　4.6　　　4.3
人事・教育　　　1.7　　　　2.5　　　3.1　　1.2
総務・経理　　　　0.8　　　　0.0　　　0.0　　1.2

国際・その他　　　　1 0　　　　3 9　　　29 2　　12

3.7　　　　7.7　　　　6.1　　13.8

3.3　　　　3.8　　　　9.8　　　1.5

1.5　　　　3.8　　　　2.4　　　　0.0

0.7　　　　0.0　　　1.2　　　1.5

6　　　　15 4　　　2 38

国際　　　　　　　0.6 0.0　　　　0.0　　　　0.9

その他　　　　　17.4　　　　30.9　　　29.2　　11.7
0.0　　　　0.0　　　　0.0　　　　4.6

15.4　　　23.1　　　7.3　　　33.8

B.理系
計　　　　　　　　　専門分野 pLStj闇闇

理　　　工　　　農　　　　低い　　中の下　　中の上　　高い
(N)　　　(2689)　　(331)　(2237)

弓　　　　92 0　　　　91 2　　　9 6　　　8

(121)　　(213)  (1572)　(513)　(391)

5　　　　　9 5　　　9 6　　　91 4　　　91

情報処理　　　　　8. 4　　　　24. 5
開発・設計　　　50. 1　　　50.2
製造・現場　　　23.0　　　　3.6
研究　　　　　　10. 5　　　13. 0

6.3　　　　5.0

51.2　　　29.8

25.7　　　24.8

9.4　　　24.0

8.9　　　　7.3　　　12.5　　　　7.4

43.2　　　52.5　　　49.5　　　45.3

37.6　　　25.　　　14.2　　　18.2

1.9　　　　7.7　　15.2　　　20.2

事 部門　　　　4 S^^^^Br ;:^^^^r-

販売　　　1.8
管理・企画　　　　2.7
人事・教育　　　　0.1
総務・経理　　　　0.1

3.C

2.1

0.9

0.0

1.5　　　　3.3

2.7　　　　4.1

0.0　　　　0.8

0.1　　　0.0

国際・その他　　　　　3 2　　　　　2 7　　　　3 0　　　　8

1.9　　　1.1　　　2.9

4.2　　　　2.4　　　　2.5

0.0　　　　0.2　　　　0.2

0.0　　　　0.1　　　0.2

<^^^W' 3　　　　3 6　　　　2

2.8

3.6

0.0

0.0

7　　　　2

国際　　　　　　　0.1　　　　0.3　　　0.1　　　0.0
その他　　　　　　3.0　　　　　2.4　　　2.9　　　8.3

0.0　　　　0.1　　　0.0　　　　0.8

2.3　　　　3.6　　　　2.7

C.その他 (%)

計　　　　　　専門分野　　　　　　　大学威信
家政　　　教育　　　中の下　　中の上

(N)　　　　(98)　　　(63)　(35)

専門・技術部門　　　5 1　　　　3 5　　　8 9　　　　　38

.67)　　(31)

83

情報処理　　　　20. 4
開発・設計　　14.3
製造・現場　　　　8.2

1.6　　　54.3

ll.1　　　20.0

ll.1　　　2.9

12.7　　　　5.7

14.9　　　32.3

3.0　　　38.7

ll.9　　　　0.0

9.0　　　12.9

営業・販売
管理・企画
人事・教育
総務・経理

2.0

4.1

0.0

1.6　　　　0.0

1.6　　　　2.9

3.2　　　　5.7

0.0　　　　0.0

1.5

1.5

4.5

0.0

0.0

3.2

3.2

0.0

0.0　　　　0.0

57.1　　　　8.6
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表5-7.業種別、企業規模別にみた初任配属部門(専門・技術職/理系男子)

業種別 (冗)

計　　　　　　　　　　大学威信
高い　　中の上　　中の下　　低い

建設・製造 研究　　　　　　12.0　　　21.4　　19.　　　8.7
9　　　17 51　　lT 0　　　2 9　　　4

(N)　　(1910)　(308)　(336) 1101)　(165)

*-サil 研究　　　　　　　5. 1　15.3　　　6.7　　　3.0
製造・現場　　1 0　　　2 Bl H 0　　　10

(N)　　　(608)　(59)　(1 50)　(362)　(37)

企業規模別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(冗)
計

1000人未満　研究　　　　　　　8.2

大学戚(a

高い　　中の上　　中の下　　低い
22.6　　16.5　　　　7.4　　　1.5

製造・現場　　　Z6 7　　　19 9　　　2 5　　　4

(N)　　(1012)　(31)　(121)　(725)　(135)
1000-4999人研究　　　　　　　9. 8　　　25. 0　　14. 8　　　7. 1　　　2. 0

製造・現場　　　2 3　　　17 6　　　17 4　　　24 1　　　24

5。。。人以上研究(N)(68
13.呈(68)
18.8(115)
14.8(453)
8.9(49)
3.4

製造・現場　　19 rl il B. 2　　　14 8　　　2 6　　　2

(N)　　　(992)　(292)　(277)　(394)　(29)

はしかねるが、業種別、規模別にみても、ほぼ同様の傾向が確認された。

理系の場合は、専門・技術系部門が92%と大半を占める。その中でも、開発・設計部門

が全体の半数を占め、製造・現場部門がこれに続く。専門分野別にみると、理学系では、

情報処理部門に配属される割合が高く、製造・現場部門に配属される割合が低い。また、

農学系では、開発・設計部門の占める割合が低い反面、研究部門の占める割合は高い。

大学威信による相違は、製造・現場部門と研究部門への配属にみられ、威信高いグルー

プほど研究部門の占める割合が高く、威信低いグループほど製造・現場部門の占める割合

が高い。業種や企業規模を考慮した場合にも、威信高いグループほど研究部門に配属され

る比率は高かった。これに対して製造・現場部門への配属をめぐっては、業種間で配属傾

向が異なっており、大学威信間の相違は部分的なものにとどまる(5)表5-7)　なお、そ

の他出身者については、分析に耐え得るサンプル数を確保し得なかった。

同様の分析を女子について行ったのが表5-8である。文系の場合、専門・技術系部門59%、

事務・営業系部門13%、国際・その他28%という構成であり、情報処理部門の比率が31%

と高い点も、男子と同様の傾向にある。専門分野別、大学威信別にみても、男子と同様の

特徴が確認された(6)理系の場合も、専門・技術系部門が90%と大半を占める点は男子と

変わりない。ただし、その内訳は男子と異なり、情報処理部門、研究部門への配属比率は

男子より高く、開発・設計部門、製造・現場部門への配属比率は男子より低い。専門分野

別にみると、理学系でやはり情報処理部門への配属比率が高い。また、絶対的な割合こそ

男子と異なれ、農学系では、開発・設計部門の占める割合が低く、研究部門の占める割合

が高い。大学威信に関しては、サンプル数の少なさはあるものの、男子と同様、業種、企

業規模を考慮してもなお、威信高いグループほど研究部門に配属される割合は高かった。

また、威信低いグループほど情報処理部門に配属される比率が高い傾向にある(7)その他

出身者の場合、専門・技術系部門の占める割合は75%で、文系と理系の中間的な位置にあ

る。専門分野別にみると、家政系では研究部門の、教育系では情報処理部門の占める割合

が高い。大学威信別の相違に関しては、サンプル数の偏りから、明確な判断はくだせない。
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表5-8.専門・技術職就職者の初任配属部門(女子)

A.文系 (ォ
計　　　　　　　　　専門分野

人文　　　法　　経済・商　　　低い　　中の下　　中の上　　高い
(N)　　　(318)　　(229)　(21)　(68)

8　　　　5 1　　5 1　　7 0　　　　　6

(108)　(42)　(139)　(29)

E^^K
情報処理　　　　30. 8
開発・設計　　　23.0
製造・現場　　　1.9
研究　　　　　　　3. 1

29.7　　　28.6　　　35.3

19.2　　　28.6　　　33.8

1.7　　　　0.0　　　　2.9

3.5　　　　0.0　　　　2.9

28.740.533.810.3

26.921.421.617.2

3.72.40.70.0

20
.00.04.33.4事務・営 門　　　1 9　　　　1 5　　1 7　　　2

販売　　　　3. 5
管理・企画　　　　5.3
人事・教育　　　　2.8
総務・経理　　　1.3

2.6

6.6

3.1

1.3

4.8　　　　5.9

4.8　　　1.5

9.5　　　　0.0

0.0　　　1.5

4.8

7ー1

2.2　　　13.8

6.5　　　10.3

0.9　　　　4.8　　　　3.6　　　　3.4

1.9　　　　0.0　　　1.4　　　　0.0

国際・その他　　　　　2 3　　　　3 3　　　2 8　　16 2　　　　31 5　　1g 0　　　25 9　　　4

国際　　　　　　　2.5　　　　　3.1　　　0.0　　　1.5 1.9　　　　2.4　　　1.4　　　10.3

その他　　　　　25.8　　　　29.3　　　23.8　　14.7　　　　29.6　　16.7　　　24.5　　　31.0

B.理系
計　　　　　　　　　専門分野　　　　　　　　　　　　　　大学威信

理　　　　工　　　　農　　　　低い　　中の下　　中の上　　高い

(N)　　　(293)　　(122)　(101)　(70)

専門・技術部門　　　90 1　　　　9 8　　　8 1　　9 0　　　　　7

(4)　(135)　(100)　(54)

0　　　91 1　　9 0　　　8

情報処理　　　　18. 4　　　　29. 5
開発・設計　　　41.3　　　　41.0
製造・現場　　　　4.1
研究　　　　　　26.3　　　19.7

9.9　　　11.4

59.4　　　15.7

4.0　　　　8.6

14.9　　　54.3

0.0　　　20.7　　　19.0　　　13.0

75.0　　　43.7　　　38.0　　　38.9

0.0　　　　5.2　　　　5.0　　　　0.0

0.0　　　21.5　　　31.0　　　31.5

事務・営業部門 9　　　　7 9　　　　5 7　　　　　25 0　　1

営業・販売　　　　2.7
管理・企画　　　　3.4
人事・教育　　　　0,0
総務・経理　　　　0.0

4.1

0.8

0.0

0.0

2.0　　　　1.4

5.9　　　　4.3

0.0　　　　0.0

0.0　　　　0.0

0.0　　　　2.2　　　1.0

25.0　　　　3.0　　　　3.0

0.0　　　　0.0　　　　0.0

0.0　　　　0.0　　　　0.0

7.4

3.7

0.0

0.0

国際・その他　　　　　3 S^^^K s^^^^El 0　　　　4 3　　　　　0 0　　　　3 7　　　　3 0　　　　5

国際　　　　　　　0.0　　　　0.0　　　0.0　　　0.0　　　　0.0　　　0.0　　　0.0　　　0.0
その他　　　　　　3.8　　　　　3.3　　　4.0　　　4.3　　　　　0.0　　　3.7　　　3.0　　　5.6

C.その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(冗)
計　　　　　　専門分野　　　　　　　大学威信

家政　　　教育　　　中の下　　中の上
(N)　　　(867)　　(654)　(213)　　(154)　(713)

可　　　　75 E^^^^^HIr 6　　　71 8　　　　47 4　　　8

情報処理　　　　24. 1
開発.設計　　　30.6
製造・現場　　　　2.0

事

研 18.8

20. 8　　　34.3

29.5　　　33.8

2.　　　　1.4

24.2　　　　2.3

8　　1

18.2　　　25.4

18.2　　　33.2

5.2　　　1.3

5.8　　　21.6

営業・販売
管理・企画
人事・教育
総務・経理

2.9

3.3

3.7

0.1

3.2　　　1.9

3.4　　　　3.3

1.1　　11.7

0.2　　　　0.0

1.9　　　　3.1

3.6

2.7

0.1

その他 6　　11 3　　　　4

国際
その他

0.2　　　　0.0　　　　　0.0

15.4　　　11.3　　　　　40.3



2.経験業務の幅とその特性

前節でみた、専門分野や大学威信による初期配属特性の相違は、その後のキャリアをも

規定しているのだろうかO　また、初期配属が同じであれば、その後のキャリアに相違は生

じないのだろうか。この節では、前節で検討し得なかった営業・販売職就職者も含めて、

初期配属後の経験業務に関する考察を行う。

キャリアの形成過程を分析する際、 1年目に経験した仕事、 2年目に経験した仕事とい

うように、就職後の年数に応じて経験した仕事を尋ねる手法が考えられる。だが質問票で

は、これまでの職業生活で経験した仕事を複数回答で尋ねたにとどまる。具体的には、例

えば就職後の年数が3年の者は、 3年間で経験した仕事を、就職後の年数が10年の者は、

10年間で経験した仕事をすべて回答することになっている。その結果、就職後何年目にど

ういった仕事を経験したかを正確に知ることはできない。よって、就職後の年数を、就職

後1年目、 2-3年目、 4-5年目、 6-7年目、 8-10年目の5つに分類し、各グループご

とに経験した仕事の割合を算出し、擬似的にキャリアの形成過程の分析を行った。

なお、分析対象とした仕事は、事務系が、経理、人事・教育、企画、管理、事務の5分

類、営業・販売系が、法人相手の営業、個人相手の営業、店頭販売の3分類、専門・技術

系が、開発設計、生産技術、情報処理、サービスエンジニア、研究職、その他の専門、技

術職の6分類で、以上に含まれない仕事をその他系とした。

(日　事務職

経験してきた業務

図5-2は、就職後の年数別に、これまで経験した仕事の比率を示したものである(8)。

まず、男子について。文系の場合、事務系の仕事のうち事務を経験する比率が高い。た

だし、就職後の年数によって経験比率に変化はみられない。これに対して、企画の仕事は、

就業年数を経るにつれて経験者の比率が増加している。また、就職後間もない時点では、

営業・販売系の仕事q)経験者は少ないが、その後、法人相手の営業や個人相手の営業を経

験する比率は増加する。理系の場合も、事務系の仕事のうち事務の経験者が多い。ただし、

就職後の経験業務は、文系出身者とは明らかに異なる。まず、事務系の仕事のうち、管理

の経験者が就業年数が経つにつれて増加している。また、営業・販売系の仕事の経験者は

少なく、就職後の年数による変化もみられない。さらに、開発・設計や情報処理といった

専門・技術系の仕事も比較的経験しており、開発・設計については、就業年数を経るにつ

れて経験比率が漸増している。

続nて、女子についてO　文系では、男子と比較して営業・販売系の仕事の経験者が明ら

かに少ない。また、事務系の各仕事をみても、就職後の年数を経ても経験する割合に変化

はない。つまり、女子の場合は男子よりも経験する仕事の幅が明らかに狭い。その他出身

者についても、営業・販売系の仕事の経験者は少ない。ただし、文系よりも人事・教育や

企画の経験比率がやや高く、就業年数を経るにつれてその割合が増加する傾向にある。

以上から、事務職就職者のキャリアは、事務系の仕事のみを経験する層と、最初は事務

系の仕事に携わり、その後営業・販売系の仕事も経験する層の2つが主流を占め、他に、
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図5-2A.事務職(文系男子)
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図5-2B.事務職(理系男子)
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図5-2C.事務職(文系女子)
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図5-2D.事務職(その他女子)
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事務系の仕事と専門・技術系の仕事を経験する層が存在すると推察される。

続いて、ある程度職場経験を積んだ就職後6-10年目までの者を対象に、経験した仕事の

種板や幅、あるいは社員の育成方針という点にまで踏み込んで、キャリアの特性を検討し

てみよう(表5-9) 。

男子の場合、事務系の仕事のみの経験を意味する【事務】が4割弱という点は、文系、

理系とも同様である。ただし、文系では、事務系と営業・販売系双方の仕事の経験を意味

する【事務+営業・販売】が4割近くと多いのに対して、理系では、事務系と専門・技術

系双方の仕事の経験を意味する【事務+専門・技術】が3割と多い。一方、女子の場合は、

【事務】が過半数を占め、性別によって経験する仕事は明らかに異なる。

こうした出身分野、性別による経験業務の相違は、経験してきた仕事の幅や社員の育成

方針の点にも反映されているO　男子の場合、文系は理系よりも経験する業務の幅が広く、

育成方針も文系は幅広い業務を経験するよう配慮されている。女子の場合は、経験する業

務の幅が狭く、育成の機会にも恵まれていない。

専門分野、大学威信がキャリアに及ぼす影響

上の分析で、同じ事務職への就職でもその後の経験業務は、出身分野や性別によって異

なることが明示されたが、個別の専門分野や大学威信によっても、キャリアには相違があ

るのだろうか。以下では、就職後6-10年目までのサンプル数が十分に確保可能な文系男子

の事務職就職者を、事例として取り上げる。

表5-10は、キャリア形成の特性を専門分野別にみたものである。文系男子の事務職就職

者は、事務系の仕事のみを経験する者と、事務系と営業・販売系双方の仕事を経験する者

とに大別されたが、専門分野別にみても、 【事務】及び【事務+営業・販売】の経験者が

多い点は変わらない。ただし、人文系では【事務+専門・技術】 、法学系では【事務】 、

経済・商系では【事務+営業・販売】の割合がそれぞれ他よりも高い。個別の仕事の経験

をみても、人文系では管理、法学系では人事・教育、経済・商系では法人相手、個人相手

の営業を経験する割合が他よりも高い。
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表5-9.事務職就職者のキャリア特性(就職後6-10年目)
(X)

文系
(749)

文系　　　　その他
(98)　　　(56)

経験した仕事(類型別) ****
【事務】
【事務+営業・販売】
【事務+専門・技術】

その他

38.2

37.2

4.1

20.5

35.3

8.2

29.4

'27. 1

71.4

8.2

ll.2

9.2

59.0

21.4

10.7

8.9

これまでの職業キャリア
最初と同じ分野****
最初と関連分野
幅広い業務****

46

fサ

14

出世コース****

育諾限定****
初任研修に力****
研修機会多い****

7. 1

4.7

3.1

13.3

7.1

19.6

37

19

幅広い経験配慮**** 50.3

専門性の獲得配慮　　　　　　25. 8
慮なし****　　　　　　19

26

21

37

入社時点で幹部候補決定　　　　9. 1

早釧こ幹部候補決定
間差なし****

特に育成方針なし****

現在の役職・地位****
一般社員
係長

閉tsm関

その他

56.6

40.7

2.3

(.4

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。

こうした専門分野間の相違は、業種や企業規模を統制してもなお認められるのだろうか

(表5-ll) 。表から明らかなのは、経験する業務が、業種によって規定されていることで

ある。 【事務】の割合は建設・製造業、 【事務+営業・販売】の割合は金融・保険業にお

いてそれぞれ高い。なお、業種と比較して企業規模による相違はさほど明確ではない。

だが、業種、規模を考慮してもなお、人文系で【事務+専門・技術】 、法学系で【事務】

経済・商系で【事務+営業・販売】の割合がそれぞれ高い傾向にある。さらに、表中には

示さなかったが、人事・教育、管理、営業の各仕事の経験についても、専門分野間の相違

が確認された。人文系ではサンプル数が少ないという問題があり、また、全ての業種、規

模にわたって統計的に有意な差が得られたわけではないが、職場で経験する業務には、専

門分野の特性がある程度反映されているといってよい。

なお、経験した仕事の幅や育成方針、現在の役職、地位という点では、専門分野間に明

確な相違は認められない。ただし、人文系と社会科学系の間には若干の相違を読み取るこ

とができ、人文系の場合は、経験する業務の幅が狭く、また、 「特に育成についての方針

はなかった」と回答する割合が高い(9)

一方、大学威信とキャリアの関連はどうか(表ト12)　まず、経験した仕事を4類型と

してみた場合、大学威信による差はなく、この点に関しては、専門分野間の相違が大きい
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表5-10.専門分野別のキャリア特性(文系男子-事務職)
(%)

専門分野

人文雫38)法学語36)　雷語)
経験した仕事****

i#m
【事務+営業・販売】
【事務+専門・技術】

その他

36.!　　　　47. 1　　　　36.2

28.9　　　　　30. 1　　　　39.4

18.4　　　　　2.9　　　　　3.5

15.8　　　　19.9　　　　　20.9

経験した仕事(個別)
経理
A*・サ#****

企画
管理H*
事

23.7

15.8

28.9

28.9

27.9　　　　　31.2

38.2　　　　　21.6

31.　　　　　29.3

15.4　　　　12.0

7　　　　　5 0　　　　　4

営業(法人) *‡
営業(個人) ***

これ票温キャリア
最初と同じ分野
最初と関連分野
幅広い業務‡*

34.2

7.9

土旦」

36.8

36.

36.0　　　　　47.2

27.9　　　　　31.9

13.2　　　　11.7

20.i　　　　19.4

31.6　　　　　35.6

3　　　　　54 4　　　　　45

出世コース

昇進限定
育成方針

初任研修に力
研修機会多い

10.5　　　　18.4　　　　18.3

2.6　　　　　　5.1

36.8　　　　　39. 0　　　　　44. 3

2　　　　　4 3　　　　　3

幅広い経験配慮　　　　　　　　34. 2　　　　53. 7　　　　50. 5
専門性の獲得配慮　　　　　　　26. 3　　　　25. 7　　　　25. 6

し　　　　　　　　　　　2 7　　　　1 .i^^^^^^^BI

入社時点で幹部候補決定* 2.6　　　　13.2　　　　　8.5

早糾こ幹部候補決定　　　　　　2. 6　　　　3. 7　　　　3. 3
なし　　　　　　　　　　39 5　　　　　3 5　　　　　3

特に育成方針なし**** 42.1　　　12.5　　　　12.7

現在の役職・地位

一般社員
係長

狭長以上
その他

68.4　　　　　55.9　　　　　56.1

26,　　　　　41. 9　　　　　41. 3

5.3　　　　　2.2　　　　　2.1

0.5

注:

(l)*10%、辛*5%、 ***1! 、 ****0.1%で有意。

表5-日.専門分野別にみた事務職のキャリア(業種、規模別)

(N)　　【事務】　【事務+営業【事務+専門　その他
・販売】　・技術】

建設.製造(計)
人文系
法学系
経済・商系

(218)　　　61. 9　　　　22.9　　　　2.3

(12)　　　50.0　　　　25.0　　　16.7

(42)　　　61. 9　　　　21.4　　　　　2.4

(164 8　　　　　2

金融・保険(計　　　　(310)　　14. 8　　　56. 5
法学系　　　　　　　(51)　　19. 6　　　　51.0

3.9

2.0

(130)

14

27

(R9)

45.4

35.7

59.3

42.7

20.0

14.3

14.8

22.5

6.9

21.4

3.7

m.

27.7

28.6

22.2

_ヱ旦」邑

18.7

15.i

16.7

⊥u
2.4

22.2

28.

21.0

百石二7

10.0

17.6

2 .4

6.4

15.8

6.7

_AL旦

5.5

22.2

3.1

_A__a
2.7

20.0

1.4

2.4

28.7

31.6

23.3

_呈旦J

43.0

.

31.3

48. 4

38.4

40. 0

32.4

39. !

46.2

36.!

53.3

型!璽8
29.1

44.4

37.5

_遊ニ_旦

38.4

30.0

48. 6

36.4

(1711

(19

(30)

出出
(165)

(9)

(32)

(124)

(411)

(10)

(74)

(327)

人文系
法学系
経済・商系

H　5000人以上(計)
人文系
法学系
経済・商系

注:
(i)卸売・小売・飲食業、金融・保険業の人文系は,サンプル数が少ないため省略した。
(2)*10%、 **5%.まま*1%、辛目*0.1%で有意.

- 101 -



表5-12.大学威信別のキャリア特性(文系男子-事務職)
(lい

中の下　　　中の上　　　高い
(59)　　(164)　　(359)

経験した仕事(簸型別)
【事務】
【事務+営業・販売】
【事務+専門・技術】

その他
経験した仕事(個別)

経理
人事・教育
企画****
管理
事務HH

43.4　　　　　32.2

35.5　　　　37.3

3.6

17.5　　　　　23.7

29.5　　　　　30.5

24. 1　　　　23.7

14.5　　　　13.I

36.0　　　　37. 9

賢rr串

6.7

29J

28.7

24.4

32.3

6.3　　　　20.3　　　　14.6

64 4　　　　　4

39. 8　　　　44. 1　　　　43. 9

31.9　　　　35.6　　　　31.1

9.0　　　16.9　　　10.4

33.9　　　　20.3　　　　18.3

35.I　　　　42.4　　　　42.7

'M

27.

三五

日)

29.

44 1　　　　40

営業(個人)

二!主宰:vrJ..I.・
最初と同じ分野****
最初と関連分野日
幅広い業務I
出世コースH幸
甲進限vii

育成方針
初任研修に力

研修機会多い*H

10.9　　　　20.3　　　　12.8

3.6　　　　　　　　　　　　4.9

41.6　　　　　45.8　　　　45. 1

7　　　　　61

34.3　　　　　57. 6　　　　　47.0

専門性の獲得配慮　　　　　　23. 5　　　　27. I　　　27. 4
なし幸H　　　　　　　　2 1　　　　1 '.'　　　　　　　V

入社時点で幹部候補決定　　　i. 4　　　1. 9

早馴こ幹部候補決定　　　　　　4. 2　　　1. 7　　　　2. 4
10年間差なし*#*詛 5　　　　　4 n　　　　　閑

特に育成方針な し‡‡幸手　　　　　27.7　　　11.9　　　17.7

現在の役職・地位
一般社員
係長

課tern帽
そc.'}仙

63.3　　　　62.7　　　　54.9

33. 1　　　　37.3　　　　42.1

1.8　　　　　　　　　　　　3.0

1.8

53.5

44. 0

2.5

ft:

(1)書10%, **5%, miss, ****O. ¥%で有意.

といえる。しかし、その他の項目まで検討すると、大学威信間の相違も少なくない。

第1は、個別の経験業務であるO　威信高いグループでは企画の経験者が、威信低いグル

ープでは事務の経験者が多い。大学威信間の相違は、営業・販売系の仕事の経験如何では

なく、事務系の仕事の内部において顕在化しているのである。

第2は、経験した仕事の幅である。 「最初の担当業務と同じ分野を経験してきた」と回

答した割合は、威信低いグループで特に高く、逆に、 「幅広い業務を経験してきた」と回

答した割合は、威信高いグループで高い。

第3は、育成方針の点であり、これについては、威信低いグループとその他のグループ

との間の相違が顕著である。威信低いグループの場合、 「日常業務の中で、幅広い経験が

積めるよう配慮されていた」 「入社後10年程度は、特に差をつけない方針だった」と回答

する割合が低く、 「日常業務の中では、特に育成は考えられていなかった」 「特に育成に

ついての方針はなかった」と回答する割合が高かった。

上述の大学威信による相違が、業種や企業規模を考慮しても確認されるのか、さらに検

討したのが表ト13である。まず、個別の仕事の経験に関しては、業種、企業規模を統制し

てもなお、威信高いグループほど企画を経験する割合が高く、威信低いグループほど事務

を経験する割合が高くなっている(10)

これトに対して、経験した仕事の幅は、業種や企業規模によって規定される側面が大きいO
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表5-13.大学威信別にみた事務職のキャリア(業種、規模別)
(%)

(N)　　　　経験した仕事
企画　　　事務

妾務の幅 育成方針
同じ分野　幅広い業務　幅広さ配慮　配慮無　10年葦無　育成方針無

建設・製造(計)
低い
中の下
中の上
Si',、

(蝣-'

(4

8)暮事事

I)

(16

27. 5書事暮

7.3

8.8

(62)　　　32. 3

(SOl　　　　こ1

31.2　　　　　43.1

36.6　　　　36.6　　　　　34. 1

18.(　　　31.3

21.1事事サ　42.2事事

29.3　　　19.5

12.5　　　　62.5

25. 8　　　　　22. 6　　　　21. '.　　　　43. 5　　　】9. 4　　　43.

3　　　　3 3　　　　　　4 4　　　　2 2　　　　4

事　17.0

34.

12.5

金融・保険(計　　　(310) Ht書　30.6*事事*　62.9

低い
中の下
中の上

(49)　　14. 3

(25)　　12. 0

(63　　　　25.4

(173) 9　　　　5

9.7　　　61.3

18.4　　　　59.2

1.0　　　　48.0

6.3　　　　57.1

7　　　　6

61.9　　　12.3　日*　40.3
53. 1　　　12.2　　　　22.4

64.0　　　　4.0　　　　8.0

55.6　　　19.0　　　　33.!

3　　　　　6 5　　　　1 0　　　　4

5.

4

・l

ll

サ・運輸通信(計)
低い
中の下
中の上
uiい

130　*事暮*　35.4*

(40　　　12. 5

(10　　　　　0.0

(27　　　　51. 9

36.9　日　　30.8　　　43.1　日　　43.8
47.5　　　　　47.5　　　　32.5　　　　　　22.5

60. 0

25.9

(53　　　　47. ;　　　30. 2

40. 0　　　　50. 0　　　　　50.0

29.6　　　　U.i　　　　　51.9
17.0　　　　49. 1　　　　　54.7

27.7　*H詛　37.7*

40.0　　　10.0

20. 0　　　　50.0

18.5　　　　40.7

24. 5　　　　54. 7

事*　18.5

37.5

20.0

14.8

5.7

規模
1000人未満(計)

低い
imaa
中ォh
商い

1000-4999人(計)
低い
中の下
中の上
高い

5000人以上(計)

低い
中の下
中の上
高い

(lTl)

(11ご1

(23

(21

.;.I-::

i:tこ11

18

48

普
20

us!

(9a!

(278

21.1

17.9

13.0

38.

33.3

暮I　　26. 1サ*

12.1

55.6

58. 9

6b.L

38. 1

_生む且_

47. a

63.6

61.I

50.0

33.3

38.0

40. 0

6.7

BW E

6.0

33.3　　　35.7　　　　31.6　事　　26.9　　19.9　　　32.7

36.6　　　　38.4　　　　　31.3　　　　28.　　　17.0　　　　35.7

26.1　　　39. 1　　　　34.!　　　　8.7　　　　6. 1　　17.4

23.!　　　33.3　　　　　28.6　　　　42.9

33.3　　　13.3　　　　　33.3　　　　0.0　　　　.　　　　26.7

15.8　　　49.1　　　S3.9　　IS.8　日目　40.6　　⊥hj_
27.3　　　　54.5　　　　　42.4　　　　21.2　　　18.2　　　12. 1

5.6　　　　55.6　　　　　66.7　　　　5.6　　　　33.3　　　11.1

12.5　　　　39.6　　　　　47.9　　　　22.9　　　　33.3　　　　20.8

15.2　　　　51.5　　　　　60.6　　　18.2　　　　59. 1　　10.6

17.0　　　49.9　　事　　56.7　16.3　書　　46.5　　　且._且

30. 0　　　　40. 0　　　　　40.0　　　　30. 0　　　　20.0　　　　5. 0

27.8　　　　38.9　　　　　77.8　　　16.7　　　　66.7　　　　5.6

20.0　　　　43.2　　　　　50.5　　　IS.8　　　　44.i ll.6

14.4　　　　53.(　　　　　58.6　　　15.5　　　　47.　　　　　4.7

.

25.0

37. 9

書書書　34.8書

0.0

16.7

34. 7

38.5

注:`
(1)卸売・小売・飲食巣は.サンプル数が少ないため省略した。
(2)*10%、 H5%、 *Hl%、サ***0.¥%で有意。

幅広い業務の経験は、特に金融・保険業や大企業就職者で多い。威信低いグループのみに

着目すれば、 「最初の担当業務と同じ分野を経験してきた」と回答する割合が確かに高い

ものの、大学威信によって経験する業務の幅が規定されているとまではいえない。

育成方針についても、 「日常業務の中で、幅広い経験が積めるよう配慮されていた」

「日常業務の中では、特に育成は考えられていなかった」 「特に育成についての方針はな

かった」という3点に関しては、業種や規模による差が大きく、必ずしも威信低いグルー

プが劣位にあるわけではない。ただし、 「入社後10年程度は、特に差をつけない方針だっ

た」に関しては、業種や規模を問わず、威信低いグループで「はい」と回答した割合が低

い。これは、特に威信低いグループに対して、比較的早い段階で何らかの選抜が行われて

いることを示唆する結果といえよう。

(Ⅱ)営業・販売職

経験してきた業務

図5-3は、事務職就職者の場合と同様に、就職後の年数別に経験した仕事の割合を示した

ものである。

文系男子の場合、営業・販売系の仕事のうち法人相手の営業を経験する割合が最も高く、

個人相手の営業、店頭販売の順に続く。また、就職後の年数による変化はみられなし工　こ

れに対して、事務系の仕事の経験者は少ない。ただし、人事・教育や企画の仕事は、就業

年数を経るにつれて経験者の割合が徐々に増加する傾向にある。
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図5-3A.営業・販売職(文系男子)

_.●-‥‥-　-‥‥・・ ・・-.‥=・・一一-‥‥・・●

-　　　0---一・一　　o一一一一・一・一・-・O‥　=‥‥一・一・・〇

日-1--・-I-・・--・ I--・-+蝣-蝣-‥　　‥‥-‥=・-一・一・一・・+

1年(152)　　2-3年(363)　　4-5年(321)　　6-7年(321)　8-10年(390)

-I.I-営業(法人) -10日‥営業(個人) ・・・十一店頭販売　　+人事・教育

+企画　　　　-管理　　　　一一栄一事務

9(1

80

70

60

50

蝣10

30

20

10

0

1年(14)　　　-3年(47)　　4-5年(42)　　　-7年(37)　　8-10年(68)

=‥●=‥営業(法人) --e-営業(個人) -+-‥店頭販売　　+人事・教育
ー企画 -管理　　　　一一朝一事務　　　　---x一蝣開発・設計

図5-3C.営業・販売職(文系女子)

1年(44)　　　2-3年(50)　　4-5年(40)　　6-7年(28)　　8-10年(12)

一一・-・営業(法人) -a-・営業(個人)一十一店頭販売　　+人事・教育
-企画　　　　-管理　　　　一一一1隷ト-事務
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事務職における文系と理系の相違に比較して、営業・販売職における文系と理系の相違

は小さい。理系男子の場合も、法人相手の営業や個人相手の営業を経験する割合が高く、

事務系の仕事を経験する割合は低い。また、人事・教育を経験する割合も、就業年数を経

るにつれて増加している。ただし、専門・技術系の仕事のうち開発・設計の経験者が1割

程度存在し、この割合が就業年数を経るにつれて増加する点は、理系の特性といえる。

文系女子の場合は、法人相手の営業を経験する割合が男子はど高くなく、逆に店頭販売

の経験比率が高い。しかも、店頭販売の経験比率は就業年数を経るにつれて増加している。

人事・教育や企画を経験する割合が、就業年数を経るにつれて増加する点は男子と同様だ

が、男子と比較して事務系の仕事を経験する割合が全体的に高い。

このように、営業・販売職就職者のキャリアは、営業・販売系の仕事のみを経験する層

が過半数を占め、他に、営業・販売系の仕事と事務系の仕事双方を経験する層が存在して

いる(ll)

表5-14は、事務職の場合と同様に、就職後6-10年目までの者を対象とし、キャリアに関

してさらなる分析を行ったものである。

男子の場合、営業・販売系の仕事のみの経験を意味する【営業・販売】が5割を越える.

点は、文系、理系に共通した特徴である。ただし、文系では、事務系と営業・販売系双方

の仕事の経験を意味する【事務+営業・販売】も3割に上るのに対して、理系では、 【事

務+営業・販売】が1割、営業・販売系と専門・技術系双方の仕事の経験を意味する【営

業・販売十専門・技術】が1割という構成になっている。一方、文系女子の場合は、 【営

業・販売】は4割に満たない一方、 【営業・販売+事務】は55%と過半数を占める。事務

職と同様、性別で経験する仕事には相違がある。なお、経験した業務の幅や社員の育成方

針の点では、事務職就職者ほど出身分野や性別による明確な相違は認められない。

専門分野、大学威信がキャリアに及ぼす影響

ここでは、文系男子の営業・販売職就職者を取り上げ、専門分野や大学威信別のキャリ

ア特性を考察する。分析対象は、事務職の場合と同様、就職後6-10年目までの者である。

表5-15は、専門分野別にキャリア特性をみたものである。専門分野による相違は、事務

職就職者ほど明確でない。いずれの専門分野出身者も、 【営業・販売】 5割前後、 【営業

・販売+事務】が3割前後で、全体の傾向と大きな隔たりはなく、また、その他の項目に

関しても、キャリア形成に対する専門分野の規定力は定かでない。職務内容の分析は次章

で行うが、これは、事務職と営業・販売職の仕事内容の相違を反映したものと考えられる。

続いて、大学威信別のキャリア特性を検討したのが、表5-16である。

まず、経験した仕事を類型別にみると、威信高いグループでは【営業・販売+事務】の

割合が、威信低いグループでは【営業・販売】の割合が、それぞれ若干ではあるが高い。

経験した仕事を個別に検討すると、大学威信間の相違はさらに明確となるo　営業・販売系

の仕事のうち、法人相手の営業は威信高いグループほど、逆に店頭販売は、威信低いグル

ープほど経験者が多い。また、事務系の仕事については、威信高いグループほど企画の経

験者が、威信低いグループはど管理の経験者がそれぞれ多いO

経験した仕事の幅にも、特に威信高いグループとそれ以外のグループの間に相違がみら

れた√威信高いグループでは、 「最初の担当業務と同じ分野を経験してきた」が3割台と
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表5-14.営業・販売職就職者のキャリア特性(就職後6-10年目)
(i)

文で711)理系105　竺
経験した仕事(類型別) ****

【営業・販売】
【営業・販売+事務】

【営業・販売十専門・技術】
その他

55.3　　　　　58.:

29.7　　　　11.4

3.9　　　　13.3

ll.1　　　17.1

これまでの職業キャリア

最初と同じ分野‡*
最初と関連分野
幅広い業務 5　　　　　2

出世コース
昇進限定‡書

育成方針

初任研修に力
囲旧¥ VSSE-3S.

15.9　　　　11.4　　　　　17.5

2.5　　　　　7.6　　　　　　　5.0

51.3　　　　53.3　　　　　　60.0

9　　　　　4 9　　　　　　3

幅広い経験配慮 41.9　　　　　　37.5

専門性の獲得配慮　　　　　　　30. 4　　　　27. 6　　　　　25. 0
己慮なし　　　　　　　　　1 I_)　　　　ご 7　　　　　　　2

入社時点で 5.7　　　　　　17.5

早桝こ幹部候補決定　　　　　　　5. 9　　　　2. 9　　　　　　5. 0
なし　　　　　　　　　　　26 l lZ

特に育成方針なしH　　　　　　16. 5　　　　29. 5
現在の役職・地位幸**‡

一般社貞
係長

課長以上
その他

43. 5　　　　　54.3

51.1　　　　39.0

6.7

0.6

注:
(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ‡***0.1%で有意。

表5-15.専門分野別のキャリア特性(文系男子-営業・販売職)

専門分野

捕:.:山了.1転?」,;蝣[・:、主'1^CNM

経験した仕事(類型別)
【営業・販売】
【営業・販売+事務】
【営業・販売+専門・技術】

経験霊温。刷,
人事・教育
企画
管理

44.;　　　　56.3

27.6　　　　　33.3

!.6　　　　　　3.1

19.0　　　　　　7.3

6.9　　　　12.5

19.0　　　　14.6

17.2　　　　11.5

3　　　　　日胃

56.1

29.3

m.

王⊥旦

10.1

16.3

15.1

莱(法人) 70.7　　　　　75.0

営業(個人) *　　　　　　　　　46.6　　　　60.4　　　　48.3
店頭販売　　　　　　　　　　　　36. 2　　　　31. 3　　　　26. !

これまでの職業キャリア
最初と同じ分野
最初と関連分野

幅広い業務*‡

48.　　　　　39. 6　　　　49. 1

27.6　　　　　29.2　　　　　33.4

9　　　　　3 4　　　　　2

出世コ-ス

昇進限定
育成方針

初任研修に力

19.0　　　　13.5

5. 2　　　　　　2.

46.6　　　　　58.3

S　　　　.i

幅広い経験配慮　　　　　　　　　39. 7　　　　45. 49.5

専門性の獲得配慮　　　　　　　　24. 1　　　30. 2　　　　30. 9
に酉己慮なし　　　　　　　　　　2 6　　　　　2 9　　　　17

入社時点で幹部候補決定　　　　10. 3　　　　6. 3
早桝と幹部候補決定　　　　　　6. 9　　　　3. 1　　　6. 3

なし　　　　　　　　　　　2 4　　　　　2 0　　　　　1

,1'ト隼亨tj:粁ゞし
一般社員
ffi fi
裸長以上

その他

25.9　　　　15.6

53.4　　　　　44.8

43. 2　　　　　51.

3.4　　　　　3.1

1.0

?-+: :

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.¥%で有意O
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表5-16.大学威信別のキャリア特性(文系男子-営業・販売職)
代)

大学威信
低い　　　中の下　　　中の士　　　高い

(N)　　　　　　　　　　　(339)　　(108)　　(118)　　(146)
経験した仕事(類型別) 辛

【営業・販売】
【営業・販売+事務】
【営業・販売+専門・技術】

その他

56.9　　　　　58.3　　　　　55.9　　　　　48.6

26.1　　　　26.9　　　　　33. 1　　　　35.6

2.4　　　　　4.6　　　　　5.9　　　　　5.5

13.9　　　　10.2　　　　　　5.1　　　　10.3

経験した仕事(個別)
人事・教育‡
企画**
招魂EHE
事務

2.7　　　　　　0.2

12.4　　　　　18.5

9.3

18.6

19.8　　　　18.5　　　　　　4.2　　　　　　8.9

5　　　　1 8　　　　1 g 1

業(法人) *m　　　　　　　　70. 5　　　　74. 1　　　85.6　　　　89.0
営業(個人)書　　　　　　　　　51.0　　　　57.4　　　　40.7　　　　48.6

店頭販売　　　　　　　　　　　　36. 6　　　　26. 9　　　16. 1　　19. 2
これまでの職業キャリア

最初と同じ分野****
と関連分野

54.3　　　　　54.6　　　　　45.I　　　　　31.5

32.4　　　　　27. !　　　　33.9　　　　　34. 2

6　　　　　1 7　　　　　2 7　　　　　3

出世コース　　　　　　　　　　　13. 6　　　　　8. 3　　　18. 6　　　　24. 7
昇進限定　　　　　　　　　　　　　2. 7　　　　3. 7　　　　0.8　　　　　2.7

育成方針
初任研修に力　　　　　　　　　　56. 5　　　　44.4　　　　52. 5　　　　43. 2
研修機会多い　　　　　　　　　　3 5　　　　　41 3　　　　　37

幅広い経験配慮　　　　　　　　　43. 5　　　　48. 1　　　56. I　　　　52. 1
専門性の獲得配慮‡書　　　　　　36. 1　　　31. 5　　　　28. 0　　　18. 5
L 1 ・>　　　　　1 4　　　　1 1　　　　2

入社時点で 郡候補決定　　　　　9. 5　　　　7. 4　　　11.0　　　　5. 5
早めに幹部候補決定　　　　　　　5. 3　　　　7. 4　　　　4. 2　　　　7. 5

urn* 4　　　　1 6　　　　　3 0 I

特に育成方針なし　　　　　　　18. 3　　　19.'　　　11. 9　　　13. 7
現在の役職・地位‡

一般社員
係長
課ISSi帽

その他

38.3　　　　　44.蝣　　　　　51.7　　　　　47.9

53. 1　　　　50.9　　　　　45.:　　　　50.7

7.4　　　　　3.7　　　　　2.5　　　　　1.4

1.2　　　　　1.0

注:
(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0. 1%で有意。

低く、逆に「幅広い業務を経験してきた」は、 4グループ中最も高かった。これに対して、

他のグループでは、 「最初の担当業務と同じ分野を経験してきた」と回答した割合が5割

前後と高く、逆に「幅広い業務を経験してきた」と回答した割合は2割前後にとどまる。

育成方針の点ではまず、威信の低いグループほど「日常業務の中で、専門性が身につく

よう配慮されていた」と回答する割合が高いo　この結果は、威信低いグループでは、同じ

分野で営業・販売のプロパーとしてのキャリアを、威信高いグループでは、幅広い経験を

積んで管理職に向けてのキャリアを歩んでいることを示唆する。また、 「入社後10年程度

は、特に差をつけない方針だった」と回答する割合は、威信高いグループはど高かった。

上に述べたことは、業種や企業規模をコントロールしても確認されるだろうか(表5-17)

まず、類型別に経験した仕事をみると、大学威信による相違はさほど明確でない(12)

しかし、個別の仕事の経験をみると、業種、企業規模を考慮してもなお、大学威信による

相違は残る。中でも相違が顕著なのは営業・販売系の仕事であり、法人相手の営業は威信

高いグループほど、店頭販売は威信低いグループほど、それぞれ経験する割合が高い(13)

一方、事務系の仕事である企画や管理については、事務職の場合のような明確な相違はみ

られない。

経験してきた業務の幅については、卸売・小売・飲食業を除く各業種及び各規模におい

て、特に威信高いグループで「最初の担当業務と同じ分野を経験してきた」と回答する割
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衰5-17.大学威信別にみた営業.販売職のキャリア(業鼠規模別)
tl)

fit

専門獲得　10年差無

23.4　　　**30.3

29.2　　　　22.2

20.0

26.5

これまでの職業キャリア

同じ蝣:蝣>野(Si/.しヽ顎熊　山t*:i-1

庵放した仕事
企画　　　管理　　営業(法人)店頭販売

建設.製造(計)
低い
中の下
中の上

(188)　　・・17,0

】:ち:1

(30)

(49　　　14. 3

暮事8.5　　　87.2　　ttォ14.4

84. 7　　　　26.4

6.7

6.

サM59.6　　　31.2

65.3　　　　36.6

31.3

61.2　　　　27.4

I書13.8

iUfi

6.i

I:.:

卸・-小・飲(計　　　(231)
(150)

(41)

H5)

はRE

15.2　　　29.9　　　61.5　　　書叫5.9
58.7　　　　51.3

22.0　　　　41.5　　　　65.」　　　　6.3

33. 3　　　　20.0　　　　60. 0

51.5　　　61.3　　　13.9

54.7　　　　59.2　　　13.3

46.3　　　　8.0　　　　7.3

57. 1　　　13.S

6.1　　***19.1

35.f

43.9　　　12.2

Ti. 3　　　!6∴

金融・保険(計　　　(173)　　日14.5
m

Il :I)

車の

ォ6)

0.6　　　暮暮87.9

0.0　　　　78.7

0.0 Tfi. 0

0.0　　　　97.1

26.0　　　　　34.1　　　61.3　　　20.1

31.9　　　　　　　　　　　　　　　　　14.9

44.0　　　　48. 0　　　12. 0

40.0　　　　57. 1

3　　　　　　2 :　　　　65 3　　　　24

l事28.9　・・事ォ35.8

44. 7　　　14. 9

36.0 U,0
42.9

97)　　22.7　　16.S　　　77.3　　19.6

52　　　　25.0　　　17. 3

10　　　　　　　　　　20.0

18)　　　22.2　　　11.1　　　77.!

17)　　11.8　　　　　　　　　　　　　　17.6

(計　　　(283)　16. 3　　19. 8　　　80. 2　　　29. 0
(215)　　13.5　　　18.6　　　　　　　　　31. 2

(51)　　　23.5　　　　25.5

(12)　　33.3　　　　　　　　　75.0　　16. 7

・43. 3

53.S

50.0

ご了.ざ

萌g密

ォ.1　　17.5
32.5　　　19.i

50.0　　　10.0

44.4　　　　22. ;

49.1　　11.8

g.s

34.6

40. 0

27.8

.8

・*18.6

7.7

20.0

n a

35　H

51.6　　　暮　2.6　　10.2　　　　34.4　　16.7

52.6　　　　21.9　　　10.2　　　　　35.0　　　16.4

54.9　　　　.　　　　　　　　　　　　　　　　　15.7

16.7　　　　　41.7　　　16.7

1000-4999人(計　　　(180)
低い
中の下
中の上

高い

暮**17.8　　*t12.8　・・・65.6　Mサ33.9　　tttSO.6　　**23.9　　日20.1

18.9　　　57. 9　　　46.3　　　　　.　　　27.4　　　20.0

57. I

3.　　　　　79. 3

25.7　　　　　　65.7

20.7　　　　　　27. 6

5　　　　　　3

5.　　　　　5. 7

27. 6　　　　27. 6

30.0　　***22.8

34.7　　　　　5. 8

25.7　　　　14.3

24.　　　　48. 3

蝣;

(248)　IS.3　4***10.5　日目82.7　日*23.0
低い
中の下
;iES帽
Ii'lい

1291　　　　6. 9

(22)　　13.f

O7　　　14. 3
120　　　　18.3

51.7　　　　44.8

IB.2　　　　31.!

1.3　　　　　　　　　　　14.3

10.i

ll事42. 7

*J　卜

36.4

54. 5

キJ rl

19.a

24. I　　　17.2

-17.　　　　　9. I

19.5　　　　15.6

il*1　　　串i]転

***26.2　tt暮・39.1

48.3　　　　　6.9

27.3

27. 3　　　　39. I)

18.3　　　　49.2

注

(1) 1000人未満の企業の威信高いグループは、サンプル数が少ないため省略した。
(2)*10私　書‡5臥　***[%、書サ*ォ0.1%で有意.

合が低い。なお、 「幅広い業務を経験してきた」と回答した割合は、威信高いグループで

若干高いにとどまった。

育成方針についてはまず、 「日常業務の中で、専門性が身につくよう配慮されていた」

と回答した割合は、業種、規模を考慮しても、威信低いグループで高く、威信高いグルー

プで低い。この傾向は、特に金融・保険業や5000人以上の企業で著しかった。 「入社後10

年程度は、特に差をつけない方針」についても、業種間、あるいは規模間の格差よりもむ

しろ大学威信間の相違が大きい。営業・販売職の場合も、入社後早い段階で何らかの選抜

が行われている可能性が高いU4)

(Ⅲ)専門・技術職

経験してきた業務

図5-4は、就職後の年数別に経験した仕事の比率を示したものであるo

まずは、男子について。理系の場合、専門・技術系の仕事のうち開発・設計を経験する

割合が圧倒的に高く、それ以外の専門・技術系の仕事の経験者は、 1、 2割に過ぎないO

就職後の年数による変化もほとんどなく、初期キャリアの段階においては、専門・技術系

の中で複数の仕事を経験する者は少ない。文系の場合は、情報処理の経験者が最も多く、

この点が理系出身者との根本的な相違であるO　また、専門・技術系の仕事の経験者が多い

もWの、人事・教育や企画といった事務系の仕事を経験した割合も1割程度存在し、しか
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図5-4A.専門・技術職(理系男子)
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図5-4B.専門.技術職(文系男子)
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図5-4C.専門・技術職(理系女子)
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図5-4D.専門・技術職(文系女子)
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図5-41三.専門・技術職(その他女子)
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も就業年数が経つにつれて経験者の比率が漸増する傾向にある。

女子についても、男子とほぼ同様の傾向にある。男子との相違は、理系の場合、情報処

理や研究の経験者が比較的多く、生産技術の経験者がやや少ないことである。文系の場合

は、事務の経験者が多い。その他出身者の場合は、専門・技術系の仕事の経験は理系の場

合に、事務系の仕事の経験は文系の場合に近い。これは、家政系が理系、教育系が文系に

近いキャリアを形成しているためと考えられる。

就職後6-10年目までの者を対象に、さらに詳細に検討してみよう(表5-18)

男子の場合、理系も文系も、専門・技術系の仕事のみを経験する【専門・技術】が大半

を占める点では変わらず、事務系、営業・販売系の仕事を経験する者は少ない。個別の仕

事については、理系で開発・設計、文系で情報処理の経験者が多いことが改めて確認され

る。また、社員の育成方針という点では、文系の方が、研修の機会が多く、日常業務のな

かで様々な経験が積めるよう配慮されていたと回答した割合も高い。これは、仕事内容の

相違を反映したものといえる。
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表5-18.専門・技術職就職者のキャリア特性(就職後6-10年目)
as

千 千

理系　　　文系　　　　　理系　　　文系　　　その他

経験した仕事(類型別) ****
【専門・技術】
【専門・技術+事務】
【専門・技術+営業・販売】

その他

74. 0

10.7

5.0

10.3

60. 4

13.4

2.0

24. 2

78. 0

12.0

6.0

4.0

61.4

25.0

2. 'A

ll.3

67. 2

19.8

4.3

8.7

開発・設計****
生産技術****
情報処理****
研究　****
他の専門・技術職*‡‡
人事・教育****
企画***
管理*‡
事務****

最初と同じ分野
最初と関連分野
幅広い業務*

48. 2

41. 8　　　　　38. 9

0　　　　1

出世コース　　　　　　　　　　　　7. 3　　　　4.0
昇進限定　　　　　　　　　　　　7. 2　　　　6. 7

初任研修に力　　　　　　　　　　42. 8
研修機会多い**　　　　　　　　　3
幅広い経験配慮**　　　　　　　　27. 4
専門性の獲得配慮****　　　　　　40. 5
特に配慮なし***
入社時点で幹部候補決定**　　　　7. 3
早めに幹部候補決定　　　　　　　2. 8
10年間差なし**
特に育成方針なし

一般社員
係長
談長以上
その他

62.9

34. 9

2.0

0.3

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意o

女子の場合も、出身分野に関わりなく【専門・技術】が大半を占める。理系で開発・設

計、文系で情報処理の経験者が多い点、社員の育成に関して、理系と文系で回答傾向が異

なる点も男子と同様である。また、その他出身者のキャリア特性が、文系、理系と微妙に

異なる点も、改めて認められる。性別間の相違も、図5-3で述べた傾向を踏襲する結果が得

られた(15)。なお、女子に共通の特徴として、男子よりも「幅広い業務を経験してきた」

と回答する割合が低く、現在の地位に関して一般社員である割合が高い点を指摘し得るO

専門分野、大学威信がキャリアに及ぼす影響

以下では、理系男子、文系男子の専門・技術職職就職者を取り上げ、専門分野別、大学

威信別のキャリア特性の分析を行うO

- Ill　-



表5-19.専門分野別のキャリア特性(理系男子-専門・技術職)
(%)

野

蝉雷。2) -工学語88)
農学系

(41)

経験した仕事(類型別) *
【専門・技術】
【専門・技術+事務】
【専門・技術+営業・販売】

その他

72.0

7.6

9.1

ll.4

74.9

ll.0

EK

9.8

6 .0

14.6

r*

17.1

経験した仕事(個別)
開発・設計****
生産技術相
情報処理****
研究****
他の専門・技術職**

これまでの職業キャリア
最初と同じ分野
最初と関連分野
幅広い業務

62.9

14.4

40. 9

10.6

14.4

71.3

25.

16.7

m.
20.4

43.9

17.1

14.6

39.0

34.1

43

43

16

sit

M

14

出世コース

育成雷限定
初任研修に力***
研修機会多い‡*

9.8

9. 1

7.0

6.9

蝣I. 9

7.3

51

39

幅広い経験配慮

専門性の獲得配慮
特に配慮なし‡*

入社時点で幹部候補決定*目

早めに幹部候補決定
間差なし‡‡

特に育成方針なし****
現在の役職・地位

一般社員
係長

課長以上
その他

57.6

40. 2

1.5

0.7

注

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1:で有意Q

(理系男子-専門・技術職)

表5-19は、専門分野別にキャリア特性をみたものである。表からまず明らかなのは、理

工系と農学系の相違である。農学系では、 【専門・技術】の割合が6割とやや低く、 【専

門・技術+事務】の割合がやや高い。また、開発・設計の経験比率が低く、逆に研究、そ

の他の専門・技術の仕事の経験比率は高い。育成方針をみても、研修などの機会に恵まれ

ていないと回答した割合が高い。理工系と農学系の相違に比べると、理学系と工学系の相

違は小さい。ただし、個々の仕事の経験という点では顕著であり、開発・設計や生産技術

の仕事は工学系で、情報処理の仕事は理学系で経験者の比率が高い。

業種や企業規模を考慮した上で、専門分野別のキャリア特性をさらに検討した(表5-20)

まず、理工系と農学系の相違に関しては、農学系のサンプル数が少なく、建設・製造業及

び従業員が1000人未満の企業しか分析できなかった。そのため、分析結果を一般化するこ

とはできないが、上述の相違は確認できた。また、経験する仕事は業種によっても異なる

が、業種、企業規模を統制してもなお、工学系では生産技術の、理学系では情報処理の経

験者が多い(16)
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表5-20.専門分野別にみた専門・技術職のキャリア(業種、規模別)
(冗)

経験した仕事(個別)
開発・設計　生産技術　情報処理　　研究　　他の専技　　初任研修力研修機会多　配慮無　10年葦無　育成方針無

(N)

LTSfi)

(lit",)

670

建設・製造(計)
理学系
工学系

業種

日72.8　　**27.9　日暮詛12.6　日暮書9.5　　詛19.7　　　書り1.3　書M3Z.7

68.2　　　　22.7　　　　　　　　　　16.7　　　12. 1　　　　　56. 1　　　　8.5

74.0　　　　29. 1　　11.5　　　　7.5　　　　20.0　　　　　40.3　　　　31.5

0　　　　5 0　　　　3 0 IZ 0　　　　2

27.2　　暮t*29.2　　　暮19.4

18.2　　　　42.i 10.6

27.9　　　　　8.5　　　19.7

0　　　　3 0　　　　1 0　　　　4

サ・運輸通信(計　　(226)　　64.2　　　　*8. 8 暮39.4　　　4.0　　　19.S

(55)　　　63. f　　　　　　　　　52. 7　　　　3. 6　　　16.

164)　　　64. 0　　　　9. 8　　　　34. !　　　　　　　　　20.

(349)　　事64.S　　21.5　詛**+21.2　書目暮6.3

(41)　　　63.4　　　　　　　　　　46. 3　　　　4. 9

(278)　　　66.9　　　　23.0　　　18.3　　　　4.0

(30)　　　43. 3　　　23. 3　　　13. 3　　　30. 0

280)　　　　　　　　　暮27.5　詛H*18.2　書目書7.9

(34)　　　4.7　　　14.7　　　44. 1　　　5.9

(241)　　　9.3　　　　9.9　　　14. 1　　　　1

(432)　　書事73.6　　22.5　　事事・19.2　事M*10.9

(57)　　　61.4　　　17.5　　　　35. 1　　17.5

369)　　　75.9　　　23.6　　　17. 1　　　8.9

53.5　　　　3.2　　　　　　　　　19.0　　　20.4

54.5　　　　30.!　　　27.3　　　12.7　　　18.2

53.0　　　　3.5　　　　23.f　　　　】.3　　　　20.i

日暮31.8

26.8

29.9

5fi. 7

28.7　　　書暮暮暮30.1　　19.5

22. 0　　　　　　48.　　　　29. 3

8.4　　　　　29.9　　　19.1

40.0　　　　　　6.7　　　10.0

20.0　　　　　43.9　　　　29.6

14.7　　　　　　52.9　　　　32.4

21.2　　　　　　42.3　　　　29.0

13.4　　　　　52.3　　　　43.5

2.6　　　　50.9

13.8　　　　　　2.0　　　　42.5

31.1

29.4

ユしき

21.8

日:那

-i-1. 'l

17.2　　書M30.9

12.2　　　　24.4

19.1　　　　28.8

6.7　　　　60.0

26.i　　　　22.9

26.5　　　　23.5

26.1　　　　22.8

暮34.5　　11.3

42.1　　　　3.5

33.9　　　　12.5

注

(1)サービス-運輸通信業,従業員がilion人以上の企業の農学系は、サンプル数が少ないため省略した.
(2)書10%, t*5%.書目l%、書書書*0.1%で有意。

続いて、大学威信とキャリア特性との関連である(表5-21)

経験した仕事を類型別にみる限り、大学威信による相違は認められない。しかし、個々

の仕事の経験をみると、威信高いグループほど研究職を経験する比率が高い。これは、初

期配属において、威信高いグループほど研究部門への配属比率が高かったことに対応して

いる。また、威信低いグループはどその他の専門・技術の仕事を経験する割合は高いO　こ

れまでの職業キャリアを尋ねても、威信低いグループほど「最初の担当業務の同じ分野を

経験してきた」 、威信高いグループほど「最初の担当業務の関連分野を経験してきた」

「幅広い業務を経験してきた」と回答した割合は高い。大学威信による相違は育成方針の

点でも認められ、威信高いグループほど「配属後に研修の機会が多く用意されていた」

「入社後10年程度は、特に差をつけない方針だった」と回答した割合は高い。このように、

大学威信とキャリアとの対応は、専門・技術系の仕事の中で、経験する業務の種類や幅の

点に顕在化している。

上述した相違は、業種や企業規模を問わず認められる特性だろうか(表5-22)

まず、個々の仕事の経験に関していえば、理系の主要な就職先である建設・製造業にお

いては、威信高いグループほど研究職を経験する割合が高いo　また、従業員が1000人以上

の企業においても、同様の傾向にある(17)その他の専門・技術の仕事も、建設・製造業

では威信低いグループほど経験比率が高い。ただし、これに関しては、企業規模に規定さ

れる面も大きく、大学威信による相違とは断定できない(18)　これまでの職業キャリアの

点でも、従業員が5000人以上の企業を除くと、威信低いグループほど「最初の担当業務と

同じ分野を経験してきた」 、威信高いグループほど「最初の担当業務の関連分野を経験し

てきた」と回答した割合が高かった。最後に、育成方針に関しては、建設・製造業及び従

業員が1000人未満の企業では大学威信間の相違があるものの、大学威信よりも企業規模に

よって規定される側面が大きいと考えられる。
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表ト21.大学威信別のキャリア特性(理系男子-専門・技術職)
(%)

大学威信
低い　　　中の下 中の上　　　　高い

(57)　　(577)　　(220)

経験した仕事(類型別)
【専門・技術】
【専門・技術+事務】
【専門・技術+営業・販売】

その他
経験した仕事(個別)

開発・設計
生産技術
情報処理
研究****

醸閲timmmBmmm謂H

最初と同じ分野*
最初と関連分野*
幅広い業務

8.4　　　　73.1

12.3　　　　11.4

7.0　　　　　4.2

12.3　　　　11.3

59.6

19.3

12.3

31.6

69.7

24. 4

18.4

6.1

22.5

77. 3　　　　　74. 4

10.5　　　　　8.7

6.8　　　　　4.8

5.4　　　　12.1

8　0

19.1

23.6

10.5

14.5

57.9

33. 3　　　　40.

3　　　　13

71.5

2-6. 6

20. 8

15.9

16.4

出世コ-ス****
・I:り;.fc'jlvi
u/.¥∫
初任研修に力
研修機会多い****

5.3　　　　　4.5

3.5　　　　　7.6

42. 1　　　　40.7

1　　　　28 2　　　　　35

幅広い経験配慮**　　　　　　　　　38. 6　　　　23. 9　　　　31. 8
専門性の獲得配慮　　　　　　　　　40. 4　　　　40. 4　　　　40. 5

なし　　　　　　　　　　　　2 S ll 9　　　　　2

入社時点で幹部候補決定 5.3　　　　　　　　　　　　　6.4

早めに幹部候補決定　　　　　　　　3. 5　　　　2. 3　　　　3. 2　　　　3. 9
10年間差なし**** 0　　　　　2 0　　　　　33

特に育成方針なし　　　　　　　　　22. 8　　　　22. 2　　　　20. 5
現在の役職.地位*書‡

一般社員

係長

Mim帽
その他

47.4　　　　　65. 1

43.9　　　　　33.3

7.0　　　　　1.6

1.7

64.4　　　　　59.2

32.　　　　　39. 3

2.7　　　　1.0

0.5　　　　　0.5

注:
(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0. 1%で有意。

表5-22.大学威信別にみた専門・技術職のキャリア(業種、規模別)
(%)

した仕事(個別)
研究　　他の専技

これまでの職業キャリア 育成方針
同じ分野　開津分野　出世コ-ス　　研修機会多10年差無

建設・製造(計)
低い
中の下
中の上
高い

(756)　**M9.5
41　　　　0.0

(394)　　　6. 1

(158)　　12. 0

書目19.7

34.

23. 1

13.3

50.9　　　41.8　　　　　　　　　日M32.7　日事・29.2

58.5　　　36.I　　　　7.3　　　　17.1　　12.2

52.3　　　40.4　　　　4.6　　　　　28.4　　　23.4

48.7　　　　41.1　　　　8.2　　　　　34

1　　　　　4 9　　　　4

39.2

4.0　　　19. 5　　　　日44.

0.0　　　　21.4　　　　　57. 1

3.0　　　18.5　　　　　49.6

6.4　　　17.0　　　　　42.6

6.7　　　　26.7　　　　　20.0

6.3　　　事　8.7　　　　49.3

0.0　　　　37.1　　　　　54. 1

6.7　　　　8.6　　　　　50.I

ll.4　　　15.9　　　　　45.5

低い
中の下
中の上
高い

(226)

(14)

(135)

47

my.

42.0　　書

28.6

40. 7

42.6

詛詛詛9.3

0.0

3.0

25.5

33.2

35.7

29. 6

42.6

53.3　　　16.7　　　　　33.3

39.0　　日目6.3　　　19.5

48.6　　　　5.4　　　　13.5

36.5　　　　3.6　　　　　19.0

36.4　　　11.4　　　　　20.5

62.5　　　　37.5　　　　　37. 5

事41.8　　書目7.1　　　　書29.6

7.1　　　　7.1　　　　　28.6

42.6　　　　　4.4　　　　　27.3

43.6　　　18.2　　　　　43.6

50.0　　　　3.6　　　　　17.9

9.0

21.4

20.0

12.8

23.3

1000人未満(計　　　(349)
IMS
中の下
中の上

高い

17.2

10.!

16.3

25.0

ユ亘エ』

26.1

21.4

25.0

**45.7

57.

49.2

43.6

21.4

0.0　　　　43.8

(Si)

(25:!)

(44)

(川)

1000-4999人(計　　(280)　日日7. 9　　20. 0
低い
中の下
中の上
高い

14)　　　0.0　　　21.4

(183)　　　2. 7　　　20. 8

(55)　　16.　　　16. '

28　　　　28.i　　　　21.4

23. 5

34. 5

28.6

5000人以上(計　　　(432)　10. 9
LPの下　　　　　(142)　　　9. 2
中の上　　　　　(121)　　　7. 4

13.4

14.1

13.2

高い　　　　　　　163)　　15.3　　　12.9

48.8　　　44.0　　　　8.1

50.0　　　　43.7　　　　6.3

49.6　　　　41.3　　　　　8.3

46.0　　　　47.9

43.5　　　34.5

45. !　　　　30. 3

38.0　　　　35.5

45.4　　　　38.0

注

(1)従業員が5000人以上の企業の威信低いグループは、サンプル数が少ないため省略した。
(2)事10%, **5%、 ***!%、辛目*0. 1%で有意。
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表5-23.専門分野別のキャリア特性(文系男子-専門・技術職)
(.%)

専門分野

三雲牡空㌻18)軽済'票y
経験した仕事(類型別) *‡

【専門・技術】
【専門・技術十事務】
【専門・技術+営業・販売】

その他

43.5

4.3

52.2

44. 4

16.7

5.6

33.3

66.7

14.8

1.9

16.7

経験した仕事(個別)
開発・設計
情報処理****
他の専門・技術職‡‡*

33

II

50

人事・教育
企画**
管理
事務*

13.0

21.7　　　　11.1

これまでの職業キャリア
最初と同じ分野
最初と関連分野
幅広い業務

47. 8　　　　　55. 6

30.4　　　　　38. 9

4　　　　1 7　　　　15

出世コ-ス
¥

TlサVi!.'iKMて
初任研修に力**

!.7　　　　　5.6

13.0

21.7　　　　　61.1

7　　　　　3 9　　　　　4

幅広い経験配慮**　　　　　　　　　56. 5 22.2　　　　　29.6

専門性の獲得配慮　　　　　　　　　60. 9　　　　72. 2　　　　58. 3
に配慮なし 6　　　　1

入社時点で幹部候補決定 4.3　　　　　　　　　　　　　0.9

早めに幹部候補決定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1. 9
し　　　　　　　　　　　　　21 7　　　　　2 8　　　　1

>wl>謡uJili芸: *蝣一・
一般社員

係長

課長以上

その他

17.4　　　　　27.;

69.6

21.7

8.7

注:
(l)*10%, **5%、 ***!%、 ****0. ¥%で有意。

(文系男子-専門・技術職)

サンプル数がさほど大きくなく、業種や企業規模を考慮した分析は行えないため、以下

では概要の紹介にとどめる(表5-23) 。

まず、専門分野別にみると、経済・商系では、専門・技術系の仕事のみを経験してきた

【専門・技術】の割合が高く、特に情報処理の経験者が多い。これは、経済・商系の場合、

初期配属の時点で情報処理部門への配属比率が高かった点と呼応している。他の専門分野

に関してはサンプル数が少なく断定できないが、敢えて挙げれば、人文系では、開発・設

計や情報処理の経験者が少ない一方、企画や事務の経験者が多くなっている。キャリア形

成に関して、大学威信間に系統的な相違は認められない。文系の就職先としては、大学威

信の規定力が最も顕在化しない職種といえるであろう。
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表5-24.離転職経験者の割合

(%)

民間　　公務員　　教員　　　民間　　公務員　　教員

(N)　(8583)  (1028)  (1533)　(3951)　(396)  (1843)

21.7　　　6.1　　　9.7　　　　44.0　　19.7　　　22.0計

出身分野

文系

理系

そk/" f仙

低い

中の下

中の上

高い

****　　　　　　　　****　　　　****　　****　　　****

24. 2

17.9

27.0

****

6.4

4.8

ll.9

21.3

10.7

_ユ』
****

48.0　　15. 8

30.　　　　5. 9

42.9　　　29.5

**

35. 6

23. 3

遡』
****

33. 2

21.8

10.7

ll.5

8.7

4.8

7.1

5.3

34. 7

8.2

7.9

24. 2

49. 6

41.8

43. 5

42.7

28. 1

17.1

22.3

8.0

56. 3

19. fi

21.9

27.3

大学威信

注:

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。

3.離転職経験者の職業キャリア

昨今、大卒労働者においても離転職経験者が増加している。以下では、いかなる層が離

転職を経験しているのか、その背景も含めて検討したい。

就職先別にみた離転職の状況とその理由

民間企業、公務員、教員の別に離転職の経験比率をみたことろ、最も割合が高いのは民

間企業就職者の29%で、教員就職者は17%、最も低いのは公務員就職者の10%であった。

これをさらに、性別、出身分野別、大学威信別に検討したのが表5-24であるO

まず、民間企業就職者では、就職後10年間のうちに、男子の22%、女子の44%が離転職

を経験しているO　これを出身分野別にみると、性別問の格差は残るものの、男女とも理系

で離転職率は低い。一方、大学威信別にみると、男子では威信低いグループほど離転職の

経験者が多いのに対して、女子では、特に明確な格差は認められない0

公務員就職者についても、離転職の経験者は男子の6%、女子の20%で、女子の比率が高

い。出身分野別にみると、女子の場合やはり理系で離転職比率は低いが、男子では目立っ

た相違はない。また、男女とも、大学威信間の格差はさほど明確でない。

教員就職者の離転職比率は、公務員とほぼ同水準にある。出身分野別にみると、男女と

も、その他出身者で離転職経験者の比率は低く、逆に文系出身者では高い。大学威信によ

る相違は、その他出身者の大学威信分布に偏りがあるため、明確な判断はくだせない(19)

専門分野と職業の対応を振り返ると、教員就職者は教育系に加えで人文系、理学系で多

く、また、公務員就職者は法学系、農学系で多かった。これらの学部出身者の場合、卒業

後に民間企業を選択するか、教員ないし公務員を選択するかで、離転職の比率は大きく異

なるO　また、そのことが、大学教育の評価に与える影響も少なくなかろうO　この点につい

ては、章を改めて検討したい。
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では、どういった理由から離転職が行われているのか。民間企業の場合、離転職の理由

を上位から挙げると、男子では、 「労働時間が長い」 「会社の経営方針の問題」 (それぞ

れ33%) 、 「より魅力のある勤務先、仕事が他にあった」 (32%) 、 「給与が少ない」

(31%) 、 「仕事がつまらない」 (30%) 、 「休暇が少ない・取れない」 (29%) 、 「職

場の人間関係の問題」 (20%)の順になっているO　一方、女子では、 「結婚・出産・介護

などの家事都合」が46%と最も多く、 「職場の人間関係の問題」 (22%) 、 「仕事がつま

らない」 「労働時間が長い」 (それぞれ21%)の順になっている。

男女とも、仕事内容、労働時間、人間関係といった項目が離転職理由の上位を占める点

では共通している。ただし、女子の場合は、他によい仕事先をみつけて離転職を行ったり、

給与や休暇の問題を理由fこ離転職した者は少ない(20)この差は、男子が仕事の継続を前

提に離転職を行うのに対して、女子は仕事の中断、あるいは一時中断を前提に離転職を行

う場合が少なくないことを示すものである。事実、いったん離職後に再就職した者は、男

子の95%に対して、女子では再就職していない者が36%に達しているO

公務員は、民間企業就職者とは離転職理由が異なる。離転職の理由を上位から挙げると、

男子では「より魅力のある勤務先、仕事が他にあった」 (40%) 、 「仕事がつまらない」

1%) 、 「初めから短期間働くつもりでいた」 (24%) 、女子では「結婚・出産・介護

などの家事都合」 (46%) 、 「仕事がつまらない」 (24%) 、 「初めから短期間働くつも

りでいた」 (23%)の順であった。公務員では、労働条件よりも仕事内容を理由に離転職

する場合が多く、また、当初から長期就労を予定していない者が多い点も注目される。

教員の場合、男子は「初めから短期間働くつもりでいた」 (44%) 、 「より魅力のある

勤務先、仕事が他にあった」 (24%)が、女子は「結婚・出産・介護などの家事都合」

(48%) 、 「初めから短期間働くつもりでいた」 (23%)が上位を占めるO　公務員と同様、

当初から長期就労を予定していない場合が多い点に特徴がある。

離転職行動の構造一民間企業就職者の場合一

先述したように、民間企業就職者では、公務員や教員と比較して、離転職経験者が多い

だけでなく、出身分野や大学威信による相違も顕著であった。以下ではその背景を探る。

(I)文系男子

表5-25は、専門分野別、大学威信別の離転職率を、職種別、企業規模別にみたものであ

る。表から職種、企業規模によって離転職率が大きく異なることがわかる。職種と企業規

模の対応や大学威信別の就業特性を想起すれば、また大企業ほど労働条件が良好だと仮定

すれば、文系男子の離転職行動は、以下の構造に立脚したものと考えられる。

まず指摘されるのは、企業属性ごとに労働条件やキャリアが異なり、それが離転職率を

左右しているとことである。同じ専門分野、あるいは大学威信であっても、事務職よりも

営業・販売職で離転職率は高く、また、大企業よりも中小企業で離転職率が高い。これは、

初職就職時における大学威信別の就業特性が、その後の離転職行動を予め規定しているこ

とを意味する。威信高いグループは、労働条件に恵まれた事務職及び大企業に多数就職す

るため、その後も離転職者は少なく、威信低いグループは、労働条件に恵まれない営業・

販売職及び中小企業に多数就職するため、その後の離転職者も多い、という図式である。
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表5-25.離転職経験者の割合(男子文系)

(冗)

企業規模

事務　　営・販　専・技
(N)　　(1708)  (2268)　(472)

15. 0　　　29. 9　　　26.5

****　　　****　　　　***

人文系　　　　　28. 2　　　42. 1　　39. 5

法学系　　　　14,　　34. 8　　32. 3

-1000　1000-4999　5000-

(2189)  (1140)  (1479)

37.2　　18.7　　　　9.2

****　　　　　　　　　****

46.　　　25. 5　　　20. 7

41.3　　18.8　　10.0

計

専門分野

経済・商系　　13 8　　　27 0　　　22 1　　1 8　　　　8

大学威信

低い

中の下

中の上

高い

****　　　****　　　***

25. 9

15.2

7.7

10.0

36.9

31.7

10.2

12.2

32.7

19.2

15.9

19.7

****　　　****　　　****

39. 2

34. 9

22.7

27. 5

24. 7

14. 8

10.4

14.4

16.0

16.0

5.5

8.5

注:

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.¥%で有意。

事実、職種の相違を考慮しても、小規模企業では、給与の少なさや会社の経営方針を離転

職の理由に挙げた者が多かったのであり、また、営業・販売職では、従業員が5000人以上

の大企業を除くと、仕事量の多さ、労働時間の長さ、休暇の少なさを離転職の理由に挙げ

た者が多かった(21)

しかし、大学威信と職種、企業規模の対応に代表される初職就職時の就業特性のみが、

離転職行動を規定しているわけではない。

第1に挙げられるのが、専門分野間の相違である。職種や企業規模を統制しても、人文

系では社会科学系よりも離転職の経験比率が高い。人文系はサンプル数が少なく、社会科

学系とのキャリアの相違は十分検討できなかったが、この背景の一つに、大学教育と仕事

の関連の希薄さが指摘されよう。離転職の理由をみると、 「専攻や資格が生かせない」と

回答した割合が、人文系で高いという統計的に有意な結果が得られた(22)。

第2に挙げられるのが、大学威信間の相違であるo　同一職種、同一規模でみた場合も、

威信低いグループはど離転職の経験比率が高い。これには、いくつか理由が考えられる。

まずは、大学威信によるキャリア上の格差である。 「入社後10年程度は、特に差をつけ

ない方針だった」という項目への回答に顕在化していたように、威信低いグループは、企

業規模を問わず、初期キャリアの段階で何らかの選抜を経験している可能性が高かった。

事実、離転職経験者のうち、 「昇進の可能性がない」ことを理由に挙げた者の割合は、企

業規模に関係なく、威信中の下以下のグループで高かった(23)また、職種別のキャリア

特性を振り返ると、営業・販売職は、大学威信による格差が最も顕著な職種であった。こ

のことと、他の職種と比べて営業・販売職で大学威信間の離転職率の相違が大きいことと

は、無関係ではなかろう(24)

大学威信によって職業選択志向が異なることも一つの要因だろう。企業規模を統制して

も、給与や休暇といった労働条件面を理由に離転職を行った者は、威信中の下以下のグル

ープで多かったO　前の章で明らかにしたように、威信低いグループほど私生活重視の職業
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衰5-26.離転職経験者の割合(男子理系)

(㌔)

企業規模

事務　　営・販　尊.技　　　-1000 1000-4999　5000-
(N)　　　(235)　(305)  (2690)

15.3　　　30.5　　16. 1

****

理学系　　　　10.0　　17. 1　10. 2

工学系　　　　18.0　　31. 5　　16.4

(1427)　(881)　(1200)

29. 2　　14.9　　　　6. 8

****　　　　　　　　　****

15.7　　14.0　　　　6.1

31.1　　14.3　　　　6.3

計

専門分野

農学系　　　　1 9　　　3 3　　　2 i^^mm 0　　　26

大学威信

低い

中の下

中の上
高い

25. 0

16.9

8.6

9.4

**　　　****

34. 5

35. 3

18. 9

13. 2

26. 3

17.9

9.6

12.0

**

36.5

29.1

22.7

22.4

8.

IKK

9.2

17.9

4.8

5.9

5.3

9.6

注:

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.¥%で有意。

選択を行っており、上述のことは、その反映ともいえよう。

最後に、大学威信による離転職行動の相違に関して、興味深い点を付け加えておく。離

転職の理由に、他によい勤務先があったことを挙げた者は、威信中の上以上のグループで

多かった。離転職後の職場の評価(25)には必ずしも反映されていないが、このことは、威

信高いグループほど、よりよい職場への異動ルートが問かれている可能性を示唆する。ま

た、威信中の下以下のグループでは、営業・販売職で離転職率が最も高いのに対して、威

信中の上以上のグループでは、むしろ専門・技術職で高いo　離転職理由の分析からは、こ

の背景を明らかにすることはできなかったが(26)、専門・技術職のキャリアは、文系の中

では最も大学威信間の相違が小さいと考えられ、むしろそのことが威信高いグループ層の

離転職率を高める誘因になっているのかも知れない。

(Ⅱ)理系男子

同様の分析を理系男子について行ったのが表5-26である。

文系と同様、職種別、企業規模別にみた離転職率は、営業・販売職、小規模企業で高い。

営業・販売職は、理系出身者のネジレのルートであり、専門・技術系の仕事を経験する割

合が最も低い職種でもあった。実際、 「専攻や資格が生かせない」ことを理由に離転職を

行った者の割合は23%に上り、専門・技術職の9%、事務職の14%よりも高いという、統計

的に有意な結果を得た。また、小規模企業ほど、 「給与が少ない」 「休暇が少ない・取れ

ない」といった労働条件面を理由に離転職を行う者が多く(27)、労働条件の優劣が離転職

率の規模間格差の背景にあるO　文系と同様、威信高いグループは労働条件に恵まれた大企

業に多数就職し、威信低いグループは労働条件に恵まれない中小企業に多数就職するとい

う大学威信と企業規模の対応が、大学威信別の離転職率の相違を生んでいる(28)

同じ職種や企業規模の中でも、専門分野や大学威信によって離転職比率に相違があるの

だろうか。
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専門分野別にみると、離転職率は農学系で高い傾向にある。離転職理由に専門分野間の

相違はみられなかったが、専門・技術職のキャリア特性を振り返ると、農学系と理工系の

間には経験する仕事や育成方針の点で相違があった。農学系における離転職率の高さは、

この点と関連があるのかもしれない。また、理学系と工学系を比較した場合、従業員規模

が1000人未満の企業では、工学系の方が離転職比率が高い。これは、工学系出身者がその

大半を占める建設業就職者において、離転職経験者が多いためである(29)。

大学威信による相違は、職種別にみると顕著で、威信低いグループほど離転職比率は高

い。しかし、企業規模別にみると、従業員規模が1000人未満の企業を除き、その影響は明

確でない(30)専門・技術職就職者を取り上げ、業種別に大学威信による離転職比率の相

違をみたところ、大学威信の影響は業種間でも一様でなかった(31)就職後に大学威信が

離転職率に及ぼす影響は部分的なものにとどまるといえよう。

ただし、以下の点は付け加えておきたい。企業規模を統制しても、労働時間や休暇とい

った労働条件を理由に離転職した者は、威信中の下以下のグループで多く、また、再就職

先を選ぶ際に「仕事自体の面白さ・やりがい」を最も重視した者は、威信高いグループは

ど多かった。大学威信別の職業選択志向の相違が、離転職行動にも反映された一例といえ

よう。さらに、他によい勤務先をみつけて離転職を行った者は、威信中の上以上のグルー

プで多く、文系と同様、大学威信によって異動ルートに格差が存在している可能性もある。

(Ⅲ)その他男子

その他出身者は、サンプル数が少なく、離転職行動の概要を述べるにとどめる。まず、

離転職の経験比率は、職種別にみると、事務職18%、営業・販売職35%、専門・技術職25

%、企業規模別にみると、 1000人未満の企業29%、 1000-4999人の企業33%、 5000人以上の

企業6%であり、文系、理系と同様の傾向にあるo　ただし、離転職の理由には特徴があり、

それは、大学での専門教育と職業の間のズレである。 「専攻や資格が生かせない」を離転

職理由に挙げた者は、文系で7%、理系で12%であったのに対して、その他出身者では29%

に上っている。さらに、再就職先を選ぶ際に最も重視した条件も、 「自分の専門知識・資

格との関連」を挙げた者が、文系の6%、理系の7%に対して、 24%に達している。

(Ⅳ)女子

表ト27に、出身分野ごとの離転職率を示した。先述したように、女子の場合は結婚や出

産による離転職が多い(32)そのため、表中の数値は、職種や企業規模、あるいは専門分

野や大学威信が離転職行動に及ぼす影響を純粋に反映したものとはいえず、数値の解釈に

は注意を要する。表から判断する限り、職種や専門分野、大学威信が離転職率に及ぼす影

響は明確でない。女子の離転職行動は、企業や大学の属性以外の要素が関与していること

を示す結果である。もっとも、企業規模は離転職率を大きく左右している。以下では、出

身分野を一括した上で、その背景を探ってみたい。

表5-28は、企業規模別、大学威信別に離転職理由をみたものである。企業規模による相

違から検討すると、まず、休暇や給与、あるいは、会社の経営方針を理由に離転職した者

は、小規模企業ほど多い。これは、女子の場合も小規模企業ほど労働条件が劣悪であるこ

との証左であり、また、小規模企業における経営基盤の脆弱きが、女子へのしわ寄せとい
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表5-27.離転職経験者の割合(女子)

(冗)

事務　　営・販　専・技　　　-1000 1000-4999　5000-

計

専門分野
48. 0　　　50. 8　　　45. 6　　　　56. 1

X^^^^K

人文系　　　　　48. 4
法学系
経済・商系

m

49

54. 0　　　49. 6　　　　　56. 2

63.0　　　28.6　　　　59. 1

7　　　3 7　　　　　5

39. 9　　　40. 6

**

41.9　　　43.9

31.3　　　34.4

8　　　3 8　　　2

大学威信
51.7　　　51.0　　　46.8　　　　54.9

41.7　　　56.6　　　38. 1　　　　53.7

47. 4　　　46. 4　　　45. 7　　　　58. 3

50.9　　　48. 1　　51.7　　　　64.4

41.7　　　37. 2

35. 5　　　42. 5

39. 0　　　39. 3

46. 3　　　45. 4

計　　　　　　　　　　　　38. 9　　33. 3　　29. 4　　　　38. :　　36. 9　　21.4

理学系　　　　　40. 9
工学系
農学系　　　　　3

****

32. 0　　　　　46. 3

16.8　　　　　30.3

9　　　　　3

I

35. 3　　　24. 7

15.8

5　　　5

大

低い
中の下　　　　　42. 9
中の上　　　　　33. 3
高い　　　　　　35.0

29.6　　　　　38.5

33.0　　　　　41.9

22.2

42.9　　　16.0

33. 3　　　23. 4

26. 7　　　25. 4

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(%)

事務　　営・販　専・技　　　-1000 1000-4999　5000-

計　　　　　　　　　　　　44. 5　　　45.4　　42. 4　　　　53.　　41. 1　　31. 8
専門分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*

家政系
教育系

37. 5　　　43.

i^^E

低い
中の下
中の上
高い

41.6　　　43.5　　　41.3

44. 9　　　46. 0　　　42. 7

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.¥%で有意。

表5-28.大学威信別にみた離転職の理由(女子)
(30

(N)　　紐婚・　職場の　　仕事が　ノ　会社の
出産　　人間関係つまらない経営方豆

****　　　　　***

規模

1000人未満

威信中下≦
1　　　2 4　　　2

休暇が　　給与が
少ない　　少ない

****

tq l 7　　　1

(457)　　31. 1　　30.0　　19. 3

書中ヒ≧　　　(479)　　42. 8　　　21-1　　22. 1

1000-4999人
計 (355)　　50 rl H q. 6　　　23

20.4　　　23.0　　　21.0

15.4　　　Al, 7　　　15.0

4　　　13 8　　　13 0　　　1

威信中下≦
威信中上≧

5000人以上

(117)　　47. 9　　　20.5　　18.8

(238)　　52. 1　　17.6　　　25.6

****

5　　　1 9　　　2

17.9　　　16.2　　　12.0

1.8　　　11.3　　　14.3

威信中下≦
威信中上≧

(81)　　42.0　　　22. 2　　　25.9　　　9. 9　　　.　　　6. 2

(366)　　63.4　　14.5　　19.9　　　7. 7　　　7. 9　　　5. 7

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0. 1%で有意。
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うかたちで顕在化したものと理解される。さらに、職場の人間関係を理由に離転職を行っ

た者も、小規模企業ほど多い。これに対して、結婚や出産を契機に離転職を行った者は、

むしろ大企業で多い。

大学威信間の相違もある。まず、特に小規模企業の場合、会社の経営方針や、休暇、給

与を問題に離転職を行った者は、威信中の上以上のグループよりも威信中の下以下のグル

ープで多い。この理由としては、職業選択志向が大学威信間で異なること、キャリア形成

の上で大学威信による相違があること、の2つが考えられる。また、企業規模を問わず、

結婚や出産を理由に離転職を行った者は、威信中の上以上のグループの方が威信中の下以

下のグループよりも多い。この点についても、大学威信間のキャリアの相違を反映してい

る可能性がある。しかし、特に威信高いグループでは、 「昇進の可能性がない」ことを理

由に離転職した者が多く(33)、女子の場合、たとえ大学威信が高くても、それを活かせな

いキャリアの構造にあることも一方で指摘される。いずれにせよ、女子についてはキャリ

アに関する分析が十分でないため、離転職行動の規定要因を特定することはできない。

4.まとめ

この章では主として職種別のキャリア特性に着目し、専門分野や大学威信が就職後のキ

ャリア形成に及ぼす影響を検討してきた。以下でそれを改めて整理してみたい。

(I)文系男子の職業キャリア

事務職就職者

大企業就職者が比較的多く、他の職種への就職者よりも、離転職経験者は少ない。離転

職率は企業規模と密接な関連があり、その比率は中小企業への就職者が多い威信低いグル

ープほど高い。しかし、離転職率の大学威信による格差は他の職種と比べて小さい(34)。

就職後の経験業務からキャリアを類型化すると、事務系の仕事のみに携わるキャリアと

事務系と営業・販売系の仕事に携わるキャリアに大別される(35)　このうち、どちらを歩

むかは業種で異なり、前者は建設・製造業、後者は金融・保険業を典型とする。そのため、

事務系以外の仕事も経験することが、必ずしも幅広い業務を経験してきたという認識に結

び付いていない。経験業務の幅は、むしろ企業規模が規定しており、大企業就職者はど幅

広い業務を経験してきたと判断している。

キャリアの分化は専門分野とも少なからず連関している。初職の就業特性の点で、法学

系、経済・商系の間に明確な相違はなかったが、事務系の仕事のみの経験者は法学系で、

事務系と営業・販売系双方の仕事を経験する者は経済・商系で多かった。この結果は、専

門分野によって各仕事に対する適性が異なる可能性を示唆する。

これに対して就職後、大学威信がキャリアの分化や業務経験の幅に果たす機能は小さい。

もっとも、若干の関連はある。まず、事務系の仕事の中で、企画の経験者は威信高いグル

ープほど、事務の経験者は威信低いグループほど多かった。また、特に威信低いグループ

は、キャリア形成の初期段階で何らかの選抜を経験している可能性が高い(36)
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営業・販売職就職者

中小企業への就職者が多いこともあり、離転職経験者は最も多い。加えて、大学威信に

よるキャリアの相違も少なくなく、事務職以上に大学威信間の離転職率格差は大きい。

就職後の経験業務からキャリアを類型化すると、営業・販売系の仕事のみに従事する者

が過半数を占める。これに続くのが、営業・販売系と事務系の仕事を経験する者で、全体

の3割が該当する。なお後者は、就職後早い時期に双方の仕事を経験しており、事務職で

事務系、営業・販売系の仕事を経験するキャリアとは区別される。 2つのどちらを辿るか、

あるいは業務経験の幅は、業種や規模が特に規定しているわけではない。ただし、建設・

製造業では、営業・販売系の仕事のみの経験者が多く、経験する業務の幅も狭かった。

専門分野によるキャリアの相違はほとんど認められず、事務職以上に、専門分野と経験

業務との関連が希薄な仕事だといえる。

他方で、大学威信間の格差は事務職以上に顕著であった。それは、営業・販売系の仕事

の経験に顕在化しており、威信高いグループほど法人相手の営業・販売を、威信低いグル

ープほど店頭販売を経験する比率が高かった。また、業務経験の幅に関しても、特に威信

高いグループとその他のグループとの間に明確な相違があり、前者で幅広い業務を経験す

る傾向にある。これは、初期キャリアの段階から、威信高いグループが幹部候補として育

成されている可能性を示唆する結果といえる。さらに、事務職と同様、威信中の下以下の

層は、キャリアの初期段階で何らかの選抜を経験している可能性があることも指摘された。

専門・技術職就職者

サンプル数が十分でなく、キャリアの詳細な検討は行えなかった。こうした制約はある

が、その特性を挙げれば次の3点に要約される。

第1に、専門・技術系の仕事のみを経験する者が主流で、事務系、営業・販売系の仕事

の経験者は少なかった。第2に、専門・技術系の仕事のみを経験してきた者は、特に経済

・商系で多く、また、経済・商系では情報処理の経験者も多かった。ただし、理系のよう

に、専門分野と職業キャリアとの間に堅固な連関があるとはいえない。第3に、事務職や

営業・販売職と比較して、大学威信がキャリア形成に及ぼす影響は定かでなかった。この

反映か、逆に威信中の上以上のグループにおいて、他の職種よりも離転職率は高かった。

(Ⅱ)理系男子の職業キャリア

専門・技術職就職者

専門分野と仕事の連関を反映してか、離転職率は低い。なお、企業規模が離転職行動を

規定している点は文系と同様である。

就職後は、専門・技術系の仕事のみに従事する者が大半を占め、中でも開発・設計の経

験者が多い。また、就業年数による経験業務の変化はほとんどなく、文系と比較して、初

期配属の持つ意味は大きい。初期配属特性は、まず業種が規定しており(37)、開発・設計

部門への配属は製造業や情報産業、製造・現場部門への配属は建設業、情報処理部門への

配属は情報産業で多い。なお、初期配属に関して、企業規模の関与は明確でない(38)

初期配属先はまた、専門分野間でも異なる。工学系と比較して、理学系では情報処理部
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門への、農学系では研究部門への配属者がそれぞれ多く、その分、開発・設計部門への配

属者は少なかったO　経験してきた仕事を個別に検討した場合も、同様の傾向にあった。専

門分野との対応は、就職時の業種だけでなく、就職後の配属先にも認められるのである。

大学威信との関連もあり、研究部門への配属比率が比較的高い製造業や運輸・通信業で

は、威信高いグループほど研究部門に配属される割合が高かった。さらに、工学系出身者

が大半を占める建設業では、威信高いグループはど開発・設計部門に、威信低いグループ

ほど製造・現場部門に配属される割合が高かったO　また、一部の業種や規模で確認された

にとどまるが、威信低いグループで最初の担当業務と同じ分野の経験者が、威信高いグル

ープで最初の担当業務と関連分野の経験者が多かった。初期配属先や個別業務の経験に顕

在化しない部分で、大学威信によるキャリアの相違が生じている可能性も否定できない。

事務職、営業・販売職就職者

大学教育との関連でいえば、いわばネジレのルートにあたる。しかし、事務職と営業・

販売職とではネジレの内容も異なる。サンプル数の都合上、十分な比較検討を行うことは

できなかったが、各々のキャリア特性は以下のように整理できる。

事務職の場合、その後のキャリアは、事務系の仕事のみを経験する層と事務系と専門・

技術系の仕事を経験する層の2つに大別される。専門・技術系の仕事の経験者が多い点、

営業・販売系の仕事の経験者が少ない点が、文系出身者との根本的な相違である。即ち、

理系の事務職は、大学教育とある程度関連性を保ったキャリアである可能性が高い。この

ことを反映してか、離転職率も、専門・技術職とさほど変わらなかった。

これに対して営業・販売職の場合は、事務職はど文系との相違が明白でない。文系と同

様、全体の6割近くは営業・販売系の仕事のみに携わる。営業・販売系と事務系双方の仕

事に従事する層が少ないことは、文系と異なる点だが、営業・販売系の仕事に加え専門・

技術系の仕事も寵験する層は1割弱にとどまるo　その意味で、事務職よりもネジレの影響

が顕在化するルートといえ、実際、理系の中では離転職率が最も高かったO

(Ⅲ)女子の職業キャリア

文系出身者

人文系が大半を占め、また長期就業者も少ないため、大学威信や専門分野に関する分析

は十分に行えなかった。しかし、男子とは明らかにキャリア特性が異なっていた。

まず、その大半が就職する事務職の場合、事務系の仕事のみ従事する層が過半数を占め、

営業・販売系の仕事に携わった者は少ない。また、男子と比較して、経験する業務の幅が

明らかに狭く、育成面でも不利な状況におかれていた。加えて、男子ではみられた、専門

分野による経験業務の相違が、ほとんど認められなかった。

事務系の仕事に従事する者が多いことは、他の職種でも共通している。営業・販売職で

は、営業・販売系の仕事のみに携わる層は少なく、むしろ事務系の仕事も経験する層が過

半数を占めた。専門・技術職についても、専門・技術系と事務系双方の仕事に携わる者の

割合が、男子より高かった。また、営業・販売職、専門・技術職では、事務職はど男子と

の格差が大きくない点も指摘されるが、就職者数が少なくその背景まで検討し得なかったO
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理系出身者

文系以上にサンプル数が少なく、十分な分析は行えなかった。ここでは、サンプル数が

比較的確保できた専門・技術職について、その概要を述べておきたい。

理系出身者では、男子との間に就業特性の相違がないだけでなく、就職後のキャリアの

点でも、男子との相違は顕著でなかった。大学威信と初期配属の対応に関しても、威信高

いグループほど研究部門への配属比率が高いという、男子と同様の傾向が確認された。

もっとも、男子と全く同様というわけではない。初期配属先を男子と比較した場合、開

発・設計、製造・現場部門に配属される割合は低く、逆に研究、情報処理部門に配属され

る割合は高かったO　また、昇進という点でも男子より若干劣位におかれる傾向にあったO

その他出身者

事務職の場合、文系と類似したキャリア特性にあった。ただし、専門分野の特徴もみら

れ、教育系では人事・教育に配属される割合がやや高かった。専門・技術職の場合は、文

系と理系の中間的なキャリア特性にあった。これは、専門分野分類に依拠した結果であり、

家政系は理系に近い特性を、教育系は文系に近い特性を示すことによる。

なお、女子の場合は、結婚・出産による離転職が多く、職業キャリアとの関連で離転職

行動を理解することは難しいD　事実、専門分野別、大学威信別、あるいは職種別にみても、

離転職率に大きな相違はなかった。ただし、男子と同様に小規模企業ほど離転職率は高く、

労働条件が離転職行動に及ぼす影響は無視できない。
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if.

(1)女子の場合も、規模の点では男子と同様に、大規模企業はど営業・販売部門に配属され

る割合が高く、小規模企業はど総務・経理部門に配属される割合は高い。ただし、業種

別の配属部門は男子と同様とはいえず、性別によって配属部門が異なっている可能性が

高い。

(2)専門分野別、大学威信別の分析については、サンプル数が少ないため行うことができな

い。

(3)人文系、法学系、経済・商系と比較しても、教育系の場合、人事・教育部門に配属され

る割合はやや高い。専門分野間の割合の差がさほど大きくないので断定はできないもの

の、専門分野を配慮した配属が行われている可能性もある。

(4)この点については、他の事務職就職者と同様に、大学威信を基準に配属部門が異なって

いるとは考えにくい。

(5)建設業と製造業をさらに分けて分析すると、建設業では製造・現場部門に配属される割

合が63%と高いのに対して、製造業では15%と低かった。表5-7の建設・製造業におい

て、威信の低いグループほど製造・現場部門への配属比率が高いのは、威信の低いグル

ープほど建設業への就職者が多いこととも関係している。ただし、建設業のみに着目す

れば、やはり威信の低いグループほど製造・現場に配属される比率は高い傾向にあった。

(6)業種別、規模別にみた大学威信別の配属部門特性については、サンプル数が少なくなる

ため検討できなかった。

(7)付表5-1参照。

付表5-1.業種別、企業規模別にみた初任配属部門(理系女子/専門・技術職)

業種別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(%)
計　　　　　　　　　大学威信

高い　　　中の上　　　中の下

建設・製造　研究　　　　　　　34.　　　43.8　　　40.3　　　28.0
情報処理　　　　　　5 2　　　　　0 0　　　　　3

(N)　　　(172)　　(32)　　(62)　　(75)

サ・運通　　　研究　　　　　　　　6.3　　　13.3　　　　5.9　　　　4.3
情報処理　　　　　4 4 8　　　　33 3　　　　50 0　　　　45

(N)　　　　(96)　　(15)　　(34)　　(46)

企業規模別　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(冗)

計　　　　　　　　　大学威信
高い　　　中の上　　中の下

1000-4999人　研究　　　　　　　31.6　　　66.7　　　40.9　　　11.5
情報処理　　　　14.0　　　11. 1　　　9. 1　　19.2

(N)　　　　(57)　　　(9)　　(22)　　(26)

5000人以上　研究　　　　　　　20.6　　、25.6　　　29.3　　　　9.1
情報処理　　　　1 5 3　　　　11 6　　　　14 6　　　　20

(N)　　　(131)　　(43)　　(41)　　(44)

注:
(1)大学威信グループのサンプル数の和と計が一致しない部分があるが、こ

れは威信低いグループが省略されていることによる。

- 126　-



(8)出身分野と性別の組み合わせで、サンプル数が十分に確保できないものは分析対象から

除外した。この点については、以下の分析についても同様である。

(9)人文系はサンプル数が少ないため、業種、規模を統制した分析を十分に行うことはでき

ない。ただし、従業員が5000人以上の大企業を除くと、こうした回答傾向が確認されたO

(10)しかも、企画の経験者は「いわゆる出世コースの業務を経験してきた」という問いに

「はい」と回答する傾向が強かった。今回の調査は、分析対象が就業後10年目までに

とどまるが、大学威信別に企画を経験する割合が異なることが、その後の昇進に影響

を及ぼす可能性は否定できない。

(ll)営業・販売系の仕事と事務系の仕事双方の経験という意味では、事務職の【事務+営

業・販売】も営業・販売職の【営業・販売+事務】も同様といえる。ただし、事務職

の場合は、営業・販売系の仕事を経験する割合が就業年を経るにつれて増加するのに

対して、営業・販売職の場合は、就職後早い段階から事務系の仕事を経験しており、

就業年による経験者の割合にも変化はみられない。このことから、両者が同様のキャ

リアであるとは考えにくい。

(12)業種では建設・製造業とサービス.運輸通信業、企業規模では従業員が1000人未満の

企業に関しては、威信高いグループほど【営業・販売+事務】の割合が高い傾向にあ

った。ただし、その他については大学威信の間に明確な相違はみられなかった。

(13)従業員が1000人未満の企業については、威信高いグループのサンプル数が十分でない

ため、断定できない。また、法人相手の営業については、サービス/運輸・通信業、

店頭販売については、金融・保険業、サービス/運輸・通信業に関しては、大学威信

間の相違は明確でない。

(14)概括すれば、事務職の場合は、威信低いグループとそれ以外のグループ、営業・販売

職の場合は、威信中の下グループと威信中の上グループの間で、この問いに関する回

答傾向は分かれる。つまり、威信高いグループのみが生き残る選抜とはいえず、その

意味では、この時期の選抜は比較的緩やかなものと考えられる。

(15)繰り返しになるが、理系の場合、男子と比較して生産技術の経験者が少なく、情報処

理の経験者が多い。文系は4人に1人が【専門・技術+事務】を経験しており、事務

系の仕事の経験者が多い。事務系の仕事を経験する比率が高いという点は、職種に関

係なく文系女子に特有の傾向といえる。

(16)製造業のみに着目した場合も、工学系では生産技術の経験者が多かった。また、理学

系における情報処理の経験者の多さは、製造業では顕著だが、情報処理産業では工学

系との相違は少ないQ

(17)研究職の経験者自体がそもそも少ないということもあるが、サービス/運輸・通信業

においては、大学威信による明確な相違は認められない。また、従業員が1000人未満

の企業でも大学威信間の相違が認められないが、これは、サービス/運輸・通信業は、

建設・製造業と比較して中、小規模の企業が多く、そうした業種と規模の関係が反映

された結果と考えられる(第4章の付図を参照) O

(18)その他の専門・技術の仕事の経験が規模によって規定されている点と、同じ建設・製

造業であっても、威信低いグループほど小規模企業に、威信高いグループはど大規模

企業に就職している点を併せて考えると、建設・製造業における大学威信間の相違は、
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単に大学威信による就業特性の相違を反映したものと考えられる_0

(19)威信中の下と威信中の上の2グループしか存在しないO

(20)女子の場合、離転職の理由に「より魅力のある勤務先、仕事が他にあった」を挙げた

者は15%、 「給与が少ない」 、 「休暇が少ない・取れない」は14%にとどまった。

(21)離転職前の職場と離転職後の職場を比較した場合、小規模企業就職者ほど、規模、安

定性、給与の点で改善されたと回答した割合が高かった。ここからも、企業規模によ

る離転職行動の背景を読み取ることができる。

(22)離転職の主たる理由とは考えられないものの、 「専攻や資格が生かせない」を離転職

の理由に挙げた割合は、人文系11%、法学系6%、経済・商系5%であった。なお、他

の項目については、専門分野間で統計的に有意な差は得られなかった。また、再就職

先を選ぶ際に最も重視した項目として、 「自分の専門知識・資格との関連」を挙げた

割合は、人文系8%、法学系7%、経済・商系4%であった。

(23)離転職を経験した者のうち、 「昇進の可能性がない」ことを理由に挙げた割合は、威

信中の下以下のグループでは、 1000人未満の企業が10%、 1000-4999人の企業が9%、

5000人以上の企業が19%、威信中の上以上のグループでは、 1000人未満の企業が4%、

1000-4999人の企業が4%、 5000人以上の企業が6%であったo

(24)威信中の上以上のグループの場合、再就職先を選ぶ際、最も重視した項目に「仕事自

体の面白さ・やりがい」を挙げた割合は、特に専門・技術職就職者で高く、仕事内容

への不満を背景に、離転職率が高くなっている可能性もある。威信中の下以下のグル

ープでは、この項目に対する回答割合が、事務職25%、営業・販売職32%、専門・技

術職29%と大きな相違がなかったのに対して、威信中の上以上のグループでは、事務

職38%、営業・販売職44%、専門・技術職50%であった。

(25)質問票では、規模、安定性、事業内容の発展性、給与、労働時間・休暇、職場環境、

仕事の面白さ、専門知識・資格との関連、昇進可能性、社風・職場の雰囲気、卒業校

との繋がり、私生活の充実、の12項目にわたって、離転職前の勤務先と比較して、離

転職後の勤務先はどう変わったかを尋ねている。

(26)威信中の下以下のグループと、威信中の上以上のグループに分けて、職種によって離

転職の理由が異なるか検討したが、職種間に特異な傾向は確認できなかった。

(27) 「給与が少ない」を離転職の理由に挙げた者の割合は、 1000人未満の企業が36%、 10

00-4999人の企業が33%、 5000人以上の企業が16%、 「休暇が少ない・取れない」を離

転職の理由に挙げた者の割合は、 1000人未満の企業が28%、 1000-4999人の企業が25%、

5000人以上の企業が18%であった。

(28)実際、小規模企業に就職していた者ほど、離転職後の職場について、規模、安定性、

事業内容の発展性の点で改善されたと回答した割合が高くなっている。

(29)理系の場合、建設業就職者はほとんど存在しないので、この結果をもって、工学系の

方が理学系よりも離転職者が多いと判断することはできない。

(30)従業員が1000人未満の企業では、威信高いグループはど育成方針の点で恵まれる傾向

にあった。即ち、従業員が1000人未満の企業に限っていえば、大学威信によるキャリ

ア形成の相違が、離転職率の相違にも反映されているとみなすことが可能である。

(31)大学威信間の相違が最も大きいのは建設業で、製造業では大学威信による離転職比率
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の相違はあまり大きくない。サンプル数が少ないために断定はできないが、情報産業

においては、むしろ威信高いグループで離転職比率が高い。

(32)結婚や出産によって離転職率が左右されるということは、就業後の年数によって離転

職率が異なる可能性も加味しなければならず、卒業年別に十分なサンプル数を確保す

る必要性が生じる。その意味からも、この表から企業属性、個人属性による離転職行

動を抽出することは難しい。

(33)威信高いグループは16%であるのに対して、他のグループはいずれも1割に満たない。

(34)これは、大学威信によるキャリアの相違が顕著でないことに加えて、他の職種との仕

事内容の相違も反映したものと考えられる。

(35)割合としては低いものの、第3のキャリア類型として、事務系と専門・技術系双方の

仕事を経験するキャリアが挙げられ、これは人文系で相対的に該当者が多かったD

(36)本論の分析範境を越えるが、初期キャリア段階におけるこうした相違が、キャリアの

中期段階以降にいかなる影響を及ぼすかは注目されるところである。

(37)本文中では、職種別の経験業務に注目してきたことから、業種別の初期配属先を表の

形では掲載しなかった。男子における文系の事務職、理系の専門・技術職を対象に、

業種別の初期配属部門を以下に挙げておく(付表5-2)

付表5-2.業種別にみた初任の配属部門

文系/事務職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(冗)

建設・製造　卸・小・飲　金融・保険　運輸・通信　他サービス　　その他
(160)　　　　86

10.6　　　　17.4

33.　　　　　31. 4

15.6　　　　14.0

5.0　　　　　　5.8

9.4　　　　　1.2

25.6　　　　　30.2

(608)　　(174)

54.　　　　　40. 8

9.5　　　　　23.0

(N)　　　　(462)　　(126)

営業・販売　　　　　9.5　　　　21.4
総務・経理　　　　35.7　　　　40. 5
管理・企画　　　　　26.8
人事・教育　　　　　9.3
情報処理　　　　　　4. 5
その他　　　　　　14. 1

19.8

4.8

3.2

10.3

8.4

1.2

2.5

23.8

ll.5

1.7

5.2

17.8

理系/専門・技術職　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(%)
業種

(叫)　建(483)讐27,運輸(136)情(395)そ笠o)
研究　　　　　　　　1.4　　　15.6
開発・設計　　　　31.1　　　58.5
情報処理　　　　　　0. 4　　　　3. 9
製造・現場　　　　　63.1　　　14.6
その他　　　　　　　3. 9　　　　蝣7. 4

ll.0　　　　　1.8

33.1　　　　59.0

4.4　　　　　32.7

41.2　　　　　1.8

10.3　　　　　4.8

(38)建設業では、大企業はど製造・現場部門への配属が、中小企業ほど開発・設計部門へ

の配属が多かった。

- 129　-



削章職駅要求される知識・技能

図6-1は、職場における知識・技能要求の形成過程を示したものである。職場で必要な能

力は、まず、就職先の職種や業種、企業規模によって基本的に異なるであろう。さらに、

職種や業種、規模が同様であっても、就職後の配属先やその後の経験業務によって、職場

で要求される能力は異なってこようoこうした、職場特性に起因する知識・技能要求に、

専門分野や大学威信は以下の経路を介して関わっている。まず、就職段階における関与で

ある。専門分野別、大学威信別に就業特性は予め異なっており、そのことを通じて職場で

要求される能力と対応しているo次に、キャリア形成段階における関与である。就職先を

統制しても、その後、専門分野別、大学威信別に経験業務は一様とはいえず、その結果、

職場で要求される能力にも相違が生ずるであろうoさらに、諸々の職場特性の相違に帰す

ることができず、専門分野や大学威信の相違が直接、職場における知識・技能要求を規定
する場合も想定される。

図6-1.職場で要求される知識・技能

就職先の特性

職種　業種　企業規模

↓
就職後のキャリア

配属先　　　経験業務

本章では、現在の職場で必要とされている知識・技能の特性とその規定要因を、職種や

業種といった企業の属性だけでなく、専門分野や大学威信といった大学の属性にも留意し

ながら考察するo以下、第1節において職場で要求されている知識・技能を民間企業、公

務員、教員の別に概観した後・第2節では民間企業就職者の、第3節ではそれと比較する

意味で公務員就職者の職務特性とその規定要因を明らかにし、さらに第4節では、職場に

おける知識・技能の構造を、因子分析を通して体系的に捉え直す。
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1,就業形態別の職務特性

質問票では、現在の仕事を行っていく上で重要な知識・技能を9項目にわたって尋ねて

いる。このうち、 「幅広い教養」 「データ処理、事務処理のノウハウ」 「英語などの語学

力」 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「対人関係の能力・

説得力」の6項目は、専門分野に関わらず共通な問いであるoこれに対して、残りの3項

目は、基本的に大学での専門教育に関わる知識・技能であり、専門分野によって多少質問

の表現を変えているoここでは、それらを総称して「商品や事業に関する知識」 「専門分

野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」と呼ぶことにするが、具体的に

示すと以下のようになっている。

① 「商品、事業に関する知識」

商品や事業についての知識・-人文系・社会科学系・理学系・教育系

製品や生産工程に関する知識-工学系

② 「専門分野に関する実務的知識」

経理・税務・法律等の実務的知識-社会科学系

経理・法律等の実務的知識　　　-人文系・教育系

専門分野に関する工学的知識　　-工学系

専門分野に関する実務的知識　　-理学系

③ 「専門分野に関する理論的知識」

人文科学の理論的な知識　　　-人文系

経済学や法律学の理論的な知識-社会科学系

物理・数学などの理論的知識　-工学系

自然科学の理論的知識　　　　-・理学系

人間の発達に関する理論的知識-教育系

大学卒業後に就職した者を対象に、これらへの回答をみたのが図6-2である。サンプル計

でみると、最も必要とされている知識・技能は「対人関係の能力、説待力」 (63%)であ

り、これに「幅広い教養」 (50%)が続くoまた、 「商品や事業に関する知識」 「専門分

野に関する実務的知識」 「データ処理、事務処理の能力」 「企画・アイデアなどの創造力」

「情報収集力、ネットワーク」は、いずれも4割弱が必要と答えている。 9項目の中で、

職場での必要性が低いと判断されているのは、 「専門分野に関する理論的知識」 「英語な

どの語学力」で、必要と回答した割合は3割に満たなかった。

続いて、就業形態別に検討すると、民間企業就職者では、 「対人関係の能力、説得力」

(67%) 、 「幅広い教養」 (48%)に加えて、 「商品や事業に関する知識」 (53%) 、

「専門分野に関する実務的知識」 (50%)も2人に1人が必要と感じているO公務員の場

合も、 「対人関係の能力、説得力」 (70%) 、 「幅広い教養」 (55%)の必要性が高い点

は、民間企業就職者と変わらない。ただし、 「専門分野に関する実務的知識」 (a90/¥ 、
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図6-2.職場で必要な知識・技能(就業形態別)
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「専門分野に関する理論的知識」 (36%)を必要と回答した割合が、いずれも民間企業就

職者より10ポイント以上高く、この点が公務員の特長といえる。教員の場合は、 「対人関

係の能力、説得力」 (76%) 、 「幅広い教養」 (76%)の必要性が、民間企業就職者、公

務員以上に高い。また、過半数(54%)の者が「専門分野に関する理論的知識」を必要と

回答している点が、他と大きく異なる点である日。

2.民間企業就職者の職務内容

(I)文系男子

個人属性別の職務特性

表6-1は、個人属性と職場で要求される知識・技能の関係をみたものである。

サンプル全体で最も必要性が高いのは「対人関係の能力、説得力」で、 3人に2人が必

要と回答している。また、 「商品や事業に関する知識」 「幅広い教養」も、過半数が必要

と答えている。逆に、必要と回答した割合が低いのは、 「英語などの語学力」 (32%) 、

「専門分野に関する理論的知識」 (23%)であった。しかし、同じ項目でも、個人属性に

よって必要性の認識は大きく異なる。

専門分野別にみると、 「商品や事業に関する知識」 「専門分野に関する実務的知識」

「専門分野に関する理論的知識」の点で統計的に有意な差があり、特に人文系で必要性が
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低いと判断されているo 「商品や事業に関する知識」 「専門分野に関する実務的知識」は、

人文系も社会科学系も酎ま同様の質問内容であり、専門分野間で業務内容が異なる可能性

を示唆する。これに対して「専門分野に関する理論的知乱は、人文系と社会科学系の間

で質問内容が異なるoよってこの結果は、ともに職場での必要性は低いが、 「経済学や法

学の理論的な知識」以上に「人文科学の理論的知識」の必要性が低いことを意味する。な

お、法学系と経済・商系を比較すると、前者の方が「専門分野に関する実務的知識」 「専

門分野に関する理論的知乱を必要と判断しているoこの問いを大学での専門教育と読み

替えるならば、文系の中で専門教育と職務の関係が相対的に密なのは、法学系といえる。

知識・技能の必要性に関して、専門分野以上にその認識に隔たりがあるのが大学威信で

あるo職場で実際に必要な知識・技能に差があるのか、大学威信によって必要性の認識が

異なるだけなのかは、この分折からは明らかにできないが、いずれの知識・技能に関して

も、威信高いグループはど必要と回答した割合が高いo威信高いグループと威信低いグル

ープの間の格差が大きいものに着目すると、 「専門分野に関する実務的知凱「英語など

の語学力」に関しては30ポイント以上の差が、 「専門分野に関する理論的知識」に関して

も22ポイントの差がある。

大学卒業後の年数によっても、知識・技能の必要性の認識は変化している。そして、

「専門分野に関する実務的知識」 「幅広い教養」 r英語などの語学力」 「企画・アイデア

などの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「対人関係の能力、説得力」に関しては、

卒業後の年数が経つにつれて必要性の認識が高まるという、統計的に有意な結果を得た。

経験業務の蓄積や変化により、職場で要求される知識・技能に高まりがみられるのである。

なお、継続就業者と離転職経験者を比較すると、いずれの和讃・技能に関しても、後者

ほど必要性の認識は低いoただし、この結果の解釈には注意を要する。なぜならば、知識

・技能要求を低く評価している威信低いグループで、離転職の経験者が多いからであるo

そこで、大学威信を考慮して再度分析を行ったoその結果、上述の相違がなお認められる

一方、継続就業者と離転職経験者の間の回答格差が大きいのは、むしろ威信高いグループ

であったo職場の変化により、知識・技能の特定化が困難である可能性も考慮しなければ

ならないが、威信低いグループだけでなく威信高いグループにおいても、知識.技能要求

の高度化を伴う離転職は行われていないことを推察させる結果といえる。

大学威信と企業規選

上でみたように、職場の知識・技能要求に対しては、特に大学威信が大きな影響を及ぼ

しているOだが、大学威信と就職先の企業規模との間には明確な対応がある。職場で要求

される知識・技能は、本当に大学威信が規定しているのだろうか。それとも、実は企業規

模が規定しており、大学威信の規定力はみせかけに過ぎないのだろうか。

表6-2には、職場で要求される知識・技能と企業規模の関係を示した。表から、特に従業

員が5000人以上の大企業で知識・技能要求が高く、しかも、何れの項目においても必要性

の認識が最も高いことがわかるoただし、留意せねばならない点もある。それは、小規模

企業から大規模企業へと、知識・技能の必要性が順次高まる訳ではないことである。 「専

門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」 「英語などの語学力」 「情

報収集力、ネットワーク」については、小規模及び大規模企業で必要性が高く、中規模企
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表6-L　職場で必要な知識・技能(文系男子)

ォ)
専門分野　　専門分野商品や事業

(N)　に関する　　に関する　　に関する
知識　　実務的知識　理論的知識

計　　　(4386)　　　　58. 8 43.;

専門分野　　　　　　　　　　　‡日　　　　日H
人文系　　　(490)　　　51. 2　　　　29. 8
法学系　　　(712)　　　呂. 3　　　　49. 6
経済・南系　(3184　　　　60. 1　　　44.0

u Ei威信　　　　　　　　　　　H EZ^^^^^^KZxZj

低い　　　　(2183)　　　55. 6　　　　31.3
中の下　　　(525)　　　59. 6　　　　42. 3
中の上　　　(703)　　　61. 3　　　　53.6
高いiSVi　　　　　(975)　　　63. 7　　　　63. 5

卒業後の年数　　　　　　　　　　　　　　　　　=
1年　　　　　(372)　　　57.0　　　　38. 2
2-4年　　　(1312)　　　56. 8　　　　41. 1

幅広い教養　デ-夕処理、
事務処理の

ノウハウ

英語などの　企画 アイ　　情報収集 対人関係の
語学力　　デアなどの　力,ネット　　能力

創造力　　　ワーク　　　説得力
22.9　　　　52.0

mi:

14.3　　　　50.0

29.6　　　　52.2

22.7　　　　52.3

詛詛詛詛　　　　　*詛詛詛

】5.7　　　　　6.!

21.7　　　　53.0

26.2　　　　56.9

37.2　　　　61.2

:i:

20.7　　　　47.6

21.2　　　　49.5

48. I　　　　67.5

47.3　　　　63.!

47.3　　　　　67. 1

48.4 68.2

iXXf^^^^^KIXI!

41.9　　　　61.:

49.5　　　　66.3

S3.2　　　　73.3

57.6　　　　76.I

**　　　　　　　　詛

44. 6　　　　　64. 2

45.6　　　　65.5

8.9　　　　69.6

50.9　　　　68.3

38.6　　　　31.7　　　　43.I

36.9　　　　29.0　　　　43. 5

39.7　　　　31.2　　　　42. 1

38. 5　　　　32:3Jゝ　　　　　　n.i　　　　　43.3

サ*t MH Il日

35.8　　　　22.4　　　　38.4

38.9　　　　25. 1　　　蝣41.3

42.4　　　　36.4　　　　48. 2

41.i　　　　　52.6　　　　51.0

:iォ]　　　　　　謂HE:

37.9　　　　　7.4　　　　39.5

37.5　　　　　8.0　　　　39.5

39. 1　　　33.3　　　　45.9

39. 2　　　　35.0　　　　44.9

5-7年　　　(1407)　　　60. I　　　44. 8　　　23. ;　　　53. 2
:-i0年　　　(1295)　　　59. 2　　　　45. 6　　　　24.9

離転職の経験　　　　　　　　　ittt ttl書　　　　目目

無し　　　　(3614)　　　60. 7　　　　45. 8　　　　24. 1

有り　　　　　(761　　　49.i　　　　31.5　　　17.1

54. 5

***>　　　　　　IK　　　　　　ォ(**

53.4　　　　39. 5　　　　33.4

45.7　　　　34.3　　　　23.9

tlXX^^^^^KZu^^^^^KZIZ:

44.4　　　　50.0

37.3　　　　39.7

(l)*10%. H5%.書目1%. ****D.1:で有意。

衰6-2.企業規模と職場で必要な知識.技能(文系男子)

fta'fiL-や水菜　　やPl分野
(.%)

専門分野　幅広い教養　デ-タ処理.
に関する　　に関する　　に関する
知識　　実務的知識　理論的知識

計　　　(4386)
-29人　　　　　(228)
30-99人　　　　(301)
100-499人　　　(呂91)
500-999人　　　(516)
1000-4999人　(1044)
5000人-　　　(1406)

事務処理の

ノウハウ

英語などの　企画・アイ
語学力　　デアなどの　力.ネット　.能力.

創造力　　　ワーク　　　説得力

情報収集　対人関係の

tZtZ^^^^^KXn^^^^^KITx:

54.8　　　　41.7　　　　21.5

54.2　　　　33.2　　　　17.9

53.0　　　　31.6　　　15.9

56.6　　　　29.1　　　16.3

59.0　　　　44. 2　　　　22. 1

64.7　　　　57.5　　　　31.6

江:
(i)‡10%、書詛5%,書目l%、寺‡幸*0.1%で有意.

詛ttt

46. 5

46.5

47. 0

47. 9

50.9

59.7

34. 6

36.5

35.9

39.1

39.6

40. 3

†**詛　　　　　M日　　　　　日H　　　　　**ll

20.6　　　　40.4　　　　43.9　　　　　2.3

25.2　　　　45.2　　　　43.9　　　　65. 1

19. 1　　　37.7　　　　40.6　　　　60.0

26.4　　　　40.5　　　　42.6　　　　64. 1

31.】　　　41.5　　　　8　0　　　　67.4

45. 3　　　　48. 8　　　　56.4　　　　74. 9

業で必要性が低いという、 U字型の特徴がみられる。これは、小規模な企業にベンチャー

系の企業が多いことと関連しているのかもしれない。

いずれにせよ、職場における知識・技能要求は企業規模によって異なっている。以下、

大学威信と企業規模の双方を考慮し、両者の知識・技能に対する規定力を検証する。

本来ならば、各企業規模ごとに大学威信別の分析を行うべきだが、そうすると大学威信

別のサンプル分布に偏りが生じてしまう。よってここでは、企業規模、大学威信ともサン

プル数の確保が可能な、また、企業規模間格差の大きかった従業員が100-999人の企業就職

者1407人と従業員が5000人以上の企業就職者1406人の2グループを分析対象に選んだOそ

して、各グループごとに、大学威信別の知識・技能要求を改めて分析した。全ての企業規

模を考慮していないため、その解釈には慎重さを要するが、次のような結果が得られた。

まず、大学威信別にみても企業規模別にみても回答傾向に大きな相違のあった、 「専門

分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」 「英語などの語学力」につい

ては、企業規模に関わらず大学威信間で知識・技能の必要性に相違があると同時に、大学

威信が同じであっても、 2つの企業規模の間で再び知識・技能の必要性は異なっていた。

即ち・これらの知識・技能に対する要求は、大学威信と企業規模の双方が規定している。

これに対して、 「商品や事業に関する知識」 「情報収集力、ネットワーク」は、企業規模

問の相違がむしろ大きく、大学威信問の相違は、威信高いグループほど大企業への就職者
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図6-3.大学威信、企業規模別にみた知識・技能の必要性(文系男子)
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「商品や事業に関する知識」
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が多いために生じる、みかけ上の相違であると考えられる(図6-3)

企業属性別の職務特性

続いて、企業属性と職場で要求される知識・技能の関係を検討する。まず、業種別、配

属部門にみた知識・技能特性をみたのが図6-4である。

業種別にみると、業種間で知識・技能要求の相違が大きいのは、 「商品や事業に関する

知識」 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」である。まず、

「商品や事業に関する知識」は、卸売・小売・飲食業で最も必要性が高ぐ、次いで、金融

・保険業、建設・製造業の順になっている。一方、 「専門分野に関する実務的知識」及び

「専門分野に関する理論的知識」は、金融・保険業でその必要性が特に高いO　また、 「専

門分野に関する実務的知識」の必要性については、運輸・通信業、建設・製造業と卸売・

小売・飲食業、その他サービス業との間の相違も小さくない。上記以外の項目に関しては、

業種間格差がさほど明確でなく、 「データ処臥事務処理の能力」 「英語などの語学力」
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図6-4.業種、配属部門と知識・技能の要求度(文系男子)

業種別

繭　　　　等　　　　専

晶　　　　門　　　　門

こ　　　---　　　5に

M^^^^^^^^E^^^^^^^^Ei

す　　　　る　　　　る
=　　　　　　*　　　　　s

知　　　　持　　　　論

+建設・製造-{ト卸

1

!

*vt

*

務

処

理

ft

E・Fヨ

.蝣'i

ど
の

請

早
力

企　　　　偶　　　　　対
画　　　　　報　　　　　人

ワ収　　　　　関

〔　‥ :I能

'蝣'　　　　　?蝣　　　　　):

*-C　　　　　　-:蝣・

ど　　　　ト　　　　　説

の　　　　　　　　　　　得

小・飲+金融・保験 -好一運輸,通信-他サIビス

前　　専　　専

二-;二　三_‥に

関　　　　す　　　　す
す　　　　　る　　　　　る

a f三　　　　　JZ

-◆-研究・開発

I-栄一-・総務.経理

-r

ii
V

務

処

莱

な

ど

の
fE

早

力

,>　　　　　t,l A ∫

の画;讐　魂
軍三」.能

ア　　　　　ネ　　　　　カ
な　　　　　　ッ

ご　　　　　s a

・・暮・・情報処理 -・★・・製造・現場
営芸.販売+人事.教育

一一★　菅叩-ft由

国際

- 137　-



表6-3.キャリア類型別にみた職場で必要とされる知識・技能(文系男子)
M

事務職 営業・販売職
【事務】 【事務+営販】 【嘗販】++ 【営販+事務】

285)　　(278) (392)　　(209)

専門・技術職

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」
「データ処乳事務処理の能力」
「英語などの語学力」

「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力、ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力」

注

51.2　　　　68.0　日目

63.5　　　　　67.6

30. 5　　　　　36.3

52.3　　　　　62.2　*寺

44.9　　　　　36.7　**

42.5　　　　　45.3

44. 6　　　　　47.5

45.6　　　　　60.4　日目
67.7　　　　　76.6　**

75.0　　　　72.7

38.3　　　　50.2　孝幸幸　　　　　28.7

23.4　　　　　　　　17.2

59.8　　　　　　　　　52.9

43.5 ‡***　　　　　　57.5

36.4　*　　　　　　　47.1

55.5　　　　　　　　　50.6

58.9　　　　　　　　54.0

71.8　　　　　　　　73.6

(1)ネ10%、幸*5%、 ‡*寺1%、 *mo.1%で有意。

の点で若干の相違がみられるにとどまった。

配属部門による相違は、業種間の相違以上に大きく、いずれの項目も、必要性が最も高

い部門と最も低い部門との問に20ポイント以上の格差がある。まず明らかなのは、製造・

現場部門で知識・技能要求が全般的に低いことである。 「商品や事業に関する知識」を除

く全ての項目で、必要と回答した割合が最も低くなっているQその他の部門に関しては、

全ての項目にわたる系統的な特徴はなかった。そこで、各項目のうち特に必要性を高く評

価した部門に注目すると、 「専門分野に関する実務的知識」は総務・経理(74%) 、 「デ

ータ処理、事務処理の能力」は情報処理(69%) 、 「英語などの語学力」は国際(81%)

の各部門であった。また、図6-4をもとに、各々の知識・技能について必要性の高い部門を

上位3部門まで求めたところ、全体的に知識・技能要求が高い傾向にあるのは、管理・企

画、人事・教育、国際の各部門であった(付表6-1) 0

最後に、卒業生がこれまで辿ってきたキャリアが知識・技能要求といかなる関係にある

かをみてお′く。表6-3は、各職種について、その後のキャリア類型別に知識・技能要求をみ

たものである。なお、就職後の年数あるいは離転職の経験による知識・技能要求の変化の

影響を取り除くため、分析対象は就職後6-10年目で離転職の経験のない者とした。

まず、職種ごとの特徴から概観すると、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に

関する理論的知識」は事務職で、 「商品や事業に関する知識」は営業・販売職で、 「デー

タ処理、事務処理の能力」は専門・技術職で、それぞれ必要性は高い。

続いて、各職種におけるキャリア類型と知識・技能との関係である0

事務職のキャリアは、事務系の仕事のみを経験する【事務】と事務系と営業・販売系の

仕事を経験する【事務+営販】とに大きく分化していた。このうち、 「データ処理、事務

処理の能力」を除くと、 【事務十営販】の方が知識・技能の必要性を高く評価しており、

この傾向は特に、 「商品や事業に関する知識」 「幅広い教養」 「情報収集力、ネットワー

ク」 「対人関係の能力、説得力」の点で顕著であった。 【事務】 、 【事務+営販】の経験

は業種間で異なり、この点への留意も必要だが、事務系と営業・販売系という異なる業務

の経験が、より多様な知識・技能要求をもたらしていると考えられる。

営業・販売職のキャリアは、営業・販売系の仕事のみを経験する【営販】が主流で、こ

れに続くのが、営業・販売系と事務系の仕事を経験する【営販+事務】であった。このう
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表6-4・企業属性を考慮した鮫の専門分野別にみた知識・技能要求

建設・製造業1-
人文　　法学　経済・商

ammz田BKfcfcS一

人文　　　法学　　経済・繭
I__　　　金融・保険業I~-

(冗)
A.業種剛

人文　　法学　窟済・繭

「商品や事業に関する知識」

「専門分野に関する実務的知軌

「専門分野に関する理論的知音凱

(162)　(770)

55.2　　　60.5　　　63. 1

38.I　　　53.1　　41.9　**

14.3　　　24.I　　17.3　幸

(125)　122)

65.6　　　67.2

29.6　　　35.!

9.6　　　21.3

66.2

30. 6

13.4　詛詛

e

(28)　(163)

60. 7　　　63. 2

46.4　　　69. 3

17.9　　　46.0

笠丁一法(70) ㌻謡(70)　(167)(_虹t __-
r商品や事業に関する知識」

r専門分野に関する実務的知識」
・'."!・:∫野にー冒、:;..:.」・-山;i・

B.配属部門別

その他サービス業

人文　　　法学　　経済・商
(493)

50.9

31.!幸手

18.9

製造・現場

43. 0　　　53.0

20.3　　　33.0

16.5　　　23.5

57.5

46.1日

20.4

46.2　　　47. 1

7.7　　　51.4

15.4　　　27. 1

研究・開発
^文　　　法学　　経済・繭

(2g　　(141)

情報処理

人文　　法学　経済・商
(26)　】83)

53.8　　　45.9

26.9　　　35.0

7　　　　19.I

人文　　　法学　　経済・南
(N)

「商品や事業に関する知識」

「専門分野に関する実務的知乱
「専門分野に関する理論的知識」

34.6　　　50.0　　　49. 6

19.2　　　42.9　　　31.9

7.7　　　35.　　　25.5　事

(36)　　(28)

3　3　　　46.4　　　54.5　*

1.1　　28.6　　　26.3

II.1　　17.9　　16.2

管理・企画

笠⊂撃4,雪諾 笠L讐逮=
38. 9　　　43. 1

73. 7　　　73. 3

40.0　　　26.7　事幸事事

_　　　　　営業・販売　　　　~~~
人文　+　法学　経済・商
(226)　(332)

58. 1　　64. 9　　　60. 7

39.5　　　58. I　　　48.8

18.6　　　28.4　　　28.8

(K)

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
r専門分野に関する理論的知識」

63.7　　　68. 1

25.7　　　42.2

10. 2　　　24. 4

(1781)

67.5

40.0　詛***

19.5　HH

人文　　　法学　経済・商
(N)

「商品や事業に関する知識」

「専門分野に関する実務的知識」
・'.'lv:f.':i二I'.-'";い紺J!l U

C.職種別

(12)　(27)　(72)

8.3　　　40.7　　　45.!手書

33. 3　　　66.7　　　54.2

25.0　　　44. 4　　　34. 7

___　　　専門・技術職　　　__
人文　　法学　経済・南人文　　法学　経済・商

(N)

~了繭高車藩藩;:KIT 5ffla i一一1~

「専門分野に関する実務的知識」

__ r専門分野に関する理論的知乳
性:

営業・販売職
人文　　　法学　経済・繭

OS) (136)　(571)

60. !　　59. 6　　　60.4

50.0　　　66. 2　　　64. 1

18.4　　　36.0　　　32.9

(58)　(96)
_--.-M…　( 5 5 2) Ml:

ナO.了-pm'MM　　~-　　　…　　　…　　-" -63-5　　75.4　**　　　33.3　　55.6　　42.9

34.5　　44.1　　42.4　　　　　42.9　　22.2　　33.3

15.5　　33.3　　】9.9　手車幸　　　33.3　　11.1　　20.0

(18)　(105)

(I)日0%, H5%、けり%、 ****0.　で有意.

ち、 「専門分野に関する実務的知識」 「データ処理、事務処理の能力」 「英語などの語学

力」の点では、 【営販+事務】の方が必要性を高く評価している。ただ、他の項目まで含

むと・事務職はど両者の相違は明確でないo　これは、事務職と営業・販売職とでは、同じ

事務系の仕事でもその内容が異なるためと考えられる。営業・販売職では、むしろ営業・

販売系の仕事の中で経験業務が分化しており、この点が知識・技能要求の相違を生み出し

ているO法人相手の営業と個人相手の営業の経験者を比較すると、前者ほど「商品や事業

に関する知識」 「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネ

ットワーク」 「対人関係の能力、説得力」の必要性が高いと判断されていたのである。

太学威信と知識・技帝の_機能的連園

職場で要求される知識・技能が、業種や配属部門、職種といった企業属性に大きく規定

されることは、常識的な判断からも予想されるところである。むしろ注目されるのは、そ

うした企業属性を考慮してもなお、専門分野や大学威信によって知識・技能要求に相違が

- 139　-



表6-5.企業属性を考慮した肢の大学威信別にみた知識・技能要求

-　ニ-一一一ユー'.ふ⊥:r...　　…　-_ _止_ここ上　」　-

二三二ヂ干.蝣wサ-Vi r二

tll

南　　中の上　　中の下 m高　　　中の上　　中の下

」246)　(1 1 7)　(437)

A.業種別

(251)

61.4　　　57.4

59.5　　　53.8　*M事

37.7　　　27.9　*書目

57.0　　　46.6 1書

3乱6　　　29.5

19.1日目

29.8　　　31.5　日tt
49. 1　　　　　　日

64-0　　　61.8　日目

65. 7

63. 4

36.6

59. 6

36. 6

49.4　　　29.9

4　　　　　39.7

55. 1　　48.2

78.3　　　67.4

64.I H

24.2　M日

日HMWHT:

46.9　サtH

30.3　M

19.1 tMI
39.9 111書

4 .4　Mt1

63.5　いり

(I)

82.3　　　69.S　　　66.2

52.5　　　1.8

20.3　　　　4.9

7　　　　　61.0

4　　　　　　　　　　35. 8

72.2　　　45.8　　15.0

52.S　　　49.3

68. 4　　　　　　　　54. 7

76.3　　　69. 6

Sl.S　　　57.2　**

56.S Sl.2

25.7　　18,3

an引　　　1dn

50.6

51.9　　　40.2

53. 2　　　48.4

56. S

74. 3　　　79. 3

管理・企画
中の上　　中の下

31.fi Hl事

13.7　書目

16.5　詛日

38.5　　　　　　日

23.9　　　24.7　tli1

36.2　日目

47.0　　　41.i Htf

66.7　　　62.5　日目

r商品や事業に関する知識j

曙関分野に関する実務的知識J
feaata aa恕ecu当的玩田耶
r幅広い教養」
rデータ処理.事務処理の能力」

「英語などの語学力J
r企画.アイデアなどの創造力」
r情報収集力、ネットワーク」
r対人関係の能九説得力J

運輸・通信菜

高島.中の志　蝣pゥ(志i
r南島や事実に掬する知識」
「専門分野に関する実務的知軌
r専門分野に関する理論的知軌
rォ」い叔乗J
rデータ処乳事務処理の能力J
r英語などの語学力J
r企画.アイデアなどの創造力」

T情報収集力.ネットワーク」
「対人関係の能九現得力」

B.百己属部門別

62.2　　　　　　　　54.S

5S.I　　　　.0

3し4　　　26.7

57. 8

SS. fi

51.2　　　44.4

1l、9　　　　SI. I

44.2　　　66.T

To rl T主l

32.1　　　　　　　1

9.9 1日

16.3　***

50.0　　　38.5　書‡

23.1暮手書

26.4　日

38.5　**

64　　　　　64. !

その他サービス菓

高　　　中の上　　中の下
(107)　(79

SI.6　　　54.2

35.5

:s.2

61.3　　　SS.I

44.　　　　5 .4

35.5

52.7

62.4　　　53.3

69.9　　　72.0

53. 2　　　47.6

35.4　　　26.3　t

16.2　日ti

59. 5　　　　　　日t

44. 3　　　43. 5

30.<　　　!6.9

40. 5

SO.6　　　42.9

mt
*M
it*

57.1　　　58.1 t事

研究・開発
南　　　中の上　　中の下

_I_._叫1打.と　　　,　(44) _」且虹,_　(買.jLM,1蛇LN_

情報処理　_
高　　　中の上　　中の下
(53)　(53)　(20) (116)

47.2　　　　　　　　　39.7　*書

39.f　　　　　　　　　20.7　*l1

18.9　　　　　　　　　　　　　1

55.0　　　　　　　書

9.2

22.4　日

59.6　　　45.3　　　25.0　　　40.5　日

57.7　　　41.S　　　40.0　　　48.3

73. I　　　69.8　　　60.　　　56.0

(143) (79)　(45)

64.f

57.3　　　S3.2　　　51.1　　38.5　*幸

28.9　　　20.0　*t1

53.2　　　　　　　　46.7　ォ*t

40.5　　　　　　　　48. I

54.5　　　40.5　　　35.6　　　29.6　日目

57.8　　　49.6　暮

14.6　　　　　　　　　42.2　***!

隻_二二4・7　7日　58・当IT

闇品や事業に関する知軌　　　　　　　　　55. 3　　　　　　43. 5

r専門分野に関する実務的知識」　　　　　　　　　　38. 1　22. 8 t
r即つ分野に関する理論的知識」
r幅広い教養」

rデータ処理、事務処理の地力」
「英語などの誠学力J
r企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力.ネットワーク」
r対人関係の能力,説得力」

21.I　　　　　　　　16.3　tt書

42.9　　　43.5

63.2　　　61.9　　　59.8

34.2　　　33. 3

57. 9　　　　　　　　　50.0

42. 1　　57. 1　　:8.9

68.　　　63. 2　　　1　　　53. 3

拓　　　中の上 の下　　　低 中の上　　中の下 南　　　中の上　　中の下
(40)　(22)

45.3

60.0

37. 5

54.5

4　　　　　　45.S

27.3

55.0 S4,5

65.0　　　63.6

77.5　　　77.3

ID　　(38)

63.6　　　34. 2

39. 5

28.9

72.7

44.7

36.4　　　10.S　*t

72.7　　　39.S

81.8　　　　　　　暮

90.9　　　65. 8

ォ

(115)　(80)　(46)　(177)

56.3　　　47.8　　　　　　　日1

82. 6　　　85.0　　　73.9　　　60.5　書目1

2T. 5　　　34. 8　　　　　　日目

52.!　　55.0　　　　　　　　42.4

44　　　　56.3　　　　　　　　　48.0

41.3　　　　　4　　　21.5　詛詛サ幸

33.!　　32.6　　　26.0　書

32.e　　　29.4　日

68.7　　　66.3　　　67.4　　　55.4　事

(N)

1苛問EMUS豊ii&MJ
r専門分野に関する実務的知軌
r専門分野に関する理論的知識J
「幅広い教養J
rデ-タ処乱事務処理の能力」
「英語などの縛学力J

r企画・アイデアなどの創造力」
r情報収集九ネットワーク」
'it人Fqt京の他力. KM-'jj

C.郎別

(341)　　19)  (1

63.6

64, 3

32.2　　　25.8

64. 1　　　60. 4

33.9　　　33. I

52.　　　　32. 8

SO.6　　　48. 7

SS.7

8!.8　　　76. 5

6a.0　mm

35.7　　　23.6　日目
16.6　　　　　　1日

53.0　　　48.8　tt事暮

28.5

21.I　*t*書

3g.A tLl.; ****

と　　　　　　　ら　nn

65.8　　　65.8　H11

南　　中の上　中の下　　低　　　　　南　　中の上　中の下　　低
.._叩叫　一一_._.__i:捜LM.　　　(3旦9) _」.抜き.L。二〕如し__ (166).M_仙,～_.」1 4旦L, (1 18)  】軌一(339)
「商品や郡菜に関する知識」
「専門分野に関する実務的知扱」
「専門分野に関する埋翻知識」
r暇広い教養J
rデータ処乳事務処理の能力」
r英itJ-'i ioaサTIJ
r企画・アイデアなどの創遷加
r情報収集九ネットワ-ク」

.lr亡・.、-・こ・、・-.・蝣vォ!i'.

58. 2

58.2

39. 0　　　25.S

53.9

44.0　　　39.4

39. 4

44.8

57　　　　　ss. s

80. 2　　　69. I

46.4　*ヰtt　　　76.7

56.0 Ht　　　55.5

25.3　書　　　　30.8

61.0　　　糾.6 IH事　　67.I

54. 2　　　42.8　　　　　37.7

27.I　日日　　　55.5

35.6　　　32.5　*日暮　　58.9

50.8　　　38.6　書目t　　　65.8

56.0　日目　　　74.7

76. 3　　　67. 6　　　73. 5

49. 2　　　43. 5　　　　　　11H

z7. 1　　2!.2　　　　　　号Ht

6!.0　　　　　　　書

37.3

35.6　　!3.1　　25.4　日目

56.8　　　　　　　　47. I

53.7

3.9　　　　　　　　72.0　日

(32)　(25)　(20)　(72)

34.4　　　52.0

40.0

20.0

64. (1

48.0

52.0

50.0　　　56.0

52.0

76.0

(I)暮10%. *if,%、 lHi%, t書目D.L%で有意.

40.0　　　朋.4

30.6

・1. 2

50.0

55.0　　　58. 3

40.0　　　31.9　日

55.B

52. !

60.0　　　79. I

あるのか、という点であるo　この点を明らかにするため、以下の方法でさらに知識・技能

要求の分析を行った。まず、専門分野や大学威信に関係なく、職場の知識・技能特性が企

業属性によって規定されているかを確認した。次いで、同じ企業属性の中でも、専門分野

や大学威信によってなお知識・技能要求に相違があるか否かを検討した(表6-4、表6-5)

まず、上述した業種別、配属部門別、職種別の知識・技能特性は、専門分野や大学威信

に関わらず認められた。やはり、知識・技能要求に果たす企業属性の機能は大きい。単に

大学威信が高いというだけで、知識・技能要求を高く評価し、また、単に大学威信が低い

というだけで、知識・技能要求を低く評価しているわけではないのである。

一方、業種や部門、職種を固定して検討した場合、専門分野による知識・技能要求の相
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'達は、一部の業種、部門や職種で散見されたにとどまった。専門分野による適性が職務内

容に何らかの形で反映されている可能性も否定できないが、専門分野が職場の知識・技能

を規定していることを積極的に支持する事実は得られなかった。これに対して、企業属性

を統制しても、知識・技能に対する大学威信の規定力は明確に残った。そして、威信高い

グループほど知識・技能要求を高く評価する傾向にあった`2'oこの事実は、就職後も大学

威信と職務内容の問に何らかの機能的な連関があることを示唆する。

(I)理系男子

個人属性別の職務特性

個人属性と職場で要求される知識・技能の関係を表6-6に示した。

サンプル全体でみると、 「対人関係の能力、説得力」の必要性が高い点は女系と同様で

あるo文系と異なるのは、 「専門分野に関する実務的知識」も3人に2人が必要と回答し

ている点、 「商品や事業に関する知識」や「幅広い教養」の必要性が若干低い点である。

また、必要性が最も低いのは文系と同様、 「専門分野に関する理論的知識」であった。

これを専門分野別にみると、統計的に有意な差が得られたのは、 「データ処理、事務処

理の能力」と「英語などの語学力」あり、前者の必要性は工学系で低く、後者の必要性は

理学系で高いoその他の項目では、特に目立った相違はない。一方で、それぞれの専門分

野特性を活かした職務に就いており、他方で、理系に共通した知識・技能があるというこ

との現れであろう。

理系においても・大学威信による相違は専門分野以上に大きい。そして、ほぼ全ての項

目にわたって、威信高いグループほど必要性が高いと判断している。威信高いグループと

威信低いグループとの格差が最も大きいのは「英語などの語学力」で34ポイント、他の項

目についても10ポイント前後の格差がみられる。大学威信独自の影響については、後で企

業属性も考慮して検討する。

大学卒業後の年数は、知識・技能要求に明確な影響を及ぼしていない。理系の場合、キ

ャリアの初期段階では異動が少なく、経験業務も固定化する傾向にあった。文系に比して

就職後の年数による変化が明確でない背景には、こうしたキャリア特性の相違がある。

最後に、継続就業者と離転職経験者を比較すると、文系ほど顕著でないものの、やはり

離転職種故老で、知識・技能の必要性の認識は低い。また、大学威信を統制した場合も、

同様の結果が得られた。離転職前の職務内容と離転職後の職務内容の詳細な対比が行えな

いため、推測の域を出るものではないが、この時期の離転職が、知識・技能要求の高度化

を伴ったものであることを支持する結果は得られなかった。

大学威信と企業規模

大企業ほど知識・技能要求が高い傾向にあるものの、文系ほど企業規模間格差は大きく

ない(表6-7)　従業員が5000人以上の大企業で、明らかに知識・技能の必要性が高く評価

されていたのは、 「英語などの語学力」にとどまる。カお、知識・技能要求が小規模企莱

及び大規模企業で高く、中規模企業で低いというU字型の構造は、 「専門分野に関する実

務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」 「幅広い教養」 「企画・アイデアなどの創造
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表6-6.職場で必要な知識・技能(理系男子)

商品や事業
に関する
知識

46.9

45.5

生旦J

****

41.4

44.0

46.4

55.8

(399)

(2563)

⊥並立

(263)

(1915

(584)

KHfl

l:TS)

(977)

(964)

専門分野
理学系
工学系

蝣:^..M
fSri闇闇

低い
中の下
中の上
高い

卒業後の年数
1年
:-4年
主K1

8-10年

専門分野 専門分野　幅広い教養
に関する　　に関する

実務的知識　理論的知識

29.3

69.9

64.6

旦旦』

詛詛詛

62.4

63. 6

67.8

71.1

25.I

29.7

呈出
****

24.0

28. I

30.0

36.5

39

41

AZ

36

41

40

!サi

データ処理、
事務処理の
ノウハウ

英語などの
語学力

35.7　　　　37.g

mm　　　　　　㌘ ET

45. 6　　　　44. 6

33.3　　　　37.4

44.744. 7　　　　　30. 7

iZ^^^^^^^^KZ^^^^^^Kzzx'

9　　　　3】.2　　　　24.3

35. 2　　　　32.2

】　　　　40. 4　　　　45. 7

34. 6　　　　58. 6

企画・アイ 情報収集

デアなどの　力、ネット
創造力　　　ワーク

41.I

45.1

生ユ
**

42.6

42.7

49.0

姓⊥

41.4

43.4

45.0

46.3

43.

39.

:w
Ti

35.

37、

45.

Mil

(冗)

対人関係の
能m

説Q -Ji

3.4　　　　65.7

9.7　　　　64.6

2.4　　　　65.4

H　　　　　　　　書

63.1

63.3

67.6

8.5

詛t

ST.2

64.0

67,0

65.6

42.1　　　　63.7

45. 】　　　66.6

46.7　　　　66.4

(1000)　　　46. 9　　　　63. 4

28.4

30.0

30. 2

28.0

41.7　　　　33.8　　　　43.5

43. 1　　　35.9　　　　37.2

40.9　　　　35. 5　　　　36. 7

40.8　　　　36. 3　　　　37.f

EZ3

35.3

38.6

43. 6

40. 5
離転職の経験

無し
有り

tI暮　　　　　サMt

(2842)　　　47.0　　　66. 6　　　29. 7

(374) 38.0　　　　56. 1　　　26.2

BIK

41.8　　　　36.2　　　　33.4

40.6　　　　32.1　　　23.9

(1)書10%, H5%、 …1%、 †醐o.1%で有乱

表6-7-　企業規模と職場で必要な知識・技能(理系男子)

専門分野
(N)　に関する　　に関する　　に関する

I:.・∴　MA… ち;二附鷲:川.i,v;tiu^^^^^^KZX^^^^^^^KF

(107)　　　33.6　　　61.7　　　29.9

(160)　　　37. 5　　　65. 6　　　30.0

幅広い教養 データ処理、
事務処理の

ノウハウ
****

16.i

24.4

25.4

29.7

37.4

50.6

情報収集
デアなどの　九ネット
創造力　　　ワーク

計
129人

30-99人

100-499人
500-999A

1000-4999A
5000A一

江:

(556)　　　39. 0　　　　60. 6

(408)　　　47. I　　　62. 7

(821)　　　48. 1　　　64. 6

(‖67)　　　48. 9　　　69. 2

23.9

26.2

別L

3 .5

45.8

43.

40. 1

38.5

42.0

42.4

36.4

35.6

37. 2

35.5

<w*

33.9

50.

!M

40.

39.

45.

16.

M

40. 2

39.4

36.7

35.0

43. 4

42.I

対人関係の
能力、
説得力

64. 5

59.4

64.2

62.5

66.0

*サ

(I)書10臥H5%, ‡いり%. ‡…0.1%で有乱

力」「情報収集力、ネットワーク」などでみられ、文系と共通した特性を持つ。その背景

を調査票から知ることはできないが(3㌦やはり、ベンチャー系の企業の多さなどが関連し

ていると推察される。

理系の場合も、知識・技能要求と企業規模がある程度対応していたので、大学威信と企

業規模の双方を考慮した分析をさらに行った。なお分析対象は、サンプル数の確保という

意味もあり、文系と同様、従業員規模100-999人の企業就職者964人と従業員規模5000人以

上の企業就職者1167人の2グループとした。

分析の結果、まず「英語などの語学力」については、文系と同様、大学威信と企業規模

の双方が要求水準を規定していたoしかしながら、「専門分野に関する実務的知識」「専

門分野に関する理論的知識」の点では、大学威信問の相違は明確でなく、むしろ企業規模

間の相違が大きい。この点に関しては、さらに企業規模と業種が対応しているので、企業

属性別の検討を行った後に改めて解釈したいoなお、「商品や事業に関する知識」に関し

ては、企業規模よりも大学威信による相違が大きかった(図6-5)0

圭、niis-i-i二Ij'lo-.朝xj:-
,十日土
図6-6は、業種別、配属部門別に知識・技能特性をみたものである。

理系の場合、文系以上に業種間の知識・技能要求の相違は大きい。まず指摘されるのは、
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図6-5.大学威信、企業規模別にみた知識・技能の必要性(理系男子)

「英語などの語学力」

「専門分野に関する実務的知識」

「専門分野に関する理論的知識」
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建設業で全般的に知識・技能要求が低いことである。 「データ処理、事務処理の能力」

「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」の

点に関して必要と回答した割合は、全ての業種の中で最も低かった(4)次いで指摘される

のは、 「商品や事業に関する知識」に対する要求が、製造業とそれ以外の業種の間で異な

り、前者で必要性が高いことであるO　同様の傾向は、 「専門分野に関する理論的知識」に

関しても認められる。さらに、 「幅広い教養」は金融・保険業、 「データ処理、事務処理

の能力」はソフト・情報産業で最も必要性の認識が高くなっているO

配属部門間の相違も大きい。まず、製造・現場部門で全般的に知識・技能の必要性が低

い。 「データ処理、事務処理の能力」 「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの創造

力」 「情報収集力、ネットワーク」の点では、全ての部門中、必要と回答した割合が最も

低かった。また、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」の点

でも、研究部門、開発・設計部門と比較して、その必要性は低い。次に、研究部門と開発

・設計部門を比較すると、 「対人関係の能力、説得力」の除く全ての項目で、前者が後者

より必要と回答した割合が高いO情報処理部門にも特徴があり、 「データ処理、事務処理

の能力」の必要性が最も高い反面、 「商品や事業に関する知識」 「専門分野に関する実務

的知識」 「専門分野に関する理論的知識」 「幅広い教養」に関しては、研究部門、開発部

門だけでなく、製造・現場部門と比較しても、その必要性は低いと判断されていた。

続いて、職種やその中でのキャリア類型による知識・技能特性を検討する(表6-8) 。な

お、分析の手順は表613に準じている。

まず、理系の主たる就職先である専門・技術職をみると、統計的に有意な差はないもの

の、専門・技術系の仕事のみに携わる【専技】の方が、 「専門分野に関する実務的知識」

「専門分野に関する理論的知識」の必要性を高く評価している。これに対して、量的には

少ないが、専門・技術系の仕事に加えて事務系や営業・販売系の仕事も経験した【専技+

事務】 【専技+営販】では、 「幅広い教養」 「データ処理、事務処理の能力」 「企画・ア

イデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「対人関係の能力、説得力」の必要

性が【専技】より統計的に有意に高くなっている。専門・技,術職の場合、専門・技術系以
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図6-6.業種、配属部門と知識・技能の要求度(理系男子)

業種別

繭　　専　　革

∴∴・招二に

閑　　　　　す　　　　　す

T 1 1

る　　　　　爽　　　　　理

7~

・指
*

務

処

英

語

な
ど

の

請

学

力

企　　悼　　対

の画　王誓　東
軍三」.舵

ア　　　　　ネ　　　　　カ
.1　　　　　　ソ

ど　　　　　ト　　　　　説

ー建設 一蝣41捜製追　+化.敢sa

-・※-金融・保険　-→トー運輸・通信　十ソフト情報
-サト食・綴製造
-商.他サゼス

南　　専　　専

∴二:I.:
~l"

lこ

閑　　　　　す　　　　　す

す　　　　　る　　　　　る

る　　　　　実　　　　　理

丁

言
事
務

処

英

請

Tl
ど

の
き71

響
力

企　　　　　伯　　　　　東寸

の画;誓　東
軍三」.舵

ア　　　　　ネ　　　　　カ

な　　　　　　ッ

ど　　　　　ト　　　　　説

-◆一研究　　　+開発　　　一女　情報処理

-一斗・・・・・製造.現場---x‥管理・企画-o・・総経・営坂

- 145　-



表6-8.キャリア類型別にみた職場で必要とされる知識・技能(理系男子)

専門・技術職
【専技】 l専技+事務】 【専技+営販】

(N)　　　　　　　　了宮前 (Ill)

【事務】 【事務+専技】
(25)

56.0 辛

48.0

16.0　*

8.0　*

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」
rデータ処理、事務処理の能力」
「英語などの語学力」
「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集九　ネットワークJ
「対人関係の能力、説得力」

46.2　　　　47.7　　　　55.8　　　　　　　　32.3

71.9　　　　64.0　　　　63.5　　　　　　　　32.3

33.4　　　　28.8　　　　23.1　　　　　　　3.2

34. 3　　　　54. 1

32.3　　　　48.6

40. 9　　　　44. 1

44. 1　　　　54. 1

38.0　　　　50. 5

63.9　　　　73.9

50.0　孝幸H　　　　　25.8

40.4　幸幸手

42.3

53.8 辛

63.5　m*
75.0 H

41.9　　　　60.0

22.6　　　　28.0

38. 7　　　　52.0

29.0　　　　64.0　***

58. 1　　　　72.0

(l)*10%、幸手5%、 **tl%、寺***O.¥%で有意。

外の仕事を鮭験するか否かが、知識・技能要求の相違を生みだしている。

就職者自体は少数ながら、事務職、営業・販売職というネジレのルートを辿った者では、

専門・技術職と比べて、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」

の必要性が明らかに低い。大学教育と職務とのズレを端的に示す結果である。個別にみる

と、事務職では、専門・技術系の仕事の経験がむしろ知識・技能要求を高める誘因になっ

ている。営業・販売職では、他の職種と比較して、 「幅広い教養」 「企画・アイデアなど

の創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「対人関係の能力、説得力」の必要性が高く、

「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」の必要性が低い。

企業属性によって異なる専門分野、大学威信の知識・技能に対する規定力

企業属性を考慮しても、専門分野や大学威信が知識・技能特性を規定しているのだろう

かo理系の場合、大半が専門・技術職就職者であり、また、キャリアの初期段階における

部門間異動が少ないことから、次の手法を用いてこの点を検討したO分析対象は専門・技

術職就職者に限定し、業種だけでなく配属部門でも知識・技能要求が異なる点を配慮し、

業種と配属部門を組み合わせた上で、専門分野や大学威信の影響を考察した。業種と配属

部門を統制した結果、分析に耐え得るサンプルが確保されたのは、一部の業種、配属部門

にとどまるが、そこで明らかにされたのは、以下の点である(表6-9) O

まず、専門分野や大学威信に関わらず、上述した業種、配属部門別の知識・技能特性を

踏襲する結果が得られた。いくつか補足すべき点を挙げておこう。第1に、製造業におけ

る「商品や事業に関する知識」の必要性の高さは、配属部門を問わず確認された。第2に、

建設業における知識・技能要求の低さは、特に製造・現場部門での知識・技能要求の低さ

に依拠している。開発・設計部門の場合は、建設業と製造業の間に明白な相違が認められ

なかったからである。よって、製造・現場部門にみられた知識・技能要求の低さも、建設

業における製造・現場部門の知識・技能特性に負う部分が大きいといえる。最後に、情報

産業における「データ処理、事務処理の能力」の必要性の高さは、その要求が高い情報処

理部門への配属者が情報産業で多いことに加え、開発・設計部門においても、製造業より

その要求が高いことによる。また、 「専門分野に関する理論的知識」の必要性の低さは、

配属部門によらず、情報産業全体の特徴であった。

一方、知識・技能要求に対する専門分野独自の規定力は、表6-6で示されたのと同様、さ

- 146



表6-9.業乱配属部門を考慮した際の・専門分野・大学威信別にみた知識・技能要求

開発・設計　　　　~~
理学　　工学　　農学

M +Sffljlj

理学　　　工学

(%)

製造・現場
工学

A.製造業-1

理学　　工学　　　農学
(32)　(141) (734)　(16)

47. 】　　57.2　　　43.8

75.0　　　76. 7　　　62.5

39. 7　　　36. 6　　　37.5

33.8　　　35. 6　　　56. 3

32.4　　　26.6　　　50.0 辛

52.9　　　44. 6　　　37. 5

38. 2　　　48. i　　　37. 5

35. 3　　　34.3　　　43.1

61.S　　　59.3　　　56.3

(17)　　(47)

52.9　　　34.0

76.5　　　55.3

17.6　　19.I

41.2　　　23.4

76.5　　　57.4

38.3

41.2　　　40.4

41.2　　　51.1

76.5　　　59.6

40.6　　　57.4　　　59. 1

65.6　　　79.4　　　6.4

56.3　　　47.5　　　81.8　日

40. 6　　　40.4　　　54. 5

37.5　　　31.2　　　50.0

71.9　　　51.1　　54.5

50.0　　　53. ;　　63. 6

40. 6　　　56,　　　59. I

56. 3　　　60.3　　　72. 7

「専門分野に関する実務的知軌
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」
「データ処理、事務処理の能力」
「英語などの蒔学力J
r企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力.ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力J

B.製造業-2

開発・設計
中の上　　中の下

75.0

73. I

33. 3

39.I

35.3

42.9

要[!*1

28.1

69.2

中の上　　中の下
(N)

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」

「データ処乱事務処理の能力」
「英語などの語学力」
「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力、ネットワーク」
「対人関係の能力.説得力」

(57) (54)　(79)

54.　　　48. 1　　59. 5

71.9　　　79.6　　　81.0

8.4　　　53.7　　　41.8　日幸

36.8　　　40.7　　　46.8

35. 1　　35.2　　　34,2

59.6　　　61. 1　　49.4

50.9　　　50.0　　　60.I

52.6　　　50.0　　　59.5

59.6　　　57.4　　　64.6

(151)　(470)

60. 1　　49.7　　　56.6　　　59.3

83.9　　　72.2　　　75.1　　77.8　幸

42.7　　34.4　　35.5　　40.7

40.6　　　30.5　　　37.2　　　25.9

23. 1　　25.8　　　29. 1　　29.6

55.2　　　51.7　　41.5　　　31.5　詛**

48.3　　47.7　　　47.0　　　51.9

37. 1　　35.!　　33.I　　　33.3

61.5　　　64.9　　　58.3　　　48. 1

w

十≒二二一: -
(96)　(14)㌔　tpゥ去「里等

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知乱
「幅広い教養」
「データ処理、事務処理の能力」
「英語などの語学力」
「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力.ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力」

58. i　　　30.4　　　33. 3

70.6　　　52.2　　　55.6

17.6　　13.0　　　27.1

41.2　　17.4　　　33.3

76.5　　　52.2　　　61.1

58.1　　43.5　　　27.8

47. 1　　39. 1　　33.3

52.9　　　43.5　　　44.4

82.4　　　56.5　　　50.0

8】　　　69.2　　　69.8　　　85.7

81.8　　　69.2　　　71.9　　　71.4

45.5　　　34.6　　　32.3　　　28.6

45.5　　　34.6　　　37.5　　　42.9

36.4　　　42.3　　　31.3　　　42.9

69. 7　　　42.3

8. 5　　　34.6

39.4　　　23. I

73. I

37.5　　　21.4　寺幸暮

38.5　　　28.6

28.1　　21.4

60.・　　　71.4　卓

C.情報産業
専門分野

開発・設計　___
印字　　　T.'iモ

(70)　(142)

32.9　　　35.9

68.6　　　65.5

18.6　　　27.5

情報処理　　__ _
野牛　　　-Lォ

大学威信

間　・BJl計 ffij-tgliJE

育/中上中下/低帯′(64)中T/ffi
(148)高/鵠中下/ffi
(78)
34(78)

「商品や事業に関する知諭J
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」

「データ処理、事務処理の能力」
「英語などの語学力」
「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力、ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力」

31.4　　　33.I

44. 3　　　44. 4

25.7　　　35.2

32.9　　　45.8　*

42.9　　　47.2

61.4　　　70.4

26.1

fMβ

17.I

22.0

56.

22.0

28.2

54.9　*

19.7

36.6

59.2

29.6

31.7　　　40.8

46.3　　　63.4 辛

75.6　　　74.6

39. I　　　33.1　　　　　38.2

73.4　　　63.5　　　　　　61.8

28.1　　23.0　　　　　　23.5

23.I　*

61.5

16.7

31.3　　　33.1　　　　　32.4　　　30.8

40. 6　　　45.9　　　　　　　　　　　56.4

34.4　　　31.I　　　　　29.4　　　25.6

40.6　　　41.9　　　　　50.0　　　32.1 *

51.6　　　43.2　　　　　61.8　　　55.

67. :　　67.6　　　　　　76.5　　　74.4

D_　建設業(工学系出身者)
間沌蝣m計

の上　　中の下　　　低
製造・現場

中の上　　中の下　　　低
(N)

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」

rデータ処理、事務処理の能力」
「英語などの語学力」
「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力.ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力」

(21)　(93)　(22)

4.5　*　　　　　35.7

63.6　　　　　　78. 6

31.;　　　　　　21.4

31.8　　　　　　35.7

40.9　　　　　　42.9

22.7　　　　　　21.4

40.9　　　　　　28. 6

31.;　　　　　1,4

72.7　　　　　　71.4

33.3　　　26.9

90.5　　　75.3

23.8　　　34.4

47.6　　　55.9

28.6　　　26.9

28.6　　　35.5

71.4　　　51.I

33.3　　　34.4

66.7　　　67.7

注:
(])幸10%、 H5%.ヰ**1%,日HO.】%で有意.

154)　　(38)

32.5　　　15.I

66.9　　　65.!

26.6　　　15.8

33.I　　　42. 1

24.7　　　23.7

S.4　　　　2.6　*

27.3　　　39.5

26.0　　15.8

6】.7　　　63.2
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ほど明確でなかった。製造業の場合、配属部門を問わず、 「データ処理、事務処理の能力」

「英語などの語学力」の要求が、工学系より理学系で高い傾向にあったが、情報産業では

この限りでなかったO　また、製造業の研究部門においては、特に農学系で知識・技能要求

が高いものの、他の部門ではその傾向にない。ただし、こうした結果が、専門分野と職務

の関連の希薄さを意味するものではないことは断っておく。

大学威信独自の規定力も、文系に比べれば小さい。予め知識・技能要求が異なる業種へ

の採用や配属部門への配置という大学威信別の就業特性が、その後の知識・技能要求を規

定している側面が大きいのである。しかし、大学威信による相違が皆無というのではない。

「商品や事業に関する知識」 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的

知栽」 「企画・アイデアなどの創造力」に関しては、業種や配属部門を考慮してもなお、

威信高いグループほど必要性を高く評価する傾向にある。また、製造業における製造・現

場部門では、大学威信による知識・技能要求の相違が比較的明確であった。

(Ⅲ)女子

個人属性別の職務特進

男子と同様の分析を女子の文系及び理系出身者について行ったのが表6-10である。

文系からみていくと、 「対人関係の能力、説得力」 「商品や事業に関する知識」 「幅広

い教養」の必要性が高い点は、男子と同様である。ただし、 「データ処理、事務処理の能

力」についても51%が必要と答えており、この点が女子特有の傾向である`5㌦　さらに、各

知識・技能要求が男子より低く評価されている点も注目される。前章でみたように、文系

では性別によって経験業務が異なっており、上の結果は、それを反映したものといえる。

専門分野別にみると、男子と同様、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関す

る理論的知識」の必要性は人文系で低い。さらに女子では、 「幅広い教養」 「英語などの

語学力」の点でも統計的に有意な差がみられ、経済・商系で必要性が低く認識されている。

大学威信間の相違も男子と同様で、威信高いグループほど知識・技能要求を高く評価して

いるO威信低いグループと威信高いグループの問の格差は、 「英語などの語学力」 「情報

収集力、ネットワーク」の点では20ポイント以上、 「専門分野に関する理論的知識」 「企

画・アイデアなどの創造力」の点でも18ポイントに上る。また、卒業後の年数を経た者ほ

ど、 「データ処理、事務処理の能力」 「英語などの語学力」 「情報収集力、ネットワーク」

の必要性が高く、この点も男子と共通している。離転職経験の有無と知識・技能要求の関

係については、 「商品や事業に関する知識」を除けば特に明確な相違はない。ただし、女

子の場合は再就職していない者も多いため、男子と単純に比較することはできない。

理系の場合は、文系以上に男子との共通点が多い。全体でみると、 「対人関係の能力、

説得力」と並んで「専門分野に関する実務的知識」の必要性が高いし、また、他の知識・

技能要求に関しても男子と変わらない。個人属性別にみても、専門分野別の特徴が若干異

なるものの`6㌦男子とほぼ同様であった。文系と異なり、理系では性別による撞験業務の

相違が少なく、それに呼応する結果が得られたといえよう。

なお、企業規模と知識・技能要求との関係は、サンプル数の都合上、文系出身者のみ検

討した(表6-ll)　表から明らかなように、企業規模間の相違は男子ほど顕著でない。た
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表6-10.職場で必要な知識・技能(女子)

商品や事業
に関する

mm
S2.6

52.6

58.9

1W

A,文系
(冗)

対人関係の
能力.
説得力

65.7

tSXEKj班

語学力

36.0

専門分野 専門分野　幅広い教義
に関する　　に関する

実務的知識　理論的知識
30.5　　　　12.5

tZx^^^^^^^^^KZZ:

27.6　　　　10.6

41.1　　　　19.2

37.7　　　　17.7

墨且上
サ*

54.1

57.5

45.0

企画・アイ　情報収集
デアなどの　力、ネット

創造力　　　ワーク
38.0　　　　42,4

(N)

LLLJ五

(823)

(73)

計

専門分野

人文系
法学系

65.5

68.5

65.5
経済・商系　　(220)

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

卒業後の年数
1年
2--I*!

517年
8-10年

離転職の経験
無し
有り

B.理系

幸

37.　　　　38. 5　　　　41. 2

41.1　　　39.7　　　　45.2

29.5　　　　35.5　　　　45.9
書

47.6

51.6

55.9

XXI

29.1　　　　9.I

29.I　　　　　9.9

30.5　　　　】3_3

37.7　　　　27.4

26.I　　　　日.8
30.9　　　　12.I

32.4　　　　】.5

106)　　　　59.4

203)

(473)

C287)

(153)

(870)

245)

53.2

53.3

52.3

旦旦L旦
≡ Ill:

服し官

42.4

」11!　　　　　≡ EX^^^^^Klzl!

49.5　　　47.9　　　28. 1　　　32.9　　　39.3

52.9　　　　51.6　　　　28.3　　　　34. I　　　　33.2

54.5　　　　52.I　　　　42.6　　　　41.4　　　　45.8

54.7　　　　53.8　　　　54.7 50.9　　　　59.4

幸H H　　　　　　　　　　　　　　　　辛

50.7　　　　41.4　　　　1.5　　　　35.0　　　　39.4

50.3　　　　51.0　　　　34.0　　　　36.4　　　　39.5

54.4　　　　53.7　　　　37.6　　　　41.1　　　45.3　　　　71. 1

31.4　　　　17.0　　　　58.2

30.2　　　　12.4　　　　52.4

31.4　　　13.I　　　　53.1

58.1　　　　45. 1
41.2　　　　蝣49.7

50. 7　　　　35.9　　　　38.4　　　　43. 3

52.2　　　　36.7　　　　36.7　　　　39.2

姓」

66.8

聖こ_9

m
商品や事文 専門分野　　専門分野
に関する　　に関する　　に関する

知識　　実務的知識　理論的知識

幅広い敬重　データ処理、
事務処理の
ノウハウ

英請などの　企画 アイ　　情報収集
語学力　　デアなどの　力.ネット

創造力　　　ワーク

対人関係の
能力.
説得力

41.9　　　　71.1　　　　26.1 41.9　　　　　39.4 42. 6　　　　44. 7

I

43.8　　　　32.4　　　　46.7　　　　63.a

44.2　　　　51.0　　　　48. 1

37.3　　　　45.3　　　　37.3
*

36.0　　　　45.6　　　　44. I

43. 7　　　　43.7　　　　46.0

54. 1　　　　36.　　　　　45.9

tI

37.I　　　　　43.8

43.3　　　　　29.8

46.7　　　　　46.7

48.5　　　　　42.6

35.6　　　　　33.3

37,　　　　42. 6

専門分野
理学系
工学系

蝣SKE!
大学威信

中の下
中の上
高い

詛詛　　　　　　　詛　　　　　　　詛

(105)　　　46.7　　　　76.2　　　　21.9

(104)　　　l.7　　　　73. 1　　　33.7

(75)　　　49.3　　　　61.3 21.3

(136)　　　37. 5　　　　70. 6　　　　22.1

(8　　　　　41.4　　　　70. 1　　　25.3

(61)　　　52.5　　　　73.1　　　31. I

53.2

60. 9

60.7

卒業後の年数
1年
-I-4 <]:-

517年
:-i0年

離転職の経験
無し
有り

詛サ

(54)　　　　59. 3

(126)　　　　37,3

74)　　　　36. 5

(30)　　　　43. 3

(260)　　　　43. i

(28　　　　　32. 1

I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*

72. 2　　　　20.4　　　　50.0　　　　38. 9　　　　44.4　　　　57.4

70.6　　　　31.0　　　　35.7

70.3　　　　20.3　　　　51.4

73.3　　　　23.3　　　　33.3

it*

73.5　　　　25.!　　　　43.1

46.4　　　　25.(　　　　32. I

42.6

43.7

45.9

互旦J

45.1

35.7

64. ;

56.3

68.9

旦u

*

63.I

46.4

40.5　　　　40.5　　　　42. I

37.I　　　　41.9　　　　36.5

43.3　　　　46.7　　　　3G.7

暮詛I It

38. 5　　　　45.0　　　　45.(

50.0 H.3　　　　25.0

CO*1096、幸幸5%、辛H1%、幸手幸詛0.1%で有意。

衷6-ll.企業規模と職場で必要な知識・技能(文系女子)

商品や事業
(N)　　に関する

知識

(冗)

専門分野　　専門分野
に関する　　に関する

実務的知識　理論的知識
(1116)　　　　　幸手

(109)　　　37. 6

97)　　　　34. 0

(209)　　　　53. I

(122)　　　　8. 4

(256)　　　55. 9

(323)　　　　61. 9

計
129人
30-99人

IO0-499A

500-999人
1000-4999人

5000A一

往:

幅広い教養　データ処臥　英語などの　企画・アイ 情報収集　対人関係の

事務処理の　　語学力　　デアなどの　力.ネット　　能力、
ノウハウ　　　　　　　　創造力　　　ワーク　　　説得力

詛**

28.4

30.9

34. 0

38.5

3l.6

44.0

56.9

52.6

50.2

54. 1

52.7

古J n

7.4

13.4

2.0

9.0

I .7

13.0

39.4

的.耳

25.8

27.0

2S. 9

33.I

HMOt＼∴　Ho"v∴　書目1'.'.∴　*MtO. I㌔で市せ.

45.9

50.5

54. I

46.7

52.0

圭J　由

47.7

35.1

38.

37. 7

35.5

37.2

34.9

38. 1

41.6

47.5

42.2

44.9

65.I

61.9

67.9

60. 7

63.7

69. 0

だし、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」の点では、女子

についても大規模企業及び小規模企業で必要性が高いというU字型の構造が確認された。

坐_業属性別の職務特性

図6-7、図6-8に、知識・技能要求と企業属性との関係を示したO

文系の場合、業種別にみると、卸売・小売・飲食業で「商品や事業に関する知識」の、
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図6-7・業種、配属部門と知識・技能の要求度(文系女子)
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図6-8.業種、配属部門と知識・技能の要求度(理系女子)
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金融・保険業で「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」の必要

性が最も高く、この点は男子と共通している。女子の場合はさらに、 「英語などの語学力」

「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」の点でも業種間に格差が

みられるo男子と同様、配属部門間の相違は業種間の相違以上に大きい。そして、総務・

経理部門で「専門分野に関する実務的知識」 (45%)の、情報処理部門で「データ処理、

事務処理の能力」 (70%)の、国際部門で「英語などの語学力」 (90%)の必要性が高い

など男子と共通する点が多く、管理・企画、人事・教育、国際の各部門で、全般的に知識

・技能要求が高い点も男子と同様である。

理系の場合も男子と同様、業種間の知識・技能要求の相違は文系以上に大きい。個別の

業種ごとにみた知識・技能要求に関しては、必ずしも男子と同様の結果は得られていない

が、サンプル数が十分でないこともあり、明確な判断はできない。配属部門別にみても、

男子と類似した点が多いo 「専門分野に関する理論的知識」 「幅広い教養」 「英語などの

語学力」 「データ処理、事務処理の能力」に関して、研究部門が開発・設計部門よりも必

要性が高い点や、情報処理部門では、 「データ処理、事務処理の能力」 「情報収集力、ネ

ットワーク」 「対人関係の能力、説得力」の必要性が高い反面、他の点では必要性が低い
点などがそうである。

なお、企業属性を考慮した上での専門分野や大学威信と知識・技能要求との関わりにつ

いては・サンプル数が十分に確保できないため、検討することができなかった(7}

3.公務員就職者の職務内容

公務員就職者の場合、民間企業就職者とは職場で要求される知識・技能に相違があった。

民間企業就職者の職務内容を分析して明らかにされた、専門分野や大学威信の知識・技能

要求に対する規定力は、他にも一般化できるのだろうか。

個人属性別の職務特性

表6-12は、知識・技能特性を個人属性別にみたものであるo

文系男子の場合、 「対人関係の能力、説得力」 (69%) 、 「専門分野に関する実務的知

識」 (62%) 、 「幅広い教養」 (54%)の脂に必要性は高く、逆に必要性が低いのは、

「商品や事業に関する知識」 (24%) 、 「英語などの語学力」 (23%)であった。

専門分野別にみると、民間企業就職者と同様、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門

分野に関する理論的知識」の必要性は、人文系で低く法学系で高く評価されているO　なお

「企画・アイデアなどの創造力」の必要性は、経済・商系で特に低いが、後述するように、

この点は大学威信や卒業後の年数による相違が大きく、明確な結論づけはできない。

大学威信間の相違も民間企業就職者と同様、専門分野以上に大きく、どの知識・技能も、

威信高いグループほど必要性を高く評価する傾向にある。なお、 「専門分野に関する実務

的知識」 (20ポイント) 、 「専門分野に関する理論的知識」 (18ポイント)に加え、 「情

報収集力、ネットワーク」 (31ポイント)、 「企画・アイデアなどの創造力」 (29ポイン

ト)の点でも威信高いグループと威信低いグループの問の格差が大きいO
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表6-12.戦場で必要な知識・技能
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大学卒業後の年数の影響は、民間企業就職者ほど明確でない。ただし、 「企画・アイデ

アなどの創造力」の必要性は、卒業後1年目と卒業後8-10年目の者で、実に28ポイントもの

差がある。離転職経験の影響も民間企業就職者ほど明確でないoもっとも、離転職経験者

で知識・技能の必要性の認識が低い傾向は認められる。

理系男子の場合も文系と同様、 「専門分野に関する実務的知識」 (68%) 、 「対人関係

の能力、説得力」 (68%) 、 「幅広い教養」 (52%)の必要性が高く、 「英語などの語学

力」 (21%) 、 「商品や事業に関する知識」 (19%)の必要性は低い。公務員では、民間

企業と比較して、文系と理系における知識・技能要求の相違が小さいことがわかる。

専門分野別にみると、全体的に理学系で知識・技能の必要性が低く、農学系で高い傾向

にある。ただし、理学系のサンプル数が少なく断定はできない。大学威信間による相違は、

文系と同様、 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「幅広い教

養」の点で明確である。大学卒業後の年数、離転職経験者の有無による知識・技能要求の

相違はさほど顕著でなく、理系の民間企業就職者と類似した結果が得られた。

最後に、文系女子について(8) 「対人関係の能力、説得力」 (70%) 、 「幅広い教養」

(61%) 、 「専門分野に関する実務的知識」 (53%)の必要性が高く、 「商品や事業に関

する知識」 (22%)の必要性が低い点は、男子と変わらない。また、民間企業で顕著であ

った,男子が女子より知識・技能要求を高く評価する傾向もない。公務員の場合、仕事内

容に関して性別による相違は少ないといえるo個人属性別にみても、ほぼ男子と同様の特
徴が得られた。

公務員の種別、配属部門と職務時膿

まず、公務員の種別と知識・技能要求の対応を、 「国家上級」 「国家中級」 「地方公務」

の3分類を用いて検討した(図6-9)　なお、以下では文系出身者の男女を分析対象と

する。上述の知識・技能特性から、男女を含めて分析することに問題はなかろう。

図から明らかなように、全体的に知識・技能の要求レベルは「国家上級」で高く、咽

家中級」で低いo 「国家上級」で特に必要性が高いのは、 「専門分野に関する理論的知識」

(72%) 、 「幅広い教養」 (85%上「英語などの語学力」 (62%) 、 「国家中級」で特に

必要性が低いのは、 「企画・アイデアなどの創造力」 (15%) 、 「情報収集力、ネットワ

ーク」 (20%)となっている。

ところで、知識・技能要求は大学威信の高いグループはど高い傾向にあったが、これは、

大学威信による相違なのか、それとも公務員の種別による相違なのだろうか。大学威信と

公務員の種別の対応をみると(表6-13) 、威信高いグループは「国家上級」の割合が高く、

「国家中級」の割合が低いo 「国家上級」並びに「国家中級」は、サンプル数が少なく、

大学威信別の検討はできなかったが、 「地方公務」を対象に検討したところ、 「商品や事

業に関する知識」 「情報収集力、ネットワーク」以外の点では、特に威信高いグループで

知識・技能要求が高いという傾向は得られなかった。大学威信と職場の知識・技能との機

能的連関は、公務員よりも民間企業就職者で顕著であるのかもしれない。

図6~10、図6-11は、配属部門別に知識・技能特性をみたものである(10)

文系からみると、 「幅広い教養」を除き、配属部門によって要求される知識・技能はか

なり異なるoそして、相対的に知識・技能要求が高いのは管理・企画部門、低いのは製造
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図6-9・公務員の種別による必要とされる知識・技能(文系)
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表6-13.大学威信と公務員の種類(文系)
(.%)

大学威信

中の上　　　高い
「国家上級」

「国家中級」

「地方公務」
計

(50)　　　1. 6

(151)　　　20. 3

(217)　　　78. 0

(560)　　100. 0

4.7　　　　15.9

32.3　　　10.7　　　　　5.7

63.8　　　　84.7_b_3. 8　　　　　84. 7　　　　　78. 3

100. 0　　　100.0　　　100.0

・現場部門である。管理・企画部門では、 「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの

創造力」 「情報収集力、ネットワーク」の必要性が5部門中最も高く、製造・現場部門で

は、 「専門分野に関する理論的知識」 「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの創造

力」 「情報収集力、ネットワーク」の必要性が5部門中最も低い。また、総務・経理部門

で「専門分野に関する実務的知識」の必要性が高いoこれらはいずれも、民間企業でも認

められた特徴であるo理系の場合も、やはり研究部門で知識・技能要求が高い0 -方、開

発・設計部門と製造・現場部門の問には明確な相違が認められなかった(ll)。

民間企業と比肩しうる分析には至っていないが、以上から次の知見が得られたといえよ

うo民間企業と公務員では、職場で要求される知識・技能が基本的に異なる。そのため、

個人属性や配属部門別にみた知識・技能特性も、公務員独自の特徴が認められた。だが部

分的にせよ、専門分野や大学威信の知識・技能要求に対する規定力という点で、公務員に

ついても民間企業と重複する結果が得られたことは指摘されてよいであろう。
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図6-10.配属部門別にみた戦場で必要な知識・技能(文系)
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4.職場の知識・技能構造

これまで個別に検討してきた知識・技能の間には、何らかの共通要素、つまり、それら

を包括する知識・技能の構造が存在していると仮定される.職場における知識・技能構造

の抽出という作業を通して、これまでの分析結果を改めて整理してみたい。

知識・技能の共通性-就業形態別の骨隆一

9項目の知識・技能を少数の総合的な指標として捉え直すために、民間企業、公務員、

教員の別に主成分分析を行った(表6-14)出身分野を考慮した知識・技能構造の詳細は

後で検討することとし、ここでは、 ・各々の因子との相関が0.6以上と高い項目に着目し、就

業形態によって個別の知識・技能要求に相違があるだけでなく、知識・技能の構成要素も

異なっていることを示したい。

民間企業就職者の場合、第1因子と高い相関を持つのは、 「商品や事業に関する知識」

「幅広い教養」 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「対人関

係の能力・説得力」である0 -方・第2因子と高い相関を持つのは、 「専門分野に関する

実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」であるoどうやら、専門分野に関わる知識

とそれ以外の知識というかたちで、知識・技能構造が分かれているようである。

これに対して、公務員の場合は、第1因子とは「英語などの語学力」 「企画・アイデア

などの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」が、第2因子とは「専門分野に関する実務

的知識」 「対人関係の能力、説得力」がそれぞれ高い相関を持つ。 「英語などの語学力」

が因子の重要な構成要素と考えられる点、専門分野に関わる知識が一つの構成要素を形成

していない点が、民間企業との大きな相違である。

教員の場合は、 「専門分野に関する理論的知識」 「幅広い教養」 「企画・アイデアなど

の創造力」 「対人関係の能力、説得力」が第1園子と、 「商品や事業に関する知識」 「専

門分野に関する実務的知識」が第2因子と、それぞれ高い相関を持つ。ただし、質問項目

の特質上、単純に民間企業や公務員との違いを比較することはできないD

なお上では、固有値が1以上のものを抽出する因子数として求めたが、因子の数を3つ

まで拡大して分析したところ、公務員で「商品や事業に関する知識」が、教員で「商品や

事業に関する知識」 「専門分野に関する実務的知識」 (12)が、第3因子と高い相関を持っ

て抽出されたo質問内容から類推して、これらは、公務員や教員の職務とは関連の薄いも

のと考えられ、事実、知識・技能を個別に検討した際も、その必要性は極めて低かった。

民間企業の知識・技能構造

個別に知識・技能要求を検討した際、文系と理系の問には相違があった。知識・技能の

構成要素も異なっているのか検討するため、文系、理系の別に改めて因子分析を行った。

まず、 9項目全てを入れて分析したところ、文系、理系とも「データ処理、事務処理の能

力」 「英語などの語学力」の2項目が、他とは独立した特徴を持つことがわかった。そこ

で、これら2つを除く7項目を対象に再度因子分析を行った(表6-15) 。

表をみてまず気付くのは、文系、理系とも抽出された因子構造がほぼ同様であるという

点であるo出身分野を問わず、第1因子には「対人関係の能力、説得力」 「情報収集力、
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表6-14・就業形態別にみた職場の知識・技能構造

__　　民間企業　_…__
第1因子　第2医l子

___　公務員
第1因子　第2因子

tll一t一一一一一lllll一一一一一一一...・..・........・.・.一.llllllllllll.llllllllllll.111-

0.08　　　0. 54

__　　　教員　・ __
__夢1因子　第2因子

「商品や事業に関する知識」
「専門分野に関する実務的知識」
「専門分野に関する理論的知識」
「幅広い教養」

「データ処理、事務処理の能力」
「英語などの語学力」

「企画・アイデアなどの創造力」
「情報収集力、ネットワーク」
「対人関係の能力、説得力」

累積寄与率 38.　　　50. 1

3.42　　1.08

35.9

3.23

35.0　　　48.8

.08　　　　3.15　　1.24

ネットワーク」 「企画・アイデアなどの創造力」 「幅広い教養」が含まれ、第2因子には

「専門分野に関する理論的知識」 「専門分野に関する実務的知識」が含まれている。

ただし、文系と理系で唯一異なる点があるoそれは、 「商品や事業に関する知識」が、

文系では第1因子と強い相関を持つのに対して・理系では第2因子と強い相関を持つ点で

あるoこれは、文系と理系の仕事内容の相違を端的に示すものといえる。文系の場合、所

属する企業の商品や事業内容に関する知識は・業務遂行上必要な専門的知識とは別の次元

で捉えられているのに対して、理系の場合は、商品や事業内容に関する知識が、業務上要

求される専門的な知識と同レベルのものとして捉えられているのである(13)

公務員の知識・技能構造

公務員については、 「商品や事業に関する知識」を除く8項目について、文系、理系の

別に園子分析を行ったoその結果、大きく2つの因子が抽出されたが、 「幅広い教養」は

明確な特徴を持たず、どちらの因子ともある程度相関があった。そこで、さらに「幅広い

教養」を除いた7項目について、改めて因子分析を行った(表6-16)

民間企業の場合と同様、文系、理系の間で抽出された因子構造に相違はない。そして、

第1因子は「専門分野に関する実務的知識」 「対人関係の能力、説得力」 「データ処理、

事務処理の能力」 「専門分野に関する理論的知識」から、第2因子は「企画・アイデアな

どの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 「英語などの語学力」から構成されている。

ただし、先にも述べたように民間企業とは因子の構成要素が明らかに異なる。第1に、

民間企業では「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する麺論的知識」で1つの

因子を構成していたが、公務員ではこれらに「対人関係の能力、説得力」 「データ処理、

事務処理の能力」も加わって一つの因子を構成している。第2に、民間企業では独立した

特徴を持っていた「データ処理、事務処理の能力」 「英語などの語学力」が、それぞれ他

の知識・技能と共に因子を構成している。
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表6-15.民間企業就職者の知識・技能構造

文系出身者

第1斑子　　第2因子

「対人関係の能力、説得力」
「情報収集力、ネットワーク」

「企画・アイデアなどの創造力」
「商品や事業に関する知識」
「幅広い教養」

「専門分野に関する理論的知識」
「専門分野に関する実務的知識」

累積寄与率

理系出身者

「情報収集力、ネットワーク」

「企画・アイデアなどの創造力」
「対人関係の能力、説得力」
「幅広い教養」

「専門分野に関する実務的知識」

「専門分野に関する理論的知識」
「商品や事業に関する知識」

0.77

0.73

0.70

0.70

0.16

0.II

0.20

0.07

0.19

0.24

0.15

0.79

0.71

0.64

累積寄与率
固有億

表6-16.公務員就職者の知識・技能構造

文系出身者

第1因子　　第2因子

「専門分野に関する実務的知識」
「対人関係の能力、説得力」
「データ処理、事務処理の能力」

「専門分野に関する理論的知識」

「企画・アイデアなどの創造力」

「情報収集力、ネットワーク」
「英語などの語学力」

55.0

固有億　　　　　　　　　　　　　　　　2. 79

理系出身者

第1因子　　第2因子

「専門分野に関する実務的知識」
rH人関係の能力、説得力」
「データ処乱事務処理の能力」

「専門分野に関する理論的知識」

「英語などの語学力」

「情報収集力、ネットワーク」
「企画・アイデアなどの創造力」

累積寄与率 40. 6　　　　　55.6

2.84　　　　1.05
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知識・技能要求の規定要因

先に抽出された2つの因子のうち、第1因子は、人や物との幅広い接触を通して情報を

獲得し企画立案を行う能力と考えられる。換言すれば、個々の職務に特化しない、適用範

囲の広い能力であり、ここでは「知的拡張性」能力と呼ぶことにする。これに対して第2

因子は、実務的か理論的かという知識の性格に関わらず、個々の職務に特化した、適用範

囲の限定された能力であり、ここでは「職業専門知識」能力と名付けることにする。

何が「知的拡張性」や「職業専門知識」に対する要求を規定しているのか検討するため、

民間企業就職者を対象に、各因子について因子スコアを算出した後、それを従属変数とし、

個人属性、企業属性をそれぞれ独立変数(ダミー変数を含む)とする重回帰分析を行った。

以下に挙げられた、ダミー変数に対応する表中の数値は、それぞれの基準カテゴリー(数

値が入っていない変数)に対する差を示している。結論を先に約言すれば、知識・技能要

求を個別に検討した際に明らかにされた点が、ここでも再度確認されたのである。

(I)文系出身者

まず、企業属性が知識・技能要求に及ぼす影響を再確認するため、業種並びに配属部門

を独立変数とする分析を行った。続いて,専門分野や大学威信といった個人属性が知識・

技能要求に及ぼす影響を検討した。なお、企業規模や職種は、本来ならば企業属性に加え

て分析すべきだが、これらは大学威信と明確な対応を持つ変数であり、大学威信独自の知

識・技能に対する規定力をみるため、敢えて個人属性別の分析に加えた(表6-17)

「知的拡張性」

まず、企業属性との関係でみると、業種よりも配属部門が必要性を大きく規定している。

基準グループである営業・販売部門と比較して、総務・経理部門、製造・現場部門では明

らかに必要性が低く、また、情報処理部門、研究・開発部門でも必要性が低いという統計

的に有意な結果を得た。 「知的拡張性」の要求が、営業・販売部門で特に高いことがわか

る。業種の規定力は小さく、統計的に有意なのは金融・保険業だけであった。金融・保険

業では、基準グループの商業より「知的拡敵性」の必要性は低い。

続いて、個人属性との関係である。まず確認しておきたいのは、職種の規定力の大きさ

である。 「知的拡張性」の要求は、基準グループの営業・販売職と比較して、専門・技術

職、事務職では低い。営業・販売職における要求の高さは、上でみた営業・販売部門にお

ける要求の高さに呼応するものであるO　また、企業規模の規定力に関しては、従業員が50

00人以上の大企業で必要性が高いという統計的に有意な結果を得た。大企業ほど幅広い業

務を経験するキャリアが用意されており、これはその反映と考えられる。

しかし、より注目されるのは、職種や企業規模を考慮しても、個人属性によって知識・

技能要求が異なる点である。まず指摘されるのは、大学威信が「知的拡張性」の要求をな

お規定していることである。大学威信との対応が顕著な企業規模や職種を統制しても、威

信高いグループはど「知的拡張性」の要求が高いという統計的に有意な結果を得たO　就職

後も、大学威信と職場の知識・技能との機能的連関は保たれているのである。また、卒業

後の年数も「知的拡張性」の必要性を規定しており、入職後5年以降の者でその要求が高
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表6-17.知識・技能構造の規定要因

A.企業属性別

系

「知的拡張性」 「職業専門知識」
(5324) (5324)

0. 20　　　　　　-0.35

建設・製造業
商業
金融・保険業
運輸・通信業

-0. 05

-0.20　****

-0.10

他サービス業　　　-0. 05
その他　　　　　　-0. 09

0.06

0.79　****

0.15　**

0.02

0.25　****

配属部門 研究・開発
情報処理
製造・現場
管理・企画
総務・経理
営業・販売
人事・教育
国際
その他

-0.14　**　　　　0.03

-0.21 ****

-0.50　****

0.07

-0.53　****

0.00

0.05

0.02

0.23　****

0.62　****

0.41 ****

-0.04　　　　　　　0.31 ***

-0.22　****　　　0.20　****

R2乗　　　　(0.038)　　(0. 129)
F値 (16.07) ****　(60.69) ****

B.個人属性別 (企業規模、職種を含む)

欝整」 「欝(5484)

定数 0. 08　　　　　　-0. 14

専門分野 人文系　　　　　　0. 06 -0.21 ****

法学系　　　　　-0.02　　　　　0.13　***
経済・商系

大学威信 低い
中の下
中の上
高い

-0.07　*　　　　　-0.ll **

0.ll **　　　　　0.12　**

0.17　****　　　.33　****

卒業後の年数1年

0.02　　　　　　　0.04

0.15　***　　　　0.05

0.14　***　　　　0.05

離転職の経験　無し
有 り　　　　　　　-0.17　**** -0.05

性　　　　　　男子
・'蝣s辛　　　　　　　　目. 05　　　　　　-0.21 ****

企業規模 -99A
100-999A

1000-4999人
5000人以上

0.02　　　　　　0.09　**

・0.01　　　　　-0.09　**

0.08　**　　　　　0.05

事務職
営業・販売職
専門・技術職
その他

-0.41 ****　　　0.33　****

-0.22　****　　　0.04

-0.25　****　　　0.03

R2乗　　　　(0. 047)　　(0. 105)
F値　　　　　(1 7.02) ****　(40.22) ****

注

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。
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いoさらに、離転職経験者では、継続就業者と比較して「知的拡張性」の要求が低くなっ

ているO　この結果は、 「知的拡張性」が、職場で継続的に業務経験を積むことで、その要

求を高める性質にあることを示している。

_「職業専門知識」

企業属性との関連でみると、やはり配属部門間の相違が大きいoそして、 「知的拡張性」

とは逆に、基準グループの営業・販売部門と比較して、総務・経理部門で特にその必要性

が高く、人事・教育、国際、管理・企画の各部門でも必要性が高いという統計的に有意な

結果を得た。業種間の相違については、 「知的拡張性」の要求を低く評価していた金融・

保険業で、特に「職業専門知識」の必要性が高い。 「知的拡張性」の要求が高いところで

は「職業専門知識」の要求が低く・ 「知的拡張性」の要求が低いところでは「職業専門知

識」の要求が高くなっており、 2つの知識構造の間には負の相関がみられる。

個人属性との関係をみると、やはり職種の規定力が大きい点にまず気付く。 「職業専門

知識」の要求は、基準グループである営業,・販売職と比較して、事務職で高いという統計

的に有意な結果を得たoここでも、 「知的拡張性」の要求と「職業専門知識」の要求は、

負の相関関係にあるo企業規模に関しては、大規模及び小規模企業で必要性が高く、表6-

2で明らかにされたU字型の構造が、再び確認された。

ただし、職種や企業規模を統制しても、 「職業専門知識」の要求は個人属性によって異

なるoまず「知的拡張性」と同様、大学威信が「職業専門知識」の要求を規定しており、

威信高いグループはど必要性が高まるという統計的に有意な結果を得た。さらに、専門分

野もそ・の要求を規定しており、基準グループの経済・商系と比較して、法学系で必要性が

高く人文系で必要性が低い。人文系の質問内容が異なるため、結果の解釈には慎重さを要

するが、ここでも、法学系で専門分野一に関わる諸知識の必要性が高いという結果が得られ

たのであるo　この他に、女子では男子と比較して「職業専門知識」の要求が低かった。こ

れに対して、卒業後の年数や離転職経験の有無は、明確な規定力を持っていなかった。

(I)理系出身者

理系の場合、専門分野や大学威信との対応が顕著であったのは、企業規模に加えて業種

であったoそのため、文系と同様の分析が必ずしも適当とはえいない。しかし、企業属性

が知識・技能要求に果たす機能を再確認することは必要な作業であり、また、文系との比

較を行う意味からも、取り敢えず文系と同様の変数を用いて分析を行った(表6-18)な

お、理系に固有の特性を考慮した分析は、後で補足することにする。

J部的拡張性工

企業属性との関係からみると、やはり配属部門の規定力が大きい。まず、管理・企画、

総務・経理、営業・販売といった事務及び営業・販売系部門では、明らかに「知的拡張性」

の必要性が高いoまた、専門・技術系部門の中でも、基準グループの開発・設計部門と比

較して、情報処理部門でその要求が高く、製造・現場部門で低いという統計的に有意な差

を得たo業種の規定力はさほど明確でなく、統計的に有意な差があるのは、建設業、食品
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衰6-18.知識・技能構造の規定要因

蝣0. 14　　　　　　　0. 29

建設業
電気・機械製造
化学・鉄鋼製造
食品・繊維製造
金融・保険業
運輸・通信業
ソフト・情報
商業・他サーfス
その他

0.ll **　　　　-0.30　****

0.01　　　　　　0.08

0.19　**　　　　-0,05

0.05　　　　　　-0.22　***

0. 03　　　　　　-0.03

0.13　　　　　　-0.13

0.08　　　　　　-0.18　**

0.16　**　　　　-0.22　***

配属部門 研究
開発
情報処理
製造・現場

管理・企画
総・経/営・販
その他

0.04　　　　　　0.ll *

0.ll *　　　　-0.36　****

0.18　***　　　-0.04

0.32　****　　　-0.45　****

0.43　****　　　-0.65　****

0.20　**　　　　-0.17　**

R2乗　　　　(0. 039)　　(0. 095)
(9.927) ****　(25.69) ****

B.個人属健別(企業規模、職種を含む)
理系

「知的拡張性」 「職業専門知識」
(N)qM_-　(3496) (3496

-0. 11　　　　　　0.05

専門分野 -0. 06　　　　　-0. 00

-0.04　　　　　　　0.29　****

'¥ :-<-it.L 低い
中の下
中の上
高い

-0. 04　　　　　-0. 00

0.10　**　　　　　0.03

0.08　　　　　　0.24　****

卒業後の年数　1年
2-4年
517年

8-10年

0.02　　　　　　0.09

0.10　　　　　　　0.09

0.　　　　　　　3. 07

離転職の経験　無し

有り　　　　　　　-0.14　** -0.14　**

Ml
-'JT・
t-r　　　　　　　　　　上 02　　　　　　-0. 07

::こ:芋・=V. {'rさ -99A

100-999人
1000-4999人
5000人以上

0.02　　　　　　-0.09

-0.09　*　　　　　-0.09　**

-0.01　　　　　-0.02

事務職
営業・販売職
専門・技術職
その他

0.28　****　　　-0.66　****

0.52　****　　　-0.71 ****

0.10　　　　　　-0.19　**

R2乗　　　　(0.031)　　(0.077)
F値　　　　　(6.981) **** (18.20) ****

注

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意O
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・繊維製造業にとどまり、これらでは、基準グループの電気・機械製造業と比較して「知

的拡張性」の必要性が高かった。

続いて個人属性との関係でみると、文系の場合と同様に職種による相違が大きい。基準

グループの専門・技術職と比較して、事務職、営業・販売職では明らかに要求が高くなっ

ているo規模の点では、従業員規模が100-999人の企業で、その要求が低く判断されている。

職種や企業規模を統制した上で個人属性の規定力をみると、文系ほど顕著な傾向はみら

れない。しかし、必ずしも統計的に有意でないとはいえ、大学威信の高いグループほど、

また、卒業後5年目以降の者でその要求が高い点、離転職経験者でその要求が低い点など、

文系と共通した点は確認されるo　こうした視点に立てば、 「知的拡張性」の要求は、文系、

理系を問わず、ほぼ類似した変数に規定されているといってよい。

「職業専門知識」

企業属性との関係からみると、ここでも配属部門の規定力が大きい。そして「知的拡張

性」と「職業専門知識」の間には負の相関がみられる。 「知的拡張性」の要求が高かった

事務系、営業・販売系部門や、情報処理部門において、基準グループの開発・設計部門よ

りも「職業専門知識」の要求が低いという統計的に有意な結果が得られた。この他、開発

・設計部門以上に研究部門では「職業専門知識」の必要性が高かったo 「知的拡張性」と

「職業専門知識」の関係は業種においても同様で、 「知的拡張性」の要求が高かった建設

業で、基準グループの電気・機械製造業よりも「職業専門知識」の要求は低い。なお、金

融・保険業や商業・その他サービス業でその必要性が低いのは、事務職、営業・販売職就

職者が多いためである。

個人属性別の分析表からはまず、職種の規定力の大きさが確認される。 「職業専門知識」

の要求は、基準グループの専門・技術職と比較して、事務職や特に営業・販売職で高い。

また企業規模の規定力については、 「知的拡張性」と同様であった。

なお、職種や規模を考慮しても、いくつかの項目で統計的に有意な結果が得られたoま

ず、基準グループの工学系と比較して農学系で「職業専門知識」の必要性は高い。大学威

信の規定力は文系ほど顕著でないが、威信高いグループでは、明らかに必要性を高く評価

しているo　また「知的拡張性」と同様、離転職経験者で「職業専門知識」の要求は低い。

卒業後の年数が効いていないのは文系と同様だが、専門分野と職務の対応や、男女間でキ

ャリアに相違がないことを受けて、性別による必要性の相違は認められない。

始めにも述べたように、理系の専門・技術職就職者では、専門分野、大学威信と業種、

配属部門の問に一定の対応がみられる。そこで、専門・技術職就職者を対象に、表6-18で

用いた職種の替わりに、業種あるいは配属部門を独立変数に入れて、重回帰分析を行った。

その結果、表6-18で明らかにされた「知的拡張性」 「職業専門知識」に対する企業規模

や業種、配属部門の規定力が再確認される一方、専門分野や大学威信の規定力についても、

ほぼ同様の結果が得られた。即ちまず、 「職業専門知識」の必要性は、農学系や威信高い

グループで高かったoまた「知的拡張性」に対する要求が、理学系で低い点、卒業後の年

数を経た者ほど高まる点が、理系出身者全体を分析した時よりも顕著に認められた(14)
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5.まとめ

以上の分析を振り返るとき、まず明らかにされたのは、就業形態や出身分野に関わりな

く、 「対人関係の能力、説得力」や「幅広い教養」が、職務遂行に必要な基礎的知識・技

能を形成していたことであるo　しかし、その他の知識・技能に関しては、民間企業就職者

と公務員就職者の間で必要性が異なっていたo　これは、双方の仕事内容の相違を反映した

ものに他ならず、因子分析による知識・技能の構造分析においても、その点は確認された。

こうした就業形態による知識・技能特性も勘案しつつ、この章では主に民間企業就職者を

対象とし、職場で要求される知識・技能とその規定要因を探ってきた0

民間企業就職者が職場で要求される知識・技能には、文系、理系の別に関係なく、専門

分野に関わる能力と、より適用範囲の広い拡張的な能力の2つが存在しており、前者を

「職業専門知識」 、後者を「知的拡張性」とそれぞれ命名した。これら2つに対する要求

は、就職先の企業属性だけでなく、大卒者の個人属性によっても異なっていた。以下、文

系、理系に共通する特性、出身分野間で異なる特性、という視点から整理してみたい。

出身分野に共通した特性としては、以下の3点が明らかにされた。まず、企業属性によ

る知識・技能の規定力をみる限り、 「知的拡張性」と「職業専門知識」は負の相関を持つ

ことであるo 「知的拡張性」の要求が高い職種や業種、配属部門においては、 「職業専門

知識」の要求が低く、逆に「職業専門知識」の要求が高い職場では、 「知的拡張性」の要

求が低い傾向にあったo次に・ 「知的拡張性」は、卒業後の年数を経た者ほど、即ち、職

場での経験を積む過程で必要性が高まる性格を持つことである。最後に、離転職経験者は

継続就業者と比較して、 「知的拡張性」 「職業専門知識」とも必要性が低いことである。

離転職行動自体、知識・技能の特定化を困難にさせる要因でもあるが、ここでの分析に依

拠する限り、初期キャリア段階の離転職は知識・技能の高度化を伴う性質にないといえる。

続いて、出身分野に固有の知識・技能特性とその背景に関する知見である。

文系の場合、まず企業属性の知識・技能の規定力から述べると、 「知的拡張性」は営業

・販売職、 「職業専門知識」は事務職でその要求が高い。これを業種別にみると、金融・

保険業が特異で、 「職業専門知識」の必要性が特に高い。配属部門については、総務・経

理部門と営業・販売部門が対照的な位置にあり、 「知的拡張性」の要求は前者で低く後者

で高い一方、 「職業専門知識」の要求は前者で高く後者で低かった。

しかし、さらに注目されるのは、こうした企業属性の相違を越えて、個人の諸属性が知

識・技能要求を規定している点であった。それは次に挙げる3点である。

第1は、 「知的拡張性」 「職業専門知識」を問わず、大学威信がその要求を規定してい

る点であるo威信高いグループほど職場での要求を高く評価しており、この結果は、就職

後も大学威信と知識・技能の間に機能的な連関が存在することを予想させる。

第2は、特に大企業で「知的拡張性」の要求が高い点である。これは、大企業ほど幅広

い要務を経験するキャリア特性を持つことに起因した結果と考えられる。また「職業専門

知識」に関しては、大規模及び小規模企業で必要性が高いというU字型の特徴がみられた。

第3は、性別によって知識・技能要求が異なる点である。女子は男子と比較して、知識

・技能の必要性を低く評価していた。女子の場合、事務職就職者が圧倒的に多く、就職後

の経験業務も男子とは異なっていた。この結果は、それに呼応するものである。
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理系の場合は、上記3点に関して文系とはその特徴が微妙に異なる0

まず、知識・技能要求に対する大学威信の規定力は、文系ほど顕著でなかった。ただし、

「職業専門知識」の要求は、特に威信高いグループで明らかに高く、 「知的拡張性」の要

求も、威信高いグループで高い傾向にあった。企業規模間の相違も、文系ほど明瞭でなか

ったO企業規模とキャリアの間に、文系の場合のような関連がなかったことを考えれば、

当然の帰結ともいえるが、中規模企業で知識・技能要求が低い傾向は認められた。最後の

点、即ち、性別による知識・技能要求にも大きな相違は確認されなかった。理系では、性

別でキャリアに相違がなく、この結果はそれを裏付けるものといえるO

文系と比較して、理系では大学威信や企業規模・性別が知識・技能要求に果たす機能は

小さいo逆にいえば・企業属性による相違が大きいということであり、業種や配属部門ご

とに、知識・技能要求に対する大学威信や専門分野の規定力は異なるのである。

理系の大半を占める専門・技術職の場合、 「職業専門知識」の要求が高いのは製造業で、

低いのは建設業や情報産業であったOこれに対して、 「知的拡張性」の要求は情報産業で

高かったo配属部門でいえば、 「職業専門知識」の要求が高いのは研究部門、低いのは情

報処理部門であり、逆に情報処理部門では、 「知的拡張性」の必要性が高かった。さらに、

理学系で「知的拡張性」の要求が低いという傾向も認められた。

一方、理系のいわばネジレのルートにあたる、事務職、営業・販売職就職者の場合は、

「職業専門知識」の必要性が明確に低い一方、 「知的拡張性」に対する要求は高かった。

同様の傾向は、事務、営業・販売系部門への配属者でも確認され専門・技術職に就職し

た場合とは、明らかに異なる知識・技能が要求されていた。
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(注)

(1)教員において「専門分野に関する実務的知識」の要求度が低いのは、質問内容が異なっ

ているためであるo教育系出身者に対しては、他と共通の9項目に加えて、 「教育現場

の具体的知識」の必要性を尋ねており、この点に関しては60%の者が必要と回答してい

る。また、公務員、教員で「商品や事業に関する知識」の要求度が低いのは、仕事の性

格上、当然の帰結といえる。

(2)専門・技術職では、大学威信間の相違が明確でなかったO

(3)質問票から、企業規模別の専門分野、大学威信構成、あるいは、職種、業種、配属部門

構成を知ることはできる。しかしその点から、小規模企業就職者で知識・技能要求が高

く評価される要因を抽出することはできなかった。

(4)同じく建設業の場合、 「商品や事業に関する知識」の点でも必要と回答した割合は8業

種中7番目である。ただし、 「専門分野に関する実務的知識」に関しては、電気・機械

製造業に次いで必要性の認識は高い。

(5)文系女子の場合、 「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」が

必要と回答した割合は、それぞれ31%、 13%で、文系男子よりも10%ポイント前後低い。

これは、人文系出身者が多いためとも考えられる。

(6) 「商品や事業に関する知識」は工学系で、 「専門分野に関する実務的知識」は農学系で、

「企画・アイデアなどの創造力」は理学系で、それぞれ必要性が他よりも低いと認識さ

れており、 「専門分野に関する理論的知識」は理学系で他よりも必要性が高いと認識さ

れているO　ただし、サンプル数が十分でないこともあり、この結果から、専門分野別の

特徴が反映されていると判断することはできない。

(7)専門分野や大学威信、卒業後の年数、離転職の経験といった変数は、外的に把握が可能

な、いわば顕在化した個人属性といえるが、他方で、個人に内面化した属性もある。第

4章で扱った職業選択志向性もその一つである。参考までに、職業選択志向因子として

抽出された4つの因子と知識・技能要求との関係を概観しておく。付図6-1には、知識

・技能の必要性( 「必要」を1、 「不必要」を0)を従属変数、職業選択志向性の因子

得点を独立変数として、ロジスティック回帰分析を行った結果を示した。図中の数値は、

各知識・技能に対して、 0より大きければ「必要」と回答する確率が高まり、 0より小

さければ「必要ない」と回答する確率が高まることを意味している。

文系男子の場合、まず、 【私生活】重視の就職者ほど、知識・技能の必要性が低いと

考えている。これに対して、 【大企業】 、 【職場風土】 、 【仕事内容】を重視して就職

した者ほど、知識・技能の必要性は高い。とりわけ【仕事内容】志向は、 「専門分野に

関する理論的知識」 ・「英語などの語学力」の必要性に大きな影響を及ぼしている。

理系男子では、文系男子のように職業選択志向の規定力が正と負のグループとに明確

に分離されていない。ただし、知識・技能要求に【私生活】志向が負の、 【仕事内容】

志向が正の影響を及ぼす点は文系と同様である。特に【仕事内容】志向は、 「専門分野

に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論的知識」の必要性を大きく規定している。

文系女子の場合、職業選択志向の影響は男子はど明確でない。キャリア形成における

性別問の相違が、知識・技能要求を大きく規定しているということだろう。もっとも、
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【仕事内容】志向の規定力は明確で、 【仕事内容】を重視して就職した者ほど知識・技

能要求を高く評価している。なお、 「データ処理、事務処理の能力」については、 【仕

事内容】志向が負の影響を及ぼしているが、これは、 【仕事内容】志向が低い者はど単

純事務作業に携わっていると解釈できよう。理系女子に関しては、サンプル数が十分で

ないこともあり、 【私生活】志向、 【仕事内容】志向の規定力はさほど明確でない。

なお、 【私生活】志向、 【仕事内容】志向は大学威信に大きく規定されていた。大学

威信を考慮しても、職業選択志向性が知識・技能要求を規定しているのか、男子につい

てさらに検討した。文系の場合、大学威信を考慮すると、職業選択志向性の規定力はさ

ほど明確でなかった。ただし、 「専門分野に関する理論的知識」 「英語などの語学力」

の要求に関しては、 【仕事内容】志向が少なからず関与していることが再確認されたO

これに対して理系の場合は、大学威信を考慮しても、 【仕事内容】を重視して就職した

者ほど明らかに知識・技能要求を高く評価しており、とりわけ「専門分野に関する実務

的知識」 「専門分野に関する理論的知識」に及ぼす影響が大きいという結果が得られた。

(8)女子の理系出身者については、サンプル数が十分でないため省略した0

(9)質問票からは、国家公務員上級試験、国家公務員中級試験、地方公務員試験の受験状況

並びに合否状況は知りうるが、複数受験している者も存在するため、直接知り得るのは、

国家公務員であるか地方公務員であるかの別までである。そこで、国家公務員であって

国家公務員上級試験に合格している者は、その他の試験に合格している者も含めて「国

家上級」に、国家公務員上級試験に合格しておらず国家公務員中級試験に合格している

者は「国家中級」にそれぞれ分短し直した。

(10)十分なサンプル数が確保できない部門は、分析から除外した。

(ll)民間企業就職者では、製造・現場部門における知識・技能要求の低さが顕著であった

が、それは特に建設業で該当し、製造業では必ずしもその傾向になかったO　よって、

この結果から、民間企業と異なる結果が得られたと解釈するのは早計である。

(12)繰り返すが、教員を多く排出する教育系の場合、 「専門分野に関する実務的知識」の

質問項目は「経理・法律等の実務的知識」である。

(13)理系の場合、知識・技能間の相関を個別にとってみると、 「商品や事業に関する知識」

と「専門分野に関する実務的知識」 、 「専門分野に関する実務的知識」と「専門分野

に関する理論的知識」の間の相関が強かった。つまり、 「専門分野に関する実務的知

識」は、一方で、実務レベルの知識という点で「商品や事業に関する知識」と、他方

で、専門分野に関わる知識という点で、 「専門分野に関する理論的知識」と関連して

いる。

(14)参考までに、民間企業就職者と同様の分析を公務員に対して行った結果を紹介してお

こう。公務員では抽出された因子構造に相違がなかったため、文系と理系をあわせて

分析している。なお、この点を確認するため、出身分野に関するダミー変数を組み込

んだ分析を行ったが、やはり、出身分野問の相違は認められなかった(付表6-2) 。

分析結果を簡単に整理しておくと、第1因子、第2因子とも、公務員の種別が大き

く規定しており、特に国家上級職において必要性が高い。また、第2因子に対しては、

大学威信の規定力も大きく、威信高いグループほど必要性が高いと判断している。さ

らに、卒業後の年数の規定力も明らかで、入職後5年目以降の者で必要性が高い。第
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2因子には、知識・技能の必要性を個別に検討した際、大学威信間の相違が大きかっ

た「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、ネットワーク」 、そして、入職後

の年数を経るほど必要性が高まっていた「企画・アイデアなどの創造力」が含まれて

おり、その点に呼応する結果が得られたといえようo民間企業就職者とは抽出された

因子構造が異なるため、単純に比較は行えないが、大学威信による相違や卒業後の年

数による変化が共通して認められた点は注目される。

付表6-I.配属部門別にみた知識・技能の必要性(上位3部門)

第1位　　(冗) 第2位　　(%) 第3位　　(%)
67.3　　国

蝣di上.星I'I-:>-n、・ミSilffl*代l誼J　」.ft・脚十t-~‥T:い;　卜:恵""73.6　　国際
「専門分野に関する理論的知識」　人事{薮育'　34「石
鳩短いロ目I^^^^^^^^^^^KjBnE狙e-胸鰹 管理・企画

一.'▼一　　　　一.1----l'一一　　　　　　　　　一.一　　一　　一　　一一一　　　　一--.・一一　▼一一一一.--　　　-.一一.--"l一一.-.-.一L一　一-一一　　　　　　　　　　　　　　一.一.一・ -　　-

「データ処乱事務処理の能力」　情報処理　　69.1　研究・開発
r二IJ_　　　　　　　__ _ニn-. 、、. .　　　　　　　　　　　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー　　　　I.′　　　　　　　　　ー

「英語などの語学力」　　　　国際　　　　81.0　管理・企画
- -~r"~A~"こぶご~-~-ここI~コ.ここご　　て~.-一二~~i-　　　-　　　　・-　　∵-:一一・・・ I--一一・一　　、-　　　-、-・---_一二二_二　　　　王:=⊥二

「企画・アイデアなどの創造力」　管理・企画　　57.6　人事・教育
一一1-　　　-　　　　　　　　　　---.-.一一一一-　　　-.一一--け一・一　　　　一一..一一..一　一　　一一一一・一　　-　　　　-.-・.▼一一一一一　一・.一一..一一一一・一°-H-

「情報収集力、ネットワーク」　人事・教育　　59.6　管理・企画
r_Li i RE=l・・′　__　人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_　　　　　　‥　　　　　　‥~　ー　　　　　　　~~ー

「対人関係の能力、説得力」,　国際　　　　76.2　人事・教育

59.5　　人事・教育　　55.8
34.5　　管理・企
56. 3　　営業

国際
57. 1　総務
42. 1　総務
52. 9　　研究
58. 1　国際
75. 0　　管理

営業

画　　28.0
販売53.6

雇軒53.
--令.・

tt.Pご:ii:
i;i;sE日)言~

56.0
企画70.2

販売70.2

付表6-2-　知識・技能構造の規定要因(公務員/個人属性別)

因子　　　　第2因子
(N)　　　(707)-　　　　　　　　　(N)　　　(707)　　　　(707)

定数　　　　　　　　　　　0. 35　　　　-0. 27
出身分野　　　文系

理系　　　　　　-0. 03 0.02

:i"^ ''.¥言 低い　　　　　　-0. 08

中の下
中の上　　　　　-0. 03
高い　　　　　　0.05

-0.31 **

0.04

0.21 *

卒業後の年数　1年
11-. 1ミ:-.

5-7年
-0.24　**　　　　0.03

-0.34　*　　　　　0.26　*

-0.22 0.36　**

公務員の種別　地方

国家中級　　o. o8　　-0. 04

離転職の経験票上級　　0.23 *　　0.41 ***
有り　　　　　-0.18　　　　　-0. 12

性　　　　　　男子
女子　　　　　　-0. 01 0.29　***

R2乗　　　(0.019)　　　(0.079)
F億 (1.226)　　　(5.458) ****

荏

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。
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付図6-1.職業選択志向と知識・技能要求

A.文系男子
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第7章大卒ホワイトカラーの諸類型

第Ⅱ部では、大卒者の初期キャリアを、一方で経験してきた業務(第5章) 、他方で各

業務で必要とされる知識・技能の内容(第6章上　という2つの軸を用いて検討してきた。

さらに・就職臥就職後という時間軸を設けることで、初期キャリアの形成に関して、就

職時に就業特性を規定する要因(第4章)が就職後(第5章、第6章)も機能しているか

を考察した。以下では、これまでの分析結果を整理、補足し、就職から初期キャリア形成

に至る過程を、ホワイトカラーの類型化という作業を通じて捉え直す。
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1.初職における大学教育と仕事の対応

人文社会系の就業構造

人文社会系の就職先を産業別にみると、人文系でサービス業、法学系で公務員への就職

者がそれぞれ多い。しかし、民間企業就職者のみを取れば、いずれの専門分野出身者も各

業種にまんべんなく就職しており、専門分野と産業の対応は緩やかであるO職業別にみる

と、人文系で専門・技術職、法学系で事務職、経済・商系で営業・販売職への就職者がそ

れぞれ多い。しかしこの点も、民間企業就職者のみをみれば、専門分野ごとの就職先に大

きな相違はなく、事務職および営業・販売職へほぼ均等に就職している。このように就職

先が専門分野に関わりなく平準化しているのは、人文・社会系の採用にあたって、企業が

専門分野をさほど重視していないためである。これに対して、大学威信と企業規模との対

応は明白であり、大学威信の高いグループ出身者ほど、大企業に就職する比率は明らかに

高い。就職先の職種、業種が平準化している中で大学威信と企業規模の対応が明確なのは、

職種や業種に関わりなく、大企業ほど大学威信を重視した採用を行っているからである。

これらは、従来からの分析で既に明らかにされてきたことであるO　しかし、より詳細に

みていく過程で、専門分野と就職先の対応に大学威信が影響していたり、逆に大学威信と

企業規模の対応に専門分野が影響していることが明らかとなった。

まず、人文系では、社会科学系はど大学威信と企業規模との対応が明瞭でなかったO就

職先の相違となって顕在化していないものの、企業は、採用時にどちらかといえば人文系

より社会科学系を重視する傾向にあった。また、人文系出身者は、社会科学系出身者ほど

企業規模を重視した職業選択を行っていなかった。こうした、専門分野による採用戦略や

職業選択志向性の相違が、大学威信と企業規模の対応に投影されているといえる。

さらに注目されるのは、専門分野と職種の対応が大学威信によっても異なる点であるO

これは、人文系よりも社会科学系において顕著であり、大学威信が高いほど事務職に就職

する比率が、逆に大学威信が低いほど営業・販売職に就職する比率が高くなっている。し

かもこの傾向は、企業規模を考慮してもなお認められた。これを図示したのが図ト1である。

見かけ上は大学威信と企業規模が対応しているという分布だが(点線で示した部分) 、そ

の実相はさらに、事務職と営業・販売職という2つのグループから構成されているのであ

る(実践で示した部分) 。つまり、同一の企業規模であっても、事務職にはより大学威信

の高いグル-プから採用されている。逆にいえば、大学威信が低いグループからの大企業

就職者は、営業・販売職の埠率が高いということである。なお、専門・技術職への就職を

めぐっては、特に大学威信による相違は認められなかった。

理工系の就業構造

人文社会系とは対照的に、理工系では専門分野と就職先の対応が明確である。まず産業

別にみると、ほぼ半数を製造業就職者が占める。さらに、建設業への就職者は工学系出身

者で、情報産業への就職者は理学系出身者でそれぞれ多い。一方、職業別にみると、大半

が専門・技術職就職者で占められている。これらを裏付けるものとして、理工系の採用に

あたっては、人文社会系よりも専門分野の重視度が明らかに高かった。専門分野と就職先
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図7-1・出身大学と企業規模の分布(人文社会系)

の対応に加えて・大学威信と企業規模の対応もまた明確であった。そして、大学威信の高

いグループ出身者ほど大企業に就職する比率は高いo専門分野と職業の対応が明確な分、

大学威信を重視した採用は人文社会系ほど顕著ではないが、理工系においてもやはり、大

企業ほど大学威信を重視した採用が行われていた。

ただし理工系の場合も、専門分野と職業、大学威信と企業規模という一対一の対応のみ

から、就業特性が形成されているわけではなかったoまず、理学系は=学系と比べて、大

学威信と企業規模との対応が明瞭でなかったo社会科学系に対する人文系と同様、採用時

の専門分野の重視度は、工学系に比べて理学系では低かったO仮に、採用の段階で専門分

野と大学威信がトレードオフの関係にあるのであれば、むしろ理学系で大学威信と規模の

対応は顕在化するはずである。しかし、上の事実はそれを支持していない。

また、人文社会系と同様、専門分野と就職先の対応は大学威信によっても異なっていた。

人文社会系と異なるのは、それが職種ではなく業種に現れているという点である。工学系

の場合、大学威信が高いほど製造業に就職する比率が、逆に大学威信が低いほど建設業に

就職する比率が高いo理学系の場合、大学威信が高いほど製造業への就職比率が高い点は

工学系と同様だが、大学威信が低いほど情報産業に就職する比率が高くなっていた。しか

もこの傾向は、企業規模を考慮しても確認されたのである。

このように、専門分野と大学威信相互の関与を通じて、就業特性は形成されており、そ

のことは、企業が専門分野に表徴される能力と、大学威信に表徴される能力を共に求めて

いることを意味している。

図7-2は、図7-1と同様、縦軸に企業規模、横軸に大学威信をとり、出身大学と企業規模
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図ト2・出身大学と企業規模の分布(理工系)

A.工学系 B.理学系

の対応分布を示したものである。工学系の場合、大学威信と企業規模が対応しているが

(点線で示した部分) 、その内実はさらに、製造業と建設業という2つのグループから構

成されている(実践で示した部分) o理学系の場合も、大学威信と企業規模が対応してい

るが(点線で示した部分) 、その内容はさらに、製造業と情報産業という2つのグループ

から構成されている(実践で示した部分) 。つまり、工学系にせよ理学系にせよ、製造業

就職者は、より大学威信の高いグループから採用されており、大学威信の低いグループ出

身者は建設業や情報産業へ就職しているのであるOなお、工学系における情報産業、運輸

・通信業、その他のサービス業、理学系における運輸・通信業、その他のサービス業への

就職をめぐっては、大学威信間の相違は明らかでなかったO

2.経験業務と知識・技能要求

非技術系の業務特性

まず、事務職に就職すると、その後のキャリアは、事務系の業務のみに携わる場合と、

事務系および営業・販売系双方の業務に携わる場合とに分かれる。ただしその分化は業種

が規定しており、営業・販売系の業務も経験することが必ずしも幅広い業務を経験してき

たという認識には繋がっていないO経験業務の幅はむしろ企業規模が規定しており、大企

業ほど幅広い業務を経験する傾向にある。なお、専門分野による相違は、事務系の業務の
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みを経験してきた者は法学系で、営業・販売系の業務も経験してきた者は経済・商系法学

系でやや多い点にみられるoこれに対して、大学威信の高いグループ出身者で企画部門の

経験者が多い点を除けば、大学威信によるキャリアの相違はほとんど認められなかったO

一方、営業・販売職に就職すると、その後も営業・販売系の業務のみに携わる者が多く、

事務系の業務にも携わる者は少ないoさらに、両者の分化が業種や企業規模によって規定

されているわけでもなかったoまた・専門分野による相違は事務職以上に希薄であった。

その反面、大学威信による相違は事務職以上に顕著であり、大学威信の高いグループ出身

者ほど法人相手の営業・販売の経験者が多く、また、幅広い業務を経験してきたと考えて

いる者も多かったoこの結果は、営業・販売職の場合、初期キャリアの比較的早い段階で

昇進に関する選抜が行われている可能性を示唆する。

事務職と営業・販売職の間の経験業務の相違は、そこで要求される知識・技能にも反映

されているo事務職就職者においては、 「職業専門知識」の必要性が高い反面、 「知的拡

劉生」の必要性はさほど高くないoこれに対して、営業・販売職就職者においては、 「知

的拡張性」の必要性が高い一方、 「職業専門知識」の必要性はあまり高くない。しかもこ

の傾向は、就職先の企業規模や大学威信を考慮してもなお明確に認められた。このように、

職務上要求される知識・技能の特性はまず、どういった職種であるかによって異なるo

しかし、知識・技能要求が大学威信や企業規模によって異なることもまた事実である。

まず、同一職種でみた場合、 「知的拡張性」も「職業専門知識」も、大学威信が高いグル

ープほど必要性の認識は高かったoこれは、大学威信が就職時だけでなく、就職後の職務

とも対応している可能性を示唆するoただし、大学威信が高いグループはど実際に知識・

技能の要求水準が高いか否かについては、なお考察を要するoなぜならば、職種や業種、

企業規模を統制した場合、大学威信による経験業務の相違は必ずしも明確でなかったから

である。大学威信が高いグループでは、知識・技能の要求を高く評価する傾向にあるだけ

かもしれないo企業規模に関してはまず、 「知的拡張性」の必要性が、職種や大学威信を

問わず、特に従業員規模が5000人以上の大企業において高い。一方、 「職業専門知識」は、

営業・販売職就職者の場合のみ、大企業になるほど必要性が高まる傾向にある。

以上述べたこと、つまり、事務職ならびに営業・販売職の業務を、どういった大学威信

出身者が遂行するかで、職場における知識・技能要求が異なることを示したのが図ト3であ

るO図中の横軸には「知的拡張性」の要求度、縦軸には「職業専門知識」の要求度をとっ

ており、 「知的拡張性」は右に、 「職業専門知識」は上に行くほど、その要求度が高まる
ことを意味している。

艮術系の業務性_性

技術系の場合、初期キャリアの段階で経験業務の異動はほとんどみられない。逆にその

分、初任の配属先の持つ意味は大きい.専門・技術職に就職した者のうち、半数が開発・

設計部門に配属され、残りが、製造・圃場部門、情報処理部門、研究部門に配属される。

専門分野別にみると、理学系では情報処理部門、工学系では製造t現場部門へ配属される

比率がそれぞれ高い。これはまず、工学系出身者の多い建設業で製造・現場部門の、理学

系出身者の多い情報産業で情報処理部門の占める比率が高いためである。さらに、製造業、

情報産業それぞれの中でみた場合も、理学系では情報処理部門、工学系では製造・現場部
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図ト3・経験業務と要求される知識・技能の分布(非技術系)
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「知的拡張性」

門へ配属される比率が高かった0 -方、大学威信による相違が特に顕著であったのは研究

部門で、威信高いグループはど配属される比率は高かった。

職場で要求される知識・技能は、 「職業専門知識」の場合、業種の規定力が大きい。

「職業専門知識」の必要性が高いのは製造業であり、他の業種では相対的に低い。とりわ

け情報産業では、 「職業専門知識」の必要性が低かった。ただし、この結果から、情報産

業では要求される知識・技能の専門性が低いと判断することはできない。 「職業専門知識」

を構成する質問項目を改めて挙げると、理学系の場合、 「自然科学の理論的な知識」 「専

門分野に関する実務的知識」 、工学系の場合、 「物理・数学などの理論的知識」 「専門分

野に関する工学的知識」であり、これらに対する要求が低いと判断されているのである。

即ち、知識・技能の専門性自体が低いというよりも、大学での専門教育と職務で必要な専

門知識とのズレが、特に情報産業で大きいことを示すものとも解釈できる。これに対して、

「知的拡張性」に関しては、情報産業が他の業種より必要性が高い点を除けば、業種によ

る相違は必ずしも明確でない。 「知的拡張性」の必要性は、同じ業種であっても配属部門

で異なり、また、同じ配属部門であっても業種間で異なっている。さらに、専門分野によ

っても必要性は一様でなかった。

なお、技術系の主要な配属先である開発・設計部門については、 「職業専門知識」の必

要性と「知的拡張性」の必要性とが負の相関を持つ。つまり、 「職業専門知識」の要求が
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図ト4・経験業務と要求される知識・技能の分布(技術系)

「職業専門知識」

注:理学系、工学系の部分に関しては・開発・設計部門への配属者が対凱

高い業種ほど「知的拡張性」の要求が低く、逆に「知的拡張性」の要求が高い業種ほど

「職業専門知乱の要求は低い。非技術系では事務職と営業∵販売職がこれと同様の関係

にあったoさらに、理学系と工学系を比較した場合、業種の相違を越えて、工学系出身者

の方が「知的拡張性」の必要性を高く評価する傾向にあったoこれに対して、知識・技能

要求に対する大学威信の規定力は、非技術系ほど顕著でなかった。しかし、大学威信の規

定力が皆無というわけではなく、一部の業種や配属部門においては、大学威信と知識・技

能要求の間に関連が認められたoそして、大学威信が高いほど「職業専門知識」の要求も

高いのは、製造業における研究部門、建設業における開発・設計部門と製造・現場部門、

同じく大学威信が高いほど「知的拡張性」の要求も高いのは、情報産業における開発・設

計部門、建設業における製造・現場部門であった(1㌦

以上の議論を図示したものが図714であるo繰り返しになるが、知識・技能要求に関して

は、特に「職業専門知識」の点で業種間の相違が大きいo専門分野間の相違は配属先の相

違に比べれば小さいが、 「知的拡張性」の点に顕在化している。なお、大学威信問の相違

は、各業種や配属部門に一貫してみられたわけではないので、ここでは図示していない。
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3・まとめ-ホワイトカラー類型化試案-

以上の知見に基づいて大卒ホワイトカラーの類型化を試みるとすれば、以下のような分
類が可能だろう。

A文社会系ホワイトカラ二

(非技術系日

大企業の事務職就職者を典型とし・業種でいえば、金融・保険業と建設・製造業が多数

を占めるo採用の際、大学威信が最も重視されるため、威信高いグループからの輩出率が

圧倒的に高い。また、良好な労働条件を背景に、離転職経験者の比率は極めて低い。

就職後、 【事務】の経験者は建設・製造業、 【事務+営販】の経験者は金融・保険業で

多いoこのため、経験業務は、金融・保険業で広いと認識され、建設・製造業で狭いと認

識される傾向にあるoこれに対して、就職後に果たす大学威信の機能は必ずしも明確でな

いo大学威信による相違は、威信の高い大学出身者で管理・企画部門の経験者が多い点、

特に威信の低い大学出身者は、初期キャリアの段階で昇進に関わる選抜を経験している可

能性が高い点を指摘し得るが、その他の点では目立った相違は認められない。

職場で要求される知識・技能は、 「職業専門知識」の必要性が高い一方、 「知的拡張性」

の必要性は低いという特徴を持つoただし、経験業務の相違を反映して、知識・技能要求

は業種間でなお異なり、 「知的拡張性」は建設・製造業で、 「職業専門知識」は金融・保

険業で、それぞれ要求が高い傾向にあるoさらに、その点を考慮してもなお、特に威信の

高い大学出身者では、 「知的拡張性」 、 「職業専門知識」ともその必要性が高いと判断し

ている(2).この点については、他の威信グループと経験業務の相違がさほど明確でないた

め、実際に要求度に相違があるのか、さらなる考察を要する。ただし、以下にも示すよう

に、同じ大学威信グループであっても、職場状況によって要求される知識・技能の評価は

大きく異なり、威信が高いというだけで知識・技能要求を高く評価しているわけではないO

(非技術系Ⅱ)

大企業の営業・販売職就職者を典型とするo業種ではやはり金融・保険業と建設・製造

業就職者が多数を占めるが、卸売・小売・飲食業も少なくない。大学威信の高いグループ

からの輩出率が高いものの、採用時における大学威ノ信の重視度が(非技術系I)ほど強く

なく、他の威信グループからの輩出率は(非技術系日よりも高い。

就職後に経験する業務は、 (非技術系I)とは明らかに異なり、 【営販】が多く【営販

+事務】は少ないoその結果、 (非技術系日よりも業務の幅は狭いと考えられている。

しかも、この点に関しては業種間の相違が少ないため、業種に関係なく経験してきた業務

は、 【営販+事務】の経験者で広いと認識され、 【営販】の経験者で狭いと認識されてい

る(3)o経験業務と大学威信との関係は、 (非技術系I)以上に明確である。まず、 (非技

術系日と同様に、特に威信の低い大学出身者に対しては、就職後早い段階で何らかの締

い分けが実施されていると推察されるoさらに、威信の低い大学出身者では、営業・販売

系の業務のうち、法人相手の営業の経験者が少なかったOまた、大学威信と経験業務の幅
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にも関連がみられ、大学威信が高いグループほど幅広い業務を、逆に大学威信が低いグル

ープほど同じ業務を経験してきたと考える者が多かったQ

(非技術系I)との経験業務の相違は、そこで要求される知識・技能にも反映されてい

るo (非技術系Ⅱ)の場合、 (非技術系I)と比較して「知的拡張性」の必要性が明らか

に高く、逆に「職業専門知識」の必要性は低い(4)しかしその一方で、 (非技術系日と

共通した、職種を横断する業種特性が存在することも事実であるo即ち、 「知的拡張性」

の必要性は、卸売・小売・飲食業、建設・製造業の順に高い一方、 「職業専門知乱の必

要性は金融・保険業で高かった。さらに(非技術系Ⅱ)の場合も、威信の高いグループほ

ど、 「知的拡張性」や「職業専門知乱の必要性が高いと判断する傾向にあった。大学威

信が回答にバイアスをもたらしている可能性にも留意する必要があるが、これは、上述の

大学威信による経験業務の相違に呼応した結果といえるO

なお、大企業就職者ということで(非技術系Ⅱ)においても、離転職の経験者は極めて

少ない。ただし、キャリア上の劣位を反映してか、大学威信の低いグループでは離転職比
率がやや高かった。

(非技術系Ⅲ)

中小企業の事務職就職者を典型とするo規模に関しては、採用時に大学威信がさほど重

視されないため、大学威信の低いグループ出身者が多数を占める。ただし、次に挙げる

(非技術系Ⅳ)と比較すれば、威信高いグループからの輩出率は高いO

就職後の経験業務は、 (非技術系日と同様、業種によって異なる。ただし、企業規模

の相違を反映してか、く非技術系I)とはいくつかの点で業務特性が異なる。まず、 【事

務】 、 【事務+営販】の別を問わず、 (非技術系日と比較して経験する業務の幅は狭か

ったoさらに、企業内で育成の機会にも恵まれない傾向にあったO一方、大学威信別の特

徴に関しては、威信高いグループの出身者が少ないことから、明確な判断をくだすことは

難しいoしかし、威信低いグループで、管理・企画部門の潅験者が少なく、また、初期キ

ヤ1」ア形成の段階で何らかの選抜を経験しているなど、 (非技術系I)と共通する側面も
確認された。

知識・技能要求に関してはまず、事務職の特性として、 「職業専門知識」の必要性が高

く、 「知的拡張性」の必要性が低いoまた、金融・保険業で「職業専門知識」の必要性が

高い点も、 (非技術系日と同様であるoただし、 (非技術系I)と比較すると、知識・

技能要求は全体的に低く、それは特に「知的拡張性」の点で顕著であった。この背景には、

上述のように(非技術系Ⅲ)と(非技術系I)で業務特性に相違があることを指摘できよ

うoまた、サンプル数の都合上、業種間の相違を考慮した上で大学威信別の分析を行うこ

とはできなかったが、やはり威信の高い大学出身者では、- 「知的拡張性」 、 「職業専門知

識」ともその必要性を高く評価する傾向にあった(5)

なお、離転職に関しては、大学威信間の相違はないものの、 (非技術系日よりその比
率は明らかに高かった。

(非技術系Ⅳ)

中小企業の営業・販売職就職者を典型とするO規模、職種の両面で、採用段階における
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大学威信の規定力が最も緩やかであるため、威信の低いグループ出身者が圧倒的に多い。

就職後の経験業務は、同一職種であることから(非技術系のと大差ない。また、職種

の相違を反映し、 (非技術系Ⅲ)よりも経験業務の幅は狭いと判断されている。大学威信

の高いグループ出身者が少ないこともあり、大学威信問で経験した業務の特性に相違は認
められない。

知識・技能要求の点ではまず・営業・販売職の特徴として(非技術系Ⅲ)よりも「知的

拡酔勘の必要性が高い反面、 「職業専門知乱の必要性は低い。また、 (非技術系H)

とも異なり、 「知的拡張性」の点では、業種間の相違が明確でなかった。さらに、 (非技

術系I)に対する(非技術系Ⅲ)と同様に、 (非技術系Ⅱ)と比較すると、 「知的拡張性」.

「職業専門知識」ともに、その必要性は明らかに低かった。サンプル数が十分確保可能な

威信低いグループ同士を比較しても、 (非技術系Ⅱ)における知識・技能要求とは明確な

相違があり、単に大学威信が低いから知識・技能の必要性が低く評価されているわけでは

ない。表面上、・経験業務に相違はなくとも、企業規模によって要求される知識・技能の水

準は異なっていると考えられるoなお、サンプル数が少ないために明確な判断をくだすこ

とはできないが、大学威信と知識・技能要求との関連性は希薄であった。

最後に、離転職の問題に触れておくと、離転職比率は(非技術系Ⅱ)より明らかに高く、

(非技術系Ⅲ)と比較しても高い傾向にあった。 (非技術系Ⅳ)では、 (非技術系Ⅲ)以

上に、労働時間の多さや休暇が取得できないことを転職理由に挙げる者が多かった。企業

規模に相違がなくても、 (非技術系Ⅲ)より勤務時間は過酷であると予想される。

(非技術系Ⅴ)

以上は男子を主とするものだが、この(非技術系Ⅴ)は、企業規模や業種に関係なく、

女子を典型とするo大企業はど採用時に大学威信を重視する傾向にあるものの、就職後の

経験業務や知識,・技能要求という点では、女子特有の性質を持つ。即ち、大半が事務職と

して採用され、その後も事務系の業務のみに携わる者が多い。男子と比較して業務の幅は

明らかに狭いoさらに、職場で要求される知識・技能水準も男子より低く、育成方針の点

でも男子より・不利な状況にあるo人文系出身者が多いため、専門分野の影響も無視できな

いが、大学威信よりも性別が明らかに採用基準となっており、就職後の経験業務も男子よ

り劣位で閉塞的な性格を持つoなお、離転職比率は、男子と同様に小規模企業ほど高い一

方、大企業では結婚や出産を理由にした離転職者が多かった。

理工系ホワイトカラ二

(技術系I)

専門・技術職として製造業へ就職した者を典型とし、理工系出身者を代表するものであ

るoただし、採用に関して大学威信の規定力は少なくない。大企業ほど大学威信を重視し

た採用を行っており、さらに、他の業種よりも大学威信の重視度は高い。そのため、大企

業ほど威信高いグループ出身者が占める一方、同一企業規模であれば、他の業種よりも威

信高いグループからの輩出率が高い。

しかし、就職後の配属に関しては、その多くが開発・設計部門に配属され、専門分野に
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よる相違こそあれ、大学威信や企業規模の影響はさほど明確でない。初任配属後の業務臥

最初と同じ、あるいは関連分野の経験者が多く・育成方針の点でも、幅広い経験を積むよ

り専門性が身につくよう配慮されていたと回答する者が多かったo業務の幅は明らかに狭

く、またこの点に関しても、大学威信や企業規模による相違がない(6)大学威信による相

違が認められたのは、研究部門への配属であるo配属者の比率自体は低いものの、研究部

門への配属比率は企業規模を問わず、大学威信が高いグループ出身者ほど高かった。なお、

企業規模間の相違は、社員育成環境の違いとして散見されたにとどまった。

職場の知識・技能要求は、他の技術系と比較して「職業専門知識」の必要性が高い点に

特徴があるoもっとも、専門分野や配属部門による相違も少なくない。まず工学系出身者

は、理学系出身者より「知的拡張性」の必要性を高く評価していた。また「知的拡張性」

の要求は研究部門配属者で高く、 「職業専門知識」・の要求は情報処理部門配属者で相当低

かったoこれに対し、大学威信による相違は、一部の配属部門で確認されたにとどまった。

なお、離転職比率は、情報処理部門及び従業員が99人以下の小規模企業でやや高いもの

の、全体的にみて極めて低く、大学威信や専門分野による相違も認められない。

(技術系Ⅱ)

専門・技術職として建設業へ就職した者を典型とし、その大半は工学系出身者である。

(技術系I)と同様、大企業ほど大学威信を重視した採用を行う結果、威信の高い大学出

身者ほど就職先の企業規模も大きいoしかし、製造業ほど大学威信の重視度が強くないた

め、威信の低い大学からの輩出率も高い(?)

就職後は、過半数が製造・現場部門に配属され、残りが開発・部門に配属される。ただ

し、初任の配属部門は大学威信によって異なるoそして、企業規模を考慮してもなお、威

信の低い大学出身者はど製造・現場部門に、威信の高い大学出身者ほど開発・設計部門に

配属される割合が高いo経験業務の幅は(技術系I)と同鼠配属先に関わらず狭く、専

門性が身につくよう配慮されていたとの回答者が過半数を占めた。ただしこの点に関して

も、大学威信、企業規模で相違があるo大学威信、企業規模のどちらが規定力を持つかは、

サンプル数の都合で検証できなかったが、威信低いグループほど、企業規模が小さいほど

同じ分野を経験してきた者が多く、威信高いグループほど、企業規模が大きいほど関連分

野あるいは幅広い分野を経験してきた者が多かった(8㌦また、 (技術系I)と同様、大企

業はど社員の育成環境が整っていた。

職場の知識・技能要求に関してはまず、 (技術系日と比較して「職業専門知乱の必

要性が低い。しかもこの傾向は、配属部門や大学威信を考慮しても変わらない。また、開

発・設計部門と製造・現場部門を比較すると、前者ほど「知的拡張性」の必要性が高いと

判断されていたO大学威信による相違も比較的明瞭といえ、威信高いグループほど知識・

技能要求を高く評価しており、特にその傾向は「職業専門知乱の点で顕著であった。

最後に、離転職の比率は(技術系日と同様に極めて低い。ただし、小規模企業でその

比率が高く、開発・設計部門では、大学威信の低いグループほど離転職の比率が高かったO

(技術系Ⅲ)

専門・技術職として情報産業へ就職した者を典型とし、工学系よりも理学系出身者の比
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率が高いo (技術系日(技術系Ⅱ)と同様、大企業ほど大学威信を重視した採用が行わ

れているoまた、理学系の場合、採用時に製造業はど大学威信が重視されていないため、

威信の低い大学からの輩出率が高い。

就職後は過半数の者が開発・設計部門に配属され、残りは情報処理部門に配属される。

また、大学威信や企業規模による配属特性の相違はみられないo経験する業務の幅や育成

方針に関しては、 (技術系I)や(技術系Ⅱ)と同様であるoただし、情報処理部門では、

開発・設計部門より、 「日常業務の中で専門性が身につくよう配慮されていた」への回答

者が多く、 「次第に高度な専門知識・技能が要求される業務を経験」してきた者も多かっ

た。同じ情報処理部門でも、製造業のそれとは明らかに業務特性が異なる。

職場で要求される知識・技能の点では、まずく技術系日と比べて明らかに「職業専門

知識」の必要性が低く、 (技術系Ⅱ)と比較してもその必要性が低いと判断されている。

この点に関しては、職務そのものの専門性の低さを示すものなのか、大学における専門教

育とのズレの大きさを示すものなのか、なお考察を要する0 -方、 「知的拡張性」の要求

水準は、配属部門や専門分野による相違が大きいOまずく技術系I)と同様、配属部門に

関わらず、工学系が理学系よりも「知的拡張性」の必要性を高く評価している。さらに、

開発・設計部門よりも情報処理部門で、 「知的拡張性」の必要性は高かった。知識・技能

要求に対する大学威信の規定力はさほど明確でないが、威信高いグループでは知識・技能

要求をやや高く評価する傾向にあった。

なお、離転職比率は、小規模企業で高いものの、他の技術系と同様に極めて少なく、大

学威信や配属部門による相違もみられなかった。

(技術系Ⅳ)

業種を問わず、事務職、営業・販売職に携わる者が該当する。理工系からの就職率はさ

ほど高くないが、技術系のいわばネジレのルートとして注目される。なお、専門・技術職

との分岐に関して、専門分野や大学威信、企業規模の果たす機能は小さい。採用時には大

企業ほど大学威信を重視する結果、大学威信と企業規模との対応は明白である。ただし、

事務職と営業・販売職の間で大学威信の重視度の相違は認められなかった。

初任の配属先は、事務職の場合、工学系では管理・企画部門、製造・現場部門の順に多

く、理学系では情報処理部門、営業・販売部門の脂に多い(9㌦就職後の経験業務も、 【事

務】 、 【営販】がそれぞれ主流だが、専門・技術系の仕事も経験する【事務+専技】や

【営販+専技】も少なくなく・この点が人文社会系出身者との相違である。業務の幅は、

専門・技術職就職者よりも広く、逆に高度な専門業務を経験してきた者は少ない。職場の

知識・技能要求も、他の技術系とは異なり、 「職業専門知識」の必要性が低い一方、 「知

的拡張性」の必要性は明らかに高かったoまた、 (技術系Ⅳ)の中では、事務職よりも営

業・販売職就職者で「知的拡張性」の必要性が高く、また、専門・技術系の仕事の経験が、

「職業専門知識」の必要性を高める誘因になっていた。なお、大学威信による業務や知識

・技能特性の相違はみられなかった。

離転職比率は、他の技術系よりもやや高く、ネジレの影響と読むことも可能である。ま

た、離転職者は小規模企業ほど多く、事務職よりも営業・販売職就職者で多かった。
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(注)

(1)非技術系全体でみると、企業規模の知識・技能要求に対する規定力は必ずしも明確でな

かった。しかし、 `これを業種別、配属部門別にみると、大企業ほど「職業専門知識」の

必要性も高かったのは、製造業における研究部門と製造・項場部門、建設業における製

造・現場部門、情報産業における開発・設計部門、同じく大企業ほど「知的拡張性」の

必要性も高かったのは、情報産業における開発・設計部門、建設業における製造・現場

部門であったoサンプル数の都合で、企業規模までを考慮した検討は行えなかったが、

大学威信と職場で要求される知識・技能の対応がさらに変化する可能性もある。

(2)各々の業種でみた場合、大学威信問の相違は、その業種で必要性の高い知識・技能で顕

在化する傾向にある。即ち、建設・製造業では「知的拡張性」の点で、金融・保険業で

は「職業専門知識」の点で・それぞれ大学威信間の相違は大きい。

(3)もっとも、営業・販売系の仕事の中では、業種間の相違がある。卸売・小売・飲食業で

は法人相手の営業の経験者が少ない反面、店頭販売の経験者が多く、金融・保険業では

個人相手の営業の経験者が多かった。

(4)このことは、同じ大学威信グループの出身者であっても、 (非技術系I)・とく非技術系

Ⅱ)では、職務上要求される知識・技能の認識にはかなり隔たりがあることを意味する。

(5)ただし、企業規模が異なれば、同じ大学威信出身者であっても、知識・技能要求は同様

ではないo威信が高いグループもその例外ではなく、その意味では、大学威信が高いと

いうことだけで知識・技能要求が高く評価されているわけではない0

(6)開発・設計部門と異なる業務特性を示すのが、情報処理部門である。そこでは、最初と

同じ分野を経験してきた者が圧倒的に多く、さらに、次第に高度な専門知識・技能が要

求される業務を経験してきた者も少なかった。

(7)サンプルにおいては、威信高いグループ出身者が少なく、以下の大学威信別の議論は、

主として威信中の上以下のグループを対象にしているO

(8)この傾向は、製造・現場部門への配属者で顕著であったO

(9)営業・販売職の場合は、営業・販売部門への配属となる。
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第時職業能力形成と大学教育

在学中の教育経験、そして職業生活を通じて、卒業生は大学教育をどのように評価して

いるのだろうか。図8-1は、大学教育の内容と仕事内容との対応を、卒業生の大学教育に対

する評価という視点から示したものであるo大学における教育経験は、大学側が提供する

教育内容と、それを受容する学生の資質や意欲との交互作用から形成される。こうした教

育経験を通じて獲得された能力が、就職時にどの程度機能し、また、就職後の業務経験の

過程でいかに活用されてきたかを判断したものが、職業生活を通じた大学教育に対する評
価である。

図i-1.大学教育に対する評価の形成過程

学生の

資質・意欲

＼ 教育経験　　　　　　　　　　　　　　職業経験

II　　　-　蝣　ノ　tit:こ　く　蝣　-　　　II

大学の　/能力の形成　　上　　能力の要求

教育内容　　　　　　　　　　　　大学教育の評価

本章の目的は、大学教育に対する評価の分析を通じて、大学教育で獲得された能力と職

場で要求される能力の関係を明らかにすることにある。そのため、第1節ではまず、職業

経験以前の段階、即ち、在学中の学習、経験自体がどの-程度充実したものであったかを考

察する。続く第2節では、職業生活との関わりで、大学教育がいかなる評価を受けている

かを検討するoさらに第3節、第4節では、民間企業、公務員就職者の別に、個人の属性

や企業の属性にまで踏み込んで、大学教育が職場でいかに活用されているかを探る。

-1<1(



1.大学教育の経験

教育経験その透遡胤呈

在学中の学習、経験に対する評価をみてまず指摘されるのは、在学中の勉学に対する満

足度が極めて低いということであるo学部時代の勉学に対する満足度を尋ねたところ、

「満足」と答えた者は全体の13%、これに「やや満足」と答えた者(27%)を加えても、

肯定的な意見は全体の4割に過ぎない。卒業生の5人のうち3人が、学部時代の勉学に対

して何らかの不満を感じていることになるoさらにこれを、出身分野別、大学威信別、性

別に検討したが、過半数の者が不満と回答している構造に変わりはなかった。

こうした勉学に対する不満は、在学中の学習、経験の充実度にそのまま反映されている。

質問票では、 6つの項目にわたって在学中の学習、経験の充実度を尋ねているが、 「充実

していた」と回答する比率が最も高いのは、 「体育会やサークルの活臥友人関係」 (75

%)であったoこれに対して、大学が意図的に行う教育活動に対する評価は概ね厳しい。

「実験、実習、卒論の経験」 (53%主「専門科目の学習」 (49%)に対しては2人に1

人、ト般教育科目の学習」に至っては23%、僅か4人に1人しか「充実していた」と回

答していないo　ト般教育科目の学習」の充実度は◆ 「資格取得の準備や学習」 (28%) 、

「大学以外での外国語学習、資格取得」 (27%)の充実度と比較しても低く、 6項目中最
低であった。

もちろん、学習、経験に対する充実度は、個々の属性によっても異なる。中でも明確で

あったのは、性別による相違であるo 「体育会やサークルの活動、友人関係」を除くいず

れの項目に関しても、女子は男子よりも充実度を高く評価しているo女子は肯定的な評価

をくだす性向にあるという解釈も可能だが、男子とは勉学に取り組む姿勢が異なることを

反映した結果ともいえるoこうした性別による回答傾向の相違を考慮して、出身分野、初

職の就業形態、大学威信による充実度の相違を、男女別に検討したのが表8-1である。

男子からみていこうOまず確認されるのは、個々の属性別に検討した場合も、上述の大

卒者全体の傾向を踏襲した結果が得られているという点であるO

これを出身分野別にみると、 「実験、実習、卒論の経験」 「専門科目の学習」に対して

は、文系よりも理系、さらにその他系で「充実していた」と答えた者が多い。その他系出

身者では、 「資格取得の準備や学習」の点でも、他より充実度が高い。これは、その他系

の多くを教育系が占めることによるo他方で文系では・ 「大学以外での外国語学習・資格

取得」が充実していたと回答する者が多いo文系の場合、学外における学習の経験者自体

も多く、この点にも大学教育に対する不満の一端が現れているO

就業形態による相違は、まず、教員で「実験、実習、卒論の経験」 「専門科目の学習」

「資格取得の準備や学習」の充実度が高い。この結果は、その他系出身者でこれらの充実

度が高かった点と呼応している。民間企業就職者と公務員を比較した場合には、後者ほど

「専門科目の学習」 「資格取得の準備や学習」の充実度が高い。

大学威信による相違に関しては、各大学威信グループの間で出身分野構成にバラツキが

あるため、解釈は慎重であらねばならないが、威信低いグループでは、他よりも「実験、

実習、卒論の経験」 「専門科目の学習」の充実度が低い一方、 r一般教育科目の学習」の

充実度は他よりも高い傾向にある。
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表1-1.在学中の学習、経験の充実度

男子

での　-
クルの活動、卒論の経験
友人関係

準備や学習外国語学習
資格取得

料

目の学習

一.一.--　　　　　　　　　　　　、-一一一・一一-・・・、-.・-　　　　　　　-　　　　▼-.

計　　　　　　74.4
出身分野

文系
理系
その他

****　　　　　****

74. 8　　　　34.7

72.1　　　56.3

79.0　　　　63.5

****　　　　　　****

39.8　　　　20.0

48.4　　　　18.2

55.2　　　　34.6

****

25.8

日L ri

19.0

就業形態(初職)
民間
公務
教員

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

****　　　　　**** ****　　　　　　****

74.6　　　45.0　　　42.4　　　16.5

68.4　　　　43. 1

78.3　　　　61.6

48.2　　　　25.8

55.7　　　　37.2

**

22.

16.7

21.3

‡***　　　　　　****

72. 1　　　　34.7

73.8　　　　53.2

75.5　　　　50.1

78.1　　　　49.3

****　　　　　****

39.2　　　　20.7

48.0　　　　24. 3

47.2　　　　23.1

****

25.8

17.1

19.7

44.7　　　16.8　　　　26.7

門科目の
クルの活動、卒論の経験

友人関係

での　-
学習　　準備や学習外国語学習

資爪W'}

料

口の学fi

(4525)

28.3計

出身分野
文系
理系
その他

75.7　　　　64.6

:534)　　(3420)　　(1787)

59.3　　　　36.3　　　　33.7

****

74.3　　　　53. 1

73.9　　　　67.5

76.6　　　　69.9

就業形態(初職)
民間
mi/,
教員

**　　　　　****　　　　　****　　　　　****

56.6　　　　35.0

58.6　　　　24. 9

60.9　　　　38. 2

39. 1　　　　34.・1

24.4　　　　33. 7

29.9　　　　24.2

****

75.5　　　　62.4

71.2

77.0

60.8

68.8

**　　　　　　****

57.7　　　　31.3

59.1　　　　40.6

61.9　　　　41.5

****

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

74.9

72.9

77.5

77.0

****

51.0

67.0

65.7

56.8

**

52.3

59.7

60. 2

61.6

33.8

36.5

37.4

25.7

***

43.4

31.7

31.9

39.4

(1)表中の数値は、各項目の有経験者のうち、
(2)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意

「充実していた」と回答した割合。

女子についても、全体の傾向をみると、やはり「体育会やサークル活動、友人関係」の

充実度が最も高く、ト般教育科目の学習」の充実度が最も低い。また、全体的に充実度

が高いためか、属性別の相違は男子ほど明確でない。ただし、男子とほぼ同様の傾向は確

認されるo　まず、文系では「実験、実習、卒論の経験」の充実度が低く、 「大学以外での

外国語学習・資格取得」の充実度が高い。さらに、学外における学習の経験者も多かったO

また、教員で「実験、実習、卒論の経験」の充実度が高く、民間企業就職者で「資格取得

の準備や学習」の充実度が低いo大学威信別にみた場合も、威信低いグループでは、 「実

験、実習、卒論の纏験」 「専門科目の学習」ト般教育科目の学習」の点で、他とは充実

度に相違があったo
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職業アスビレーショ之と去豊塵且ごゝ色数り粒峯

上述のように、大学での教育経験自体は極めて貧しいものであり、教育内容、方法を含

めた大学教育の課題を改めて認識させる結果であるoその一方で、学習、経験の充実度は、

学生の教育期待、つまり、授業に取り組む姿勢にも左右されるo前者については本稿の分

析範囲を超えるが、後者についてはある程度分析が可能である。質問票から学生の学習に

対する取り組みを直接知ることはできないが、大学の学部・学科選択時に将来の職業につ

いてどの程度考えていたかは知り得るo将来の職業設計が明確な者ほど大学教育への取り

組みも熱心だと仮定されるため、これを指標に学習、経験の充実度の背景を検討したO

図8-2は、サンプル全体を対象に、入学時の職業設計と学習、経験の充実度の関係をみた

ものである。まず確認されるのは、将来の職業設計を考慮した場合も、最も充実度が高い

のは「体育会やサークル活動、友人関係」であり、最も充実度が低いのはト般教育科目

の学習」という点である。しかしながら、 「体育会やサークルの活動、友人関係」を除く

いずれの項目においても、将来の職業に対して明確などジョンを持っている者ほど学習、

経験の充実度は高いo職業アスピレーションと学習、経験の充実度の間には明らかに正の

相関があり・将来の職業ビジョンは、特に「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」

の充実度に大きな影響を及ぼしている。

では、入学時にどの程度明確な職業ピジョンが抱かれているのか。同じくサンプル全体

でみると、 「はっきりした希望があった」が10%、 「だいたいの方向は決めていた」が41

%、 「特に将来の職業は考えていなかった」が49%という構成であった。つまり、 2人に

1人は将来の職業設計を持たないまま進学を行っていることになる。こうした、職業見通

しの暖昧さが、大学教育の充実度をさらに低める要因になっているのである。

先にみた属性による学習、経験の充実度の相違も、この職業アスピレーションとの関連
である程度説明がつく。

まず、将来の職業設計に対する回答は、どの職業を選択するかによって大きく異なる。

将来設計が最も明確であったのは教員就職者であるo 「はっきりした希望があった」 (29

%) 「だいたいの方向は決めていた」 (42%)を合わせると、 7割が何らかの目標を持っ

て入学しているo　これが公務員就職者になると、 「はっきりした希望があった」は12%に

とどまり、 「特に将来の職業は考えていなかった」が41%に達する。さらに民間企業就職

者に至っては、 「特に将来の職業は考えていなかった」が52%と過半数を超えている。就

業形態による学習、経験の充実度の相違は、この点を少なからず反映したものといえる。

また、出身分野別にみると、文系で「特に将来の職業は考えていなかった」と回答した

者が多いCl)o文系で「専門科目の学習」や「実験、実習、卒論の経験」の充実度が低い背

景の-つに、この点を挙げることができよう。なお、大学威信や性別による職業ビジョン

の相違は小さかったo大学威信や性別による学習、経験に対する評価の相違は、将来の職

業見通しとは別の要因から生成していると考えられる。
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図8-2・職業アスピレーションと学習、経験の充実度
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では・職業生活との関連で大学教育はいかなる評価を受けているのか。先にみた在学中

の学習、経験を、職業生活への寄与という点から評価してもらったところ、卒業生が職業

生活に最も寄与していると考えているのは、 「体育会やサークルの活動、友人関係」であ

ったo全体の実に7割の者が「役立っている」と回答している。これに対して、 「専門科

目の学習」は52%、 「実験、実習、卒論の経験」は48%と、ほぼ半数の者しか「役立って

いる」と回答してないoさらに、ト般教育科目の学習」に至っては3割の者しか「充実

していた」と回答していないo充実度の場合と同様、ト般教育科目の学習」に対する評

価は、 「資格取得の準備や学習」 (35%) 、 「大学以外での外国語学習、資格取得」 (34

%)に対する評価と比較しても低く、 6項目中最低であった。こうした厳しい評価を生む

要因として、以下の点を指摘できよう。

その一つは、在学中の学習、経験そのものの充実度が、職業生活に対する評価と密接に

関わっているということであるoたとえ大学教育の内容が職業生活に結び付くものであっ

ても、教育経験そのものが充実したものでなければ、職業生活における大学教育に対する

評価は、自ずと低いものにとどまらざるを得ないであろう。

在学中の学習、経験の充実度に対する回答と、職業生活への寄与に対する回答を改めて

振り返ると、双方が類似していることに気付くD実際、在学中の充実度と職業生活に対す
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る寄与に対する回答の間には、 0.4-0.5の高い正の相関がみられた。即ち、学習、経験の

充実度が高ければ職業生活における評価も高く、逆に充実度が低ければ評価も低いのであ

るo職業との関連でみた大学教育に対する評価の低さは、ある面で、教育経験の充実度そ

のものの低さによってもたらされていると考えられる。

他方で、たとえ在学中の学習、経験が充実したものであっても、大学で獲得される知識

・技能と職場で要求される知識・技能との間に接点が乏しければ、大学教育に対する評価

は低くならざるを得ないoこの点を検証するため、まず、職場で要求される知識・技能と

在学中の学習、経験に対する評価の関係をみた。

サンプル全体で考察した結果・職場における知識・技能要求が高いと判断している者ほ

ど、在学中の学習、経験の職業生活に対する寄与も高いと考える傾向にあった。いくつか

典型的な事例を挙げてみよう。

まず、 「幅広い教養」を必要と考えている者では、ト般教育科目の学習」に対する評

価が高く、 「専門分野に関する実務的知識」あるいは「専門分野に関する理論的知識」を

必要と考えている者では、 「専門科目の学習」に対する評価が高かった。また、 「専門分

野に関する理論的知識」 「幅広い教養」 「企画・アイデアなどの創造力」を必要と考えて

いる者では、 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が高かった。さらに、 「幅広い教

養」や「対人関係の能力、説得力」を必要と考えている者では、 「体育会やサークルの活

動、友人関係」に対する評価が高かった。

しかし、留意すべきはむしろ次の点であろう。それは、職場で要求される知識・技能が、

在学中の学習、経験に対する評価にそのまま繋がっている訳ではない、ということだ。

「専門科目の学習」が「役立っている」と回答した者は、 「専門分野に関する実務的知識」

が必要と回答した者のうち54%、 「専門分野に関する理論的知識」が必要と回答した者の

うち68%にとどまったOまた、 「幅広い教養」が必要と回答した者のうち、ト般教育科

目の学習」が「役立っている」と回答した者に至っては、僅か33%に過ぎなかった。これ

は、大学教育で獲得される知識・技能と、職場で要求される知識・技能の問にズレが大き

いことを示唆する結果に他ならない。

こうしたズレは、職場で要求される知識・技能を何処で身に付けたかという点からも読

み取れるoサンプル全体でみた場合、大学において知識・技能を獲得したと回答した割合

は、 「専門分野に関する理論的知識」が59%、 「専門分野に関する実務的知識」が23%、

「幅広い教養」が33%であった。職場で必要とされる知識・技能が、大学教育を通じて獲

得されたと考えている者は決して多くない。

さらに質問票では、これまでの職業キャリアと大学教育との関連を尋ねているが、その

結果も、大学教育と仕事の繋がりの希薄さを裏付けるものとなっている。サンプル計でみ

た場合、 「大学時代の専門知識・技術を生かせる業務を経LRしてきた」と回答した者は33

%、 「特に大学での知識や技術を必要としない業務を経験してきた」と回答した者は37%

であった0　3人に1人は大学教育と仕事の関連を認める一方で、同じく3人に1人は大学

教育と仕事は無関係と考えているのである。
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表5-2.在学中の学習、経験と職業生活(文系/民間企業就職者)

体育会やサ
m

-大学以外での

クルの活動、外国語学習
友人関係 涼帖Ia p.]

専門科目の
学習

一般教育科
目の学習

実験、実習、 資格取得の

卒論の経験　準備や学習

28.7　　　　24.8
計

専門分野
人文系
法学系

35.9　　　　35.5

****

32.9　　　　26.3

24.5　　　　　27.5

27.7　　　　23.2
経済・商系　　　　　76.0

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

****　　　　　****

41.0　　　　31.6

39.9　　　　43.3

32. 1　　　　35.2

****

*サ:

32.8

27.2

蝣II-

72.3

由q郡

75.8

77.7

***　　　　　　****

31.7　　　　34.1

35.3　　　　33.6

37.5　　　　31.8

43.4　　　　43.8

I

30.7

31.4

27.0

27.5

****

26.8　　　　24. 1

22.2　　　　27.1

31.3　　　　24.0

34.3　　　　25.8

**　　　　　　***

34.6　　　　29.7

28.　　　　27. 7

26.5　　　　22.2

28.8　　　　21.4

****

76.9

75.9

75.1

69.8

卒業後の年数
1年
2-4年
5-7年
8-10年

性

‡*　　　　　　　‡

34.2　　　　38.2　　　　28.0

36.4　　　　32.7　　　　27.0

34.4　　　　35.7　　　　31.2

38.4　　　　37.8　　　　30.3

**** ***　　　　　　***　　　　　****

74.6　　　32.2　　　35.7　　　28.3　　　27.8　　　21.5

72. 3　　　　44. 2　　　　34.8 33.4　　　　32.2　　　　32.6
****　　　　　　　***

75.6

67.4

IE

28.4

33.6

28.5　　　　24.5

29.4　　　　25.6

(1)表中の数値は、各項目の有経験者のうち、 「役立っている」と国答した割合。
(2)*10%、 **5%、 ***1! 、 ****0.¥%で有意。

3・大学の職業準備教育機能(I)　民間企業就職者の場合

仕事と大学教育との関連については、就業形態や出身分野による相違が少なくない。こ

の節では、民間企業就職者を対象に、大学教育と仕事の関係をさらに探求する。

(I)文系出身者

表8-2は、在学中の学習、経験の職業生活に対する寄与を示したものである。最も評価が

高いのはやはり「体育会やサークルの活動、友人関係」であり、 4人に3人が「役立って

いる」と答えているo　これに対して、他は2-3割の者が評価するにとどまっている。し

かも、 「大学以外での外国語学習、資格取得」に対する評価の方が、大学が提供する教育

に対する評価よりも高いoまた、充実度という点では、各々の教育経験の問に相違がみら

れたものの、職業生活への寄与という点では10ポイント程度の差しかない。

大学教育と仕事の帝離は、職場で要求される知識・技能のうち、在学中に獲得したもの

が極めて少ない点にも現れている(表8-3)在学中に獲得したと回答した割合が高いのは、

「専門分野に関する理論的知識」や「幅広い教養」だが、その割合は49%、 32%にとどま

るo　これら以外の知識・技能に至っては、大学で獲得したと回答した割合がいずれも2割

に満たないoこれは、職業能力の形成に関して、大学教育が主として「専門分野に関する

理論的知識」及び「幅広い教養」の面で機能していることを示す一方、それが必ずしも

- 192　-



表l-0.職場で要求される知請い技能の獲得時期(文系/民間企業就職者)

幅広い
教養

英語などの
語学力

(%)

対人関係　　情報収集 専門分野
の能九　　九ネット　に関する
説得力　　　ワーク 実務的知識

企画・アイ
デアなど

の創造力

データ処 商品や事
臥事務　業に関する

処理の能力 知識

専門分野
susm

理論的知識

49.　　　　31.8　　　19. 8

tXu^^^^^^KXZ^^^^^^Ex xF
13.6　　　12.6

(3165)

4.1　　　　2.5
詛***　　　　　　　M

53.5　　　　36.8

60.0　　　　32.9

45.0　　　　29.6

***t

35.2

12.3

15.2

12.1

14.0

9.7

tt*

2.8

2.2

5.2

J||^^^K{T」
14.0

17.4

8.0

12.4

9_I

9.9

9.8

15.2

K!

3.8

3.1

4.9

3.2

1.9

I.8

1.9

6.1

22.

24.5

19.8

28.3

25.

34.2

39.5

42.7

42.6

46.0

59.4

46.5

49. 6

46.7

52.0

26.8

31.5

31.3

34.5

27.7

21.7

20.

14.9

13.8

12.9

15.5

12.1

15.4

ll.T

13.1

12.2

9.2

12.3

9.8

ll.0

3.1

4.0

蝣1. a

4.2

3.4

2.2

2.1

2.8

4.6　　　　　2.4

2.8　　　　　2.6

*サ*　　　　　****

48.8　　　　30.5　　　15.4　　　18. 2

51.4　　　　37.0　　　　35. 1　　17.6

性

13.3　　　13.2

14.i　　　　　9.7

(l)表中の数値は・各項目が「必要」と回答した者のうち、 「大学で獲得した」と回答した割合。
(2)*10%、 ‡書5%、 ***l%、辛目‡0.¥%で有意.

十分なレベルに到達していないことを物語っているO

専門分野間の相違も明確であるoまず、人文系では「体育会やサークルの活動、友人関

係」 「専門科目の学習」に対する評価が低いo民間企業に就職した場合、社会科学系以上

に専門教育と仕事のズレが大きいのであろう(2)これに対して、 「一般教育科目の学習」

に対する評価はやや高く、 「幅広い教養」を大学で獲得したと回答した割合も高い。さら

に、 「英語などの語学力」を大学で獲得したと答えた者が多い点も人文系の特徴である。

法学系の場合は、 「専門科目の学習」に対する評価が高く、職場で要求される「専門分野

に関する理論的知識」や「専門分野に関する実務的知識」を、大学で獲得したと回答した

者も他より多かった。

大学威信問の相違は、威信高いグループとそれ以外のグループの問で顕著である。威信

高いグループでは、 「体育会やサークルの活動、友人関係」 「大学以外での外国語学習、

資格取得」 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が最も高い。ま

た、 「専門分野に関する理論的知識」 「幅広い教養」 「情報収集力、ネットワ-グ」 「企

画・アイデアなどの創造力」を、在学中に獲得したと回答する割合も最も高かった。威信

高いグループの場合、在学中の学習、経験に対する評価が高いだけでなく、在学中に得た

知識・技能も他のグループより多いと判断しているのである(3)。威信高いグループは大企

業及び事務職への就職者が多く・他のグループより職場における知識・技能要求も高かっ

たo　この点も、大学教育に対する評価を高める誘因になっているのだろう。

卒業後の年数も評価に影響しているoまず、職業生活との関連で最も評価の高かった

「体育会やサークルの活動、友人関係」に対する評価が、職場経験を経るにつれて下がっ

ているO逆に、最も評価の厳しかったr一般教育科目の学習」に対する評価は、僅かでは

あるが上昇しているoまた、 「資格取得の準備や学習」に対する評価も、職場経験を経る

につれて下がっているo 「資格取得の準備や学習」は採用時には必要であっても、就職後

はさほど大きな意味を持たないことを示す結果であるO
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表8-4・在学中の学習、経験と職業生活(文系男子/民間企業就職者)

一般教育科
目の学習

専門科目

の学習
実験、実習、
卒論の経験

体育会やサー
クルの活動、
友人関係

一g9人

100-999人
1000-4999A
5000人以上

業種
建設・製造業

**　　　　　　　　***

34.9　　　　　45. 2

28.0　　　　　　32.6

27.8　　　　　　37.6

26.1　　　　　37.2

mm

27.9　　　　　　74, 3

26.8　　　　　　73.7

25.6　　　　　　74.5

29.8　　　　　79.9

**　　　　　　　****

28.2　　　　　　31.9

30.3　　　　　　30. 1

24. 2　　　　　　43. 2

30.1　　　　　37.5

28.5　　　　　　38.2

卸売・小売・飲食業
金融・保険業
運輸・通信業
その他

職種とキャリア類型
事務職(計)

【事務】
【事務+営販】

営業・販売職(計)
【・ti-ifi】

【営販+事務】
専門・技術職(計)

27.6　　　　　　42.1

26.8　　　　　　41.9

27.1　　　　　42.7

27.3

25.4　　　　　　28.5

28.8　　　　　　39.9

29.4　　　　　　36.3

***

29.0　　　　　78.9

23. 7　　　　　74. 7

27.9　　　　　　78.7

34.5　　　　　　78. 2

26.7　　　　　　70.9

31.7　　　　　　78.9

31.1　　　　　75.1

28.3　　　　　　82.6

23. 4 77.2

21.4　　　　　　77.7

26.1　　　　　77.5

27.1　　　　　62.4

(1)表中の数億は、各項目の有経験者のうち、 「役立っている」と回答した割合O
(2)*10%、 **5%、 ‡Hl%、 ****0.1%で有意。

なお、学習、経験の充実度の相違を反映してか、女子は男子よりも「大学以外での外国

語学習、資格取得」 「一般教育科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」 「資格取得の準

備や学習」に対する評価-が高かった(4)。

企業属性と大学教育に対する評価の関連はどうか。男子を対象に、資格関連の項目を除

く4項目に対する評価をみたのが表8-4である。

まず、企業規模に関しては、従業員規模が100人未満の企業でむしろ、 r一般教育科目」

「専門科目の学習」に対する評価が高いo企業規模と知識・技能要求の間にはU字型の関

係が認められたが、この結果は、一面でそれを裏付けるものといえる。業種別にみると、

金融・保険業では、ト般教育科目の学習」に対する評価が低い反面、 「専門科目の学習」

に対する評価は高いoまた、卸売・小売・飲食業では、 「一般教育科目の学習」を除く各

項目で、他の業種よりも評価が低い傾向にあるo職種別にみると、 「専門科目の学習」

「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が、事務職就職者で高く、営業・販売職就職者

で低かったoまた、専門・技術職就職者においては、 「体育会やサークルの活動、友人関

係」に対する評価が低かった。

(Ⅱ)理系出身者

在学中の学習、経験の職業生活に対する寄与を表8-5に示したO 「体育会やサークルの活

動、友人関係」に対する評価が最も高い点は文系と同様である。ただしその割合は10ポイ

ント程度低く、文系と理系における仕事内容の相違が反映されている。さらに理系の場合、

「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対しても過半数が「役立っている」と
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表8-5-在学中の学習、経験と職業生活(理系/民間企業就職者)

クルの活動
友人関係

専門科目の
学習

実験、実習
卒論の経験

一般教育科 大学以外で

日の学習　外国語学習
資格取得

の資格取得の
、準備や学習

計

専門分野
理学系
工学系
農学系

60. 3　　　　54.4 27.7　　　　25.7

****　　　　　****

46.8　　　　41.7

64.0　　　　56.5

50.9　　　　57.3

27. 2　　　　29.4

27. 2　　　　24.2

32.3　　　　30.1

24.8

25.0

24.7

31.1

24.3

25.9

21.7

****

60. 6　　　　47.8

58.5　　　　51.5

64.0

62.3

61.7

59.7

****

31.1　　　16.1

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

卒業後の年数
1年
2-4年
5-W
8-10年

68.2

67.7

64.5

62.5

59.6

58.2

61.1

61.8

55.0

53.0

57.4

52.7

21.1

27.8

28.5

28.8

蝣i;

29.8

29. fi

25.5

18.5

29.0

25.0

25.9

22.5

24. 8

25.8

男子
女子

樵

離転職の経験
無し
有り

65.2

66.8

****

54.　　　　27. 6　　　　23. 4

57.5　　　　29. 1　　　43.7

65. 8　　　　60.6

61.4　　　　58.2

IE

55.3　　　　27.4

47.8　　　　　30. 2

25.5　　　　24.1

26.6　　　　29.9

(1)表中の数倍は、各項目の有経験者のうち、
(2)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0. 1%で有意。

「役立っている」と回答した割合.

回答しており、在学中の学習内容と仕事内容との関係が、文系と理系で異なることを改め

て認識させるO上記以外の項目に対する評価はいずれも3割に満たず、ト般教育科目の

学習」に対する評価はやはり厳しい。

だが、剖目に値するのはむしろ、大学教育と仕事の不連続性が、文系のみに該当するも

のではないことであるo上に挙げた数値を、 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経

験」が「役立っている」と評価した者が5-6割しかいない、と解釈することも可能なの

であるo職業キャリアと大学教育との関連を尋ねた質問への回答をみると、 「大学時代の

専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」と回答した者は36%、 「特に大学での知

識や技術を必要としない業務を経験してきた」は34%であった。同じ質問に対する回答が

それぞれ11%、 52%であった文系に比べれば、大学教育と仕事の関係は確かに密接といっ

てよいo　しかし理系の場合も、 3人に1人が大学教育と仕事との関連を認める一方、同じ

く3人に1人は、両者の間は無関係と判断しているのである。

職場で要求される知識・技能のうち、在学中に獲得したものを尋ねた質問からも、上述

した2つのポイントを指摘することができる(表8-6) 0

まずは、文系との相違であるo在学中に獲得した割合が最も高いのは「専門分野に関す

る理論的知識」であり、その割合は6割に達するoさらに、 「専門分野に関する実務的知

識」を大学で獲得したと回答した割合も3割に上る。つまり、専門分野に関わる知識を大

学教育から得たと考える者は・文系と比べて明らかに多い。また、絶対的な比率としては
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表8-6・職場で要求される知識・技能の獲得時期憎系/民間企業就職者)

専門分野
HBiEl崇

理論的知識

専門分野
9111崇

実務的知識

データ処
理、事務

処理の能力

5sM畠田
の能力、
説得力

英語などの
語学力

情報収集 企画
(%)

アイ　　商品や事
九ネット　デアなど　業に関する

ワ- ク　　の創造力 知識

I.2　　　　　4.8

63.4

58.9

31 2Jl

10.3

35.6

16.0

29.3

26.7

34.4

14.5

14.6

14.7

17.3

2.2

21.9

ll.3

10.4

3.I

日暮　　　　　幸手‡

1.1

8.2

15.4

9.0

4.S

2.6

5.2

56.9

56.

64.0

胃nJJ

4.4

9.0

ll.8

且ユ

12.4

9.4

9.8

7.6

9.5

9.8

8.2

17.9

ll.2　　　　15.4

14.3　　　　　9.9

12.1　　　11.5

15.7　　　　12.0

12.0

12.4

20.5

15.

*

17.5　　　IS.7　　　13.9

14.4　　　14.2　　　11.8

16.5　　　14.5　　　10. 1

12.0　　　　11.4

16.3

26.9

31.6

32.4

28.3

28.9

33.0

30. 0

57.i

58.4

60.5

62.7

26.4

30. 5

30.7

29.3

27.3

26.6

28.

29.4 q.q

14.2

12.5

9.5

9.5

6.8

j. 1

5.0

4.6

20.3　　　　21.8

14.9　　　13.7　　　11.2　　　10.5

ll.6　　　15.3　　　　9.2　　　13.4

(1)表中の数値は,各項目が「必要」と回答した者のうち、 「大学で獲得した」と回答した割乱
(2)*10%、書書5%. ***l%、日章寺0.¥%で有意.

低いものの、文系と比較して「データ処理、事務処理の能力」を大学で獲得したと回答す

る割合も高いo逆に、 「対人関係の能力、説得力」 「英語などの語学力」のそれは、理系

の方が若干低かったO

一方で、上述の数値は、大学教育と仕事が必ずしも対応していないことも示している。

理系においても、大学教育が職業能力という点で付与している知識・技能は、専門分野に

関わる知識や教養なのだが、やはりそのレベルは十分とは言い難い。 「専門分野に関する

理論的知識」に関しては4割の者が、 「専門分野に関する実務的知識」 「幅広い教養」に

関しては7割もの者が、それらを大学では獲得しなかったと回答しているのである。

続いて、専門分野別にみると、理学系では「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経

験」に対する評価が低いo同じ項目に関して、理学系における充実度が他よりも特に低い

訳ではなかったので(5㌦　これは、理学系において大学教育と仕事のズレが他より大きいこ

とを示すものといえるo 「専門分野に関する実務的知識」を在学中に獲得したと考えてい

る者も1割と低かったOこれに対して、工学系では「専門科目の学習」に対する評価が高

いo工学系では、 3人に1人が「専門分野に関する実務的知識」を大学で獲得したと回答

しており、これが評価を高める誘因になっている0 -方、農学系では、 「体育会やサーク

ルの活動、友人関係」やト般教育科目の学習」に対する評価が高いO専門分野によって

同じ問いに対する充実度が異なることも考慮しなければならないが`6)、農学系の場合、他

よりも事務、営業系の仕事に就く割合が高かったoこうした就業特性の相違が、仕事内容

の相違を生み、それがさらに大学教育に対する評価の相違を生み出していると考えられる。

大学威信間の相違は、 「実験、実習、卒論の経験」および「大学以外での外国語学習、

資格取得」の点に顕在化しているOそして、いずれの項目についても、威信高いグループ

ほど評価が高いoこれは、大学威信による充実度の相違と対応している。また、職業生活

への寄与という点には必ずしも反映されていないが、 「専門分野に関する理論的知識」や

「幅広い教養」を在学中に獲得したと考えている者も、威信高いグループほど多かった。
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表1-7.在学中の学習、経験と職業生活(理系男子/民間企業就職者)

一般教育科
目の学習

専門科目
の学習

実験、実習、
卒論の経験

体育会やサー
クルの活動、

友人関係

-99人
100-999A
1000-4999A
5000人以上

業種

29.3

25.3

26.7

28.8

M

64. 1

57. 3

59.8

63.6

54. 2　　　　　　70.3

53.6　　　　　　64. 1

53.5　　　　　　64.4

57.5　　　　　　67.0

建設業
電気・機械製造業
化学・鉄製造業
食品・繊維製造業
金融・保険業
運輸・通信業
情報産業
卸・小・飲/他サゼス
その他

部門
研究
開発・設計
情報処理
製造・現場
管理・企画
総・経・営販
その他

28.4

26.6

31.5

28.7

29.7

28.8

25.5

24. 2

23.3

****

72.9

63.3

71.5

61.4

33. 3

62.3

47.4

48. 0

55.8

****　　　　　　　　***

49.4　　　　　　67.8

60.　　　　　　64. 7

67.9　　　　　　68. 5

61.4　　　　　68.4

29. 7　　　　　　76.4

55.0　　　　　　67.6

45.7　　　　　　56. 2

43.2　　　　　　74.2

49.4　　　　　　63.5

****　　　　　　　****

75.3　　　　　　61.4

59.5　　　　　　62.3

38.1　　　　　59.5

56.1　　　　　65.2

43.7　　　　　　72.7

43.8　　　　　　78.0

47. 1　　　　　75.0

26.7

26.7

23.7

26.7

30.

27.4

36.4

****

79.1

65.0

46.3

64.4

48.6

45.8

54.

職種
専門・技術職
事務職
営業・販売職

****

27.4　　　　　　64.8

22.8　　　　　　39,6

27.9　　　　　　43. 1

****　　　　　　　****

58. 1　　　　　64. 1

38.　　　　　　71. 6

40.0　　　　　　77.4

(1)表中の数値は、各項目の有経験者のうち、 「役立っている」と回答した割合.
(2)*10%、 **5%、ヰ**!%、 ****0.1%で有意。

卒業後の年数による相違は、文系とはぼ同様の特徴にある。即ち、職業生活との関連で

最も評価されていた「体育会やサークルの活動、友人関係」に対する評価は、職場経験を

経る過程でむしろ下がり、逆に評価の厳しかった「一般教育科目の学習」に対する評価は

上昇しているo 「対人関係の能力、説得力」に関しては、大学で獲得したという割合自体

も、卒業年を経る過程で減少する傾向にあるoまた、 「大学以外での外国語学習、資格取

得」や「資格取得の準備や学習」という資格関連の項目に対する評価が、採用時点では高

いものの、職場経験を積む過程で下がる点も同様である。なお、性別や離転職の有無によ

る相違は、部分的なものにとどまった。

表8-7は、企業属性と大学教育に対する評価の関連を、理系男子を対象にみたものである。

まず、企業規模の点では、いずれの項目についても、大規模企業及び小規模企業で評価

が高く・中規模企業で低いというU字型の構造がみられる。同様の特徴は、職場で要求さ

れる知識・技能と企業規模の間にも認められ、在学中の学習、経験に対する評価が職場の

知識・技能特性に規定されていることがわかる。

業種による評価の相違も大きいoまず明らかなのは、情報産業就職者において全般的に

学習、経験に対する評価が低いことであるoとりわけ「専門科目の学習」や「実験、実習、
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卒論の経験」に対しては、建設業や製造業就職者と比較して評価がかなり低い。情報産業

は、専門分野関連の知識・技能要求が他の業種よりも低く、この結果はそれを反映したも

のといえるoまた、先にみたように、理学系では同じ項目に対する評価が低かったが、こ

れは、理学系で情報産業に就職する者が多いこととも対応している。また、製造業と比較

して建設業では「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が低いoこの背景には、 「実験、

実習、卒論の経験」の充実度を低く評価していた威信低いグループが、製造業よりも建設

業により多く就職していることが挙げられるoなお、事務系、営業・販売系の職種への就

職者が多い金融・保険業や卸売・小売・飲食業、その他のサービス産業では、就職ルート

のネジレの影響からか、全体的に評価は低いものにとどまった。

配属部門間の相違も顕著で、まず、情報処理部門では全体的に評価が低いo逆に、研究

部門では、 「専門科目の学習」 「実験・実習、卒論の経験」に対する評価がいずれも7割

以上と高いoまた、管理・企画部門や、総務・経理部門、営業・販売部門といった事務系、

営業・販売系部門では、 「専門科目の学習」 「実臥実習、卒論の経験」に対する評価が

低い反面、 r一般教育科目」や「体育会やサークルの活臥友人関係」に対する評価は高

く、専門・技術系部門との仕事内容の相違を如実に反映したものとなっている。

職種間の相違からは、これまで述べてきた業種間、配属部門間における評価の相違を裏

付ける結果が読み取れるo即ち、専門・技術職の場合は、 「専門科目の学習」 「実験、実

習、卒論の経験」に対する評価が高く、 「体育会やサークルの活動、友人関係」に対する

評価が低いのに対して、事務職、営業・販売職の場合はこれとは逆の傾向にある。

4・大学の職業準備教育機能(Ⅱ)　公務員就職者の場合

民間企業就職者と公務員就職者では、職場で要求される知識・技能が大きく異なる。職

場の知識・技能構造は大学教育の評価を少なからず規定しており、公務員の場合、民間企

業就職者とは大学教育に対する評価も異なると推察される。民間企業就職者の分析を通じ

て明らかにされた点が、どの程度一般化できるのか、以下で検証してみたい。

(日　文系出身者

表8-8には、在学中の学習、経験の職業生活に対する寄与が示されている。公務員の場合

も、最も高い評価を受けているのは「体育会やサークルの活動、友人関係」で、 68%が

「役立っている」と回答しているoこれに対して、他の項目に関しては3-5割の者が評

価するにとどまったOここでも、大学教育と仕事の繋がりは希薄である。

ただし、民間企業就職者と比較して全体的に評価は高い傾向にある。中でも顕著なのが

「専門科目の学習」に対する評価で、 「役立っている」と答えたのは51%、民間企業より

16ポイントも高いoまた、 「資格取得の準備や学習」への評価も民間企業より19ポイント

高いoこうした相違は・経験業務と大学教育の関係にたいする回顧にも現れている。 「大

学時代の専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」と答えた者は、民間企業11%に

対して公務員23%、逆に「特に大学での知識や技術を必要としない業務を経験してきた」

と回答した者は、民間企業52%に対して公務員46%であった。 「専門科目の学習」に対す
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表8-8・在学中の学習、経験と職業生活(文系/公務員就職者)

(%)

専門科目の体育会やサー 資格取得の 実験、実習、 大学以外で
クルの活動、　学習　　準備や学習　卒論の経験外国語学習
友人関係 資格取得

の一般教育科
目の学習

68.3　　　　51.4　　　　43.5　　　　35.2

専門分野
人文系
法学系
経済・商系

大学威信
低い
中の下
中の上
高い

****　　　　　　　　　　　　　**i*

69.3　　　　47.5　　　　47.4　　　　50.8

69.6　　　　72. 1

66. 2　　　　30.9

43.9　　　　37. 1

39.8　　　　22.0

#***

48.1

21.3

34.0

IT:

37.4

27.7

28.7

**　　　　　　****

73.8　　　　　38.7

69.9　　　　59.9

60.3　　　　　41.8

66.7　　　　72.4

40.2

43.9

47.9

43.2

36.8

29.4

こ15. 3

38.2

30.4

37.

41.3

27.6

****

40.4

34.4

25.9

14.9

卒業後の年数
1年
2-4年
5-7年
8-10年

性

74. 1

67.8

69.8

65.9

44. 4

52.4

54.3

49.3

*

57.9　　　　37.5

47.1　　　　36.0

43.1　　　　35.0

36.　　　　　34. 1

38.1

34.7

34. 6

30.8

28. 3

32.0

29.3

30.5

****　　　　　　　**

男子
女子

離転職の経験
無し
有り

51.1

52.3

40.9　　　　　31.3

50. 0　　　　46.

28.6

44. 1

67. 9.　　　52.6　　　　44.6　　　　34.5

70.0　　　　45.9　　　　37.9　　　　37.8

32.2　　　　29,5

39.7　　　　33. 1

注

(1)表中の数値は、各項目の有経験者のうち、 「役立っている」と回答した割合。
(2)*10%、 **5%、 ***!%、 **寺*0.1%で有意。

る評価の高さを反映し、 「専門分野に関する理論的知識」 「専門分野に関する実務的知識」

を大学で獲得したという者も、それぞれ62%、 21%で、民間企業のそれより高い(表8-9) 0

専門分野別にみると、まず法学系で「専門科目の学習」に対する評価が極めて高い。公

務員における「専門科目の学習」への高い評価は、法学系での評価の高さに依拠している。

「専門分野に関する理論的知識」 「専門分野に関する実務的知識」を大学で蕉得したと評

価する者も多く・他の分野より大学教育と仕事の関係は密接といえる(7)人文系では、

「資格取得の準備や学習」 「大学以外での外国語学習、資格取得」という資格関連の項目、

そして「実験、実習、卒論の経験」 「一般教育科目の学習」に対する評価が他よりも高いO

また、 「幅広い教養」や「英語などの語学力」を在学中に学んだと考える者が多い点も、

民間企業と同様である。これに対して、経済・商系では「専門科目の学習」 「資格取得の

準備や学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が他より低いO職場で必要な「専

門分野に関する理偏的知識」や「幅広い教養」を大学で獲得したと考えている者も少なく、

大学教育に対する評価は最も厳しい。これまで辿ったキャリアについても、 「大学時代の

専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」と答えた者は最も少なく、逆に「特に大

学での知識や技術を必要としない業務を経験してきた」と答えた者が最も多かった(8)。

専門分野問の相違に比べて、大学威信間の相違はさほど明確でない(9)。ただし、 「一般

教育科目の学習」については、威信低いグループほど明らかに評価は高いO　この背景の一

つとして、威信低いグループはど「一般教育科目の学習」の充実度が高かった点を挙げ得
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表8-9.職場で要求される知識.技能の獲得時期(文系/公務員就職者)

幅広い
教養

専門分野
に関する

理論的知識

(も＼

専門分野　英語などの
に関する　　語学力

実務的知識

企画・アイ
デアなど
の創造力

対人関係
mヨm

説得力

情報収集 3S3匹 繭rfeや事

九ネット　理、事務　業に関する
ワーク　　処理の能力

61.7　　　　33.1 20.6　　　　16.2 ll.4　　　　5.4　　　　　5.4

ヰ

13.8　　　10.1　　10.0

10.5　　　　3.6　　　　4.9

10.8　　　　　4.2　　　　　2.7

****　　　　　　　**

58.9

73.2

48.0

HIT.

3.1

35.9

ll.2

19.3

9.3

0.
*詛**

40.:　　　　31.9

74. 7　　　　32.7

51.9　　　　31.6

SO.4　　　　36. 5

73. 1　　　　34.5

59.S　　　　31.6

60.!　　　　34.2

61.3　　　　　33.0

‡‡‡書　　　　　　　　幸

12.9

29.8

ll.5

29.8

17.5　　　11.3　　　　9.2　　　　6.3

10.2　　　14.8　　　　2.2　　　　2.6

10.8　　　　8.0　　　　4.9　　　　8.3

13.1　　　12.0 4.3　　　　　3.7

15.6　　　10.0　　　　　9.1　　　　0.0

15.9　　　15.1　　　　5.5　　　　　8.0

13.6　　　13.1　　　　4.9　　　　　7.0

10.9　　　　　7.8　　　　4.9　　　　　3.0

13.0

15.5

10.I

ll.8

12.3

27.1

9.1

18.0

17.4

19.9

23.5

19.4

6.7

19.6

17.1

14.

18.2

18.3

14.0

7.3

60.7　　　　32.2

65.3　　　　35.8

**

22.6　　　12.9　　　　　9.5

13.0　　　　23.0　　　　21.6

14.4　　　11.1　　　　5.7　　　　　5.6

9.8　　　12.3　　　　4.6　　　　　4.5

(1)表中の数値は、各項目が「必要」と回答した者のうち、 「大学で獲得した」と回答した割合.
(2)*10%、 *幸5%、書書*1%.書目詛0.1%で有意.

るが(10)・職業生活に対する評価にみられた相違は、この充実度の相違以上に大きい。ま

た、民間企業の場合にはこうした顕著な相違は認められず、公務員に特有の傾向といえる。

卒業後の年数については、民間企業と同様である。即ち、最も評価の高かった「体育会

やサークルの活動、友人関係」への評価は、職場経験を経る過程で下がり、また、 「資格

取得の準備や学習」 「大学以外での外国語学習、資格取得」という資格関連項目への評価

も同様であるO　これに対して、 「大学時代の専門知識・技術をせかせる業務を経験してき

た」への回答者が、職場経験を積む過程で増加している点は公務員に特有である。就職後

1年目11%、 2-4年目19%、 5-7年目26%、 8-10年目28%と、 17ポイントも増加しているo

「特に大学での知識や技術を必要としない業務を経験してきた」への回答に変化はなかっ

たものの、年齢によって大学教育が再評価されている点は注目される0

なお、性別による相違をみると、特に「資格取得の準備や学習」 「大学以外での外国語

学習、資格取得」 「実験、実習、卒論の経験」の点で、女子は男子よりも評価が高かった。

また、公務員の種別でみた場合、国家上級職では、 「専門科目の学習」 「資格取得の準備

や学習」や「大学以外での外国語学習、資格取得」の点で、国家中級職、地方公務員より

評価が高い一方、 「一般教育科目の学習」に対する評価は低かったO

(Ⅱ)理系出身者

在学中の学習、経験の職業生活に対する寄与をみたのが表8-10である。 「資格取得の準

備や学習」への評価が民間企業よりも高い点を除けば、文系ほど公務員と民間企業の相違

は顕著でない。ただ、公務員で評価が若干高い傾向にあることは事実である。これを反映

してか、民間企業よりもキャリア形成と大学教育との関連は深いと判断されているO 「大

学時代の専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」への回答者は、民間企業36%に

対して公務員52%、 「特に大学での知識や技術を必要としない業務を経験してきた」への

回答者は、民間企業34%に対して公務員31%であった。なお、公務員の場合も民間企業と
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表8-10.在学中の学習、経験と職業生活(q系/公務員就職者)

体育会やサー
クルの活動、

友人関係

(%)

専門科目の
学習

実験、実習、 資格取得の
卒論の経験　準備や学習

一般教育科

日の学習　外国語学習
資格取得

計

専門分野
理学系
工学系
農学系

69.6　　　　56.3 42.4　　　　29.3

8.9

69.6

70. 4

it　　　　　　***

45.0　　　　　60.0

72.6　　　　48.1

68.7　　　　64. 1

61.5　　　　35.0

38.8　　　　28.8

43.9　　　　29.3

大学威信
低い

中の下
中の上
r. =v.

卒業後の年数
1年
ffi E S
5-7*P

8-10年

81.0

70.3

68.1

75.0

50.0

57.0

54.9

52.9

40.0　　　　41.7

41.9　　　　27.5　　　　25.3

45.5　　　　33.3　　　　43.8

71.9

73.4

68.9

69.7

54.3

59.5

56.7

S3.2

**

31.6　　　　20.0

51.4　　　　38.6

42.2　　　　26.8

33.3　　　　24.3

71.8

62.7

離転職の経験

無し
有り

55.5

呈q貞

41.3　　　　28.4

50.0　　　　35,7

71.1　　　　70.4　　　　56.0

69.5　　　　66.3　　　　56.0

41.4　　　　29.3　　　　26.6

46.0　　　　29.2　　　　34.6

(1)表中の数値は、各項目の有経験者のうち、 「役立っている」と回答した割合。
(2)網掛けの部分は、分析サンプル数が10人未満のもの。
(3)*10%、 **5%、 ***!%、 ‡‡寺*0.1%で有意.

同様、 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価は文系よりも高い。

在学中に獲得した知識・技能をみると(表8-ll) 、大学で獲得したという回答が最も多

いのは、民間企業と同様「専門分野に関する理論的知識」であり、その割合は65%に上る。

また、 「幅広い教養」を挙げた者が3割に満たない点も、民間企業と変わらないO公務員

に特有なのは、 「専門分野に関する実務的知識」を大学で獲得したと回答する割合が49%

と、民間企業の30%と比べて19ポイントも高い点である。 「専門分野に関する実務的知識」

を大学で学んだと考える者が多いのは、文系、理系を問わず公務員の特長といえる。

個々の属性問の相違については、十分なサンプル数を確保できていないものがあり、そ

の点を断った上で議論を進める。

専門分野別にみると、民間企業と同様、 「専門科目の学習」への評価は工学系で高く、

理学系で低いo工学系で「専門分野に関する実務的知識」を大学で獲得したと回答する割

合が高い点も、民間企業と変わらないo　しかし他の項目に関しては、むしろ理学系で評価

が高く、工学系で低い傾向にある(ll)o 「幅広い教養」や「対人関係の能力、説得力」を

大学で獲得した割合も、理学系で高くなっている。

大学威信問の相違はまず、民間企業と同様、 「大学以外での外国語学習、資格取得」へ

の評価が、威信高いグループほど高い点に現れている。同様の傾向は「資格取得の準備や

学習」でもみられるo　これらに対する充実度も、威信高いグループほど高かった。一方、

「専門科目の学習」に対する評価は、むしろ威信低いグループほど高いOただしこの点に
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表:-H.職場で要求される知識・技能の獲得時期(理系/公務員就職者)

専門分野
a薗sm.

実務的知識

専門分野
に関する

理論的知識

m
英語などの
語学力

情報収集 対人関係
力.ネット　の能力

ワーク　　　説得力

データ処 企画・アイ　商品や事
理、事務　　デアなど　業に関する

処理の能力　の創造力

48.9　　　　27. 1 ll.3　　　　10.7
辛　　　　　目日　　　　　　　暮

27.3

63.0

36.6

ォォ*　　　　　　　サ*

38.5　　　　16.7 9.5

16.1

6.0

10.7

4.8　　　　13.0

9.9　　　　12.9

ll.6　　　　　9.5

9.3　　　　16.7

10.2　　　　10.5

7.4　　　　　0.0

(1)表中の数値は、各項目が「必要」と回答した著のうち、 「大学で獲得した」と回答した割合.
(2)網掛けの部分は、分析サンプル数が10人未満と少なく、明確な判断をくだすことはできない。
(3)幸10%、幸*5%. ‡H1%、 =幸0.1%で有意.

関しては、充実度や知識・技能の獲得時期との明確な対応がみられず、別の誘因が存在す

ると考えられる。

年齢による変化をみると、個々の学習、経験に対する評価の点では、民間企業と異なり

特に明確な相違は認められない。しかし、 「大学時代の専門知識・技術を生かせる業務を

経験してきた」と回答した者は、職場経験を積むにつれて増加しており、就職後1年目で4

9%、 2-4年目で44%であったのが、ト7年目では51%、 8-10年目では60%に上昇しているO

専門知識・技術の指す内容までは特定できないが、年齢を経る過程で大学教育と仕事の関

連が深まるという認識は、文系、理系を問わず公務員に共通した特性といえる。なお、理

系の場合は、 「専門分野に関する実務的知識」 「幅広い教養」を大学時代に獲得したと考

えている者自体も、卒業後の年数を経るほど多くなっている。

性別問の相違は、統計的に有意でないものの、女子は男子より評価が高い。繰り返し述

べるように、これは性別による充実度の相違を反映した結果であろう。最後に、公務員の

種別による相違をみると、地方公務員より国家中級乱国家中級職より国家上級職で、学

習、経験に対する評価は高く、特に国家上級職とその他の間で評価の隔たりが大きかった。

5.まとめ

以上、職業生活からみた大学教育に対する評価の構造を探ってきたが、職場で要求され

る知識・技能と大学教育に対する評価の関連を解釈するには注意を要する。なぜなら、大

学教育に対する評価を尋ねた質問項目と職場で必要とされる知識・技能を尋ねた質問項目

とが異なっているからである。知識・技能要求と評価の対応あるいはズレの議論には、こ

うした課題があることを認識した上で、上の分析結果を一般化すれば、次のようにいえる。

-　202　-



まず明らかにされたのは、在学中の教育経験が非常に乏しいことである。在学中の経験

のうち、最も充実度が高いのは「体育会やサークルの活動、友人関係」であったO　これに

対して、卒業生の多くは勉学に不満を感じており、中でも「一般教育科目の学習」の充実

度は極めて低かった。この背景には、将来の職業ピジョンが暖味であるため、大学教育に

取り組む姿勢が形成されていないという、学習者サイドの要因も指摘される。ただしその

点を考慮してもなお、教育経験の貧困さは歴然としており、カリキュラムや授業方法とい

う、教育の提供者サイドの抱える課題が大きいといわざるを得ない。こうした教育経験の

貧しさは、職業生活との関連でみた大学教育に対する評価の低さを少なからず規定してい

たo充実度が高いと判断されていた「体育会やサークルの活動、友人関係」は、職業生活

との関連でも高い評価を得る一方、大学が意図的に行う教育に対する評価は厳しかった。

しかし、大学教育に対する評価の低さは、教育経験の貧しさのみに端を発しているので

はないo教育経験の充実度を問わず、職場での知識・技能要求と大学教育との垂離も評価

を左右していた。 「大学時代の専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」と考えて

いる者は極めて少なく、職場で必要な知識・技能を大学教育から得たと考えている者も少

なかったo大学教育が、職場で要求される「専門分野に関する理論的知識」や「幅広い教

養」を、ある程度は提供している一方で、実際に職場で要求される「専門分野に関する理

論的知識」 「専門分野に関する実務的知識」 「幅広い教養」の内容と、大学で教授される

「専門科目の学習」 「一般教育科目の学習」の内容の間には、深い溝が存在している。

さらに、大学教育に対する評価は、卒業後の年数によっても変化していた。まず、資格

関連の学習に対する評価は、採用後間もない段階では高いものの、その後は徐々に低下す

るo　また、最も高い評価を受けていた「体育会やサークルの活動、友人関係」への評価が、

年齢を経る過程でむしろ低下し、逆に評価の厳しかった「一般教育科目の学習」が、徐々

にではあるが評価されてくる。仕事内容の変化に伴い、大学教育に対する評価も変化して

おり、大学教育の効果を長期的な視点から検討する必要性を示唆する結果であった。

もちろん、大学教育への評価は就職先や個人の属性によっても異なる。まず、就業形態

によって大学の職業準備教育機能は一様でなかったO大学教育と仕事の関連が最も密接と

評価されたのは教員就職者で、以下、公務員就職者、民間企業就職者の順に続く。大学教

育が、特定の専門職養成に関しては明確にその機能を果たす一方、いわゆるホワイトカラ

ー養成としての機能は必ずしも定かでない。以下、第7章で試みたホワイトカラー類型を

念頭に置きつつ、民間企業における大学教育に対する評価の構造を再整理してみたい。

最初に、出身分野間の相違を簡単にまとめておくO文系と理系では、特に「専門科目の

学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価に相違があり、後者において評価が高い。

理系では、職場で必要な専門分野に関わる知識を、大学教育を通じて獲得したと考える者

も文系より多かったO　しかし、留意すべきはむしろ、理系でも大学教育と仕事内容が必ず

しも対応していないことである。大学で学んだ専門知識、技術を生かせる業務を経験して

きたと考える者は、 3人に1人にとどまったのである。

(I)人文・社会系の民間企業就職者

事務職就職者では、営業・販売職より「専門科目の学習」への評価が高かった。これは、

事務職における「職業専門知識」の要求の高さに呼応する結果であるo　しかもこの点は、
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専門分野や大学威信を問わず認められ職場の知識・技能要求が大学教育に対する評価を

左右していることがわかるoさらに、同じ事務職就職者でも、専門分野問で評価は異なっ

ていたo 「専門科目の学習」への評価が最も高いのは法学系で(12)、次いで経済・商系、

最も低いのは人文系であったO在学中の充実度という点では、むしろ人文系の方が高かっ

たので、これは、専門教育と仕事内容の対応の相違を反映したものに他ならない。一方、

職場での知識・技能要求が異なるにも拘わらず、大学威信間の「専門科目の学習」に対す

る評価の相違は明確でなかったo専門分野特性が認められたとはいえ、文系では基本的に

大学教育と仕事の対応が希薄であり、職場での知識.技能要求の高さが、必ずしも大学教

育に対する評価の高さに結び付くわけではないo大学威信による評価の格差が顕著でない

のは、このためでもあろうoもっとも、 「実験、実習、卒論の経験」 「体育会やサークル

の活動、友人関係」に関しては、威信高いグループほど評価も高かった。ただ、充実度も

威信高いグループほど高く、知識J・技能要求の相違だけに帰することはできない。

事務職と比べて、営業・販売職就職者では「専門科目の学習」に対する評価が低い。ま

た「職業専門知識」の要求そのものが低いためか、法学系と経済・商系の間で評価の格差

も認められないoただし、人文系ではやはり評価が低く、事務職、営業・販売職を問わず、

要求される知識・技能と専門教育との帝離が、社会科学系以上に大きいことがわかる。営

業・販売職でも、大学威信によって職場の知識・技能要求は異なっていたが、この点と大

学教育に対する評価の関連はどうかoまず、事務職と同様、 「実験、実習、卒論の経験」

「体育会やサークルの活動、友人関係」に関しては、威信高いグループほど評価が高く、

知識・技能要求の相違を反映した結果とも読める`13㌦逆に、 「専門科目の学習」に対す

る評価の格差は明確でなく、その背景にはやはり、専門教育と仕事のズレを指摘し得る。

なお、専門・技術職就職者の場合は、 「一般教育科目の学習」 「専門科目の学習」 「実

験、実習、卒論の経験」とも人文系で評価が高かった。

くⅡ)理工系の民間企業就職者

製造業就職者の場合、情報産業就職者と比較して、専門分野や大学威信に関わりなく

「専門科目の学習」に対する評価が高かったoこれは、 「職業専門知識」の要求が製造業

で高かった点に対応する結果であるOただし、建設業と比較した場合は、この限りでなか

った(14)o専門分野別にみると、工学系では理学系よりも「専門科目の学習」 「実験、実

習、卒論の経験」に対する評価が高く、この傾向は特に開発・設計部門への配属者におい

て顕著であったo同じ項目について、在学中の充実度には目立った相違はなく、専門分野

と仕事の対応の違いを反映したものといえる.大学威信による評価の相違は、威信低いグ

ループとそれ以外のグループの間で認められたOそして、威信低いグループでは、ト般

教育科目の学習」に対する評価が高い一方、 「専門科目の学習」や「実験、実習、卒論の

経験」に対する評価は低かったoただし、 「一般教育科Elの学習」 「実験、実習、卒論の

宜験」については・大学威信間で在学中の充実度にも相違があり(15)、なお考察を要する。

建設業就職者の場合も、大学威信による評価特性は製造業と類似しており、威信低いグ

ループでト般教育科目の学習」への評価が高く、 「実験、実習、卒論の経験」への評価

が低かったo　また、威信高いグループで「専門科目の学習」に対する評価が高かった(16)

なお、同じ項目に対して、大学威信による充実度の相違は顕著でなかった。
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情報産業就職者の場合は、先述したように「専門科目の学習」に対する評価が製造業就

職者よりも低く、 「職業専門知識」の要求の低さに対応している。専門分野による評価特

性は製造業と同様で、工学系では理学系よりも「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の

経験」に対する嶺価が高かったOしかもこの傾向は、開発・設計部門、情報処理部門の双

方の配属者で確認されたoまた、 「専門科目の学習」については、在学中の充実度の点で

理学系と工学系の相違はなく、専門教育と知識・技能要求の対応の相違を反映している可

能性がある。これに対して、 「実験、実習、卒論の経験」については、充実度も工学系で

高かったo大学威信別にみると、工学系に関しては、威信低いグループで「専門科目の学

習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価が低い傾向にあった。同様の点に関して、

在学中の充実度に相違はなく、知識・技能要求の相違の投影とみなすことができるO

上述したのは専門・技術職就職者の場合であり、事務職、営業・販売職への就職という

ネジレのルートを辿った者では、仕事内容の相違を反映して、大学教育に対する評価も大

きく異なっていたoそして、 「専門科目の学習」に対する評価が低い一方、ト般教育科

目の学習」や「体育会やサークルの活動、友人関係」に対する評価は高かった。なお、

「実験・実習、卒論の経験」に対する評価には相違がなかった. 「実験、実習、卒論の経

験」を通じて得られる知識・技能の性格が、ト般教育科目の学習」や「専門科目の学習」

を通じて得られる知識・技能の性格とは別の次元で捉えられていることがわかる。
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(注)

(1) 「特に将来の職業は考えていなかった」と回答した割合は、文系出身者が57%であるの

に対して、理系出身者が39%、その他出身者が37%であった。

(2)ただし、 「実験、実習、卒論の経験」に対しては、むしろ人文系で評価が高かった。

(3)威信高いグループでは、 「実験、実習、卒論の経験」 「専門科目の学習」の充実度自体
も高かった。

(4) 「専門科目の学習」の点で性別による相違がみられないのは、女子の場合、人文系出身
者が多いためである。

(5) 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」が「充実していた」と回答したのは、

それぞれ理学系50%、 53%、工学系47%、 57%、農学系54%、 66%であった。

(6) 「体育会やサークルの活動、友人関係」ト般教育科目の学習」が「充実していた」と

回答したのは、農学系80%、 21%、理学系73%、 28%、工学系71%、 18%であった。

(7)なお、人文系でも民間企業就職者より「専門科目の学習」に対する評価は高かったが、

経済・商系では両者に差がなかったo公務員への就職が、専門分野を問わず「専門科目

の学習」に対する評価を高めるわけではない点に対する留意は必要である。

(8) 「大学時代の専門知識・技術を生かせる業務を経験してきた」と回答したのは、経済・

商系9%、法学系、31%、人文系33%、 「特に大学での知識や技術を必要としない業務を

経験してきた」と回答したのは、経済・商系55%、人文系43%、法学系39%であった。

(9)威信中の下のグループ、ならびに威信高いグループにおいては、 「専門科目の学習」に

対する評価が高く、また、 「専門分野に関する理論的知識」 「専門分野に関する実務的

知識」を在学中に獲得したと考えている者も多い。これは、この2つのグループにおい

て法学系の占める割合が高いためである(それぞれ78%、 69%) 。

(10)ト般教育科目の学習」が「充実していた」と回答した割合は、威信低いグループ26

%、中の下グループ20%、中の上グループ21%、高いグループ14%であった。

(ll)理学系の場合、工学系よりも「体育会やサークルの活動」 「資格取得の準備や学習」

「大学以外での外国語学習、資格取得」 「一般教育科目の学習」の充実度が高いと判

断しており、この点も評価の高さに繋がっていると考えられる。

(12)法学系で「専門科目の学習」に対する評価が高い傾向は、公務員就職者の場合にさら

に強まる。

(13)事務職就職者と同様に、 「実験、実習、卒論の経験」 「体育会やサークルの活動、友

人関係」の充実度は、威信高いグループほど高く、この点への留意も必要である。

(14)工学系出身者を対象に、製造業就職者と建設業就職者を比較すると、後者でむしろ

「専門科目の学習」に対する評価は高かった。ここからも、職場における知識・技能

要求と大学教育に対する評価が必ずしも対応するわけではないことが読み取れる。

(15)威信低いグループでは、 「一般教育科目の学習」の充実度が高く、逆に「実験、実習、

卒論の経験」の充実度が低かった。

(16) r一般教育科目の学習」 「専門科目の学習」については、開発.設計、製造現場の両

部門への配属者で、 「実験、実習、卒論の経験」については、開発・設計部門への配
属者で認められた。
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第時大学敦配対する期待

図9-1.大学教育に対する期待の形成ルート

I　大学観

Ⅱ　在学中の学習、経験

↓

Ⅲ　職業生活の経験

大学教育に対する期待

図9-1は、大学教育に対する期待が形成されるルートを示したものであるC

第1の経路は、在学中の学習、経験や職業経験とは関係なく、大学とは斯くあるべきも

のだ、という個人の予め抱く大学観が、そのまま期待にも反映される場合である。

第2の経路は、実際の学習、経験に対する評価を鏡として、大学教育への期待が形成さ

れる場合であるo例えば、満足いく経験であったから、さらにその点の充実を望む場合、

不満があり、その点の改善を望む場合、また、不満が大きく諦めてしまう期待しない、と

いったケースが想定されよう。

第3の経路は、職場で要求される知識・技能に照らし合わせて、大学教育への期待が形

成される場合であるO　この点に関しては、大学教育と仕事との対応如何によって、第2の

経路と連動するケースと、そうでないケースが考えられる。

上に述べた3つのルートを考慮しつつ、卒業生が大学教育に何を期待し、その期待は何

に依拠して形成されているのかを明らかにすることが、この章の目的である。以下、第1

節ではまず、大学教育に対する期待の全体像を概観し、大学への要望を構成している軸を

抽出するo続く第2節、第3節では、主として民間企業就職者を対象に、期待が形成され

る背景を探るo個人の属性や企業の属性との関連は第3節で、在学中の学習、経験や職業

生活との関連は第4節において、それぞれ検討する。
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1.卒業生からの要求

質問票では、卒業生が大学教育に何を望んでいるか、以下に挙げる6つの項目を尋ねて

おり、 「そう思う」 「どちらともいえない」 「そう思わない」のうち、いずれかを選択し

てもらうことになっているO

1勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ

2　理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ

3　理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ

4　専門科目に限らず、人文・社会科学の一般教養を養うべきだ

5　一般教養よりも、専門を深めるようにすべきだ

6　少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育すべきだ

表9-1は、サンプル全体を対象に、これらの問いに対する回答をみたものである。

卒業生が大学教育に最も期待しているのは、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現

技法などを教育すべきだ」であり、全体の7割が賛同している。つまりこ知識や技能その

ものというよりは・むしろそれらを駆使し構成していく技法のようなものへの期待が高い

のであるo　しかもこの傾向は、出身分野別、就業形態別、大学威信別、卒業後の年数別、

性別にみた場合も、同様に確認される。

残りの項目については、いずれも賛同者が3-4割と、特に明確な傾向を持たない。た

だしそこから、いくつか興味深いパターンを読み取ることができる。

まずは・一方で理論的な教育を期待する層が、他方で応用的な教育を期待する層がそれ

ぞれ存在するということである。そして、理論的な教育を期待する層は、理系出身者や公

務員就職者で、応用的な教育を期待する層は、文系出身者や民間企業就職者で多い。職場

における「専門分野に関する理論的知識」の必要性は、文系出身者よりも理系出身者で、

民間企業就職者よりも公務員就職者で高く、また「専門分野に関する理論的知識」を大学

で獲得したという者も、文系出身者より理系出身者で、民間企業就職者より公務員就職者

で多かった。上の結果は、この点を反映したものともいえる。

しかし・理論的な教育か応用的な教育かの選択は、これら以上に大学威信や卒業後の年

数と関連している。大学威信別にみると、威信高いグループほど理論的な教育への期待が、

威信低いグループほど応用的な教育への期待が高い。しかも、威信高いグループと威信低

いグループとの間には、両項目とも30ポイント以上の格差がある。また、大学威信ほどで

はないが、卒業後の年数を経た者ほど応用的な教育への期待は低下し、逆に理論的な教育

への期待は高まる。こうした結果は一方で、大学教育への期待が、果たして、在学中の学

習・経験や仕事で要求される知識・技能に依拠したものであるのか、疑問を抱かせる。

次に挙げられるのは、教養教育と専門教育が、必ずしも対立する枠組みとして捉えられ

ていないことである。 「一般教養よりも、専門を深めるようにすべきだ」という点に賛同

した者は、 42%と過半数に届いておらず、むしろ「どちらともいえない」と回答を留保し

た者が47%と多い。しかもこの点に関しては、出身分野や就業形態、性別だけでなく、大

学威信や卒業後の年数による相違も認められない。
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表9-I.大学教育に期待すること

少人数の教育　理論的な教育　理論的な教育　一般教養より

形態で、発表　よりも、実務　で.論理的・体　も、専門を

や論文などの　に役立つ応用　系的な考え方を　深めるように
表現技法を教育 的な教育　　身につけさせる する

専門科目に限　勉強するより

らず、人文・も、サークルや

社会科学の-　友人関係を広げ

般教養養う た方が役立つ
14523) (14523) 14523) 14523)

69.4　　　　42.9

出身分野
文系
理系
その他

14523

41.　　　　37.7

71. 7　　　　44.5　　　　43.0

69.4　　　　38. 9　　　　48.0

65.5　　　　44. 2　　　　36.4

39.8　　　　39. 2

40.8　　　　37. 5

44. 9　　　　35.4

就業形態
民間
公務
教員

蝣k-mir言

低い
中の下
中の上
高い

70.5

72.0

64,4

43. 8　　　　43. 5

38. 1　　　46.3

42. 1　　　　38.0

40. 2

41.6

45. 6

iN n

36.

35.1

36.5

29.9

23.4

67.3

66.9

70.6

77.8

58.4

45.5

35.6

25.3

31.1

40. 1

46.1

BII更

39.6

43.5

41.9

37.8

38.1

35.8

38. 5

40.6

45.5

32.8

27.1

26.4

卒業後の年数
1年
2-4年
5-7年
8-10年

樵

72.4

70.1

68.4

68.5

46.2

44.8

42.

40. 3

36.0

40.0

43.1

47.1

42.6

39.7

43. 5

41.0

37.0

38.8

36.6

37.8

38. 3

34. 9

32.2

29.9

43.5　　　　41.3

40.6　　　　41.9

(1)表中の数値は、ぞれそれの項目に「そう思う」と回答した割合O

前章で明らかにしたように一、在学中のト般教育科目の学習」の充実度は低く、職業生

活における評価も高くなかったo　しかし他方で、職場で教養は必要度の高い知識・技能で

あり、大学教育で獲得した知識・技能という点では、割合こそ低かったものの、専門分野

に関わる知識に次ぐものであったoつまり、現在の教養教育に対する不満は相当大きいも

のの、大学が果たすべき教育機能としては決して否定されているわけではなく、その期待

も小さくないのであるo 「専門科目に限らず、人文・社会科学の一般教養を養うべきだ」

に対する回答をみても、 「そう思わない」と回答した割合が19%と少なく、この点からも、

教養教育の意義が否定されているわけではないことがわかる。

最後に、 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」という意

見に着目すると、これへの賛同者は全体の33%であったOこの数値から、大学が持つ、正

規の教育課程以外の機能にも期待している、という解釈を導出することも可能である。ま

た、 「体育会やサークルの活動・友人関係」の充実度や職業生活に対する寄与度の高さに

比較して、この値はさほど高くなく、正規の教育過程への期待がやはり大きいと理解する

こともできるoただし、これを「そう思わない」と積極的に否定した者は、僅か15%に過

ぎない。そう考えるならば、むしろ3人に1人は、大学の教育機能に何ら期待しない層で

あるとの解釈が妥当性を帯びてくる。

なお、この点に関しては、属性間の相違も大きいoまず、その他出身者、教員就職者、
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女子で賛同者が少なくなっているoさらに詳細にみると、出身分野や就業形態による相違

は男子でむしろ顕在化しており・女子の場合は、出身分野、就業形態に関わらず、これに

賛同する者が全体的に少ないo前章の分析から、女子は在学中の教育経験の充実度が高く、

勉学に対する取り組みが熟Lであることが推察されたが、それに対応した結果といえる。

また、大学威信が低いグループはどこれに賛同する者は多く、その背景が注目されるOさ

らに、卒業後の年数を走る過程で、これへの賛同者は減少している。この結果は、 「体育

会やサークルの活動、友人関係」に対する評価が、卒業後の年数を経るほど低下していた
点に呼応するものである。

2・期待の形成ルート(I)個人属性、企業属性との関連

個人属性と大豊∠ゝの要望

(I)民間企業就職者

図9-2は、文系を対象に大学教育への期待と個人属性との関連を示したものである。

専門分野別にみると、経済・商系では、 「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な

教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」

への期待が高い一方、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべき

だ」への期待は低いoまた人文系では・ 「専門科目に限らず、人文・社会科学の一般教養

を養うべきだ」への期待が高い`1㌦

大学威信間の相違はさらに大きい。そして、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現

技法などを教育すべきだ」 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせる

べきだ」に対する期待は、威信高いグループはど高く、 「理論的な教育よりも、実務に役

立つ応用的な教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方

が役に立つ」に対する期待は、威信低いグループほど高い。

年齢別にみると・卒業後の年数を経た者ほど、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考

え方を身につけさせるべきだ」への期待が高まり、 「勉強するより、サークルや友人関係

を広げておいた方が役に立つ」への期待は低下している。

性別による相違は、特に「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべき

だ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」の点に顕在化し

ており、女子よりも男子でこれらに対する期待は高いoしかもこの傾向は、専門分野や大

学威信を統制しても確認された。

最後に、離転職経験の有無による相違をみると、離転職経験の無い者では、 「理論的な

教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」 、離転職経験のある者では、

「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」への期待がそれぞれ高

いo専門分野や大学威信を考慮してさらに検討したが、この傾向に変わりはなかったQ

同様の分析を理系を対象に行ったのが図9-3である。

専門分野別にみると、理学系で「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけ

させるべきだ」に対する期待が高いo Lかしこれは見かけ上の相違で、大学威信を考慮す
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図9-2-　大学教育に期待すること(文系/民間企業就職者)

A.専門分野別
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図9-3.大学教育に期待すること(理系/民間企業就職者)
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ると特に明確な相違はない(2)oこれに対して、 「専門科目に限らず、人文・社会科学の一

般教養を養うべきだ」と考えている者が多く、ト般教養よりも、専門を深めるようにす

べきだ」に賛同する者が少ない点は、大学威信を問わず確認された。工学系では、 「理論

的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや

友人関係を広げておいた方が役に立つ」への期待が高く、 「専門科目に限らず、人文・社

会科学の一般教養を養うべきだ」への期待は低いoこの傾向は、威信中の上以上のグルー

プで顕著であった。

大学威信と大学教育に対する期待の関係はさらに明確で、しかも期待特性は文系と極め

て類似しているo即ち、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育すべき

だ」 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」への期待は威

信高いグループほど高く、 「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべき

だ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」への期待は威信

低いグループほど高かった。

卒業後の年数による相違も、文系と同様の傾向にあり、年齢を経た者ほど「理論的な教

育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」への期待は高まり、 「勉強する

より、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」への期待は低下するO性別、離

転職経験の有無による期待の特徴も、文系とはぼ同様であった。

(I)公務員就職者

文系の場合、先に指摘したように、民間企業より「理論的な教育で、論理的・体系的な

考え方を身につけさせるべきだ」への要望が高い一方、 「勉強するより、サークルや友人

関係を広げておいた方が役に立つ」 「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を

行うべきだ」への要望は低いという基本的相違があるo Lかしその点を除けば、個人属性

別の期待特性は、民間企業とほぼ同様であった。一点ほど相違点を挙げれば、それは、年

齢別にみた際、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」へ

の期待に変化がないことであるo民間企業の場合、年齢を経る過程で「専門分野に関する

理論的知識」への要求が若干高まっていたのに対して、公務員の場合はその傾向になかっ

たo両者の相違は、こうした知識・技能要求の相違を反映した結果かもしれない(図9-4)

理系の場合、まず民間企業との比較において文系とは様相がやや異なる。 「勉強するよ

り、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」 「理論的な教育よりも、実務に役

立つ応用的な教育を行うべきだ」の点で両者に相違はなく、また「理論的な教育で、論理

的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」への期待は、むしろ民間企業で高かった。

個人属性別にみると、やはり大学威信による相違が大きく、民間企業と同様の傾向を示す。

一方、専門分野間の相違は、必ずしも民間企業と同様でない(3)年齢別の相違は文系と同

様、民間企業に比べると明確でない。性別による相違は民間企業とほぼ同様であった。4,

(図9-5) 。
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図9-4.大学教育に期待すること(文系/公務員就職者)
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図9-5・大学教育に期待すること(理系/公務員就職者)
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企業属性と大学への要望

(I)文系出身者

表9-2は、民間企業に就職した男子を対象に・大学教育への期待と所属企業の属性との関

係をみたものである。

企業規模別にみた場合、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育すべ

きだ」 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」への期待は、

大企業就職者ほど、逆に「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」

への期待は、小規模企業就職者はど高い。この特徴は、大学威信別の特徴と重複しており、

果たしてどちらが大学教育への期待を規定しているのだろうか。大学威信と企業規模を考

慮して再度分析したところ、まず、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを

教育すべきだ」への期待は、企業規模、大学威信の双方が規定していた。これに対して、

理論的な教育か応用的な教育かの選択は、大学威信の規定力が大きく、企業規模による相

違は明確でなかった(5)。

業種別にみると、卸売・小売・飲食業では、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現

技法などを教育すべきだ」 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせる

べきだ」への期待が低く、 「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を行うべき

だ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」への期待が高い。

これに対して金融・保険業では、 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方

が役に立つ」への期待が低い一方、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につ

けさせるべきだ」 「一般教養よりも、専門を深めるようにすべきだ」への期待が高かった。

なお、就職先の業種も、卸売・小売・飲食業は小規模企業が、金融・保険業は大規模企

業が多く、その結果、前者は威信低いグループからの、後者は威信高いグループからの就

職者が多いoそこで、業種と大学威信双方を考慮して検討したところ、業種間の相違はさ

ほど顕著でなくなった。ただし、上述の業種特性はなお認められた。

職種別にみると、営業・販売職が特有の傾向を持ち、 「理論的な教育よりも、実務に役

立つ応用的な教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方

が役に立つ」への期待が高い一方、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを

教育すべきだ」 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」

「一般教養よりも、専門を深めるようにすべきだ」への期待は低い。この点に関して、大

学威信を統制して再度検討したところ、 「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教

育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」は、

職種よりもむしろ大学威信の規定力が大きかった。つまり、営業・販売職に威信低いグル

ープ出身者が多いことによる、見かけ上の特徴といえるOただし、その他の項目に関して

は、職種別の特徴がなお残った。

また、事務職のうち、 【事務】で「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を

行うべきだ」 「一般教養よりも、専門を深めるようにすべきだ」への、 【事務十営販】で

「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」への期待が高い。た

だ、この点に関しても、大学威信を考慮すれば、両者の相違は必ずしも明確でなかった。
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表9-2.企業属性と大学教育への期待(文系男子/民間企業就職者)

少人数の教育　理論的な教育　勉強するより 理論的な教育　一般教養より　専門科目に限

形態で・発表　よりも、実務　も、サークルやで、論理的・体　も、専門を　らず、人文・

や論文などの　に役立つ応用　友人関係を広げ系的な考え方を　深めるように　社会科学の-
表現技法を教育 的な教育 た方が役立つ　身につけさせる する 般教養を養う

39.3　　　　38.5計

企業規模
-99人
100-999人
1000-4999人
5000人以上

71.4　　　　48.0 43.7　　　　42.2

61.4

67.1

70.8

77.3

59.8

57.9

49. 2

36.9

42.2

49. 3

45.2

38.4

34. 6

33.3

39.0

53.

42.5

37.9

40. 6

3S.9

41.8

36.4

39.0

39.2

業種
建設・製造業
卸売・小売・飲食業
金融・保険業
運輸・通信業
その他

職種とキャリア類型
事務職(計)

【事務】
【事務+営販】

71.6

65.5

75.

80.5

69.0

45.6

58.5

41.0

40. 3

52.6

45.2

51.1

38.7

37.2

43.8

42.8

33.6

49.7

48.2

38.3

36.8

36.6

43.7

39.9

39. 1

41.7

39. 1

36.2

34. 7

38.3

75.7

72.4

42.0

40. 5

77.0　　　　34. 9

営業・販売職(計)
【営E..7 】
【営販+事務】

専門・技術職(計)
注

42.3　　　　35.2

44. 7　　　　　34. 3

35.3　　　　34.7

67.5　　　　53.5　　　　47.8 35.4　　　　36.3　　　　41.4

65.4　　　53.7　　　45.1　　　36. 1　　　37.6　　　43.8

67.5　　　55.2　　　43.8　　　37.7　　　35.6　　　41.8

75.2　　　　43.8 40.0　　　　44.5　　　　45. 6　　　　38. 2

(1)対象は・離転職経験のない者。なお、事務職、営業・販売職におけるキャリア類型別の分析は、
就業後5-10年までの者。

(2)表中の数億は、ぞれそれの項目に「そう思う」と回答した割合。

(Ⅱ)理系出身者

同様の分析を男子の理系出身者を対象に行ったものが表9-3である。

企業規模別にみると、大規模企業で「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身に

つけさせるべきだ」 、小規模企業で「理論的な教育よりも、実務に役立つ応用的な教育を

行うべきだ」への期待が高く、それを規定しているのがむしろ大学威信である点は、文系

と同様である。ただし、威信低いグループに関しては、上述の企業規模間格差が確認され

た。なお、 「専門科目に限らず、人文・社会科学の一般教養を養うべきだ」への期待は、

大企業ほど高いが、この相違も大学威信を考慮すると明確でなくなる0

業種についてはまず、建設業に特徴があり、製造業と比較して「理論的な教育よりも、

実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げて

おいた方が役に立つ」への期待が高く、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身

につけさせるべきだ」への期待は低い。この傾向は、威信中の下以下の層で顕著な一方、

威信中の上以上の層では明らかでなかった。威信低いグループで、企業規模や業種による

期待の相違が大きいことがわかるO 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた

方が役に立つ」への期待は、金融・保険業や情報産業でも高かった。大学威信を考慮して

もこの傾向に変わりはなく、仕事内容の相違を反映した結果といえる(6㌦

配属部門間の相違は、研究部門と製造・現場部門において顕著である。前者では「少人
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表9-3・企業属性と大学教育への期待佃系男子/民間企業就職者)

少人数の教育　理論的な教育　一般教養より 理論的な教育　勉強するより　専門科目に限

形態で、発表　で.論理的・体　も・専門を　よりも・実務　も.サークルや　らず.人文・

や論文などの　系的な考え方を　深めるように　に役立つ応用　友人関係を広げ　社会科学の-
表現技法を教育身につけさせる　　　する 的な教育　　た方が役立つ 般教養を養う

i

企業規模
-99人
100-999A
I000-4999人
5000人以上

49.4　　　　41.　　　　39.7

61.9

70.S

66.8

71.7

33.6

43.7

49.7

55.3

47.0

4 .4

41.6

40.

48.5

44. 6

42.6

32.9

41.0

36.1

37.2

35.7

30.6

34.8

36.7

37.2

業種
建設業
電気・機械製造業
化学・鉄製造業
食品・繊維製造業
金融・保険業
運輸・通信業
情報産業
卸・小・欽/他サービス
その他

部門
研究
開発・設計
情報処理
製造・現場
管理・企画
総・経・営販
その他

66

70

72

68

69

70

71

64

70

36.3

53.0

53.7

45.6

48.7

49.7

53.8

47.6

43.5

49.7

42.5

36.1

45.6

30.3

37.4

38.6

37.2

41.0

53.4

38. 0

30.0

39.8

32.5

35.0

37.4

41.6

43.8

43. 2

33.6

31.6

21.4

48.

38.7

38.0

47.3

36.0

36.4

33. 8

32.4

30.1

52.6

38.5

38.5

39.2

38.3

75.6

69.9

77.4

63.6

65.8

7 .2

64.9

60.7

52.4

53.6

42.2

47.7

41.7

・10. fi

40. 5

43.6

38.6

44.0

28.9

35.9

42.6

28.9

36.8

37.6

46.0

42.3

47.0

44. 5

'.> ')

34. 5

39.1

41.4

34.2

45.9

36.8

33.9

33.

40. 2

35.7

45.0

41.6

35.7

職種
専門・技術職
事務職
営業・販売職

51.1

49.5

34. 8

42.2

33.3

31.3

38.3

42.0

48.8

35.2

41.5

47. 5

34. 7

44. 3

44. 8

(1)対象は、離転職経験のない者。

(2)表中の数値は、ぞれそれの項目に「そう思う」と回答した割合。

数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育すべきだ」 「理論的な教育で、論理的

・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」への期待が、後者では「理論的な教育よりも、

実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」 「勉強するより、サークルや友人関係を広げて

おいた方が役に立つ」への期待がそれぞれ高い.この傾向は大学威信を問わず認められた。

なお、専門・技術系部門と比較して事務・営業系部門では、応用的な教育や一般教養に

対する期待が高く、サークル活動の重要性を指摘する者も多かったo仕事内容の相違を如

実に反映した結果といえる。この点は、職種別にみると、より端的に現れており、事務職、

営業・販売職では、応用的な教育や一般教養に対する期待が明らかに高く、勉学より人間

関係に期待する者も多かったO　就職ルートのネジレの影響が、大学への要望に顕在化して

いるのである。

最後に、公務員について補足しておこう(表9-4) 0

まず、文系と理系の相違が民間企業とは異なる。理論的な教育への期待は文系で高く、

表現技法の教育を要望する者も多かった。これに対して、応用的な教育への期待は理系で
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表9-4.公務員の種別と大学教育への期待(男女計)

少人数の教育　理論的な教育　理論的な教育　一般教養より

形態で、発表　で、論理的・体　よりも.実務

や論文などの　系的な考え方を　に役立つ応用
表現技法を教育 身につけさせる 的な教育

専門科目に限　勉強するより

も、専門を　　らず、人文・も、サークルや

深めるように　社会科学の-　友人関係を広げ
する　　　　般教養養う た方が役立つ

58.8　　　　28.4 42. 8　　　　33.5　　　　25.9

国家上級
国家中級
地方公務

理系出身者
(計　　　　　66. 2

64.0　　　　22.0　　　　32.7

62.6　　　　21.8　　　　41.5

54. 9　　　　34.6　　　　46. 1

6.0　　　　18.0

34.5　　　　23.8

32.2　　　　29.3

40.4　　　　40.7

国家上級　　　66. 7
国家中級　　　70. 7
地方公務　　　64. 0

62.0　　　　16.7

42.7　　　　34.1

36. 3　　　　46.9

44. 6　　　　35.8 34. 9

41.7　　　　45.8　　　　21.7

42.7　　　　41.5　　　　30.5

45.8　　　　31.8　　　　38.5

(1)表中の数値は、ぞれそれの項目に「そう思う」と回答した割乱

高く、また、勉強より人間関係が大事と考えている者も、むしろ理系で多い。公務員の種

別による相違は、出身分野を問わず共通しており、国家上級職では理論的な教育や一般教

養の滴巷を望む声が多い一方、地方公務員では応用的な教育や専門教育を望む声が多く、

勉学よりサークル活動等が重要と答えた者も多かったoさらに、サンプル数の少なさを配

慮し、文系と理系を合わせて・大学威信を考慮した分析を再度行った。その結果、理論的

な教育を望むか応用的な教育を望むかの相違、また勉学より人間関係の重視という点につ

いては、大学威信を統制してもなお、公務員の種類による相違が残った。これに対して、

専門教育を望むか一般教育を望むかの選択には、公務員の種類が然して効いていなかった。

31期待の形成ルート(Ⅱ)　教育経験、職場の知識・技能要求との関連

以下では、民間企業就職者を対象に、在学中の学習、経験に対する評価や職場で必要と

される知識・技能の特性が、大学教育への期待といかに関わっているか検討する。

応用的な教育と理論的な教育

表9-51ま、在学中の学習、経験と大学教育に対する期待との関係をみたものである。

まず、充実度との関連をみると、出身分野を問わず、大学での教育経験が充実していた

と考えている者ほど理論的な教育への~期待が高く、充実していなかったと考えている者ほ

ど応用的な教育への期待が高い。ただし、一般教育、専門教育、卒論の経験のうち、特定

の経験が、応用的な、あるいは理論的な教育に対する期待を規定しているわけではない。

なお、文系では、資格関連の項目に関しても同様の傾向にある。職業生活への寄与に対す

る評価との関連においても、充実度とほぼ同様の結果が得られた。

ところで、これまでの分析でも度々指摘したように、個人の属性や企業の属性のうち、

応用的な教育か理論的な教育かの選択を大きく規定していたのは大学威信であった。そこ

で、 「一般教育科目の学習」 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」の3項目を
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表9-5.在学中の学習・経験と大学教育に対する期待(民間企業就職者)

A.充実度

理論的な教育よりも、実務に

役立つ応用的な教育を行う

文系　　　　理系

理論的な教育で.論理的・体系

+印な考え方を見につけさせる

文系
一般教育科目の学習

充実

充実せず

専門科目の学習
充実

充実せず
実験、実習、卒論の経験

充実
充実せず

資格取得の準備や学習
充実

充実せず

大学以外での外国語学習
充実

充実せず

資格取得

体育会やサークルの活動、友人関慮
充実
充実せず

**　　　　　****

44. 2　　　　34. 1

48.2　　　　41.2

****　　　　　****

42.5　　　　36.7

0.4　　　　42.7

・I- **　　　　　m*
40.7　　　　36.8

50.9　　　　43.8

**　　　　　　　　**

44.9　　　　38.7

50.9　　　　46.4

***

44.6　　　　　34. 1

49. 2　　　　47. 8

46.8　　　　39.8

47,　　　　　38. 7

***

44. 9　　　　52.2

40.0　　　　48.3

****　　　　　****

45.9　　　　52.6

45.4

****　　　　　****

47.6　　　　52.3

38.5　　　　44. 3

40.　　　　　47. 3

40. 3　　　　43.8

43. 0　　　　　50.7

41.6　　　　45.8
/じmTlLここここHここ.--ここここ-相ここニーにこここここここユニ-.-t7--TT㍍Tエム1_・_ここ_コ_ここニー一一ニーニーコーこてニーご・

41.4　　　　47.9

41.3　　　　　50.7

B.職業生活への寄与

理論的な教育よりも、実務に

文再　　　　iIH-」¥

理論的な教育で、論理的・体系

・召墜聖占用的な教育を行き_ 』勺な考え方を見につけさせL
".<三六　　　　Til].7,

一般教育科目の学習
役立っている

役立ってない

専門科目の学習
役立っている
役立ってない

実験、実習、卒論の経験
役立っている
役立ってない

****　　　　　　***

42.　　　　35. 6

49.3　　　　41.4

****　　　　　****

43. 1　　　　35.6

49. 2　　　　45.6
▼~~　　　一一　　　　　一-・・一一一　、　　　-・-・---I---　　　-　　　　　　　-t

***‡　　　　　****

39.1　　　　33.9

50.3　　　　46.3

****　　　　　　　ii

46. 8　　　　52.4

38. 6　　　　48.0

****　　　　　****

47. 1　　　　51.6

37.8　　　　45.2

****　　　　　****

49.2　　　　　53.3

38.0　　　　44.0

資格取得の準備や学習*****13:「芯てこIj,苗-:こ~芯㌻蒜ここ「ニ丁てこ丁~-,・・--一一-一一---一一一二二二二+一二_LL上し_

大学嘉還学習.資棚呈;‥:*呈;‥644.

439.‥*:*呈;‥;
--一一.一一一一-一一一.-.--.---.一一.一一一N--.-.--l-----I-.-----1--

役立っている　　　　　　　　　45. 3　　　35. 9
役立ってない　　　　　　　　　49. 2　　　42. 1

1{こ~ここ二　　　　　　　~　　　-L'-:-~q"~-TrT--　　　　-・---一・一一--…・--_-_二二二__二_

体育会やサークルの活動、友人関係
役立っている　　　　　　　　　47. 2　　　40. 1
役立ってない

注
47. 6　　　　38. 4

46.7　　　　47.2

39. 3　　　　48.9

***

41. 2　　　　　47.

41.1　　　　51.8

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有乱

対象に、教育権験と大学教育に対する期待との関係をさらに検討した。すると、文系、理

系の別に関わりなく、教育経験の充実度や職業生活における評価の相違以上に、大学威信

が予め期待のレベルを規定していたoつまり・教育経験に対する評価の如何を問わず、威

信高いグループほど理論的な教育を望み、威信低いグループはど応用的な教育を望んでい

るoただし、それぞれの大学威信グループの中でみた場合には、教育経験の充実度が高い
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図9-6.大学威信別にみた、教育経験の充実度と大学教育に対する期待

A.応用的な教育

「一般教育科目の学習J

B.理論的な教育

「一般教育科目の学習」

「専門科目の学習」 「専門科目の学習」

「実験、実習、卒論の経験」 「実験、実習、卒論の経験」
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図9-7.大学威信別にみた、教育経験の評価と大学教育に対する期待

A.応用的な教育

「一般教育科目の学習」

B.理論的な教育

し一般教育科目の学習」

「専門科目の学習」 「専門科目の学習」

「実験、実習、卒論の経験」 r実験、実習、卒論の経験」
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表9-6.職場で必要とされる知識・技能と大学教育に対する期待(民間企業就職者)

理論的な教育よりも、実務に

文系　　　　理系
に関する知識」「商品や事業

理論的な教育で、論理的・体系

一視聖埜用岨な故聖誓う_ 」艶な草キ方を見につけさせ豆_
文系　　　　理系

必要
必要ない

「専門分野に関する
必要
必要ない

「専門分野に

実務的知識」

関する理論的知識」
必要
必要ない

「幅広い教養」
必要
払EHKJE

「データ処理、事務～
必要
必要ない

「英語などの語学力」
必要
必要ない

の能力」

「企画・アイデアなどの創造力」
必要
必要ない

「情報収集力、ネッ
必要
必要ない

「対人関係の能力

必要
必要ない

トワーク」

蝣*

38. 1

41.4

****　　　　　　m*
43.5　　　　36.9

50.　　　　45. 7

****　　　　　****

36.7　　　　30.8

50.2　　　　43.6

‡

40.4　　　　50.6

42.2　　　　47.6

****　　　　　　***

46.4　　　　50. 6

37.5　　　　45.8

****　　　　　****

54.7　　　　56.8

37. 6　　　　45.8

****　　　　　　　　　　　　　　****

44.0　　　　38. 1

51.1　　　　41.2

****　　　　　　　幸*

43.7　　　　　37.2

50.0　　　　41.4

****　　　　　****

40. 1　　　　34.6

50.　　　　43. 1

****　　　　　　***

44. 5　　　　　36.9

49.5　　　　42.3

****　　　　　　　**

44. 7　　　　37. 3

49.8　　　　　41.7

****

45. 1　　　　39.0

52.2　　　　　41.5

43. 7　　　　49. 7

38.4　　　　48.4

****

44. 2　　　　　48. 9

39.0　　　　49.0

****　　　　　　***

46.7　　　　　51.8

38. 5　　　　47. 2

**　　　　　　　**

42.8　　　　　51.1

40.0　　　　　47. 2

****　　　　　　***

43.7　　　　51.7

38.9 47.1

41.7　　　　49.0

40.　　　　　48. 8

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。

者より低い者の方が、また、職業生活への寄与が高い者より低い者の方が、応用的な教育

をより期待し、逆に、教育経験の充実度が低い者より高い者の方が、また、職業生活への

寄与が低い者より高い者の方が、理論的な教育をより期待するという構造は保たれていた。

図9-6、図9-7は、文系と理系を合計した上で・上述の関係を図示したものである。応用

的教育を望むか理論的教育を望むかは、その規定力の大きさに差こそあれ、大学威信が規

定する側面と、教育経験が規定する側面の、いわば二重の構造に支えられている。

職場で要求される知識・技能と大学教育に対する期待も、同様の関係にある(表9-6) O

要求される知識・技能の内容に関わらず、 「必要」と感じている者では理論的な教育への

期待が高く、逆に「必要ない」と感じている者では応用的な教育への期待が高い。つまり、

「専門分野に関する理論的知識」の必要性が高いから理論的な教育に対する期待も高いと

解釈できる一方で、 「専門分野に関する実務的知識」の必要性が高いから応用的な教育に

対する期待も高いという構造にはなっていない。大学教育と仕事内容の対応にも左右され

ようが、職場における知識・技能特性が大学教育への期待にそのまま結び付くわけではな

いのである。

在学中の学習、経験の分析に倣い、大学威信を考慮して職場の知識・技能要求と大学数
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図9-8. 「専門分野に関する理論的知識」の必要性と大学教育に対する期待

.-¥.　ご素

応用的な教育を期待する

理論的な教育を期待する

B.理系

応用的な教育を期待する

理論的な教育を期待する

青への期待の関係をさらに検討したoその結果、応用的な教育、理論的な教育に対する期

待に関して、知識・技能要求が明確に影響していたのは、 「専門分野に関する理論的知識」

であったoただし、その他の知識・技能では、必ずしも両者の関係が明らかでなかった。

図9-8をみると、応用的な教育、理論的な教育への期待は、やはり大学威信が大きく規定

しているものの、同じ威信グループであっても、 「専門分野に関する理論的知識」を必要

と感じている者では理論的な教育への期待が高く、 「専門分野に関する理論的知識」を必

要ないと感じている者ほど、応用的な教育への期待は高い。職場で要求される「専門分野

に関する理論的知識」に関しては、大学時代に獲得したと考えている者が比較的多かった。

「専門分野に関する理論的知識」の必要性の有無が、応用的な教育、理論的な教育に対す

る期待を左右する重要な指標を形成しているのは、このためであろう。
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表9-7・在学中の学乱経験と大学教育に対する期待(民間企業就職者)

A.充実度 (%)

専門科目に限らず、人文・

社会科学の一般教養を養う

文系　　　　理系

一般教養よりも、専門を

深めるようにする

文系　　　　理系
一般教育科目の学習

充実

充実せず
専門科目の学習

充実

充実せず
験、実習、卒論の経験

充実

充実せず
資格取得の準備や学習

充実

充実せず

****　　　　　　****

52.1　　　　50.0

35.8　　　　33.5

*

39.4　　　　35.4

40.0　　　　　38. 1

大学以外での外国語学習・資格取得
充実
充実せず

体育会やサークルの活動、友人関係
充実
充実せず

40. 0

38.8

39.8

40.6

42.4

40.5

40.2　　　　　37.7

38. 1　　　　36.5

****　　　　　**幸辛

31.0　　　　31.1

42. 2　　　　43.S

***　　　　　　*+*

42.0　　　　43.3

41.0　　　　　41.4

39. 1　　　　40.0

*

44.9　　　　　41.7

40.4 40.5

41.8　　　　　39.1

40.6　　　　　40.8
1 .‥.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_

38.7　　　　　39. 2

40.5　　　　42.0

B.職業生活への寄与

専門科目に限らず、人文 一般教養よりも、
社会科学の一般教蓑を養う　　　深める
文系　　　　理系

ようにする

文系　　　　理系
一般教育科目の学習

役立っている
役立ってない

専門科目の学習
役立っている
役立ってない

実験、

****　　　　　　****

52.0　　　　　8.7

34.6　　　　　31.9

幸手　　　　　　****

37.　　　　　33. 9

40.8　　　　　40.8

実習、卒論の経験
役立っている
役立ってない

資格取得の準備や学習
役立っている
役立ってない

大学以外での外国語学習
役立っている
役立ってない

体育会やサークルの活動
役立っている
役立ってない

*iアi

38.4　　　　34.0

39.9　　　　39.6

****　　　　　****

30. 2　　　　　29.5

43.4　　　　　45.4

****　　　　　　****

44. 7　　　　　44. 4

36.3

**

41.9　　　　　42.0

38. 5　　　　　39.

Ill-

37.1　　　35.9　　　　　45.2　　　　41.0

39.8　　　　37.4　　　　　38.9　　　　41. 2

資格取得　　　　**
43.6　　　　　36.4

38.5

友人関係 **　　　　　　　***

40.4　　　　　38.7

37.0　　　　33.8

‡

42.8　　　　　41.1

39.2　　　　　40.8

****　　　　　　***

37.9　　　　　38. 2

43.0　　　　　43. 9

荏

(l)*10%、 **5%、 ***1臥****0.1%で有意。

教養教育と専門教育

教養教育ならびに専門教育への期待に関して同様の分析を行った(表9-7) 0

充実度の点ではまず、 「一般教育科目の学習」との関係が明確である。出身分野に関わ

らず、大学での経験が充実していたと考えている者では、明らかに一般教養の酒蓑に対す

る期待が高い。充実していた者と充実していなかった者との間には、 20ポイント近い格差
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があるo逆に、 r一般教育科目の学習」が充実していなかった者ほど、一般教養より専門

が大事だと考える傾向にある。これに対して、 「専門科目の学習」が充実していた者ほど、

教養教育よりも専門教育に対する期待は高いOただし、 「一般教育科目の学習」と比較し

て、充実していた者と充実していなかった者との意見の相違は小さい0

職業生活に対する寄与との関連でみた場合も、ト般教育科目の学習」 「専門科目の学

習」に対する評価の規定力が大きいOそしてここでも、特に「一般教育科目の学習」に対

する評価が、教養教育、専門教育に対する期待を左右している。また、 「体育会やサーク

ルの括臥友人関係」に対する評価が高い者では、教養教育への期待が高く、逆にこの点

に対する評価が低い者では、一般教養よりも専門が大事と考える傾向にある。

これまでの分析において、教養教育、専門教育の選択に対する大学威信の影響は明確で

なかったo　この点を再確認する意味で、ト般教育科目の学習」 「専門科目の学習」の経

験と大学威信の双方を考慮して、さらに検討したのが図9-9、図9-10である。教養教育を望

むか専門教育を望むかは、大学威信を問わず、 「一般教育科目の学習」や「専門科目の学

習」の充実度や職業生活上の評価によって大きく規定されている。応用的な教育、理論的

な教育への期待とは、明らかにその規定要因が異なっているのである(7)

職場で要求される知識・技能が大学教育への期待に及ぼす影響は、在学中の学習、経験

の影響に比して小さいが、いくつか特徴的な傾向も示す(表9-8) 0

まず、出身分野に関わらず、 「幅広い教養」を必要と感じている者では、 「専門科目に

限らず、人文・社会科学の一般教養を養う」ことへの期待が高く、 「一般教養よりも専門

を深めるようにする」に対する期待は低い。

また、理系の場合「英語などの語学力」 「企画・アイデアなどの創造力」つ情報収集力、

ネットワーク」 「対人関係の能力、説得力」を必要と感じている者ほど、 「専門科目に限

らず、人文・社会科学の一般教養を養う」に対する期待が高いという統計的に有意な結果

を得たo　これらは、第6章の定義に従えば「知的拡張性」の構成要素であり、その要求は、

事務、営業・販売系の仕事で高かったo先に、ネジレのルートを辿った者で教養教育に対

する期待が高いことを述べたが、この結果もそれを踏襲したものといえる。

出身分野に関わりなく認められる特徴を、もう2点ほど挙げておく。第1に、専門分野

に関わる知識・技能が必要と感じている者ほど、ト般教養よりも専門を深めるようにす

る」への期待が高い傾向にあるo第2に、 「企画・アイデアなどの創造力」 「情報収集力、

ネットワーク」 「対人関係の能力、説得力」を必要と感じている者ほど、 「一般教養より

も専門を深めるようにする」に賛同する者は少ない。

職場で要求される知識・技能と大学教育への期待との関係についても、大学威信の相違

を考慮してさらに分析を行ったoその結果、特に理系の威信高いグループに関しては、職

場で要求される知識・技能と大学教育に対する期待の関連が、必ずしも明確でない項目が

いくつか存在したoただし、全体としてみれば、大学威信を考慮してもなお、表9-8で指摘

した職場で要求される知識・技能と教養教育、専門教育に対する要望との関係は確認され

たo　この結果からも、教養教育か専門教育かの選択が、在学中の学習、経験や職場での知

識・技能要求に根ざしたものであることがわかる。
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図9-9.大学威信別にみた、教育経験の充実度と大学教育に対する期待

A.文系 B.理系

専門に限らず人文・社会の-般教養を養う

-般教育科目の学習

一般教育科目の学習

一般教育科目の学習

一般教養よりも専門を深める

専門科月の学習
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一般教育科目の学習

専門科目の学習



図9-10.大学威信別にみた、教育経験の評価と大学教育に対する期待

A.文系 B. 1!P素

専門に限らず人文・社会の一般教養を養う

一般教育科目の学習

一般教育科目の学習

一般教育科目の学習

一般教養よりも専門を深める

専門科目の学習
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一般教育科目の学習

専門科目の学習



表9-8・職場で必要とされる知識・技能と大学教育に対する期待(民間企業就職者)
m

専門科目に限らず.人文・

liXS^Bm

文系　　　　理系
に関する知識」「商品や事業

必要

一般教養よりも、専門を

深めるようにする　__

文系　　　　理系

必要ない
39.8　　　　36. 2

40.0　　　　37. 2

「専門分野に関する実務的知識」
必要
必要ない

「専門分野に

必要

****

36.8　　　　35.9

42.0　　　　38.5

****

37. 5　　　　40.5

42.0　　　　41.2

**

41.0

38.2

関する理論的知識」

必要ない

「幅広い教養」
必要
必要ない

「データ処理、
必要
必要ない

「英語などの語学力」
必要

必要ない

の能力」

「企画・アイデアなどの創造力」
必要
必要ない

39.0　　　　36.8

40.1　　　　36.8

****　　　　　****

42.4　　　　43.3

37.1　　　　32.1

40.9　　　　　38.4

39. 2　　　　35.9

***

39.9　　　　39.9

39.9　　　　34.8

**

40.5　　　　38. 6

39.4　　　　35. 2

「情報収集九ネットワーク」
必要
必要ない

「対人関係の能力、説得力」
必要
必要ない

IE

43.5　　　　42.7

38. 3　　　　40. 2

****　　　　　****

35.7　　　　36.5

43.4　　　　44. 1

38.2　　　　　40. 1

40.2　　　　41.4

*

39.5　　　　　38.9

****

36.7　　　　　39.4

41.3　　　　　42.2

**** ***　　　　　　***

40. 9　　　　40.5　　　　　37. 2　　　　38. 1

39.0　　　　34. 2

***

39.3　　　　38.7

41.2　　　　　33.1

41.3　　　　42.9

11

38.5　　　　39.5

41.2　　　　　43.5

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。

表現技法の教育に対する期徒

卒業生が大学教育に最も期待していた「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法な

どを教育すべきだ」は、 「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」の充実度や職業

生活への寄与と関連している。そして、これらの充実度が高かった者ほど、また、職業生

活への寄与が高いと評価していた者ほど、表現技法の育成への期待は高い(表9-9)

職場における知識・技能要求との関係では、文系の場合、知識・技能の項目に関わらず、

その要求が高いと考えている者はど表現技法の教育に対する期待は高い。これに対して、

理系の場合は、 「英語などの語学力」 「情報収集力、ネットワーク」の要求を除けば、文

系ほど明確な相違は認められない(表9-10)

「専門科目の学習」や「実験、実習、・卒論の経験」に対する評価は、大学威信によって

も異なっており、この点を考慮した上で同様の検討を行った。

まず、威信高いグループほど表現技法の育成に対する期待も高いという基本特性に変化

はないものの、在学中の学習、経験との関連も若干は認められた。文系の場合、 「専門科

目の学習」の充実度との関連は明確でなかったが(8' 「実験、実習、卒論の経験」の充実

度や、職業生活への寄与の点で統計的に有意な差があった項目は、期待の点にも反映され

-　229　-



表9-9.在学中の学習、経験と大学教育に対する期待(民間企業就職者)

A.充実度

少人数の教育形態で、発表や

論文の表現技法を教育

文系　　　　理系
.Rllll一一一一一一一一t一一一一一一.・...........ttttttttthttttttt一11-

*

69.5　　　　69.6

71.9　　　　　70.4

勉強するより、サークルや友人

関係を広げておいた方が役立つ

'」・"　　　　描.......=
****　　　　　　***

34.0　　　　30. 2

41.6　　　　36.8

一般教育科目の学習
充実

充実せず

専門科目の学習
充実

充実せず

実験,実習、卒論の経験
充実

充実せず

資格取得の準備や学習
充実

充実せず

大学以外での外国語学習・資格政商
充実

充実せず

***　　　　　　***

73.6　　　　　72.2

69.9　　　　　68.1

****　　　　　m*
77.4　　　　73.3

69.4

73.8　　　　71.9

72.5　　　　　70.9

**

76.1　　　　79.7

73.5　　　　70.0

体育会やサークルの活臥友人関係
充実　　　　　　　　　　　　　71.7　　　70.7
充実せず 70.　　　　　71. 2

m*　　　　　****
31.8　　　　　30.3

45.4　　　　　40.6

****　　　　　****

34.7　　　　　31.2

43.0　　　　　41.3

i*

33. 7　　　　35.0

39.4　　　　40. 3

*　　　　　　　　*

33.3　　　　32.4

38.9　　　　41.1

****　　　　　****

43.4　　　　39. 6

32.5　　　　27.4

B.職業生活への寄与

少人数の教育形態で、発表や

論文の表現技法を教育

文系　　　　理系

勉強するより.サークルや友人

関係を広げておいた方が役立?__
文系　　　　理系

一般教育科目の学習
役立っている
役立ってない

専門科目の学習
役立っている
役立ってない

72.9　　　　　71.6

70.7　　　　　69. 7

****

74.8　　　　71.3

69.6　　　　　68. 7
一山ttt"。…°"一一.一　　　　　一　　一.・-.-　　　　　　　　　-　　一　一N-.一.-▼一.一　　　　一　　一▼　　　　　　---l一一　一h　…

実験、実習、卒論の経験　　　　　　　　****　　　****
役立っている　　　　　　　　　　80. 3　　　72. 7
役立ってない　　　　　　　　　　68. 7　　　67. 3

****　　　　　****

33.0　　　　　29.0

42.6　　　　　37.5

****　　　　　　****

32.0　　　　　29.4

43.9　　　　　43.8

****　　　　　　****

35.8　　　　　28.3

41.6　　　　　42.9

七mト二・号批・・州一言亨-is?　　‥　　　　高　一　…‥　　　- ‥　幸手一言　~　∴二

役立っている　　　　　　　　　75.6　　　67.3　　　　32.2　　　35.5
役立ってない　　　　　　　　　70. 5　　　70.　　　　41.　　　36. 2

大学以外での外国語学習・資格政商 ****

役立っている　　　　　　　　　　77. 7　　　74.
役立ってない　　　　　　　　　　70. 0　　　70. 2

..　.　=-I .　　_　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　_　_　__　　　　　　--　-

体育会やサークルの活動、友人関係　　　　　　　　　*i*
役立っている　　　　　　　　　　72. 0　　　72. 4
役立ってない　　　　　　　　　　69. 8　　　67. 0

注

****　　　　　　　***

31,　　　　　27.3

42.1　　　　36.8

****　　　　　　****

44.5　　　　　40. 3

30.1　　　　27.8

(l)*10%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意Q

ていたo理系の場合も、必ずしも全ての威信グループに該当する結果ではなかったが、充

実度、職業生活への寄与の点とも、上述の特性は確認された(9)。要求される知識・技能と

期待の関係についても、大学威信の規定力が大きいOただし、統計的に有意な差が確認さ

れた項目については、知識・技能の必要性を感じている者ほど、表現技法の育成に対する

期待も高い傾向にあった。
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表9-10.職場で必要とされる知識・技能と大学教育に対する期待(民間企業就職者)
M

少人数の教育形態で、発表や

文系　　　　理系

勉強するより、サークルや友人

-・甲要の表見技輯至準育__　関係を広げておいた方が役吐
文系　　　　理系

「商品や事業に関する知識」
必要
必要ない

***

72.7　　　　69.2

68.9　　　　70.9

****

39.1　　　　32.3

41.7　　　　　38.3

「専門分野に関する実務的知識」
必要
必要ない

「専門分野に関する理論的知識」
必要
必要ない

「幅広い教養」
必要
必要ない

「データ処理
必要
必要ない

事務処理の能力」

「英語などの語学力」
必要
必要ない

****　　　　　　　　　　　　　****　　　　　**辛‡

74.7　　　　70.4　　　　　36.3　　　　31.9

68.6　　　　69.6　　　　　42.9　　　　42.6

****

77.0　　　　　69.9

69.5　　　　70. 2

****

73.3　　　　　71.7

68.7　　　　69.0

****　　　　　　****

31.1　　　　27.0

42.6　　　　　39.1

****

37.4　　　　　35.0

48.3　　　　35.6

********

74.3　　　　　71.8

68.8　　　　69.2

****　　　　　　****

77.5　　　　73.6

36. 2　　　　33.6

43.0　　　　36.7

****　　　　　　****

33.0　　　　29.8

67.9　　　　68.0　　　　　43. 7　　　　39. 2

「企画・アイデアなど
必要
必要ない

****

75.2　　　　　71.8

68. 1　　　　68.8

「情報収集力、ネットワーク」
必要
必要ない

「対人関係の能力、説得力」
必要
必要ない

注

****　　　　　　****

74.4　　　　73.4

68. 2

***　　　　　　　**

38.0　　　　33.5

41.8　　　　　37.2

」1

38,　　　　　35. 2

42.1　　　　35.9

****　　　　　　　*　　　　　　　　***

72.8　　　　71.2　　　　　39.0　　　　35.9

67.7　　　　68.　　　　　42. 7　　　　35.0

(1)*I0%、 **5%、 ***!%、 ****0.1%で有意。

このようにみれば、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育する」こ

とへの期待は、応用的な教育か理論的な教育かに対する期待と同様、基本的には大学威信

が規定しており、その上で、在学中の学習、経験や職務特性との関連もあるといえる。

勉学よりも人間関係が星要

「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」に対する期待は、

出身分野を問わず、在学中の教育経験の充実度が低かった者ほど、職業生活との関連で

「役立っていない」と感じている者ほど高い。逆に、 「体育会やサークルの活動、友人関

係」の充実度が高かった者ほど、職業生活上「役立っている」と判断している者ほど、こ

れへの期待は高い(表9-9) 。知識.技能要求との関連でも、知識・技能の内容に関わらず、

職場での要求が低いと感じている者ほど、正規の教育課程への期待は低かった(表9-10)

なお、この点に対する期待も、大学威信問の相違が大きかったため、大学威信を統制し

た分析をさらに行った。

まず、以下に挙げる項目は、大学威信だけでなく学習、経験に対する評価も、大学教育

への期待を大きく左右していたOそれは、文系の場合「専門科目の学習」 「体育会やサー
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図9-11・大学威信別にみた、教育経験の評価と大学教育に対する期待

A.文系

専門科目の学習

体育会やサークルの活動、友人関係

7C -tミ&
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B.理系

専門科目の学習

実験、実習,卒論の経験

体育会やサークルの活動、友人関係



図9-ll.続き

職業生活への寄与
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A.文系

専門科・目の学習

体育会やサークルの活臥友人関係

B. U!㌫

専門科目の学習

実験、実習、卒論の経験

体育会やサークルの括動、友人関係



クルの括臥友人関係」 、理系の場合「専門科目の学習」 「実験、実習、卒論の経験」

「体育会やサークルの活動、友人関係」である(図9-ll) 。その他の項目に関しては、大

学威信の規定力がやはり大きい(10)

職場で要求される知識・技能の面でも、基本的には大学威信の規定力が大きく、その上

で、知識・技能要求も大学教育への期待に関わる、という構造がみられる。ただし、知識

・技能要求によって、 「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」

への意見の相違が顕著だった項目、文系でいえば「専門分野に関する理論的知識」 「英語

などの語学力」 、理系でいえば「専門分野に関する実務的知識」 「専門分野に関する理論

的知識」 「英語などの語学力」は、その必要性も期待に大きく反映されていた.

正規の教育課程に期待するか、サークル活動等を通じて得られる対人関係の能力に期待

するか、この点をめぐる選択を大きく規定しているのは、やはり大学威信である。ただし、

期待形成の要因は、応用的な教育か理論的な教育かの選択、教養教育の充実か専門教育の

充実かの選択、とも微妙に異なっており、学習、経験に対する評価や知識・技能特性も、

一面では明確にその選択を左右していたのである。

4.まとめ

これまでの議論を整理しておこう。

まず注目したのは、そもそも大学の教育機能は期待されているのか、それとも正規の教

育課程以外の機能が期待されているのか、という点であった。質問票でいえば「勉強する

より・サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」への支持に関わる。これに対し

ては、全体の3割が賛同していた。こノの数値が、大学の教育機能以外にも期待する層、大

学の教育機能には期待しない層のどちらを示しているかは、なお議論する余地がある。

では、大学の教育機能が期待されているとして、具体的には何が望まれていたのか。卒

業生からの要望が最も高いのは、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教

育すべきだ」で、これに賛同する者は全体の7割に達した。特定の知識・技能というより

も、むしろそれらを駆使し構成していく技法、別の言葉で表せば、ものの見方や考え.方を

獲得することへの期待が高かったのである。これに加えて、大学教育への期待はさらに、

以下に示す2つの軸から構成されていた。第1は、理論的な教育を望むか、応用的な教育

を望むかという軸、第2は、教養教育の充実を望むか、専門教育の充実を望むかという軸

であるo　これらへの支持者は、いずれも4割前後にとどまり、明確な方向性を示すもので

はなかった。それだけ、卒業生の中で意見が分かれていたいうことでもある。

続いて着眼したのは、大学教育に対する期待を生む背景は何か、ということであった。

そこでは、大学教育への期待が、在学中の学習、経験や職業経験を反映したものなのか、

それとも、予め何らかの属性によって規定されているのか、という点を検証した。

「勉強するより、サークルや友人関係を広げておいた方が役に立つ」 、この点に関して

はまず、大学威信や性別が期待形成の要因となっていた。しかし、在学中の学習、経験に

対する評価や、職場における知識・技能要求との関連もまた明らかであったO大学威信の

低いグループあるいは男子であれば、一律にこれへの支持層が多いわけではない。在学中
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の学習、経験や職業生活を通じて、改めて大学の教育機能に期待しない層が生まれる一方、

正規の教育課程以外の機能も必要と判断する層も生まれている。年齢を経る過程で支持者

が減少するのも、職業生活の経験を反映した証左といえる。

これに対して、 「少人数の教育形態で、発表や論文の表現技法などを教育すべきだ」は、

学習、経験や職場の状況だけでなく、卒業生の属性によっても期待の構造に変化は認めら

れなかったo誰しもが高い期待を抱いている、この結果はそれが、仕事を遂行する上で、

誰にとっても必要不可欠な能力と認識されていることを示しており、さらにいえば、企業

内教育を通じては獲得されにくい能力であることを示唆するものでもある。

「理論的な教育で・論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」と「理論的な教

育よりも、実務に役立つ応用的な教育教育を行うべきだ」に対する期待は、大学威信が規

定していた。大学威信自体に、大学とは理論的な教育をするものだ、あるいは応用的な教

育をするものだという考えが、予め埋め込まれていたのである。もっとも、在学中の学習、

経験や職務特性の関与が皆無というわけではない。大学教育への評価が高い層、職場で

「専門分野に関する理論的知識」の要求が高いと判断した層では、理論的な教育への期待

が高かった。理論的な教育への期待は、年齢を経るにつれても高まっており、職務への見

通しがきくようになる過程で、ものごとの基礎となる思考力に対する必要性が高く認識さ-

れだすことを示す結果であった。

これに対して∴「専門科目に限らず、人文.社会科学の一般教養を養うべきだ」 「一般

教養よりも、専門を深めるようにすべきだ」をめぐる選択には、明らかに別の力学が働い

ていたo大学威信がほとんど規定力を持たない一方、在学中の学習、経験に対する評価が、

これらに対する期待を大きく左右していたのである(ll)加えて、職場で要求される知識

・技能との関連も認められた。教養教育と専門教育が、必ずしも対立する枠組みとして捉

えられていなかったのは、一つには、大学教育と仕事内容の間にズレが存在しているにせ

よ、教養に関わる知識、専門に関わる知識の双方が、職場で要求されていることの裏返し

であり、さらには、この問いへの回答が、予め卒業生の個人的な属性に規定されているの

ではなく、在学中あるいは職場での実体験に根ざした反応であるためである。

このように、大学教育への期待が形成されるルートは一様ではないo本稿でテーマに掲

げた仕事という切り口を用いて大学教育への期待を導くには、手法上の限界があるといわ

ざるを得ない。しかし、期待する内容によって、期待の形成ルートが異なることが発見さ

れた点は特筆されてよい。その意味では、卒業生調査を通じて大学教育の在り方を議論す

ることの限界と意義の双方が示されたといえる。最後に、これは仮説の域を出るものでは

なく、さらなる検討を要するが、次の点を付け加えておきたい。それは、実際の学習、経

験や職場における知識・技能特性が大学教育に対する意見に反映されやすいのは、威信高

いグループよりもむしろ威信低いグループ出身者と考えられる点である。もしも、威信低

いグループで、卒業生の意見に対する大学威信自体のバイアスが少ないと仮定されれば、

こうしたグループを対象とした分析を蓄積することで、仕事との関連から大学教育への意

見をより多く汲み取ることが可能となるのかもしれない(12)。
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(注)

(1)この傾向は、大学威信を考慮してもなお認められた。

(2)理学系の場合、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」

に期待しない者が多い、大学威信の低いグループ層が存在しないためである。威信高い

グループ、中の上のグループ、中の下のグループでみた場合、理学系と他との間には顕
著な相違はなかった。

(3)ただし、職場における知識・技能要求の相違を反映したものか否かは確認できなかった。

(4)なお、離転職経験の有無に関しては、何れの項目に対しても離転職種験の無い者で期待

が高いため、解釈することができなかった。

(5)大学威信を統制すると、企業規模による相違はまちまちである。 「理論的な教育よりも、

実務に役立つ応用的な教育を行うべきだ」への期待は、大学威信が中の上以上のグルー

プでは、むしろ大企業ほど高い傾向にあったoまた、威信が中の下グループでは、小規

模企業ほど期待が高かったが、威信が低いグループでは、企業規模に関係なく期待は高

かったO他方、 「理論的な教育で、論理的・体系的な考え方を身につけさせるべきだ」

への期待は、威信高いグループ、威信低いグループでは企業規模による差がなかったQ

威信中の上グループでは、小規模企業ほど期待が高かったが、威信中の下グループでは、

むしろ大企業ほど期待が高かった。

(6)金融・保険業ではさらに、 「一般教養よりも専門を深めるようにすべきだ」と考えてい

る者が少なかった。

(7)なお、理系出身者の場合、 「専門科目の学習」が充実していなかった、あるいは職業生

活に役立っていないと回答した者については、大学威信が低いグループはど一般教養よ

りも専門教育を期待する者が多くなっている。さらに図には示さなかったが⊥理系出身

者では、大学威信が高いグループを除いて、 「専門科目の学習」が職業生活に役立って

いないと考えている者ほど、人文・社会の一般教養を期待していたO

(8)大学威信が低いグループについてのみ、表現技法の教育に対する期待との間に関連がみ
られた。

(9)充実度の点では、 「専門科目の学習」との関係は大学威信が低いグループ以外で、職業

生活への寄与の点では、 「実験、実習、卒論の経験」との関係は大学威信が高いグルー

プ以外で、 「体育会やサークルの活動、友人関係」との関係は大学威信が低いグループ

以外で、それぞれ表現技法の教育に対する期待との間に関連が認められた。

(10)その他に、学習、経験に対する評価の影響が若干認められたのは、 「一般教育科目の

学習」の充実度や職業生活への寄与であった。また、充実度、職業生活への寄与とも

に、文系における「実験、実習、卒論の経験」 「資格取得の準備や学習」 「大学以外

での外国語学習・資格取得」への評価は、威信高いグループを除いて大学教育への期

待を左右していたo威信高いグループの場合は、これらへの評価と関係なく、出身大

学によって、予め期待が決定されている。断定はできないが、相対的にみれば、威信

低いグループほど、学習・経験や職場の知識・技能要求が大学教育への期待に反映さ

れていることの現れといえる。

(ll) 「専門科目に限らず、人文・社会科学の一般教養を養うべきだ」に関しては、専門分
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野の規定力も大きく、人文系及び理学系でこれに対する賛同者が多かった。

(12)威信高いグループは、大学システムからいえば一部分を構成しているに過ぎない。い

わゆる大衆化を担ってきた大学が、今後どういった教育を提供すべきかを考える上で

も、この点をさらに探求する意義は大きい。
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酎0章結論

この章では、これまでの分析結果を各章ごとに改めて整理することで、本研究を通して

得られた知見をまとめ、残された研究課題を述べる。
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1・大学教育の職業的レリバンスへの着眼

第I部では、大学教育と雇用に関する研究の動向と課題を整理し、研究の枠組みを提示

したo欧米における研究と我が国における研究の対比に加えて、戦後日本の大卒労働市場

のマクロ的変動を検討し直すことで、大学教育と仕事の対応を、専門分野と大学の選抜性

の相互作用に着目しながら、大学教育の内容と仕事の内容の対応という尺度で捉えること

の意義を述べた。

第1章では、欧米における大学教育と雇用に関する研究を概観し、そこで得られた知見

に基づいて、我が国の研究動向を整理したoまず確認されたのは、従来、大学教育と仕事

の対応に関して、大学の専門分野と職業の対応に着目した「専門カップリング」と、大学

の選抜性と職業上の威信の対応に着目した「選抜カップリング」の2つの見方があったこ

とであるO続いて示されたのは、大学教育と雇用の関係が変化する過程で、ヨーロッパを

中心に、この分野の研究が、大卒者の就職率や就職先の職業といった量的な対応分析から、

知識・技能を媒介とする質的な対応分析に移行してきたことである。これに対して我が国

では従前、大学の選抜性と企業規模や地位の対応に関する分析が研究の主流であった。し

かし日本でも、大学を取り巻く経済、社会状況の変容過程で、大学の教育機能が改めて問

い直されていることは、衆目の一致するところとなっている。その見地から、欧米の研究

成果も踏まえ、従来の研究動向を検討した結果、この分野の探求に必須と思われる、就職

一採用過臥企業内キャリア、職場で要求される知識・技能のいずれの嶺域においても、

既存の研究に残された課題が大きいことが明らかとなった。

第2葺では、戦後日本における大卒労働市場の構造変動を、マクロの統計資料に依拠し

ながら検討したo　まず明示されたのは、大学教育と仕事の対応が、専門分野と大学の選抜

性の双方を基盤に成立しており、しかもその構造が今日まで基本的に保たれてきたことで

あるo他方で、大卒労働力の需給の趨勢に着目すれば、大卒労働市場は、供給不足の第I

期(1955-62年)を経て供給過剰の第Ⅱ期(1962-76年) 、そして再び需要増加の第Ⅲ期

C1976-92年)というように、 3期にわたる変動を経験した。この2つの事実が意味する

のは、大卒者間の雇用状況を差異化する専門分野、選抜性と仕事の対応が、大卒労働市場

の構造変動を支える重要な機能を果たしてきた一方、その機能自体は変質させてこざるを

得なかったであろう、ということであるo　しかし、ここでの分析からは、専門分野と選抜

性が、その相互作用も含めて就職時にいかに機能し、また大卒労働力が増加した現在、就

職後の実質的なレベルでどの程度機能しているのか、という点までは明らかにし得ず、マ

クロの統計指標に依拠した分析の限界も指摘された。

第3章では、第1章および第2章の議論を受け、分析の枠組みと課題を提示した。分析

の枠組みには、その相互作用にも留意する視点を加え、従来の「専門カップリング」モデ

ルと「選抜カップリング」モデルを援用することとした。そして、大学教育と仕事の対応

を、就職や就職後のキャリアという大卒者の行動レベルに現れた対応と、その行動を基底

する知識・技能レベルに現れた対応の双方から解明することを、分析の課題に設定した。
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2.就職の過程と初期キャリア

第Ⅱ部では、大卒者の就職過程と初期キャリアに関する分析を通して、専門分野や大学

威信が、就職時やその後のキャリア、さらには職場で要求される知識・技能といかに対応

しているかを明らかにした。

第4章では、大卒者の就業特性を、学生の職業選択行動と企業の採用行動に着目して考

察した。そこでは、文系出身者の就業特性が、 「選抜カップリング」が想定するような、

大学威信と企業規模の一対一の対応から成立しているわけではなく、また、理系出身者の

就業特性も、 「専門カップリング」が想定するような、専門分野と職業の一対一の対応か

ら成立しているわけではないことが示された。

文系出身者の場合、就職に果たす大学威信の機能は大きい。威信の高い大学出身者はど

【大企業】志向が強く、また、大企業ほど大学威信を重視した採用を行う。大学威信と企

業規模の対応は、専ら企業の採用方針が規定するのではなく、学生の職業選択志向が大学

威信別に異なることを少なからず反映した結果なのであるO　さらに、従来の分析で見落と

されてきた点として、大学威信と職種の対応が明示された。営業.販売職よりも事務職で、

大学威信を重視した採用が行われており、同一の企業規模であっても、職種別の就業特性

は大学威信間でなお異なっている。大学威信の機能に比較して、就職に果たす専門分野の

機能は小さい。ただし、人文系と社会科学系の間では、職業選択志向や企業の採用方針に

相違があった。社会科学系で【大企業】志向が強く、企業も人文系より社会科学系を重視

した採用を行っており、それが両者の就業特性の相違と無関係ではないのである。

理系出身者の場合は、就職に果たす専門分野の機能が大きい。学生は【仕事内容】を重

視した職業選択を行い、企業も専門分野を重視した採用を行う。そのため、大学威信の果

たす機能は、文系出身者と比較すれば小さい。しかしながら、大学威信と企業規模の対応

はやはり明確であり、その背景には、文系出身者と同様の構造を読み取ることができた。

さらに、大学威信と業種の対応も明らかとなった。同一の企業規模であっても、業種別の

就業特性は大学威信によって異なっており、製造業では、建設業や情報産業と比較して、

大学威信をより重視した採用が行われていたのである。

第5章では、専門分野や大学威信が就職後の初期キャリアといかなる対応関係にあるか

を考察した。そこでは、初職就職時における専門分野別、大学威信別の就業特性が、その

後のキャリア特性を基本的に方向付ける一方で、就職後も、専門分野、大学威信によって

経験業務は一様でない点が明らかとなったO

文系出身者の場合、事務職、営業・販売職の問で、就職後の経験業務は異なる。事務職

では、事務系の仕事のみに携わるキャリアと、事務系と営業・販売系の仕事を経験するキ

ャリイァが存在し、両者の分化は業種が規定していた。また、経験する業務の幅は大企業ほ

ど広い。これに対して、営業・販売職では、営業・販売系の仕事のみに携わるキャリアが

主流で、営業・販売系と事務系双方の仕事を経験する者は少ない。また、事務職と比較し

て、経験業務の幅も狭かった。大学威信とキャリアの対応は、業務の幅よりもむしろ個々

の経験業務に顕在化するO　また、事務職より営業・販売職で大学威信による相違は顕著で
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あったo事務職でも、管理・企画の経験比率は威信高いグループで若干高い。これに対し

て、営業・販売職では、威信高いグループほど法人相手の営業の経験比率が明確に高いこ

とに加え、特に威信高いグループで経験業務の幅が広く、キャリアの初期段階から幹部候

補として育成されている可能性が示唆されたo専門分野と仕事の対応は、必ずしも明確で

ないo敢えて挙げれば、営業・販売職より・もむしろ事務職に認められ、法学系出身者は事

務系の仕事のみを経験する比率が、経済・商系出身者は営業・販売系の仕事も経験する比

率がそれぞれ高かったo専門分野によって、仕事の適性が異なる可能性も否定はできない。

理系出身者の場合、専門・技術職に就職すると、その多くが開発・設計部門に配属され、

その後も専門・技術系の仕事のみに従事する者が多いoその意味で、初任の配属部門が持

つ意味は大きく、経験業務の幅も・文系出身者と比較して明らかに狭い。一方、量的には

少ないものの、事務職、営業・販売職への就職という、 「ネジレ」のルートを辿った者は、

専門・技術職就職者とは明らかに異なるキャリアを歩んでいる。ただし、専門・技術系の

仕事の経験者が多く、営業・販売系の仕事の経験者が少ないという点で、文系出身者の事

務職、営業・販売職と全く同様のキャリアを意味するものではない。初期キャリア段階で

の異動が少ないため、専門分野や大学威信によるキャリアの相違については、部分的な分

析にとどまらざるを得なかったoまず、専門分野との対応は、初任の配属部門の相違とな

って顕在化していたo理学系・工学系とも、開発・設計部門に配属される比率が最も高い

が、理学系では情報処理部門、工学系では製造・現場部門に配属される比率が高い。大学

威信との対応も明確で、まず、威信高いグループほど研究部門に配属される比率が高い。

また、 =学系出身者がその大半を占める建設業では、威信高いグループはど開発・設計部

門に、威信低いグループほど製造・現場部門に配属される比率が高かったO

第6章では、キャリアの形成を背後で支えている、職場で要求される知識・技能に関す

る考察を行った。そこではまず、 「対人関係の能力、説得力」や「幅広い教養」が、職務

上必要な基礎的能力であることが判明した。さらに、個々の知識・技能に対する要求が、

職場の特性だけでなく、専門分野や大学威信によっても異なることが明らかとなった。

職場で必要な知識・技能には、文系、理系の別を問わず、専門分野に関わる能力と、よ

り適用範囲の広い拡張的な能力の2つが存在し、前者を「職業専門知識」 、後者を「知的

拡張性」とそれぞれ呼ぶことにしたOただし、 「商品・事業に廟する知識」が文系では

「知的拡張性」に、理系では「職業専門知識」に含まれ、この点が両者の知識・技能特性

の相違を端的に示しているoこれらは、職種や業種、配属部門といった企業属性でみる限

り、負の相関関係にあったが、専門分野や大学威信といった個人属性の観点から検討する

と、必ずしもその傾向になかった。

文系出身者の場合、職場で要求される知識・技能はまず、専門分野や大学威信の相違に

関係なく、就職先が大きく規定しているo業種や規模、現在の所属部門が能力要求と密接

に関わっており、事務職で「職業専門知識」の、営業・販売職で「知的拡張性」の必要性

が高いといった特徴が明らかにされた。ただし、大学威信との対応もまた明確であった。

同一職種でみた場合、威信高いグループほど「職業専門知識」 「知的拡張性」とも必要性

が高いと判断されていた。就職時の就業特性に依拠した知識・技能要求の相違に加えて、

就職後も∴大学威信と知識・技能の間には機能的な連関が認められたのである。なお、専
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門分野との対応も、 「職業専門知識」の点では顕著であり、法学系でその要求が最も高く、

人文系で低かった。

理系出身者の場合も、職場で要求される知識・技能は、就職先によって基本的に異なる。

中でも顕著なのは業種間の相違で、 「職業専門知識」の必要性は製造業で最も高く、建設

業や情報産業では低かったoまた、 「知的拡張性」に対する要求は、情報産業で高かった。

これに対して、事務職、営業・販売職では、経験業務の相違を反映し、専門・技術職より

も「職業専門知識」の必要性が低いと評価される一方、 「知的拡張性」の必要性は高いと

判断されていたo大学威信と知識・技能要求との関係は、文系出身者に比べると明確でな

いoただし、専門・技術職のみに限れば、 「職業専門知識」の要求が威信高いグループで

高く、 「知的拡張性」の要求が理学系よりも工学系で高い傾向にあった。理系でも、企業

の属性だけに帰すことのできない、知識・技能要求の規定要因が存在しているのである。

第7章では、第Ⅱ部の総括として、大卒ホワイカラーの類型化を試みた。

人文社会系出身者については、主に大学威信と職種に着目して5つの類型化を試みた。

大企業の事務職就職者を典型とする非技術系Iは、威信高いグループの出身者が圧倒的

に多い。就職後の経験業務は・業種間でなお異なるが、他よりも「職業専門知識」に対す

る要求が高い点に特徴がある。大企業の営業・販売職を典型とする非技術系Ⅱは、やはり

威信高いグループ出身者が多いが、非技術系Iほどその占有率は高くない。また、 「知的

拡張性」に対する要求が非常に高い。これに対して、非技術系Ⅲは中小企業の事務職就職

者、非技術系Ⅳは中小企業の営業・販売職就職者を典型とし、ともに威信低いグループか

らの輩出率が高い。経験業務や職場で要求される知識・技能は、それぞれ非技術系I、非

技術系Ⅱに準じているが、それらと比較して、知識・技能の要求水準はやや低く、経験す

る業務の幅も狭い。また、離転職種験者の比率も明らかに高かった。

なお、各類型の中でみた場合も、大学威信によって知識・技能要求の認識には相違が認

められたo　これについては、大学威信という属性そのものが、回答傾向にバイアスをもた

らしている可能性があるo　ただし、同じ大学威信グループに属していても、経験業務によ

って知識・技能要求に対する評価が明らかに異なっていた事実を踏まえるならば、同一業

務の中でも、大学威信問で知識・技能要求になお相違がある可能性も否定できない。

以上は、男子を主とする類型である。最後に挙げた非技術系Vは、企業規模や業種の相

違を問わず、女子を典型とする。威信高いグループほど大企業に就職している点は男子と

同様だが、就職後の経験業務や知識・技能要求は男子とは大きく異なる。大半が事務職と

して採用され、その後も専ら事務系の業務に携わる者が多い。その結果、男子と比較して、

経験業務の幅は狭く、また、知識・技能要求も低いと判断されていたo

理工系出身者については、主に専門分野と業種に着目して4つの類型化を試みた。

技術系Iは、専門・技術職として製造業に就職した者を典型とし、やはり、威信高いグ

ループほど大企業に就職する比率は高い。就職後はその多くが開発・設計部門に配属され、

専門分野間の相違は残るものの、大学威信問の相違はさほど明確でない。ただし、研究部

門への配属比率は、企業規模を問わず威信高いグループほど高い。他と比較して「職業専

門知識」に対する要求が高い一方、 「知的拡張性」の要求は、理学系よりも工学系で高い

傾向にあった。
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技術系Ⅱは、専門・技術職として　建設業　に就職した者を典型とし、その大半が工

学系出身者であるo大学威信と企業規模の対応は認められるが、技術系Iほど顕著ではな

いo就職後、過半数は製造・現場部門、残りが開発・設計部門の配属となる。ただし、製

造・現場部門への配属比率は、威信低いグループほど高いo技術系Iと比較した場合、職

場における「職業専門知識」への要求は低いoまた、威信高いグループほど知識・技能要

求を高く評価する傾向にあり、それは「職業専門知識」の点で明確であった。

技術系Ⅲは、専門・技術職として情報産業に就職した者を典型とし、理学系出身者が相

対的に多いo大学威信と企業規模の対応臥技術系Ⅱと同様であるo就職後、過半数が開

発・設計部門へ配属され、残りが情報処理部門に配属される.職場における「職業専門知

識」への要求は、技術系Ⅱ以上に低いoただし、職務における専門性の低さを示すものな

のか、大学における専門教育とのズレの大きさを示すものなのかは、なお考察を要する。

「知的拡張性」の要求は、技術系Iと同様、理学系よりも工学系で高く評価されていた。

技術系Ⅳは、量的には少数ながら、事務職・営業・販売職という「ネジレ」のルートを

辿った者を典型とするoここでも、大学威信と企業規模の対応は明確である。ただし就職

の際、専門・技術職との分岐に果たす専門分野や大学威信、企業規模の機能は明確でない。

就職後の経験業務は、専門・技術系の仕事に比較的携わる点で、非技術系と同様とは考え

にくい一方、技術系I～Ⅲと比較して業務の幅が広く、高度な専門業務を経験してきた者

は少ないoその結果. 「職業専門知識」の要求が低い反面、 「知的拡敵性」の要求は高いO

「ネジレ」の影響としては、離転職比率が他よりも高い点が指摘された。

3∴大学教育を通じた職業能力形成とその可能性

第Ⅲ部では、大学教育を受けた後、就職そしてキャリアを積む過程で、卒業生が大学教

育をいかに振り返り、またその体験を通して、大学教育に何を期待しているかを考察した。

第8章では、大学教育に対する評価とその背景を明らかにした。卒業生の大学教育に対

する評価は極めて厳しく、それは、第1に大学での教育経験自体の乏しさ、第2に大学教

育と仕事の牽離、という2つの事実から派生した結果であった。しかし、大学教育が職業

能力形成に寄与していないのではない。絶対数としては少ないものの、大学教育を通じて

獲得したものには、 「専門分野に関する理論的知識」や「幅広い教養」が挙げられており、

これらをいかに充実させていくかが、むしろ課題であることを示す結果が得られた。

文系出身者では、専門教育と仕事の対応が希薄なことから、大学教育への評価は極めて

低いoただし、経験する仕事によって評価には相違が認められた。 「専門科目の学習」に

対する評価は、 「職業専門知識」の要求が高い事務職で高く、その要求が庇い営業・販売

職では低いoさらに事務職の場合、特に法学系で「専門科目の学習」への評価が高かった。

また人文系では、事務職、営業・販売職を問わず「専門科目の学習」への評価が低く、社

会科学系以上に専門教育と仕事の帝離が大きいことが改めて確認された。大学威信による

評価の相違は、 「専門科目の学習」の点にみられた。ただしこれは、威信高いグループは

事務職、威信低いグループは営業・販売職への就職者が多いという、就業特性に依拠した
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結果であり、企業属性を統制すれば、大学威信間の相違は必ずしも明確でない。企業属性

を考慮してもなお、大学威信間で知識・技能要求に相違が認められたにも拘わらず、 「専

門科目の学習」やト般教育科目の学習」の評価に相違が反映されないのは、そもそも専

門教育と仕事の垂雛が大きく、教養教育もそれが充分に機能していないためであるo

理系出身者では、専門教育と仕事の対応を反映し、文系出身者と比較して「専門科目の

学習」 「実験、実習、卒論の経験」に対する評価は高いoまた、業種間で「職業専門知識」

に対する要求が異なっていた事実を受け、製造業では情報産業よりも「専門科目の学習」

への評価が高かったOさらに、理学系と工学系を比較すると、後者はど「専門科目の学習」

や「実験、実習、卒論の経験」への評価が高く、理系の中でも専門教育と仕事の対応は一

様でない0 -方、大学威信と評価の関連は必ずしも明確でなかった。個々の業種や配属部

門を統制した場合、大学威信間で職場における知識・技能要求に明確な相違を見出せなか

ったことからすれば、これは当然の帰結ともいえる。しかしながら、大学威信間で就業特

性自体が異なり、それを誘因とした職場における知識・技能要求の相違は存在していた。

理系の場合、その強弱こそあれ大学教育と仕事が対応しているため、大学威信による評価

の相違が顕在化しにくい構造になっているとも考えられる。

第9章では、卒業生が抱く大学教育への期待と、期待の形成ルートを考察した。大学教

育への期待が、必ずしも大学教育の経験や職場の経験に基づくものではないことが明らか

にされる一方で、大学教育が職場で必要な知識・技能に転化するメカニズムの端緒を抽出
することができた。

まず、大学教育への厳しい評価を反映し、 3人に1人が「勉強するより、サークルや友

人関係を広げておいた方が役に立つ」と答えていたOだが、正規の教育課程に対する期待

が低かったのではないo中でも賛同者が多かったのは, 「少人数の教育形態で、発表や論

文の表現技法などを教育すべきだ」であるo個別の知識・技能の獲得よりも、それらへア

プローチする方法、あるいは、それらを駆使し運用する能力が求められていたのである。

これは、教育内容を問わず、その修得過程で形成される能力であり、問題発見、問題解決

のための技法といってもよい。しかもこの点に関しては、個人属性や企業属性による相違

も認められなかったo　これに対する期待の-様な高さは、職場で必要な能力のうち、知識

・技能の内容に関しては企業で獲得可能なのに対して、それらを獲得するための技法や運

用する能力は、職場では容易に形成されにくいことを示唆しているo　この点は、が」キュ

ラムのような明示的な形では顕在化にしくいものの、大学教育が担う重要な職業能力形成

機能といえるかもしれない。

上述した能力形成への要望に比べれば、期待の度合いは低いものの、具体的な知識内容

に関わる期待も存在する。それは、理論的教育か応用的教育か、教養教育か専門教育かと

いう2つの軸から構成されていた。各軸でどちらを選択するかは、個人の属性や企業の属

性で異なるo　まず、理論的な教育を望むか応用的な教育を望むかは、在学中の教育経験や

職場の知識・技能要求との関連ではなく、大学威信によって予め決定されていた。大学威

信間で学生の志向性が異なり、威信高い大学には理論的な教育を期待する層が、威信低い

大学には応用的教育を期待する層が入学しているのである。これに対して、教養教育を望

むか専門教育を望むかを規定するのは、大学威信ではなく在学中の教育経験や職場で要求
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される知識・技能であったo在学中に受けた教育や、その職場における活用状況が、直接

期待を形成する要因となっていたのであるOこうした、期待の形成ルートの相違は、卒業

生を鏡として大学教育のあり方を論ずる際の留意点を喚起すると同時に、大学教育の卒業

生に及ぼす影響が決して小さくないことを示すものでもあった。

4.まとめ-新たな枠組みへの布石と課題-

「専門カップリング」と「選抜カップリング」の盟底

本研究では、専門分野と大学威信という、大学教育と仕事との対応関係を媒介する二つ

の要素に着目し、その視点から大学教育の職業的レリバンスを検討してきた。その意義は

分析対象を就職後のキャリアの嶺域まで拡充したことであり、また従来、別個に扱われる

傾向にあった、専門分野と大学威信の交互作用を検証したことにある。そ
i

こから得られた.∫/

知見を改めて提示すれば、以下のように整理されよう。

第1に、大卒者の行動の次元で認知される専門分野と職業の対応が、行動の基底をなす

微視的次元である専門教育と仕事内容の対応としても確認された。従来、 「専門カップリ

ング」が希薄と見倣されてきた文系でも、就職先のみならず就職後の経験業務も、専門分

野間では相違があったoその結果、職場で必要な知識・技能に対する認識が異なり、それ

が、大学教育に対する評価や期待にも反映されていた。理系でも、 「専門カップリング」

の強さが、職業との対応のみではなく・学生の職業選択志向や職場における知識・技能要

求との関連からも確認された。また理系の中でも、専門分野間で就職先や就職後の知識・

技能要求は異なり、大学教育への評価や期待も一様でなかったO以上は、文系、理系を問

わず、専門分野間で異なるタイプの学生が入学し、その中で異なるタイプの人材が養成さ

れているという、至当な枠組みに基づく分析の意義を、改めて喚起する結果であった。し

かし、さらに注目すべきは、同じ専門分野であるからといって、一律に「専門カップリン

グ」を想定し得るわけではなかった点である。これは次に挙げる第2の知見と深く関わる。

第2に、大学威信は、従来から指摘されてきた企業規模だけでなく、職種や業種とも対

応しており、それが大学威信と職場で要求される知識・技能の間に機能的な連関を成立さ

せていた。これは、 「選抜カップリング」は「専門カップリング」を、 「専門カップリン

グ」も「選抜カップリング」を背景に成立していることを示唆する結果に他ならない。

文系の場合、 「知的拡張性」の要求が高い大企業への就職ルート、そして「職業専門知

識」の要求が高い事務職への就職ルートは、威信高いグループに開かれていたOさらに、

こうした企業属性を統制してもなお、大学威信間で知識・技能要求に対する認識は異なっ

ていたo　この事実から導出されるのは、 「選抜カップリング」が機能しているからといっ

て、企業は大学教育の内容を問わない「訓練可能性」のみに着目した採用を行っていると

は考えにくい、ということである。文系では「専門カップリング」が希薄とはいえ、威信

高いグループほど大学教育を通じて獲得された知識・技能を職場で活かせる、あるいは活

かせる可能性を持った構造になっているのである。大学威信間で職場における専門教育の

効用が異なることは、理系においては既に明白な事実であった。理系の場合、企業は専門

分野をかなり重視した採用を行う。しかしながら、 「職業専門知識」の要求が高い業種に
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採用されるのは、威信高いグループであったQつまり、 「専門カップリング」が機能して

いる一方で、企業は大学威信によって大学教育の成果も差異化していると考えられる。そ

して、威信高いグループほど専門教育を活かせる構造になっているのである。

第3に、上で述べたことは、大学教育の機能がこれまで一様であり、また今後も一様で

あり得るのか、という問題を提起する・もちろん、大学教育は全体として、高校以前の教

育あるいは他の高等教育機関とは異なる重要な機能を有している。それは、教養教育や専

門教育といった教授される知識・技能の性格の相違という以上に、問題解決、問題発見の

ための知的な技法とでもいうべき能力の滴蓑にあろうoこの点は、個人属性や企業属性の

相違を越えて、卒業生が共通に抱く大学教育への期待であり、職場で必要でありながら、

企業内教育を通じて獲得することが国難な能力でもあると考えられたOまた、正規の教育

課程以外の活動を通じて形成される、対人関係等の能力が持つ意義も少なくない。

その-方で、雇用との関連でいえば、大学の教育機能を一元的に把握し、議論すること

はもはや困難といわざるを得ないo　まず、入学時の能力が多様なだけでなく、理論的な教

育、応用的な教育への期待の相違に顕在化していたように、大学威信ごとに明らかに教育

期待の異なる層が入学しているoまた、大学教育と仕事の対応を考えると、特に専門教育

に関して・大学威信問で接続あるいは接続の可能性がかなり異なっている。文系、理系の

相違を問わず、同一専門分野であっても、専門的な知識・技能の要求が高い、あるいは今

後高まると予想されるのは、威信高いグループに対してであり、威信低いグループに対し

ては、むしろ専門に特化しない「transferable」な能力が求められる方向に進むのではな

かろうかo詰まるところ、個別大学の個別学部ごとに、どういった学生層が入学し、在学

中にいかなる能力を獲得し、卒業後どういったキャリアを辿っているかを把握することな

くしては、社会の要請に応じた教育目標を設定し得ない状況が到来しているのである。

以上の知見に基づき、大学教育で獲得される能力と職場で要求される能力との対応を仮

説的に提示すれば、図10-1のようになろう。

大学教育は、正規の教育課程とサークル・クラブ活動といった正規外の課程から構成さ

れているo前者を通じて獲得されるのは、体系的な知識・技能であり、それは専門に関わ

る知識と教養に関わる知識とに区分されるo　さらに、専門や教養という知識の内容を問わ

ず・大学教育を受ける過程で獲得される、知的技法とでもいうべきものが想定される。ま

た、後者を通じて形成されるのは、対人関係能力などの社会性である0

一方で、職場で要求される能力にはまず、個々の仕事に固有の専門的能力があり、本稿

ではそれを「職業専門知識」と呼んだo　これに対応するのが、大学で獲得される専門に関

わる知識であり、 「専門カップリング」が前提としていたのはこの関係である(矢印①)

職場で要求される能力にはまた、特定の仕事に限定されない拡張的能力があり、本稿では

それを「知的拡張性」と呼んだo　これに対応するのが、大学で獲得される教養に関わる知

識や社会性であろう(矢印②) 。こうした職場で要求される能力に直接対応するのではな

く、それらを獲得していく上での素地となるのが、大学で獲得される知的技法と考えられ

る(矢印③) 0

さらに、大学で獲得される以前の能力に、大学入学時における個人の資質があるO 「選

抜カップリング」が前提としていたのは、この「訓練可能性」としての資質と、その利用

で高い成果を期待できる企業内教育の対応であった(矢印④) 。しかし個人の資質は、大
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図10-1.大学教育で獲得される能力と職場で要求される能力

大学教育で獲得

される能力

学教育の成果を左右するいわば「教育可能性」としての機能も果たしており、大学教育の

内容を介在した大学教育と仕事の対応も規定していると想定される(矢印⑤) 。

今後の課題

もちろん以上は、今回用いた調査の結果が一般化できると仮定した上での議論であり、

残された課題も少なくない。

第1は、この調査が内包する課題である。それは、専ら卒業生の意見を拠り所として解

釈を行っているという点であり、キャリアの形成過程や大学教育に対する評価の変化を検

討する上で核となる時系列的な分析が、横断的な調査の積み重ねとして解釈されている点

であり、また、大学における知識構造に配慮し得ていない点である。その意味で、今後さ

らに、個別の企業を対象とした調査であるとか、同一の学生を分析対象として、彼らや彼

女らが、在学中に知識・技能を身に付けていく過程や、就職後のキャリア形成の過程を詳

細に検討する必要がある。

第2は、分析の枠組みに関わる課題である。本研究は、 1980年代から1990年代にかけて

の大卒者を中ふとした分析であり、その中での構造やその分化を考察対象としてきた。分

析の結果からは、彼ら、彼女らの中にも既にいくつかの点で、これまでの日本の大学教育

と仕事との関係が変化し始めている予兆を汲み取ることができる。しかし、さらに職場や

大学における知識・技能の構造が変容すれば、また新卒一括採用、年功昇進といった雇用

システムや、学部改組やカリキュラム改革といった大学組織が変容すれば、大学教育の職
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業的レリバンスは変わらざるを得ない。専門分野や大学威信に顕れた大学教育と仕事の対

応の抽出に意義があるとしても、他方で、専門分野や大学威信の相違として顕在化しない

部分、即ち・同一の専門分野や大学威信の中でも、大学教育の職業的レリバンスは変化し

ているoそうしたダイナミックな変化がどう生じるのかを、本研究で得られた知見に基づ

いて考察することは、これからの重要な課題である。

第3は、比較に関わる課題である。本研究では、欧米の研究動向に着目しつつも、日本

における大学教育と仕事の対応を議論の中心に据えてきた。そこで明らかにされたことが、

果たして日本に特有の傾向であるのか、他の国と共通する側面もあるのか、国際比較とい

う視点からさらに検討する余地があるo我が国に関する分析結果を一般化し、より体系的

な視座から捉え直す必要があるといえる。

顧みれば、本研究は、必ずしも定式化された仮説を検証するかたちで進められていない。

それは、研究の未熟ということもあろう。しかし、これまでの研究が一定の視点に拘泥す

るあまり、新しい課題に必ずしも応えることができなかったことも事実である。そうした

問題を克服するべき、大学教育と仕事の対応をめぐる新たな理論的枠組みは模索途上にあ

る。大学教育の職業的レリバンスに関する研究は、途についたばかりである。大学教育と

仕事の対応については、依然として不明な点が少なくなく、それは、個別の大学や学部の

特性を考慮した赦密な事例研究を積み重ねると同時に、それらを常に大学システムと雇用

システムの対応という、大局的な視野から再解釈する作業を通じて究明していかねばなら

ないのである。
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92年12月 <#翁群芦耗骨>

大学卒業後のキャリア調査
回答は、番号に○をつけるか、わくの中に記入して下さい。特にことわり
のない限り、 ○は一つだけつけて下さい。

●大学人学年　　1

●学部卒裏年　　1

●学部卒業後の進路

冒[二□年

99[二□年

就職

大学院進学

・生まれ年　1冒[二□年

間1現在は、働いていますか。

pg

●卒業学科・課程・専攻
(くわしく)

大学院入学年1

・

主に仕事をしている

大学院、その他の学校に在学中
主に家事をしている

E.

在学中

終了　　-　修了年19芸に]年

仕事を探している
その他

問2　あなたは、大学の学部を卒業した後、これまでに仕事をした種敬
ima

潤

(パートアルバイトを含む)がありま

仕事をしている・したことがある

仕事をしたことはない1---　最後の8ページにお進み下さい

現在の仕事(または最近までの仕事)について、ご記入下さい

大磯した時期

】

9T □ 年[コ 月 慨に退職した方のみ)
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その他

-T
勤務の形態
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卒業までの過矧こついて伺います

間3　大学の学部を卒業する前に、 下のような試験を受けましたか。またその結果はどうでしたか。

教則 采用試験 虹
受けなかった ー受けた ものがある 合格 したか

1 2 -→ ー(1 合 格)
粗方公務員試験 '(1 」・・ ft )
国家 . 外務公務員試験 (上級) 2 - 与(1 合 格)
E国家 . 外務公務月試験 (中級)i- J 1 ‥2∴ : ′̀. l→ (三1 套 格)
司法 . 公認会計士 . 税理士試験 I 2 - →ー(1 資格収得)

間4　就職にあたって大学が行っている就職指導を利用しましたか。 またそれは役にたちましたか。

就職 資 格室 .、′一

一

大 学 に

なか っ た

利 用 しな

か った

利 用 し た

役 だ った 日生立 た なか った

1 2 3 4

夢 校 作成 の就 戦 要 覧 1 蝣-蝣蝣 ・: 2 I 3 一..一rr.、.4.′J" 4

就職 ガイ ダ ンス . オ リエ ンテー シ ョン 1 2 3 4

業適 性 検査 . %

0 B 懇 談 会 . 業 界研 究 会 . 企 業研 究 会 1 2 3 4
画 人面 談 . 連 戦 相談

1 ..こ2 - 蝣 - ~ f ∴ 4二 :

会 社訪 問 の ため の指 導 . 援 助 1 2 3 4
擬 試験 . 模擬 面会 な との 受験 指 導 ∴

‥蝣 1 - 2 3 ∴ ・t

学校 か らの推 薦 1 2 3 4

閏5　大学あるいは大学院の卒業前に、就職活動をしましたか。

二
した

しなかった　一一一　次のページの問6にお進み下さい

就戦活動をした方に伺います

イ　就職活動を始めたのはいつでしたか。 芋□年生岩にコ月頃から
ロ　就職先について・次のような経路からの隼撃は多くありましたかOまた、その情報の阜撃墜はどうでし

たか。それぞれについて、お答え下さい。

大学 の .就職 課等 ⑳

情 報 は 信 頼 性 は

な か った - 少 な かっ た 多 か っ た 低 か った - 高 か っ た

1 2 3 1 2
医 学 の薮授 五顧 免重 言 1 号 ・蝣・.・rX- 十滴 享 ∴.ユ '・蝣」蝣巌 立 =蔽 .誉

大学 の O B ・O G 1 2 3 1 2

業 ガ イ ド才 津を . 豆圭 瀧 盈 蝣' V*> 写.Z 芸常 澄 こ、ま顛療薮 ‥.: ォ・漉 *'* Q i H 詔十 十

送 られ て くる会社 案 内 1 2 3 1 2

細 田、 雑誌 の 求人 広 告 耳蝣蝣-'1錐 .ト ン蝣 z ・号t :.守十 i" 3. ・ .轡 甲 華 準 華

親 、知 人 1 2 3 1 2

- 1 "蝣"2 ;"I 一寸ナ'3; 1 v丁 ,2 '-

ハ　次の点は・亙魁に働きましたか、あるいはハンディになったと思いますか。

(?)

出身大学の名前 傘

i
有妄りに働いた t 無関係

ハンディ

ーになった

1 2 3
医学での専内分野

1 日A 2 J ….‥- - 3 -

大学の就職紹介体制 1 2 3

汰学の所在地÷ -: 2 一二.く 3 .で

卒業生の存在 1 2 3

恒分の性別 1 2 3
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訪問した会社は何社でした

ホ　応募した会社は何社でし

か。 ~~= :
たか0　　　　　　　月□社

うち、朋の内諾。口頭を含む'をもらったのは何社でしたかo uj社

ト　実際に就職した会社
の内諾が出たのはい-でしたかo畢□年生　コ月頃

間6　大学、大学院を卒業した後の、初めての就職先につ

イ　その就職先に応募した穫韓として、

いて伺います。

あてはまるものすべてに○をつけて下さいO

学校の就職部等にきた求人

研究室・教授の推薦

研究室・ゼミの先輩の勧誘

その他の先輩の誘い

送られた企業ガイドブック、会社案内

ロ　その就職先を決め たとき、次のよ
その期待にあっていま したか。

友人の誘い

家族・知人の縁故

新聞広告・就職情報誌等

学生職業センターや職業安定所

公務員試験等の公募

うな点をどの程度、重視しましたか。また、今考えてみて、実態は、

守

規模

定 性 十 iす一1;P脊式幸 己.i

敢 敬 し た 時 実態 は期 待 と比 べ て

t 非 常 に重視 t 重視 i 重 視 しない 良 い .F 予 想通 り 悪 い

1 2 3 1 2 3

+1 串東 i'E2 平幕 鞍 1 恒 j 2 . . 3

事業 内容 の 発展 性

官尊 十号 軒 並 軒 Ilil l.

労働 時 間、休 日 . 休 暇

1 2 3

t-t.-
1 2 3

醇訳 讃 L-1 某 嘗 岬 考 蝣蝣蝣.. 蝣蝣蝣- 3 ∴ 準 * ::ォ := ・' ! 皐 ナ31丁+

1 2 3 1 2 3

三ニM i/tie

職 場環 境

事 自体 の 面 白 さ 蝣" * :勺が い J

自分の専 門知識 . 資格 との 関連

、丁で 1 日 ㌣ - ・蝣3 " ・一‥仁 一… 1ー~ - 2 一一 一一か"3 -

1 2 3 1 2 3

I - ' ' 2 - 3 1--,十ミ: もBllぎhr .㌻∵ 3 .1

1 2 3 1 2 3

進 の可 能性 こ⊥ -.÷ 土ト こ 鵜 ~ :s ∴⊥1 与4~¥.由嶺..2 高 言 <-3

女性 活 用の方 針

社 尽 : 義鵜 の雰 箆先 j.-.A l-O rv tf .t

1 2 3 蝣->1
1 2 3

粛 蝣1 円器 & 2サ ( ぐ1一. 3 1 2 3

1 2 3
卒業校 とのつ なが り 、*>サォ?̂ r_> ; 一1 +

1 2 3

生活 の充 実 .it*' …J～ て」一三 喜一. 二十 ÷i2 ÷ - 3 2

ハ　その就職先にずっと勤め競けるつも りでしたか。

ずっと勤め蒜けるつもりだった

とりあえず就職するが、別の進路を考えていた

ずっと勤めるかどうかわからなかった

間7　今ふりかえってふて、大学・大学院卒業時点の就職先選掛こついて、もっとこう
ことがありますかo次の中からいくつでもOをつけて下さい。

.1 長期 的 な将 来の見 通 しを持 ってお くべ きだ った

2 放 機先 選択 の 基準 をは つPき り一させ てお くべ きだ った

3 自分 の適性 につ いて もつ と考 えるべ きだ った

4 多 くの企業情 報 を収 集 しそ虫 よ‥轟 き」 * た

.て お く5 企業 内の キ ャ リア コース につ い て もつ と詞

6 局 留の 人の意 見 を もつ と開 い てお てぺ ぎだ 号r=

7 符 に ない
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最初の勤務先について伺います

間8　同期人敗者の.
抑11 ・離職状況のおおむねをお答え下さい(およその数をご記入下さい) O

<I

ト川人fl>'.< >こ†・ ・ lこ・、ォ*・ォ/-Jト音をo三

l.'

川;lLuU-'HJこ・&.*打*.?・-'.ノノ、‡ヱ

同期入社の大卒・大学院卒者の現在までの離職者比率は

人くらい

人くらい

執よ.1⊂□割くらい
(すでに辞めている方は辞めた時JIJ,での)

問9　初任者研修を終わった後に・滋初に配域された職場についてお 答え下さい。

勤務の形態
篭 彊 苧芸孟芸芸者 E ] ご誌 .アルノ:.イト、臨時

勤欄の城ATr

I

回 その.他

.配 属 部 門
70 営業.販売部門
80 人事 .教育部門
90 国際部門
99 その他

あなたの
主な仕事

包B 蓋蓋…助 欄 L 昆 ≡…恵
50
60
70
99

保安 .サI ビスの職業
運輸 .通信の職業
製造の職業.技能職
その他

間10　その配属先は・就職前のあなたの希望と一致していま したか。

一致していた

一致していなかった一一どこが一致していませんでしたか(○はいくつでも)
符に希望はなかった　　　㊨

勤務地

配属部門

仕事の内容

労働条件

昇進の見込み

その他

問11大卒の社員・職員の育成の方針はどのよ

てに○をつけて下さいO

4)

うなものでしたかOあなたの経験にてらしてあてはまるものすべ

i I.淘 任考研噺 劫 を←Plれ七亘か .圭 :. 、く.、-

2 配虜触 手研体の嶺会か多や佃恵与titz ^ tz

3

4

5

日常業務のなかで、幅広い経験が積めるよう配慮されていた

日常業務のなかで、専門性が身につくよう配慮されていた

日常業務のなかでは、特に育成は考えられていなかった

6 ::l入鹿 した当初 から¥ "癖来由轟盛儀轟泰蕗審理鹿浜蕃智東ぞ轍

7 なるべ く早 く幹部候補 を畠ぷ方舶 塙 養 子;:二 隼 V_j字

…8 入社 後10年程度 は、特 に差 をつYけない方針だろた ;> 五五 壷 .ら:,

特に育成についての方針はなかった

問12　今まで、退職・転職を、

みません。パート・アルバイトでも3カ月以上のものは、 1社に数えて下さい)
Jfi.　　ー

されたことがありますか。ある方は何回されましたか。 (出向のための退職は含

iHfeLてい'.I.,　‥.--- fiベ-.ジにお荘み下さい

1回退職綾験　「

:冨票芸霊棚=「如ペ~ジの閑にお答えください
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1 仕事がつまらない 9 職場の人間関係の閏堰

会社ゐ老骨方針の問題

毒吉楯 .出 蝣fo n ts y & ム

豆. ;:L専攻や醸 蔀壷示せ着も; ち 16

3 仕事の量が多す ぎる ll
4 労 喝挿周が長い′′イ∴ 12 健康上の蜜由 ⊂7

t<-y*tム. A5 通勤時間が長い 13 事業の輯ノト

ー 与寮費なら . も1 14 〔】
初めから短期由働くう.もサでY、た

より の ′ ●あ7 昇進の可能性がない 15
8::滞 車奉華を串.I:三鞍れを亘 .Pf ユ6 仕草以外め与りか 、土とをするた

問14　退職したあと、再就職されましたか。

潤
再就職した

しない　一一一・次のページへお進み下さい

その再就職先についてお答え下さい

就凱 た時期 l gI⑬[] ] 年 [ □ 月

㊨

入 磯 の 奄 路

1 就職情報誌 5 引き抜 き.ヘッドハンター

2 新聞広告 Lチラシ .貼 り紙 6 民営職業紹介所

(○はいくつでも)

u

3 家族 .知人の縁故 7 職業安定所の紹介
4 出身校関係の縁故 8 自営 .家業従事

9 その他

前の勤務先と業種 .

職種は同じですか

㊨

1 同業種 ー2 異なる業種

1 同職種 は 異なる職種

前の勤務先と比べゼ

次のような.蕪は

どうItすか

イ 規模 ( 1 大きい 2変わらない 3 小曳い) i

ロ .女定軒 一、二、.こ.1∴ ∴ 二; C仁 .大 きい ニ;:2襲 わ与な.い. J萱小さい)

ハ 事業内容の発展性 (1 大きい 2 変わらない 3小さい)
ニ 溜 与 「 芋や 轡 畔 藩 レ率 や 麺 埠 なレi冗 3 少ない)

ホ 労働時臥 休暇 l休日 O 長い 2 変わらか ー 3 短い )
へ 職場環境 言 再 K :-(l > : い ∵L2変わらない 台悪い )

ト 仕串自体の而E]さ Ⅰやりがい ( 1 大きい 2変わら.ない 3小 さい)

チ .自分の専門知識 ..賛格との関連 (1 嵐 まる 、蝣a 塵 わらない 3覇 まる)

Aリ 昇進の可能性 日 大きい 2 変わらない J3小さい)

-ヌ 社風、職場の雰囲気 ( 1 明るい 2 変わらない 3暗い )

ル 学業校とのつなが り ( 1 強まる 2 変わらない 3 月は る)
:ヲL:私生活q)充私 …r ∴ 亘!蝣';木 きい:.≒∴1や,2 変わらない P珂 iさい)

再就職先を選ぶにあたって最も重要だったのは、上記イ～ヲのうちとJれですかO } つ選んで下さい.コ

⊂ コ F

-　263　-



職業キャリアについて伺います

間15　地域移鍬二ついて伺います

イ　w校を*1してからィ,kまで、どの郎迫梯川をに住んでいますかC

高校卒業時　　　　　　初めて就職した時

都道鵬　□:□都道鵬
ロ　あなたは、 L'ターンやJターン就職

て考えたことがありますか。またこれからはどうですか。

現　在

都道府県

(進学等で一時地元を削tた接、地元に戻り仕糾こ就くこと)につい

大学 卒業 時 に、 U ター ンな どを ji
l 実 現 した 2 考 えた が 、実現 しな か った ∴3 考 え なか った

1 実理 した 2 考 えたが 、 実現 しなか っ た L 3 考 え なか った

1 しか 、 2 考 えて い ない

就 職後 現 在 まで に、 U ター ンな どを

将 米 、 U ダー ンな ど を

間16　あなたの年収・労働時間をお間かせ下さいe- (無職の方は労働時間に0をご記入ください)

昨年の年収Lf*」1*;-*蝣- "け・'.Iil:--- oil　　週平均労知時間tミtfcSt-:
∴二二二‥

技 術 21 . 開 発 . 設 計

2 2 生 産 技 衝 ∴

2 3 1膏畢 処 理 ∴

24 ∵サ L: ビ ス 土 ン ジ ニ ナ

29 そ の 他 の 技 術 職

専 門 31 教 員

32 研 究 職

3 9 そ の 他 の 専 門 職 .∵ .

問17　これまでの職業生活で、糖験したすべての仕事に○をつけて下さいQ
-<r　　　　.　,　　　　　　　　　　　　　　　ーヱ_　　　　　_ .∴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　血

経理・財務
xm蝣mm

教育・研修`

企画・調査・広報
仕入・商品管理
工程・資材管理

事務補助・一般職
その他の事務職

問18　学部を卒業後、これまでに、
次のような試験をうけましたかOまたその結果はどうでしたかO

中一

教 員採 用 試験

受 けな か った .受 けた もの が ある 合 格 した か

1 2 → ( 1 .△ 寸

F公 務員 試験 (国家 .地 方 ):

司 法 . 公 認会計 士 .税 理士 試 験

1 2 」l.す :( 「 合 格)

1 2 一一一ヰ ( 1 資格 取 得)

問ユ9　これまでの・あなたの職業キャリアの形成について、
i3

1 最初 の担 当業 務 と同 じ分野 をず つ と経 験 して きた

2 最初 の担 当業 務 の 関連 分野 を経験 して きた..

3 幅 広 い業務 を経験 して きた

4 大 学時 代の 専 門知 識 .技 術 を生 かせ る業 務 を経験

5 次 勧 こ高度 な専 門 知識 .技 術 が 必 要 な業 務へ と進

6 特 に大学 で の知 識 や技 術 を必 要 と しな い業 務 を経

7 い わゆ る出世 コー スの 業務 を経験 して きた

8 昇 進 の可 能性 が 限定 された 業 巌 を経験 して きた

9 転 職 しなが ら、 自分 の専 門 分 野 を形 成 して きた

10 特 にキ ャ リア形 成 に結 びつ か な い転職 を経験 して

ll 先 の見通 しな く離 職 した経験 が あ る

12 1 ケ月以 上 の無 業経 験 が あ る

13 パ ー トや アルバ イ トだ け で生 活 して いた時 期 が あ

問20　5年先のあなたの就業の状況を予測すると---0

(6!

今の会社で正規職員として仕事をしている

転戦して(就職して)正規職員として仕事
をしている

パート・アルバイトで仕事をしている

あてはまるものすべてに○をつけて下さいO

てきた

できた

してきた

独立・家業についている

学校に通っている(仕事はしていない)

結輸して家庭にいる　用二事はしていない)

その他、わからない
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問21大学時代からこれまでを振り返って・次のような点についてどの程度満足してい

大 学 l 学 革 . 学 科 の 選 択 G,

満 足 】 や や 満 足 や や 不 満 不 満

1 2 3 4

学 者 時 代 の 勉 学 ;/ .

学 部 卒 業 時 の 進 路 選 訳

学 部 卒 業 後 の キ .ヤ 1) ア

理 在 の 職 業 生 活 全 般

1 2 - 3 ..、 一4 :'

1 2 3 4

..3 ∴ - I、.l4 こ .l<

1 2 3 4

問22境在の勤務先に勤め掛ナたとしたら・墾草聖あなたは‥-・Oー無職の方は間24に、
自営の方は問23にお進み下さい

即弓の管理者(S長)あるいは役員程度になっている
実務の第一線の管理者になっている

管理職というより専門職として能力を発揮している
翼状とあまり変わらない
わからない

間23　買電の仕事を行っていく上で重要な能力・技能を、

をつけたそれぞれの能力・技能は、 どの段階で身にうけたものか、
次の中から選んでいくつでも○をつけてください。ま

右の欄についてもお答え下さい
. . .

重 要 な

も の

身 に つ け た 時 期 (○ は い くつ で も)

こ れ か ら 身大 学 . * ^ 職 場 で 研 修 昌 芸

商 品 や 事 業 に つ い て の 知 識 t富

農 か .我 着 ll .畢 馳 虞 轟 艶 匁 軌 ..

軽 済 学 や 法 律 学 の 理 論 的 な 知 識

以 前 大 学 院 の 餐 駿 に つ け た い

-.‥ 1 → 1 2 3 4 5 6

蝣V望 塁二と至 警 醒 堅 堅 コ 土∴ 3 , 一F.一一一LPヰ 5 6

3 → I 2 3 4 5 6

L iサ * - :'蝣.- :A ナ 一点さ,- ノ1 ..▼L、・* 蝣
一;～ミP1無 :-故.V :.一C !耳さ.一:∴. 二一二一二王 三三 ∃堅 聖 二ヱ 二2 一1 一 蝣3 v 二∴ -I- 阜二 5 .一そ? '蝣蝣蝣 6 こ

5 → 1 2 3 4 5 6デ ー タ処 理 、 事 務 処 理 の ノ ウ ハ ウ

な ど の 苦 学 カキ や宇 宙巻 き‥i;L線 羊

企 画 . ア イ デ ア な どの 創 造 力

柵 尊 蜘 Z - V . l-.r} - ・}∴ :サ・・;V. -r

< i i車 券ナ 蝣-̂ 1 蝣ぎ 二fI三号=2 †..′悠 ‥.キミ ・4 三5 ・: , 6

7 → 1 2 3 4 5 6

8 - i 2 3 r ~ s i
A .-一,ア諌 ′ワ丁 ユタ .一蝣'・3-㌍ ノ.

対 人 関 係 の 能 力 . 説 得 力
9 → 1 2 3 4 5 fi

間24　あなた自身は、次のような能力・技能をレベル

すか。あてはまるものをいく
アップさせるには、どのよ

つでも選んで下さい。
うな方法が適当だとお

理論的 ,美音的知識 ⑦

語草 .、コンビi ▼⊥タ-I;等の搬

職場の

研修 .

業界団体

の研修 .

民間の
通信 専 門学校

大学の

留学
自学

向上の

ク ク
研究会 】専門学会

の研修

研究会

教育 各種学校 研 究生 .

大学院
自習

必要は

ない 】
1 2 3 4 5 6 7 8 9

粒か iiv ' 2 -f 真南 「 A .:a .ナ 5 一 、. .6 千.ノ三7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9
創造性や対人関係の能力

-X(I3問25　大学院 (修士課程)

イ　あなたは、大学院に、入学してみたいと思いますか。
文.　　　　　　　　　　・

に・社会人を受け入れる大学が多くなりましたが・これに対してどう、お考えですか。

1全く興味がない 2　少し興味がある 3　考えてみたい 4　在学した、在学している

いくつでも○をつけて下さい。
a

1

2

I -

.学 歴 と して は、職 場 で 評価 上れ な.い
自創 こあ っ.た食 事 を求 め て転 職す るに は有利 だ

3

4

仕事 に直軌 こ役立 つ.知 識 は 、得 られな い

幅 広 い .ヾ.体系 的 な発想 を身 につ ける には役 に立 つ

⊃

6

7

時 間 の上 で 、仕 事 と両 立で きない

一 時軌 二で も職 場 を焦 れ る の は、大 きなハ ンデ ィとな る

を 業上 の必 要 に あ った コI スが な い

大学院への進学について、あなたの考えに近いものに
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最後に大学での教育について伺います

間26　人-r-や学8E　判:t・の選択をしたとき、将米の職業についてはどの程度考えていましたか。

はっきりした希H!iがあった

だいたいの・;/!蝣iJはikめていた

#蝣に将米の職業は考えていなかった

間27　あなたの大学時代は.つぎのような学ftや経験について充実したものでしたか。また、これまでの職業生

I.1.-には役だっていますか。

.iユ
- 般 教 育 科 目 の 学 a

大 学 時 代 は こ れ ま で の 職 業 生 活 に

充 実 あ ま り充 実 . 種 族 が 役 だ つ て 役 立 っ て

して い た し て い な か っ た な い い る い な い

1 2 3 1 2

専 門 科 目 の 学 習 1 2 3 . 1 -. .-. 蝣 七 招 き

実 験 、 実 習 、 卒 論 の 桂 放 1 2 3 1 2

資 格 取 得 の 準 備 や 学 習 1 ∴プ . 2 ∴ ▼1 二を, 3 1 . 一.2 :

大 学 以 外 で の 外 国 語 学 習 . 資 格 獲 得 1 2 3 1 2

体 育 会 や サ ー ク ル の 活 動 ∴ 友 人 関 係 二 . .1 ∴ .一;,三 雪..∴ 三 3 蝣蝣- 蝣i " : '・' ' 2

問28　あなたは、もし仮に、高校卒業の時点から進路を選択しなおすとしたら、どのような進路を選びますか。
大学への進学は 奮

1 進学する 2 進学 しない 3 どちらで もよい
」 (間29へお進み下 さい)

大学 は 1:, 同 じ大学 2 ..了別の大草 l3 こ.どを らでも卓転

専門分野 は 1 同 じ学部 2 別の学部 3 どちらで もよい

問29　大学教育のあり方に 関して、次のような意見について、あなたはどう思いますか。

勉 強 す る よ り、 サ ー ク ルや友 人 関係 を広 げ てお いた万 が 役 に立 つ 皐

そ う思 う
どち らと も

い えない
そう思わない

1 2 3

埋鷺 的な教 育 よ りも、 実務 に役立 つ応 月 的 な教 育 を行 うべ きだ ー 1 2 ‥3

理 論 的 な教育 で 、論 理 的 . 体 系的 な考 え方 を 身 につ け させ るべ きだ 1 2 3

専 門科 目に 限 らず 、 人 文 . 社 会科学 の一 般教 養 を養 うべ きだ しこ′-.1 ∴ . 1 l ∴ 喜.J、*}x ~- 一一甘 .I

一般 教 養 よ り も、専 門 を深 め るよ うにす べ きだ 1 2 3

少 人数 の教 育 形態 で、発 表 や 論文 の奉 蔑技 法 な ど を教 育す べ き*」蝣 蝣1 2 3

ご協力有り難うございましたOあなたの出身大学、大学教育一般、就職指導について、何かご意見があれば、

下に自由にご記入下さい。用紙がたりない場合は、別紙に書いて、回答に同封して下さい。

女子のかたは、おそれいりますが、別紙の女子用の質問紙にお答え下さい。

-　266　-



(注)

調査票は(社会学系用) 、 (人文科学系用) 、 (工学系用) 、 (理学・農学・家政系用)

(教員養成系用)の5種類があり、選択肢等が若干異なる。 (社会科学系用)を基準とし

て、異なる部分を以下に示す。

※(1)工・理・農.家政系では、 ll-建設業12-電気・機械製造業13-化学・鉄鋼等素材

製造業141食品・繊維等消費財製造業　20-卸売・小売業・飲食店。

教員養成系では、 56-/J、学校　55-中学校　54-高校　53-その他の教育関係　20-卸売

・小売業、飲食店。

※(2)教員養成系では、 10-教員・職員・一般社員　6ト常勤辞酪1 62弓巨常勤講師・産休交

替。

※(3)教員養成系では、 1ト学校121教育委員会　30-研究所・センター。

※(4)教員養成系では、 8卜教育部門　80-人事部門。

※(5)工・理・農・家政系では、公認会計士・弁理士試験。

※(6)教員養成系では、 1ト学校12-教育委員会　301研究所・センター。

※(7)教員養成系では、 811教育部門　80-人事部門。

※(8)工・理・農・家政系では、 ll-建設業12-電気・機械製造業13-化学・鉄鋼等素材

製造業141食品・繊維等消費財製造業　20-卸売・小売業・飲食店。

教員養成系では、 561小学校　55-中学校　54-高校　53-その他の教育関係　20-卸売

・小売業、飲食店。

※(9)工・理・農・家政系では、公認会計士・弁理士試験。

※(10)1　理・農・家政系では、 21技術部門の第一線の管理者になっている　31製造部門

の第-線の管理者になっている　4-営業部門の第-線の管理者になっている。

教員養成系では、 2-校長、教頭になっている。

※(ll)工学系では、製品や生産工程についての知識。

※(12)理・農・家政系では、専門分野に関する実務的知識。

工学系では、専門分野に関する工学的知識。

教員養成系では、経理・法律等の実務的知識。

人文系では、経理・法律等の実務的知識.

※(13)理・農・家政系では、自然科学の理論的な知識。

工学系では、物理・数学などの理論的知識。

教員養成系では、人間の発達に関する理論的知識。

人文系では、人文科学の理論的な知識。

※(14)教員養成系のみ、 「教育現場の具体的な知識」を追加。

栄(15)理・工・農・家政系では、以下の質問について(そう思う、どちらともいえない、

そう思わない)の三択。

修士課程終了のはうが、キャリアに有利だ。

修士課程修了のはうが、転職するには有利だ。

仕事に直接に役立つ知識は、大学院では得られない。
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幅広い、体系的な発想を身につけるには役立つ。

社会人も正規の大学院生として入学できるようにすべきだ。

一時的にでも職場を離れるのは、大きなハンディとなる。

※(16)教員養成系では、 1-教師になることを希望していた　2-教師以外の職業を考えてい

た。

なお、調査票並びに調査票の注は、日本労働研究機構(1995a, 287-296頁)から抜粋したO
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